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は じ め に

家畜保健衛生所が実施する事業、検査、調査等の業績は、各都道府県並びに

ブロックで毎年度に開催される家畜保健衛生業績発表会で発表、討議されてい

る。この全国家畜保健衛生業績抄録は、各都道府県の平成十九年度の発表会の

抄録を編集したものであり、発表された全ての演題が収載されている。抄録の

配列は家畜別に、また、病因並びに病類別に行い、多岐にまたがるものはその

主要部分の属する項に集録されている。

本抄録が家畜保健衛生所の日常活動のより一層の活性化と、地方における家

畜衛生の向上に役立つことを期待する。



地
方
農
政
局

農
政
事
務
所

家
保

畜
産
課

畜
試
等

県
・
そ
の
他

公
衆
衛
生

市
町
村

農
業
団
体

開
業
獣
医

学
校
関
係

そ
の
他

北海道 平成19年11月1日 北海道大学学術交流会館 16 153 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

青森県 平成20年1月24日 アピオあおもり 14 98 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

岩手県 平成20年1月22日 県庁講堂 21 69 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

宮城県 平成20年1月18日 仙台市「ホテル白萩」 14 65 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

秋田県 平成20年1月18日 秋田県市　イヤタカ 15 100 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

山形県 平成20年1月17日 山形県村山総合支庁 11 56 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

福島県 平成20年1月16日 福島県自治会館 19 54 ◎ ◎ ◎ ◎

茨城県 平成20年1月11日 茨城県畜産センター 13 73 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

栃木県 平成19年12月14日 栃木県総合文化センター 12 100 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

群馬県 平成19年12月20日 群馬県立産業技術センター 14 66 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

埼玉県 平成19年12月20日 さいたま商工会議所会館 9 71 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

千葉県 平成19年12月18日 千葉県教育会館大ホール 15 118 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

東京都 平成19年12月20日 家畜保健衛生所研修室 13 45 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

神奈川県 平成20年1月11日 伊勢原市民文化会館 14 84 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

山梨県 平成19年12月20日 山梨県北巨摩合同庁舎 14 67 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

長野県 平成20年1月16日 長野市 13 120 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

静岡県 平成19年12月20日、21日 静岡県男女共同参画センター 19 118 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

新潟県 平成20年1月11日 新潟県庁講堂 19 69 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

富山県 平成20年1月25日 富山県農業共済会館 11 78 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

石川県 平成19年12月13日 石川県庁 10 42 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

福井県 平成20年1月23日 福井県職員会館 9 60 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

岐阜県 平成20年1月11日 岐阜県シンクタンク庁舎 13 72 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

愛知県 平成19年12月14日 愛知県自治センター 11 71 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

三重県 平成19年12月21日 三重農業共済会館３階 17 58 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

滋賀県 平成20年1月16日 滋賀県立男女共同参画センター 10 32 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

京都府 平成20年1月18日 京都府職員福利厚生センター 8 64 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

大阪府 平成20年1月16日 大阪府職員会館多目的ホール 12 43 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○

兵庫県 平成20年1月25日 兵庫県農業共済会館 17 96 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

奈良県 平成20年1月17日 農業振興会館 9 53 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

和歌山県 平成19年12月21日 和歌山県民文化会館 9 55 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

鳥取県 平成20年1月11日 鳥取県庁講堂 19 72 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

島根県 平成20年1月17日 島根県職員会館 16 72 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

岡山県 平成20年1月17日 テクノサポート岡山 17 106 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

広島県 平成20年1月18日 県立農業技術センター 19 68 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

山口県 平成20年1月18日 山口県庁 21 90 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

徳島県 平成19年12月26日 徳島県職員会館 12 35 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

香川県 平成20年1月11日 香川県庁会議室 12 30 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

愛媛県 平成20年1月11日 愛媛県庁 13 79 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

高知県 平成20年1月17日 高知県職員能力開発センター 14 42 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎

福岡県 平成19年11月30日 福岡県吉塚合同庁舎 15 82 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

佐賀県 平成19年12月6日 佐賀県中部家畜保健衛生所 14 44 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

長崎県 平成19年11月15日 長崎県市町村会館 16 91 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

熊本県 平成19年11月30日 熊本県農業研究センター 14 110 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

大分県 平成19年11月22日 共同庁舎大会議室 23 88 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

宮崎県 平成20年2月13日 宮崎市JA･AZMホール 24 197 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

鹿児島県 平成19年11月15日 鹿児島県庁講堂 14 100 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

沖縄県 平成19年11月20日 沖縄県庁講堂 20 92 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
計 684 3,648
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平成１９年度家畜保健衛生業績発表会一覧
参集範囲　　○：呼びかけ　　◎：実際の参加

都道府県名 開催期日 開催場所

参加者の内訳
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I 牛の衛生

I－１ ウイルス性疾病

1 家畜伝染病自衛防疫組合が取り組んだ
牛白血病清浄化対策とその検証：北海道
上川家保 大根田則広、松木繁幸

上川管内のA町では平成9年から11年
に、連続して乳用牛に牛白血病が発生し
たため、A町の家畜伝染病自衛防疫組合
（自防）が「特殊疾病清浄化特別対策事
業」を策定し、農場と関係機関の緊密な
連携のもと、平成12年からの5年間で400
頭の自主淘汰に対する補助と年2回の抗
体検査及び感染防止対策指導を実施。結
果は清浄化5戸、抗体陽性率半減以下10
戸、半減できず9戸、逆に増加6戸など。
対策効果に差が出た原因の調査として、
最終年度に農場に対しアンケート調査を
含む検証を行った結果、感染防止対策10
項目中6項目で各農場の対策実行率に差
を認め、対策を実行した場合の平均陽転
率は7％、しない場合は12％。対策効果
の差の原因が主に対策実行率にある事を
明らかにして、その後の指導に活用。自
防等による疾病対策の取り組みへの協力
にあたり、効果の検証が家保の役割とし
て重要。

2 公共牧場を中心とした牛ウイルス性下
痢・粘膜病の防疫対策：北海道網走家保

藪内雪香、吉間昌行
H18年、入牧牛483頭の公共牧場で流産

が多発。流産胎子2頭から牛ウイルス性
下痢ウイルス（BVDV）を分離。入牧牛全
頭のBVDV検査で6頭の持続感染牛（PI牛）
を摘発、淘汰。入牧牛にウイルス5種混
合不活化ワクチンを接種。退牧後、PI牛
入牧中に胎齢150日以下であった新生子
牛のBVDV検査を実施。265頭中22頭がBVD
V遺伝子陽性。入牧していたPI牛（入牧P
I牛）、流産胎子および新生子牛由来株の
遺伝子解析を実施。流産胎子または新生
子牛由来株21株中20株が入牧PI牛由来株
と同一遺伝子型、うち17株が入牧PI牛由
来株と相同性100%。農場陽性率は入牧時
6%から退牧後43％に増加、本病が公共牧
場を介して飼養農場へ拡大したことを示
唆。以上から、H19年はBVDV検査とBVDV
を含むワクチン接種を入牧条件とし、PI
牛の入牧を阻止。流産頭数はH18年の19
頭からH19年は1頭に減少。H18年発生後
の防疫対策と検証が翌年の発生未然防止
につながったと推察。

3 牛ウイルス性下痢・粘膜病の診断方
法の検討―ELISAを用いたウイルス抗原
検出―：北海道根室家保 畑田百合子、
宮根和弘

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）持
続感染牛（PI牛）を効率的に摘発する検
査法確立のため、BVDV抗原検出ELISA（A
社：許可申請中）の実用性を検討。スク
リーニング検査への応用のため、1,490
頭の牛血清を用い、ELISA、分離培養法、
RT-PCR法（PCR）を比較した結果、3検体
が3法全て、4検体がELISAのみ陽性。血
清以外の材料応用のため、BVDV分離陽性
牛33頭の血清、白血球、鼻汁、膣粘液と
PI牛3頭の白血球、臓器を用い、ELISAを
実施。分離陽性牛33頭は、新生子牛の血
清4検体を除く全てがELISA陽性。PI牛3
頭は、白血球が全頭3法陽性、臓器が全
頭ELISA、分離陽性。1,490頭中、ELISA
のみ陽性の4検体（0.3%）は、非特異反
応と推察され、スクリーニング検査には
有用。材料の検討では、移行抗体を持つ
子牛血清以外は、分離、PCRと一致し、
分泌物の応用も示唆。本法は検査時間が
約4時間で、多検体処理可能なことから、
実用的と判断。

4 制限酵素断片長多型解析による牛ウイ
ルス性下痢ウイルスの簡便な遺伝子型別
：岩手県中央家保 関 慶久、本川正人

牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）の
遺伝子型別を目的に、1957～2006年に日
本で分離された177株のE2領域を解析し
た。RT-PCR法により、全株から532 bpの
増幅産物が得られた。分子系統解析によ
り、供試株は8遺伝子型（1a、1b、1c、1
d、1e、1f、So、2a）に属した。6種類の
制限酵素（Apo I、Mly I、BstAP I、Pvu
II、Ear I、EcoR V）を用いた増幅産物

の制限酵素断片長多型（RFLP）解析によ
り、供試株の切断パターンは11グループ
（I～XI）に分類された。各グループは
単一の遺伝子型株から成り、グループI
およびIIは1a株、IIIおよびIVは1b株、V
およびVIは1c株により、VII、VIII、IX、
XおよびXI は1d、1e、1f、Soおよび2a株
により構成された。各グループの切断像
は2%アガロースゲル電気泳動後のエチジ
ウムブロマイド染色により区別された。
得られた成績から、本RFLP解析により、
BVDV国内分離株の遺伝子型を簡便に識別
し得ると推察された。

5 宮城県で検出された牛RSウイルスの遺
伝子学的解析：宮城県仙台家保 石橋拓
英、大久範幸ほか

平成14年から18年に呼吸器症状を示し
た牛の鼻腔スワブ8症例8検体からRT-PCR
により牛RSウイルス遺伝子を検出。うち
2症例2検体は、皮下気腫を認める重症例
であった。県内で検出された株の傾向を
遺伝子学的に把握することと重症例2株
と他6株との比較を目的にして、主要な
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抗原であるG蛋白領域の遺伝子学的解析
を実施。検索株は系統樹上で標準株およ
びワクチン株が含まれるサブグループⅡ
には属さず、近年国内で検出された株が
含まれるサブグループⅢに属した。また、
抗原決定領域の200番目のアミノ酸がイ
ソロイシンの系統Aとトレオニンに変異
した系統Bに分類されるが、検索株は系
統Aが6株、系統Bが2株であった。各系統
の相同性はAが99.9～99.4％、Bが99.7％
であった。発生農場や検出した年によっ
て、遺伝子配列は異なるが、高い相同性
を認め、県内では近縁な株が流行してい
ることが示唆された。重症例2株は系統A
およびBに別れ、関連性は認められなか
った。

6 牛コロナウイルス（BCV）ワクチン接
種農場で発生したBCVによる下痢症：山
形県中央家保 大橋郁代、植松知加子

BCVワクチン接種農場でBCVによる下痢
の発生が相次ぎ、原因を調査したところ、
ワクチン接種方法が不適切であった事例
や、衛生管理を怠った事例と判明。流行
期直前にワクチン接種を実施した酪農経
営A農場は成牛50頭中20数頭発症。接種
回数1回のみの酪農経営B農場は成牛60頭
中初産牛を中心に約20頭発症。乳肉複合
経営C農場は7年間ワクチン継続接種。乳
用牛にワクチン接種し高い抗体価を有し
たが、成乳牛49頭中44頭、肥育牛27頭中
13頭発症。通路でのワクチン非接種牛の
密飼いを確認。今回の事例では畜主はワ
クチンの効果への不信を抱いたが、乳量
の減少率は甚大ではなく（B農場6.4％、
C農場7.4%）、非接種牛が重症化した（B
農場）等、ワクチン接種の一定の効果が
示唆されたことを説明し、理解を得た。
ワクチンの効果への正しい認識を促す必
要がある。ワクチンの効果的使用には、
流行期に間に合う接種や未接種牛への2
回接種を行う等ワクチンの適切な使用に
加え、さらに適切な飼養衛生管理が重要。

7 4ヶ月齢牛に発生した悪性カタル熱：
福島県会津家保 星光伊

管内の観光牧場に付属した肉用牛肥育
農場で、平成19年7月に同一経営の県外
農場から4ヶ月齢ガンジー種11頭を導入。
2週間後にその内1頭が食欲不振後、流涎、
舌及び口腔内にびらん等を呈し診療獣医
師より通報。立入検査の結果、発症牛の
蹄に異常はなく、同居牛に症状を認めな
かった。病性鑑定の結果、全身性の動脈
炎・動脈周囲炎等の特徴的組織所見が認
められ、PCR検査において臓器等からovi
ne herpesvirus 2（OHV-2）が検出され、
羊随伴型悪性カタル熱と診断。また、同
居牛の白血球からOHV-2は検出されなか

った。なお、平成10年に届出伝染病に分
類されてから、最も若い月齢に発生した
事例である。本病の感染経路は羊との接
触とされているが、疫学的に導入元農場
並びに当該農場で羊の飼養があるものの
羊と牛の直接的な接触はなく、管理者の
往来のみであった。感染予防対策として、
飼養衛生管理基準の徹底、特に羊舎と牛
舎間の往来時の消毒が重要。

8 牛ウイルス性下痢粘膜病（BVD-MD）の
発生と清浄化に向けた地域の取り組み：
茨城県県南家保 吉永就洋、井野壽磨

管内A酪農家でBVD-MDによる流産発生。
汚染状況の調査及び持続感染牛（PI牛）
摘発のため、農場内全頭の血液検査を実
施したがPI牛は摘発されず。外部からの
ウイルス侵入を疑い、地域酪農家全7戸
を対象にアンケート調査及びバルク乳検
査を実施。結果、地域全体で流産の発生
や虚弱仔牛の娩出が報告される一方、バ
ルク乳検査でB酪農家がPCR陽性となっ
た。これを受けB酪農家内全頭の血液検
査の結果、抗体陰性かつPCR及びウイル
ス分離陽性のPI牛３頭を摘発。塩基配列
の解析によりA、B各農家の分離ウイルス
の細胞病原性及び遺伝子型が一致し、A
農場の流産はB農場が感染源となってい
ることを示唆。その後、酪農家・診療獣
医師・市役所・家保で清浄化対策につい
て検討、PI牛の摘発・とう汰の継続と一
斉のワクチン接種を指導。今後はバルク
乳検査及び搾乳牛以外の血液検査を継続
予定。清浄化には、PI牛とう汰に見合う
損害補填体制構築やワクチン接種補助が
必要。

9 管内酪農家における牛白血病の浸潤状
況と問題点：栃木県県南家保 竹澤友紀
子、磯健司

ブルセラ病定期検査余剰血清等を利用
して牛白血病抗体検査を実施。H6～H7で
は管内酪農家全戸全頭136戸4,336頭中、
陽性農家37戸（陽性率27.2％）、陽性頭
数101頭（陽性率2.3％）。H16～H19では
管内全94戸2,900頭（飼養頭数の87％）
中、陽性農家78戸（陽性率83.0％）、陽
性頭数757頭（陽性率26.1％）と著しく
上昇。陰性農家16戸、50％以上の高い陽
性率の農家15戸で、ともに自家育成割合
が高率。白血病対策実施農家3戸の事例。
農家AはH12に陽性率が11％で、陽性牛の
隔離や淘汰（計24頭）等の清浄化対策実
施するも新たな陽転牛摘発が課題。農家
BはH9の増頭時の導入牛が陽性。その後
自家育成により感染拡大。加温初乳や代
用初乳給与対策実施。農家CはH14放牧予
定牛が抗体陽性で成牛を検査、陽性率48
％。対策として初乳加温器導入。陽性牛
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隔離、陰性牛導入が課題。管内ではこの
10年で陽性牛増加。農場陽性率が低い早
期の対応が重要。特に自家育成農家は感
染の拡大早く注意必要。

10 栃木県で分離された牛ウイルス性下
痢ウイルスの分子系統解析：栃木県県央
家保 岩根浄子、田島和彦

1989年から2007年の県内44農場の牛63
頭由来牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）
63株について、E2領域と2型は5’NCRが
標的のRT-PCR産物より分子系統解析と病
原性解析を実施。遺伝子型別株数は1a、
1b、1c、2型の順に21、27、11、4株。E2
領域アミノ酸(aa)の54番は各遺伝子型特
徴的。2型はE2領域2aaの欠失、5’NCR病
原性は弱毒型。E2領域の系統樹から公共
牧場が県内BVDV伝播の主要因と示唆。疫
学的・分子系統学的に公共牧場内で水平
感染した母牛からの垂直感染によるPI牛
娩出事例を初確認。本県独自で実施の放
牧予定牛全頭BVDV検査（予定牛検査）で
2002年から2007年10月末まで32/2,187
戸、53/11,360頭のPI牛を摘発。県内の
浸潤遺伝子型の多様性から、含有遺伝子
型が限定されるBVDVワクチン接種のみで
は牧野対策として不十分。PI牛の公共牧
場入牧を阻止し主要伝播経路を遮断する
本県の予定牛検査は、BVD対策として極
めて有効。

11 牛ウイルス性下痢･粘膜病の発生とそ
の対策：群馬県西部家保 高梨資子

管内の2農場において牛ウイルス性下
痢･粘膜病(BVD-MD)が発生。A農場は対尻
式つなぎ牛舎の酪農経営。本年8月、県
内公共牧場への預託牛1頭が下痢を発症
し、病性鑑定の結果、持続感染牛と判明。
農場全頭調査から、預託牛の母牛である
平成18年県外導入牛および2ヶ月齢同居
子牛が持続感染牛と判明。A農場の抗体
保有率は、当該導入牛の導入前後で49%
から96%に上昇。当該導入牛が汚染源と
なった可能性が示唆。持続感染牛の淘汰
および新規牛へのワクチン接種を指導。
B農場は繁殖和牛経営。平成18年の県外
夏期預託放牧牛1頭の産子が出生直後に
死亡し、BVD-MDと診断。B農場の抗体保
有率は23%で持続感染牛はなし。BVD-MD
ワクチン未接種であったため、放牧等に
よりウイルスの農場内への侵入が容易に
なったと推察。飼養牛全体へのワクチン
接種を指導。今後、地域や農場ごとの浸
潤状況を把握し、その結果を考慮したワ
クチン接種による予防対策、持続感染牛
の早期発見が課題。

12 ELISA法による牛ウイルス性下痢・粘
膜病の浸潤状況調査:群馬県西部家保

中原大輔
牛ウイルス性下痢・粘膜病(BVD-MD)が

県内で散発。浸潤状況把握のため、管内
34農場の乳牛と繁殖和牛1179頭を対象に
ELISA法による血清抗体検査および血中
抗原検索を実施。656頭(55.6%)が抗体陽
性。抗体陰性かつ抗原陽性を示し、持続
感染(PI)牛が疑われた1頭はRT-PCR法で
陰性。抗体陽性率に影響を及ぼす要因を
6項目(導入、公共牧場利用、共進会出品、
農場飼養形態、ワクチン接種、早流産の
発生状況)から検討。項目別では公共牧
場の利用および農場飼養形態における運
動場設置の有無で有意差が見られた(p<
0.01)。項目間ではワクチン接種、早流
産の発生状況、農場飼養形態の順で抗体
陽性率への影響が大きかった。県外導入
牛は319頭中228頭(71.5%)が抗体陽性で、
抗原は全頭陰性。今後は農場飼養牛にお
けるPI牛の摘発淘汰とワクチン全頭接種
の実施。加えて、導入時および放牧前検
査の実施により本病の侵入と感染拡大を
防止し、家畜自衛防疫の推進によるまん
延防止対策が重要。

13 牛白血病抗体検出方法の比較検討と
抗体保有状況の解析：群馬県西部家保
野末紫央

牛白血病の血清抗体検出法である寒天
ゲル内沈降反応（AGP）、受身赤血球凝集
反応（PHA）およびELISA法を比較。AGP
ではPHAとELISA法の陽性検体のすべては
検出できず、ELISA法ではPHAとAGP陽性
検体はすべて陽性で最も高い感度。今回
PHAで非特異反応は認められず、その発
生は極めて少ないと判断。そこで、55農
場2163頭のPHA凝集価16倍における抗体
保有状況を調査。抗体陽性率は39.3%で、
肉用種に比較して乳用種の陽性率は高
く、陽性率が高い農場の多くは酪農。抗
体陽性率に影響する要因を飼養管理状況
6項目から検討。数量化Ⅰ類による解析
の結果「ホルスタイン種由来の生乳給与」
「飼養形態」「哺乳期に与える生乳の由
来」等の順で影響。仔牛に抗体陽性率が
高い牛群の合乳を給与した場合、親子関
係に関わりなく生乳を介して感染し、ま
た飼養形態の違いは水平感染に影響する
一要因と推察。今後AGPより高感度のPHA
を用いてまん延防止対策を実施。

14 牛ウイルス性下痢・粘膜病 2 型ウイ
ルスの生後感染が疑われた一事例：千葉
県北部家保 中代浩之、加山一三

2007年1月下旬、搾乳牛約50頭飼養の農
家で23日齢の子牛が起立不能及び水様性
下痢を呈した。抗生剤等の投与後、一時
起立できるようになった。4日後再び起立
不能になり、予後不良と判断し39日齢で
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鑑定殺した。病理解剖所見で腎臓の漿膜
及び腸間膜に点状出血、体表リンパ節に
腫脹が認められた。細菌検査で有意菌は分
離されなかった。病理組織学的検査で牛ウ
イルス性下痢・粘膜病を疑う所見が認めら
れた。ウイルス学的検査で牛ウイルス性下
痢ウイルス（以下「BVDV」）2型が分離され、
256倍以上の抗体価を示した。一方母牛は
BVDV1型、2型の抗体を保有しておらず、
血清中からもBVDV1型、2型は分離されな
かった。同居牛52頭もBVDV1型、2型は分
離されなかったが、BVDV2型の抗体保有牛
が3頭確認された。以上の検査結果から、
農場内でBVDV2型の活動時期に生まれた当
該子牛が生後感染したと推測された。

15 島しょ１牧場における牛ウイルス性
疾病の遡り調査：東京都家保 寺崎敏
明、近藤機

損耗防止の目的で、都内1牧場でウイ
ルス性疾病の聞取り調査、抗体検査及び
遺伝子解析(解析)による遡り調査を実
施。抗体検査は過去3ヵ年の血清を用い、
牛コロナウイルス(BCV)、牛ウイルス性
下痢ウイルス(BVDV)、牛伝染性鼻気管炎、
牛パラインフルエンザ3型感染症、アカ
バネ病、イバラキ病は中和試験、牛白血
病はゲル内沈降反応法で実施。解析は、
本農場で摘発された持続感染牛(PI牛)か
ら分離したBVDV2株の5’非翻訳領域(5’
-UTR)、エンベロープ蛋白領域(E2)のRT-
PCRを実施後、各領域の塩基配列を比較。
本牧場は2004年10月～2005年3月の間、5
回21頭の牛を転入。転入後、同居牛のBC
V、BVDV抗体が陽転しウイルス侵入が示
唆。解析で分離2株の遺伝子が一致。時
系列の経過からBVDV侵入後妊娠牛に感
染、1頭目のPI牛が誕生し牧場全体にま
ん延し2頭目のPI牛誕生と推定。ワクチ
ン未接種によりウイルス性疾病による被
害が拡大したと推察。

16 牛白血病腫瘍細胞のリンパ球マーカ
ーを用いた免疫組織化学染色による検索
：新潟県中央家保 村山修吾、石田秀史

牛白血病腫瘍細胞の由来は成牛型がCD
5陽性B細胞、子牛型はB細胞またはT細胞、
胸腺型と皮膚型はT細胞とされているが、
近年これに当てはまらない症例が報告さ
れている。そこで県内で牛白血病と診断
された成牛型18頭、胸腺型1頭、皮膚型1
頭、型別不明1頭の計21頭について、リ
ンパ球マーカーCD79a(B細胞)、CD5(T細
胞およびB1細胞)、CD3(T細胞)、Termina
l Deoxynucleotidyl Transferase(芽球
系細胞)の各抗体を用い免疫組織化学染
色を実施。皮膚型はCD3陽性T細胞由来、
成牛型は14頭がCD79a陽性CD5陽性B細胞
由来であったが、3頭はCD5陰性B細胞由

来で典型的な成牛型と異なり、さらに1
頭ではCD79a、CD3とも陰性の骨髄性白血
病が示唆された。胸腺型の1頭はCD5陰性
B細胞由来で一般の胸腺型や成牛型とは
異なり、型別不明の1頭はB細胞由来であ
るがCD5陰性の染色性を示した。今回、
腫瘍細胞の免疫組織化学染色成績から通
常のHE染色のみで型別診断することはで
きないことが示唆された。

17 肥育農場における牛RSウイルス病の
発生と対策：新潟県下越家保 市村有理

濱崎尚樹
平成19年4月～5月にかけて肉牛農家2

戸で40℃以上の発熱、発咳、鼻汁漏出を
呈す牛を確認。病性鑑定の結果、牛RSウ
イルス（以下RSV)病と診断。Ａ農場は15
8頭飼養。50頭発症し、4及び11か月齢の
2頭が呼吸器症状の重篤化で死亡。発症
牛5頭の鼻腔スワブのプール検体からRSV
抗原検出キットで抗原検出、RSV-PCRで
特異遺伝子検出、5頭中2頭で牛RSV抗体
の有意な上昇を確認。B農場は750頭飼養
し、県外導入牛が導入1週間後に発症。1
1頭発症し、2日後に1頭が死亡。RSV抗原
及び特異遺伝子検出されず。6頭中5頭で
牛RSV抗体の有意な上昇を確認。対策と
してA及びB農場とも呼吸器3種混合ワク
チンからRSV生ワクチンを含むワクチン
に変更後は再発は認めず。牛RSV病は細
菌等の混合感染により重篤化し、経済的
損害が大きいことから畜主及び担当獣医
師からの早期通報及びワクチン接種等の
防疫措置が重要。

18 ELISA法による高感度な牛白血病ウイ
ルス抗体検査法の検討：富山県西部家保

池上良、村上進
平成17年度から19年度の血清614検体

と全血155検体を用いてチッソ(株)横浜
研によって開発され現在承認申請中のEL
ISA法による牛白血病ウイルス(BLV)抗体
検査キットについて検討。ELISAによる
抗体価とリアルタイムPCRによるBLV遺伝
子量は高い相関(r=0.9262,P<0.0001)を
示し、抗体価が高い牛ほど感染源となる
リスクが高いことが示唆。またELISAは
ゲル内沈降反応による抗体検査成績と比
較して高感度。ELISAのS/P値が0.1から0.
5の弱陽性は、追跡調査の成績からBLVに
感染していないことが示唆。しかし高汚
染農場３戸での弱陽性率(S/Pが0.5未満
の検体における0.1以上の検体の割合)は
42.5%と清浄農場５戸(7.3%)と比較して
有意(P<0.0001)に高く、弱陽性が非特異
反応によるものではなく、感染限界以下
のBLVの暴露による非感染抗体である可
能性が示唆。
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19 PCR-RFLPを用いた牛コロナウイルス
型別法の検討と応用：富山県東部家保
神吉武

既知の国内外牛コロナウイルス(BCV)
分離株のS遺伝子塩基配列データを分析。
BCV遺伝子はS遺伝子における制限酵素Av
aⅡとEcoO65Ⅰの認識配列の有無で､分子
系統樹解析と同様の4つの遺伝子型に分
類されると推測。本県の保存BCV遺伝子1
9検体（2000年～2007年の各発生事例1検
体ずつ）のS遺伝子多型領域をRT-PCRで
増幅し、上記酵素を用いた制限酵素断片
長多型(RFLP)により遺伝子型を推定。同
一検体のS遺伝子塩基配列を決定し分子
系統樹解析により型別した結果、RFLPに
より推定された遺伝子型とほぼ一致。判
明した遺伝子型と発生農家の牛導入元・
出荷先その他疫学的な関連性について検
討した結果、過去の流行動態などが判明。
PCR-RFLPを用いた型別法は、短時間で分
子系統樹解析同様の型別成績が得られ、
過去の流行動態の把握や日常的なBCV流
行株の監視等に有効。

20 牛白血病ウイルス感染の拡大防止に
向けた対策と課題：石川県南部家保 細
川明香、長井誠

管内で牛白血病ウイルス(BLV)浸潤状
況調査を行ったところ抗体陽性農家は20
/35戸、陽性率は6.6％(141/2,131頭)。
監視下の4戸を対象に平成17年度から19
年度までの抗体陽転率を算出。繋ぎ牛舎
では陽性率の低い2戸で3.3および1.8％、
陽性率の高い1戸で25.0％、フリースト
ール牛舎1戸で9.3%。また、感染拡大を
防止した事例として、①離農農家からの
導入牛を検査し陽性を摘発、②BLV清浄
と思われた農家の入牧検査で陽性牛を摘
発、③県外導入牛の着地検査でゲル内沈
降反応陰性、間接赤血球凝集反応および
PCR検査による陽性牛を摘発。以上より、
清浄農家では牛導入時の正確な検査およ
び定期的な検査を継続することが重要。
低汚染農家では従来の指導を徹底するこ
とでBLVのコントロールは可能と推察。
高汚染農家では淘汰が困難であることお
よびフリーストール牛舎では飼養形態が
BLV感染の拡大要因となるため、これら
の農家に対する対策が今後の課題。

21 肉用牛肥育農家での牛コロナウイル
ス病発生：福井県嶺南家保 二本木俊
英、河合隆一郎

45頭を飼養する一肉用牛肥育農家で、
平成19年9月下旬と11月下旬の2度にわた
り牛コロナウイルス病が発生。1) 1回
目の発生：9月上旬、県外市場より導入
した育成牛１頭が水様性下痢を呈し、そ
の2日後に飼養牛全頭に拡大。発生から2

週間後には肥育牛1頭が血便発症。病性
鑑定の結果、糞便のPCR検査では抗原の
確認はできなかったが、白血球数の減少、
ペア血清によるHI試験で牛コロナウイル
スの抗体価は幾何平均値で95倍が761倍
に上昇していたため牛コロナウイルス病
と診断。下痢は、10月下旬から11月初旬
に終息。2) 2回目の発生：10月中旬に5
頭、11月中旬に6頭の育成牛を県外市場
より導入したところ、11月下旬に10～13
ヶ月齢の育成牛17頭が水様性の下痢を発
症。病性鑑定の結果、ペア血清によるHI
試験では有意な抗体の上昇は認められな
かったが、急性期で40～320倍の抗体価
を示しており牛コロナウイルス病と診
断。発生農家に対し、消毒の徹底、重度
下痢発症牛の隔離飼育、導入牛の隔離観
察、飼養牛の観察強化を指導。

22 牛コロナウイルスによる下痢症およ
び呼吸器病の発生：福井県家保 生水誠
一、三竹博道

平成18年5月～平成19年11月に、県内
の3肥育農家および1酪農家で牛コロナウ
イルス（BCV）が関与したと考えられる
下痢症が発生。主症状は、水様性の下痢
で、血便や発熱を伴う呼吸器病の症例も
認めたが、死亡廃用等はなく終息。病性
鑑定の結果、BCVに対する高い血清抗体
価が全症例で確認され、うち1症例の下
痢便からRT－PCR法でBCV特異遺伝子を検
出しBCV病と診断。1肥育農家では、同病
が終息した約2ヶ月後に続発したことを
確認。また、3肥育農家とも、下痢を発
症する直近に牛を導入しており、導入牛
に起因したものと推察。1酪農家では、B
CV病不活化ワクチン接種後に同病を発症
したが、約20％の乳量の減少とそれが回
復するまでに約2週間を要した。本年度
に採材した肉用牛を中心とした保存血清
53検体を用いたBCV抗体の保有状況を調
査した結果、45検体（84.9％）が陽性で
あり、県内には同ウイルスはかなり浸潤
していることが示唆された。

23 管内公共牧場における乳頭腫の現状
：山梨県西部家保 松下摩弥、清水景子

管内公共牧場では、県内全域の牛飼養
農家から預託された牛を飼養。退牧後、
乳頭に発生した乳頭腫により搾乳に支障
を来す事例が散見。今回、入牧牛への乳
頭腫浸潤状況を調査、対策を検討。入牧
時(6月)と退牧時(9月)の預託牛全頭につ
いて体表・乳頭での乳頭腫の有無、形態
からのタイプ分け等を調査。その結果6
月調査では、乳頭腫を体表で26.6%、乳
頭で36.3%確認。9月調査では、体表で41.
9%、乳頭で33.6%を確認。体表に発現す
る型はBPV-1,2、乳頭に発現する型は、B
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PV-1,2、BPV-6、BPV-5、BPV-TypeⅢ、BP
V-TypeⅠの順に多かった。6月と9月の比
較では、BPV-1,2はやや増加、BPV-6,5は
やや減少。防除対策として、通常実施し
ている寄生虫駆除を対照区とし、乳頭保
護区、忌避剤区の3区で、6～10月の各月
1回、試験群での発現状況を調査。結果、
3つの試験区で差は確認されなかった。
今後は、吸血昆虫の発生時期も勘案、遺
伝子調査、農場調査を含めながら、対策
を更に検討していきたい。

24 牛B群ロタウイルスによる搾乳牛集団

下痢事例：松本家畜保健衛生所 宮本博

幸、林健

平成19年5月、長野県内の一酪農場で、
搾乳牛の集団下痢が発生。発症牛および
同居牛から採材した糞便12検体、血清21
検体、粗飼料2検体を用いて、各種検査
を実施。その結果、RT-PCR検査では、発
症牛糞便から牛B群ロタウイルス（GBR）
に特異的なバンドを検出。さらに、発症
牛糞便から抽出したRNAを用いたポリア
クリルアミドゲル電気泳動では、GBRに
特徴的な泳動像を確認。遺伝子解析によ
り塩基配列を決定したところ、国内の既
報の株と高い相同性を確認。また、ELIS
AによるGBRの抗体検査では、下痢発生後
の発症牛および同居牛の血清においてEL
ISA-OD値の上昇を確認。その他の検査で
は、GBR以外の下痢疾病を疑う結果は認
められず。以上の結果から、今回の集団
下痢にGBRが関与していると考察。長野
県においては、GBR初発であり、今後、
農場の疫学調査、県内の浸潤状況調査等
が必要。

25 牛白血病ウイルスまん延原因の遺伝
学的考察：静岡県西部家保 湯山祐子、
岩堀剛彦

平成16～19年度にかけて行った管内全
酪農家74戸の寒天ゲル内沈降反応による
牛白血病ウイルス(BLV)抗体陽性率は、
戸数で77.0%、頭数で36.6%と、平成3～4
年度(戸数30.4％、頭数9.0％)と比べて、
上昇。このBLV感染拡大に、新型ウイル
スの侵入やウイルス変異が関与していな
いかを検討するために、陽性率46.3%の
一酪農家において、疫学情報が明確な抗
体陽性牛10頭の血液DNAを用いてNested
PCRを行い、PCR産物のシークエンス解析
を実施。10検体から8検体と2検体で2種
類の塩基配列が検出され、ClustalWによ
るウイルス系統樹解析では同じクラスタ
ーに分類。過去に報告されたBLV塩基配
列と大きく異ならないことから、当地域
におけるBLVまん延がウイルス変異等に
よる可能性は低いものと推察。一方で、

獣医診療・人工授精時の衛生対策改善の
遅れや、BSE発生時の老廃牛滞留による
持続性リンパ球増多症牛との同居等がま
ん延原因として示唆。

26 牛ウイルス性下痢・粘膜病ウイルス
持続感染牛の継続的発生：静岡県西部家
保 八巻幸子、野田準一

平成16～17年に管内のA酪農家（成牛4
2頭飼養）において原因不明の流産が多
発し、病性鑑定で牛ウイルス性下痢・粘
膜病（以下BVD‐MD）と診断。平成18年3
月に全頭飼養牛について抗体検査・PCR
検査・ウイルス分離を実施し、持続感染
牛（以下PI牛）を2頭摘発・淘汰。対策
として年1回（初回2度）のBVD‐MDワク
チンを接種したが、平成19年3月に発育
不良の5ヶ月齢の自家産牛を病性鑑定し
たところPI牛と判明。分離ウイルスの遺
伝子解析により、当該ウイルスは以前に
農場で分離されたものと同じ型（1a）で
あると確認。そこで、このPI牛と同居し
ていた妊娠牛からのPI牛発生について検
査を実施しているが、PI牛は確認されて
いない。以上のことから、BVD‐MD発生
農場においてワクチン接種をしたにもか
かわらずPI牛が発生したことは、今後の
防疫対策を検討する上で重要。

27 牛トロウイルスの分離及び野外での
浸潤状況：愛知県西三河家保 桑原正
樹、前田有紀子

下痢で死亡した子牛1頭の回腸乳剤か
ら、ヒト直腸癌由来株化細胞（HRT-18細
胞）上でウイルスを分離した。分離ウイ
ルスは、牛トロウイルスのN、M及びS 蛋
白遺伝子に対するRT-PCR法でいずれも陽
性を示し、PCR産物の塩基配列は既に報
告された牛トロウイルス各遺伝子と高い
相同性を示した。抗牛トロウイルス抗体
を用いた蛍光抗体法により培養細胞中に
特異蛍光像が確認された。培養上清中の
電子顕微鏡観察ではスパイクを有する直
径が100-170nmのウイルス様粒子が観察
された。以上の結果より、分離ウイルス
を牛トロウイルスと同定した。本ウイル
スは世界で初めて培養細胞を使用して分
離した牛トロウイルス株である。牛トロ
ウイルスの浸潤状況を確認するため中和
抗体検査を実施したところ、49農場由来
833頭の子牛血清の78.0%、94農場由来79
1頭の成牛血清の99.9%で中和抗体を保有
していた。以上の結果より本ウイルスは
県内の牛に広く浸潤しているものと推測
された。

28 肉牛肥育農場で発生した牛コロナウ
イルス・エンテロウイルス混合感染症の
一症例：三重県中央家保伊賀支所 吉川
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若枝、田上宏明
2007年８月上旬から10月にかけ,肉用

素牛計６回57頭導入.毎回,導入後１週間
頃から下痢が始まり,症状は深褐色から
暗緑色の水様性で,約２週間程度続いた.
寄生虫検査で,コクシジウム 5/7,細菌学
的検査で,病原性大腸菌及びサルモネラ
陰性.抗原簡易検出キットで牛アデノウ
イルス及びA群ロタウイルス陰性.遺伝子
学的検査で牛コロナウイルス(以下 BCV)
特異遺伝子を 5/7検出.ウイルス分離検
査で 牛エンテロウイルス(以下 BEV)を
7/7分離.ペア血清による抗体検査は5/7
で BCV抗体の上昇が認められた.上記の
結果からBCV・BEVによる混合感染症と診
断.衛生対策として,導入前,隔離牛舎の
徹底消毒,導入時のサルファ剤及び生菌
剤の投与,隔離期間の徹底.導入時のBCV
ワクチンの接種及び飼養衛生管理基準の
遵守などを指導.今後飼養衛生管理基準
実施状況をふまえ,管内肉牛農場全体に,
導入時の衛生対策を指導したい.

29 牛ウイルス性下痢ウイルスによる異
常産の発生と浸潤状況調査：滋賀県家保

荒木由季子
平成18年10月、一酪農場において牛ウ

イルス性下痢ウイルス（BVDV）による流
産が発生。同居牛の出生子牛8頭（3頭死
亡）よりBVDVを分離。県内の感染状況を
把握する目的で、平成18～19年度のヨー
ネ病検査残余血清（119戸4394頭）、バル
ク乳（75戸）、依頼のあった農場の導入
牛、発育不良牛、慢性下痢牛血液より、
ウイルス分離またはペスチウイルス遺伝
子検出を実施。バルク乳1検体からBVDV
を分離、同農場の1頭をPI牛として摘発。
さらに、平成19年度残余血清とバルク乳
清より中和抗体検査を実施。乳用牛血清
は61％（農家別では8戸14％）が、バル
ク乳では52％が陰性。繁殖肉牛血清は79
％が陽性、1戸あたりの抗体保有率も高
い傾向。本病の被害拡大を防ぐために、
継続的なPI牛調査に加え、ワクチン使用
や導入牛検査等予防対策の実施、農家お
よび関係者への啓発が必要。

30 一酪農家の牛白血病ウイルス（BLV）
の伝播様式：京都府丹後家保 田中義
信、黒田洋二郎

【抗体保有状況調査】牛白血病の発生
がみられた一酪農家で1997～2007年の間
に270頭についてBLV抗体保有状況をゲル
内沈降反応もしくは受身赤血球凝集反応
により調査。牛群の抗体陽性率（検査年）
は20%('97)から83%('07)に増加し、平均
陽転月齢（出生年）は46か月齢('00)か
ら17か月齢('05)に短縮。母娘間の抗体
保有状況は母娘(++)26組、(+－)12組、(－

+)0組、(－－)4組であり、垂直感染が主
体と推察。更に分娩前に抗体陽性母牛の
娘牛は20か月齢未満で陽転したのに対
し、分娩時に陰性母牛（後に陽転）の娘
牛は30か月齢超で陽転したことから、陽
転月齢の若齢化が牛群の陽性率増加の一
因と推察。【熱処理初乳給与試験】熱処
理初乳を3日間給与した新生子牛のリン
パ球中のBLVプロウイルスをNested-PCR
法により検査。15か月齢で陰性1頭、0.5
か月齢で陽性1頭が確認され、垂直感染
は初乳及び胎盤を介する可能性が示唆。

31 大阪府の牛コロナウイルス（BCV）の
遺伝子性状と抗体調査：大阪府南部家保
病性鑑定室 木原祐二

BCVは野外での動態など不明な点が多
い。今回、府内検出BCVの抗原性状と血
清学的性状について調査したので報告。
【材料と方法】（遺伝子解析）平成17、1
8年度に検出されたA、B、C、D農場計4株
について分子系統解析を実施。（抗体調
査）BCV病発生後A農場、非発生E農場で7
～10ヶ月間、掛川株、ワクチン株、B農
場分離株で中和試験によるモニタリング
調査を実施。発生時A農場、ワクチン接
種F農場ペア血清について同じ3株で中和
試験を実施。【結果】（遺伝子解析）B、C
は100％同じ配列、Dはそれらと同じ系統、
Aは違う系統（抗体調査）モニタリング
調査では、2農場ともGM値が高いまま推
移、3株ともほぼ同じ抗体価。A、F農場
ともにほぼ全ての個体で有意な抗体価上
昇、3株ともほぼ同じ抗体価。【まとめ】
府内にも遺伝子学的に多様なBCVが存在。
モニタリング調査ではBCV常在化が示唆。
株による血清学的性状に差は認められ
ず、ワクチンの有用性が認められた。

32 牛ウイルス性下痢ウイルス持続感染
牛の摘発と遺伝子解析：兵庫県姫路家保

加茂前仁弥
牛ウイルス性下痢ウイルス（以下BVDV）

の持続感染牛（以下PI牛）を摘発するた
めに、RT-PCRによるバルク乳を用いたス
クリーニング検査を1酪農協89戸で実施。
陽性となった1農場の全頭を対象に中和
抗体検査を実施し、陰性個体のウイルス
分離とRT－PCRにより、1頭のPI牛を摘発。
疫学調査により移動元でのまん延が疑わ
れたので、移動元の全頭検査を行い、さ
らに1頭のPI牛を摘発。2頭から分離した
BVDV2株は制限酵素断片長多型とダイレ
クトシークエンス法により、2株とも遺
伝子型は2型で5’非翻訳領域の相同性は
99.6%。病理学的な特徴所見はなく、粘
膜病発症前にPI牛を摘発・淘汰。BVDV2
型の浸潤状況を調査するために、バルク
乳乳清を用いた中和抗体検査を実施し、
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89戸の約40%の農場で浸潤していること
を確認。バルク乳を用いたスクリーニン
グ検査はPI牛の摘発や浸潤状況の把握に
有効。今後は対象地域を拡大し、摘発・
淘汰を進める。

33 牛伝染性鼻気管炎の病性の多様性並
びに分離ウイルスの抗原性状：倉吉家保

井上真寛、池本千恵美
BHV Ⅰが本県で初めて分離されたの

は 1985 年 の呼吸器 /眼結膜炎型 (滝河
ら)｡その後散発的に発生を確認｡今回､
17 ～ 21 ヵ月齢交雑及び乳雄肥育牛の眼
結膜炎型症例(以下､症例 2000)と8ヶ月
齢の呼吸器型症例（以下､症例 2006）に
ついて比較｡症例2000は､発熱､鼻汁漏出
の他､結膜炎が顕著で､白血球数の低下を
認めた個体有り (7,000： 2/12 頭 )｡鼻汁よ
り BHV Ⅰを分離(10/12 頭)｡ 10 日前後で
回復し､予後良好｡症例2006は､発熱､肺炎
症状を呈した後(白血球数 1,200)､第 4 病
日に斃死｡咽喉頭の偽膜形成 /出血､肝 /腎
の出血及び第 1 胃 /第 3 胃の潰瘍並びに
出血を確認｡血餅 /脾 /腎 /心 /小脳で BHV
Ⅰを分離｡ RAPD による型別では､分離株
2 株共に類似であると確認｡免疫血清に
よる交差中和試験では､単一血清型であ
ると確認｡県内に浸潤している BHV Ⅰは
大きな変異は起こっておらず､同一種の
ものが流行。病性と年齢の関係は不明だ
が､弱齢での発症は症状が重篤であると
の報告有り｡今回の症例も同様な傾向。
単一血清型であるのでワクチンによる免
疫賦与で発症軽減可能。

34 脳に異常が認められた和子牛3例：西
部家保 小西博敏

和子牛の異常産病性鑑定で、脳に異常
が認められた3例を報告。症例1；内水頭
症。平成19年4月、体型異常の死産子牛。
外貌は体格小、両眼球小・白濁、四肢強
屈曲。剖検では内水頭症、脊椎S字状わ
ん曲。子牛脳及び脊髄よりシンブ血清群
の遺伝子を、母牛よりピートンウイルス
抗体を検出したことから、本異常産には
ピートンウイルスの関与が疑われた。症
例2；小脳形態異常。5月、起立不能を呈
し予後不良のため病性鑑定。小脳虫部無
形成、小脳半球低形成、感染性否定によ
り、発生過程での先天性奇形が疑われた。
症例3；小脳形態異常。7月、起立不能・
行動異常を呈し、予後不良のため病性鑑
定。大孔ヘルニア、感染性否定及び飼料
給与状況等調査より飼養管理失宜が疑わ
れたため指導実施、以後の発生は無し。
異常産の病性鑑定が、新疾病の解明、飼
養管理技術の向上等につながるケースも
あり、今後も積極的に病性鑑定を実施し、
また生産者に対して事例を周知すること

が必要。

35 ピートンウイルスの関与を強く疑う
牛の異常産：倉吉家保 小谷道子、小西
博敏

平成19年4月に肉用牛繁殖農家で鹿児
島県導入の黒毛和種が体型異常産子を介
助にて予定日より5日早く分娩。母牛は
異常産三種混合ワクチンを接種済み。産
子の脳及び脊髄からシンブ血清群ウイル
スに特異的な遺伝子断片を検出。PCR産
物の塩基配列はピートンウイルス(PEAV)
のS RNA分節と高い相同性を示し、平成1
8年9月に鹿児島県でおとり牛から分離さ
れたPEAVと100％一致。母牛はPEAV、ア
カバネ(AKAV)、チュウザン(CHUV)、牛ウ
イルス性下痢(BVDV)ウイルスに対する抗
体を保有。産子の体液中からはこれらの
ウイルスに対する抗体は検出せず。病理
組織検査では大脳外套の非薄化および非
化膿性脳炎、脊髄腹角神経細胞の減少・
消失、重度の脂肪浸潤を伴う骨格筋線維
萎縮・消失を確認。以上のことからPEAV
の関与が強く疑われた。平成19年3月に
採材した県内200頭の牛血清中からPEAV
に対する中和抗体は検出されず、県内で
PEAVの動きはなく、鹿児島県で感染した
ものと推察。

36 牛ウイルス性下痢症ウイルス持続感
染牛の被害実態と衛生対策：島根県出雲
家保 福田智大、原 文夫

平成18年度から牛ウイルス性下痢症（B
VD）清浄化に向けた病性鑑定（病鑑）強
化、衛生対策周知の結果、バルク乳検査
や生産者の淘汰奨励金制度創設など清浄
化体制が定着。平成19年度は、持続感染
牛（PI牛）摘発事例で疫学調査を実施。1
2月までにバルク乳検査（50戸53検体）、
病鑑（4戸6頭）、関連検査（9戸213頭）、
預託牛検査（31頭）を実施、病鑑で6頭
摘発。事例1は、6月に慢性下痢牛をPI牛
として摘発。この牛は2月北海道導入で、
4月に分娩。その後、哺育牛舎で診療が4
倍に増加、母子の淘汰後通常レベルに回
復。事例2は、平成18年1月生まれの自家
産を、9月に病鑑で摘発。当該農場では
平成18年7月にBVDの関与を疑う異常産発
生。事例3は3月にバルク乳検査で1頭のPI
牛（平成18年10月の北海道導入）を摘発
した農場で病鑑で8～12月に2頭の子牛を
摘発、関連が推察。事例4は、事例3の農
家からの導入牛を病鑑で摘発。被害拡大
防止には、導入牛検査や摘発後の子牛検
査等の早期診断・早期淘汰が重要。

37 牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）
抗体調査：広島県東広島家保 恵谷美
江、山本武
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広島県内におけるBVDV遺伝子型1型、2
型の抗体保有状況調査を平成16、17年度
の牛発生予察事業で6、11月時に採材し
たペア血清（計119頭）を用いて、1型は
Nose株、2型は石川県で分離されたKZ91C
P株に対する中和抗体検査により実施。

BVDVを含むワクチン接種をしていた割
合は、H16は乳用牛5.9％、肉用牛48％、
全体23.7％、H17は乳用牛0％、肉用牛34.
6％、全体15％。6月から11月に有意な抗
体上昇を認めた割合をワクチン接種、未
接種別で比較。H16、1型は接種71.4％、
未接種60％、2型は接種21.4％、未接種0
％、H17、1型は接種100％、未接種68.6
％、2型は接種22.2％、未接種7.8％。1
型は両年度ともウイルスの動きを認め、
県内に依然として牛ウイルス性下痢粘膜
病が発生する危険性あり。2型は、H17に
未接種で有意な抗体上昇を認める検体が
確認され、県内へのウイルスの侵入が示
唆。今後、乳用牛、肉用牛ともにワクチ
ン接種することが最重要。

38 呼吸器症状を主徴とする牛コロナウ
イルス病発生例 ：山口県北部家保 直
井秀明、井上愛子

平成19年3月に成牛150頭、育成50頭規
模の一酪農家において、成牛及び育成牛
に呼吸器症状を主徴とする牛コロナウイ
ルス(BCV)病が発生。成牛1頭に乳量の低
下を認め、翌日には食欲不振、呼吸促迫
等の呼吸器症状、及び軟便を確認。3日
目以降、同居牛においても呼吸器症状及
び軟便を確認。発症牛及び無症状同居牛
の鼻腔スワブ及び糞便を用い、細菌学的
検査、ウイルス学的検査及び前後血清を
用いた血清学的検査を実施。有意菌及び
マイコプラズマ検索は陰性。一方、糞便
及び鼻腔スワブからBCV特異遺伝子を検
出し、検体の半数で、BCVのHI価の有意
な上昇を確認したことからBCV病と診断。
今回の発生直前、県外から育成牛を導入
しており、導入牛が発生原因と推察。酪
農家及び診療獣医師に説明し、牛群の免
疫強化と導入牛隔離を指導。19年秋以降、
成牛及び育成牛に対しBCV不活化ワクチ
ンの接種を開始。今後は導入牛に対し抗
体サーベイランス等による発生予察が必
要。

39 アカバネウイルスの生後感染による
子牛の脳脊髄炎：山口県中部家保 大谷
研文、中谷英嗣

2007年10月、繁殖牛3頭、子牛2頭を飼
養する黒毛和種繁殖経営農家において、
8ヵ月齢の子牛1頭が後肢麻痺による起立
不能となり、病性鑑定の結果、県内初確
認となるアカバネウイルス(AKAV)の生後
感染による脳脊髄炎と診断。細菌学的検

査で有意菌は分離陰性。病理組織学的に
非化膿性脳脊髄炎を認め、免疫染色によ
り神経細胞にAKAV抗原を確認。大脳乳剤
からAKAV特異遺伝子を検出、同材料から
AKAVを分離。分離株は遺伝子解析及び抗
原解析(動物衛生研究所へ依頼)の結果、
Iriki株及び2006年の熊本県や鹿児島県
分離株に近縁。当該牛はJaGAr39株に対
し8倍、分離株に対し16倍の中和抗体を
保有。当該牛の母牛を含む同居繁殖牛は
牛異常産3種混合ワクチン接種済みで、A
KAV中和抗体を保有。アルボウイルス抗
体調査でJaGAr39株、分離株ともに11月
に陽転したが、一部地域に限局。抗体陽
性牛の中和抗体価はJaGAr39株より分離
株の方が2～4倍高く、県内で分離株の動
きがあったことが示唆。

40 アカバネ病（生後感染）事例の病理
学的検討：山口県中部家保 中谷英嗣、
大谷研文

平成19年10月22日、約８ヶ月齢の黒毛
和種雄子牛が左後肢にナックリングを示
し、起立不能を発症。病性鑑定により、
アカバネ病（生後感染）と診断。病理解
剖学的に、腰部皮下出血、肺前葉出血、
腸間膜リンパ節腫脹、中枢神経系は著変
なし。病理組織学的に、リンパ球主体の
囲管性細胞浸潤、グリア結節、神経食現
象を認め、非化膿性脳脊髄炎と診断。免
疫組織化学的に、中枢神経系の神経細胞、
グリア細胞、軸索、末梢神経系の神経線
維が抗原陽性。これらを基に病変の分布
と程度および抗原量を比較。病変は、神
経系組織に広く分布、特に脳幹部、脊髄
末端（胸腰～腰仙髄）で顕著、左脳より
右脳で強い傾向。病理学的に左後肢の麻
痺が裏付けられた。免疫染色では、脳幹
部や脊髄にアカバネウイルス抗原を多数
検出、本ウイルスが運動麻痺に関与した
ことを示唆。腰仙髄神経節や骨格筋の末
梢神経系にも抗原検出。ウイルスが末梢
まで浸潤したことを野外例で初確認。

41 牛ウイルス性下痢・粘膜病の持続感
染牛を認めた酪農家での続発防止へ向け
た取組：徳島県吉野川家保 東山雅人
阿部敏晃

平成18年 10月に 23か月齢の牛を病
性鑑定。既往歴は難治性の水様下痢。
牛ウィルス性下痢粘膜病（以下BVD-MD）
の中和抗体価は4倍以下。発育不良とR
T-PCR陽性により当該牛をBVD-MDの持
続感染牛(以下PI)と診断。平成19年 5
月以降、生産者と当所が家畜防疫対策
要綱に準拠した防除対策を推進中。浸
潤状況の調査とPIの特定を目的とした
全頭検査では、146頭が 64倍以上で12
頭は抗体陰性。流死産等の既往牛はRT
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-PCR陰性によりPIを否定。発育不良で
抗体陰性の2頭を RT-PCRの陽性結果か
らPIとして淘汰。初妊牛と抗体陰性牛
を含む5頭の産子とPIの母牛はRT-PCR
陰性。抗体陰性牛に不活化ワクチンを
2回接種。接種4ヶ月後の抗体はほぼ陰
性。これらの10頭に係るPIの疑いはRT
-PCRの陰性 結 果 に よ り 否 定 。 当 農 場
における新たなPIの発生予防にはワク
チン接種で抗体の陽転が必須。今後、
ワクチンの再接種と検証を実施。

42 牛コロナウイルス流行状況とリスク
因子解析：中央家保 明神由佳

平成15年度以降、県内で分離された牛
コロナウイルス(以下、BCV)の遺伝子系
統樹解析を実施。県内流行BCVは遺伝子
型Ⅳ型に属し、国内流行状況と一致。BC
Vワクチン未接種の乳用牛飼養農家(88
戸、1,028頭)を対象に、平成18年度搾乳
牛採取血清を用い、BCVのHI抗体検査を
実施。BCVの広範な浸潤を確認(陽性率95
％)。しかし、牛群陽性率やGM値の低い
農場が存在(31％)。BCV感染のリスク因
子解析ため、農場の飼養管理に係るアン
ケート調査をもとに、オッズ比算出及び
カイ2乗検定を実施。育成牛舎の除糞頻
度(オッズ比3.23、95%CI:1.17-8.95)と
月齢別飼育(オッズ比3.00、95%CI:1.17-
7.70)がP<0.05で抽出。搾乳牛のBCV感染、
農場内のBCV存続様式に若齢牛群の飼養
管理が関与。リスク因子解析は、科学的
な評価に基づく衛生指導の実現、病原体
の動態把握につながり重要。

43 公共牧場における子牛下痢対策：西
部家保梼原支所 山﨑慎一郎

管内の公共放牧場における子牛下痢症
の多発は、大きな課題である。その原因
として、今まで①気候条件等、環境の変
化によるストレス②母牛のアルコ－ル不
安定乳③ウイルス、細菌、寄生虫の感染
等が報告され、その対策として、大腸菌
ワクチン、親子への生菌製剤、鉄剤及び
セレン・ビタミンＥ合剤の投与等が試験
されてきたが、十分な成果は得られなか
った。今回、公共牧場で子牛下痢便から
のロタウイルスの検出を機に、天然型ヒ
トインタ－フェロン－α（nHuIFN-α）
経口投与剤等を用いた母牛と子牛の衛生
プログラムを検討、実施した。その結果、
実施前の診療依頼頭数12頭に対し、実施
後は2頭と減少した。また、補液等の処
置が必要とされる重篤な症状の子牛は無
くなった。

44 一肥育牛農家における牛ウイルス性
下痢・粘膜病（BVD･MD）の続発：福岡県
北部家保 甲斐田美菜、小森敏宏

一肥育牛農家（180頭飼養）において県
外導入牛2頭が2006年8月、11月（月齢15
ヵ月齢、9ヵ月齢）に続けて下痢、発熱、
食欲不振を呈した。それぞれの糞便、血
液、主要臓器、付属リンパ節を用いて血
液学的検査、病理学的検査、細菌学的検
査、ウイルス学的検査を実施。解剖では
肺一部肝変化、回腸菲薄化、各種リンパ
節腫大、口腔粘膜びらんを認め、組織検
査では回腸パイエル板及び腸間膜リンパ
節ろ胞壊死、陰窩膿瘍、化膿性肺炎を認
めた。細菌検査では肺からPasteurella
multocidaを分離。発症時の血液、糞便
材料からBVDV特異遺伝子を検出し、解剖
時の各種臓器材料から1型CP株を分離。
中和抗体価は2倍未満で持続感染牛が粘
膜病を発症したBVD･MDと診断。今後、導
入元である素牛生産農家での母牛へのワ
クチン接種指導の徹底と、流通段階にお
ける対策が必要。

45 肥育素牛導入後の抗体保有状況と追
加ワクチン接種効果：佐賀県中部家保

千綿秀之、山﨑勝義
管内3地区の肥育素牛は、導入前に呼

吸器病5種混合生ワクチンを接種されて
いるが、導入後呼吸器系疾病が多発。そ
こで導入時の抗体保有状況（IBR､BVD､PI
3､RS､Ad7）を調査し、追加ワクチン接種
等の予防対策を指導。対象農家6戸54頭
を追加ワクチン接種群と未接種群に分け
抗体動態を調査。その結果導入直後は、
全体的に（54頭）抗体の応答が悪く38.9
%(RS)～94.4% (BVD)の陽性率。一方、追
加ワクチン未接種群では20.8%(BVD)～4
5.8%(RS)と抗体上昇。よってウイルスが
動いていると示唆。また追加ワクチン接
種群では、23.3% (BVD)～76.7%(PI3)と
抗体上昇し、この群の抗体保有率も90%
前後となった。また、この群の呼吸器疾
病発生状況を調査したところワクチン接
種前では33.3%。ワクチン接種後は6.3%
と発生率が有意に低下。そこで今後は、
この効果を踏まえ、肥育農家に対し呼吸
器疾病発生予防対策の指導を実施した
い。

46 牛呼吸器病症候群(Bovine Respirato
ry Disese Complex:BRDC)の発生と対策
：長崎県県北家保 川路陽美子、平井良
夫

平成18年10月から黒毛和種繁殖農家
(母牛82頭、子牛69頭飼養)の育成舎(A牛
舎)で呼吸器病が増加し、同年12月には、
A牛舎の育成牛34頭全頭に発熱、鼻汁漏
出、発咳等の呼吸器症状が蔓延。その後、
哺育舎(B牛舎)の23頭に同症状を確認。
細菌検査で鼻汁よりMannheimia haemoli
tyca (5/5)、Pasteurella multocida(1
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/5)分離。ペア血清によるウイルス抗体
検査で、RS(3/10)、ライノ(2/10)、PI3(1
/10)、Ad7(1/10)、コロナ(5/10)の抗体
上昇。以上よりBRDCと診断。有効薬剤の
投与、消毒徹底等の指導後、回復傾向に
あったが、平成19年2月上旬、哺育舎(C
牛舎)の子牛7頭中6頭に呼吸器症状発生。
疫学調査で1月下旬にB牛舎からC牛舎に
子牛の移動確認。ウイルス抗体検査でPI
3(5/5)のみ抗体上昇。2月以降は早期発
見・早期治療、ストレス対策、消毒徹底
等の対策により概ね沈静化。さらに、ワ
クチン接種を含めた衛生対策の徹底を検
討中。

47 アカバネウイルス生後感染による起
立不能牛の発生：長崎県壱岐家保対馬支
所 三浦昭彦、小林貞仁

平成19年8月下旬に管内の褐毛和種繁
殖農家で19ヵ月齢の牛1頭が起立不能を
呈し、治療による症状の改善が認められ
ず、10日後病性鑑定を実施。剖検では脳
脊髄液、関節腔液の増量を認めた。病理
組織学的検査では非化膿性脳脊髄炎を、
免疫組織化学的染色では中脳神経細胞に
アカバネウイルス（AKAV）抗原を認めた。
血液、脳乳剤からのウイルス分離は陰性
であったが、PCRで大脳からAKAV遺伝子
断片を検出。抗体検査はJaGAr株16倍、I
riki株4倍。以上より当該牛をアカバネ
病（生後感染）と診断。管内では8月下
旬～9月上旬に他に4頭が同様の症状を呈
し、当該牛を含め2頭をアカバネ病と診
断。他の3頭についても、AKAVの関与が
疑われた。いずれの牛も異常産ワクチン
未接種。浸潤状況は、4～10ヵ月齢の飼
養牛43頭についてAKAV抗体検査を実施し
た結果、陽性率は73％。今後このような
疾病の発生を未然に防ぐためにワクチン
接種励行を今まで以上に推進していくこ
とが必要。

48 近年の牛ウイルス性下痢・粘膜病の
発生状況と分離株の性状：熊本県中央家
保 幸野亮太、高橋繁一郎

2003年以降、粘膜病発症牛3戸3頭（2
～9ヶ月齢）及び呼吸器症状を呈した8戸
11頭をBVD-MDと診断、持続感染牛（PI牛）
2戸2頭を摘発。 2006年、県内酪農家の
1割に相当する88戸のバルク乳を用い、V
ilcekらの方法でRT-PCR法によるスクリ
ーニング検査を実施。7/88戸からBVD-MD
ウイルスの特異遺伝子を検出し、制限酵
素解析（RFLP）等により全て1b型と分類。
うち陽性農場1戸では全頭検査を実施し、
1頭のPI牛を摘発・淘汰。2003、2005、2
006年の粘膜病由来株を用い、5'非翻訳
領域、E2遺伝子領域についてRFLP等によ
る遺伝子型別検査、系統樹解析、相同性

確認を実施した結果、2005、2006年株は
細胞病原性の1b型で、5'非翻訳領域、E2
領域ともに国内確認の一般的1b型と差を
認めなかったが、2003年株は非細胞病原
性の2a型で両領域ともに強毒タイプであ
る890株と高い相同性を確認。890株類似
の株は本県以外では確認されておらず、
病原性も含め今後も調査が必要。

49 酪農家に発生した牛コロナウイルス
病の被害状況と防疫対策：熊本県中央家
保 生方恵子、坂本 崇

平成19年5月、成牛80頭飼養の酪農家
で若齢牛数頭が下痢を始め、その後全頭
にまん延、数日から1週間で回復。病性
鑑定の結果、牛コロナウイルス病と診断。
RT-PCR法により検出した遺伝子を解析
し、遺伝子型Ⅳを確認。本県でも全国と
同じ血清型の流行を認めた。導入歴はな
く、人や車両、物品などによるウイルス
の侵入が疑われた。被害状況調査から、
搾乳牛64頭での損失乳量は約2,225㎏／
月、約10％の乳量低下。当農場は平成18
年夏、牛RSウイルス病の発生があってお
り、被害額を比較すると、牛コロナウイ
ルス病で大きかった。生年別乳量変動で
は、平成15年以前生まれの牛群の乳量へ
の影響は少なく、過去の感染が疑われた。
ワクチン接種経費と被害額との比較で
は、ワクチン接種経費が上まわった。し
かし、発生時期や二次感染による症状の
重篤化等を考慮すると、飼養衛生管理基
準の遵守とワクチン接種を併せた防疫対
策が有用と考え、推奨。

50 肉用牛繁殖農場における衛生対策と
呼吸器病ワクチンの効果：大分県玖珠家
保 甲斐 貴憲、久々宮仁三

繁殖母牛151頭規模の肉用牛繁殖農場
で呼吸器病ワクチンを主体に衛生対策を
行い子牛の生産性を改善。方法は分娩前
の母牛への呼吸器病5種混合不活化ワク
チン接種と初乳による子牛への移行抗体
付与、子牛へは呼吸器病5種混合生ワク
チンを接種。また衛生管理プログラムを
作成し、虚弱、細菌や寄生虫性の消化器
病、細菌やマイコプラズマによる呼吸器
病対策、ほ乳ロボットの衛生を実施。20
06年度の子牛死亡は112頭中9頭であった
が、2007年度は前期で66頭中１頭に減少。
農場にはBHV-1、PIV-3、BRSV、BVDV1、A
d-7の浸潤があり、対策後の子牛の抗体
価の幾何平均値が最低に達する月齢はBH
V-1は4カ月、PIV-3とBRSVは7カ月、BVDV
1は4カ月、Ad-7は3カ月。対策により子
牛の死廃数は減少し、出荷体重の増加と
出荷日齢の短縮により子牛のDGは2005年
度前期から2007年度前期にかけて0.73、
0.74、0.74、0.69、0.86と推移し、1あ
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たり衛生費は1万円増で、子牛の価格上
昇は5万円と試算。

51 地方病型牛白血病の診断法の検討と疫
学的考察：大分県大分家保 佐藤亘、矢
崎竜

病理組織学的検査、免疫組織化学的検
査、腫瘍組織からの牛白血病プロウイル
ス遺伝子（BLPV）検出を併用した地方病
型牛白血病（EBL）の鑑別とPCR-RFLP法
による疫学的解析を試みた。病理組織学
的検査の結果、臨床所見、血液所見に関
係なく組織形態は多様で、形態的分類は
困難であると考えられた。免疫組織化学
染色では、28/30頭がCD79a陽性を示し、
Bcell由来と考えられたが、抗体陽性牛
のうち2頭は陰性で、Bcell以外の由来で
あると考えられた。15頭について行った
遺伝子検査では、抗体陽性でCD79a陽性
の8頭からBLPVが検出され、抗体陽性でC
D79a陰性牛2頭と抗体陰性牛5頭からは検
出されなかった。抗体陽性牛のうち、4
ヶ月齢の子牛の腫瘍組織から直接BLPVが
検出され、EBLの若齢発症牛の鑑別が可
能であった。BLPVが検出された8頭の遺
伝子型別は、Licursiらの報告における
Ⅰ型（2/8頭）、Ⅲ型（6/8頭）と分類さ
れ、県内の牛白血病発症牛では、Ⅲ型が
優位であると推察された。

52 リアルタイムPCR法を用いたブニヤウ
イルス属シンブ血清群ウイルス遺伝子検
出法：大分県大分家保 矢崎竜
ブニヤウイルス属シンブ血清群に属する
ウイルス80株のS遺伝子の塩基配列情報
を基に、共通プライマーおよびアカバネ
ウイルス（AKAV）およびそれ以外のウイ
ルス遺伝子に特異的な２種類のTaqManMG
Bプローブ（FAMおよびVIC）を設計。ア
カバネ、アイノ、ピートン、シャモンダ、
計7株の各ウイルス液段階希釈列から遺
伝子検出試験を実施した結果、それぞれ、
10-5～10-6希釈まで遺伝子検出。FAMプ
ローブはAKAVに特異的であり、VICプロ
ーブはそれ以外のウイルスに特異的であ
った。H17年9月採材の牛血漿78検体およ
びH18に流行したAKAVによる起立不能事
例の脳脊髄9検体から遺伝子検出実施。
血漿3検体が、VICプローブに特異的反応
を示し、Nested-RT-PCRによりアイノウ
イルスと確認。起立不能事例の脳脊髄9
検体はすべてFAMプローブと特異的反応
を示し、いずれもAKAV遺伝子を検出。今
後、国内で流行するシンブ血清群ウイル
スについてさらに詳細に分類できるよう
に、試験を重ねていきたい。

53 ピートンウイルスが関与したと思わ
れる牛の異常産：鹿児島県北薩家保 別

府成、保正明
平成 19 年 4 月に黒毛和種繁殖農家 2

戸で著しい脊柱湾曲、四肢屈曲を特徴と
する早死産が発生。1 例目では小脳の萎
縮と病理検査で大腿部骨格筋の著明な筋
線維の脂肪性置換を確認。脳乳剤の Simbu
血清群の RT-PCR 検査・ウイルス分離は
陰性。1 例目（胎齢 276 日）、2 例目（胎
齢 271 日）の初乳未摂取子牛と、各母牛
（平成 17 年生、異常産ワクチン接種済）
の抗体検査で、子牛はピートンウイルス
（ PEAV）に対する抗体のみを保有し、
母牛も保有。以上から PEAV の関与を疑
う異常産と診断。なお、平成 19 年 10 月
に両農場で採材した平成 18 年越夏牛 10
頭中 8 頭が 8 倍以上、越夏牛の残り 2 頭
と未越夏牛 8 頭全ては 2 倍以下。また、
管内の平成 18 年のサーベイランス牛 9
頭のうち 1 頭が 11 月に陽転。さらに平
成 18 年 9 月に動物衛生研究所のおとり
牛で PEAV が分離。以上より、平成 18
年の 9 ～ 10 月に PEAV が流行したと推
察。

54「かかって泣くより、笑って予防」チ
ュウザン病発生例：沖縄県八重山家保
多田郷士、又吉正直

平成 19 年 3 月～ 5 月に石垣市内で発
生した 2 例のチュウザン病の発生概要と
今後の予防対策について報告する。2 例
とも新生子牛の起立困難、神経症状、水
無脳症、小脳形成不全等がみられ、母牛
及び子牛血清中に CHUV 抗体価（≧ 256
倍）を確認。病理組織学的所見では、小
葉は菲薄化し、嚢胞状の空隙形成、良質
分子層及び顆粒層の不均一、プルキンエ
細胞の減数等がみられた。母牛はそれぞ
れ四産目と初産で牛異常産 3 種混合ワク
チン未接種であった。当家保では、平成
18 年度牛流行熱等抗体調査で、CHUV 抗
体価上昇、ウイルス分離があったため、
管内獣医師、農家へ注意喚起を行った。
また、本疾病はワクチンで予防すること
が可能であるが、発症した場合は娩出さ
れてから異常産であることに気づくこと
が多く、経済的な損失が大きい。そこで、
「かかって泣くより笑って予防」を合言
葉に新聞、講習会、公報紙「ほぼ月刊八
重山家保通信」を活用し牛異常産関連 3
種混合ワクチン接種の指導。今後も地域、
離島ごとに講習会等を開催し、疾病の知
識の普及とワクチン接種の指導に努めて
いきたい。

55 2006年に認められた多様な牛アルボ
ウイルスの流行状況：沖縄県家衛試 相
澤真紀、新田芳樹

2006年沖縄県では近年まれにみる多様
な牛アルボウイルスの流行を認めた。お
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とり牛からサシュペリウイルス(SATV)、
チュウザンウイルス(CHUV)、ディアギュ
ラウイルス(DAGV)、イバラキウイルス(I
BAV)が分離され、抗体調査では、アカバ
ネウイルス、ピートンウイルス(PEAV)の
流行も確認された。SATVの分離は国内2
例目で、分離株は1999年岡山分離株と格
RNA分節とも高い塩基配列の相同性を示
した。SATVは本島北部地域で8割、中南
部地域で5割、八重山地域でも3割のおと
り牛に感染が認められ、極めて大きな流
行であった。IBAV分離株は制限酵素解析
で既知の株と異なるパターンを示した
が、中和試験から1997年に流行した流死
産の原因と考えられるIBAV変異株に、血
清学的に最も近いことが判明した。ウイ
ルスの流行後2007年に入ると、チュウザ
ン病が2件、PEAVによる異常産が1件確認
された。一方、アカバネ病、イバラキ病
の発生は認めず、また、SATVの関与を疑
う異常産も確認されなかった。

56 ピートンウイルスの関与が疑われた
牛の異常産例：沖縄県中央家保 荒木美
穂
2007 年 7 月、沖縄本島南部の肉用牛

繁殖農場 1 戸で重度の体形異常を呈する
異常産が発生。母牛は 2004年生まれの 2
産目で、異常産関連ワクチン未接種、妊
娠 7 ヶ月で本島北部の系列農場より導
入、分娩予定日より 6 日早く娩出、胎子
は既に死亡。〈剖検所見〉四肢の重度屈
曲、頚部脊椎の重度屈曲、中枢神経系に
は異常なし。〈ウイルス検査〉胎子胸水
・腹水中に PEAV の中和抗体のみ確認、
抗体価は 32 倍。〈病理組織検査〉頚部お
よび大腿骨格筋の顕著な脂肪浸潤。発生
農場の同居牛と当該農場への導入元農場
の飼養牛について PEAV の抗体検査を実
施したところ、発生農場で生まれた 6 ヶ
月齢育成子牛で全頭陰性、当該母牛と同
時に導入された同居牛および導入元農場
飼養牛、全 12 頭中 9 頭で陽性であった
ことから、今回の症例は導入元農場で
PEAV に感染した可能性が高い。野外で
発生した牛異常産例で PEAV の関与が疑
われた事例が累積されてきており、本症
例は県内で 4 例目。今後 PEAV と異常産
との関連の解明が期待される。

I－２ 細菌性・真菌性疾病

57 宗谷管内A町におけるヨーネ病の疫学
的分析による早期清浄化へのアプローチ
：北海道宗谷家保 前田泰治

A町の周年預託している公共牧場の入
牧牛検査で、平成14年に患畜を１頭摘発。
A町はこれまでヨーネ病の発生は少なか
ったが、平成15年の家畜伝染病予防法第

5条（法5条）検査で11戸発生。疫学調査
から、公共牧場が感染経路の可能性。ま
ん延防止に向け、法5条の検査間隔を5年
から3年に短縮し平成18年に実施、新規
に9戸発生。発生した農場及び患畜の疫
学分析を行い、本病の早期清浄化に向け
て検討。疫学分析の結果、ヨーネ病発生
と公共牧場利用歴に有意な関連。また、
患畜から分離されたヨーネ菌の遺伝子型
別はすべて同型で、公共牧場を介したま
ん延を疑う。対策は、入牧前に全頭ELIS
A検査の実施、牧区毎の消毒槽設置や冬
期牛舎内の消毒を徹底。糞便培養、RT-P
CR、病理検査による初発患畜の病性鑑定
成績から、農場内の汚染状況を把握、今
後も防疫対策の指標として必要と判断。
今回、期間短縮の検査は、未発症感染牛
の早期摘発、清浄化推進に有効。

58 根室管内の牛サルモネラ症防疫の取
組と今後の展開：北海道根室家保 田淵
博之、山城淳

当所では、生産者及び家畜自衛防疫組
合（自防）と連携し、地域一体となって
本症の防疫対策を推進してきた。出荷牛
サーベイ事業では、保菌牛を摘発し、本
症発生を未然に防ぐとともに、供給元の
酪農場をモニタリング。環境サーベイ事
業では、陽性農場で早期対策を行うこと
により発生防止、損失軽減に成果をみた。
平成7年、当所から本症発生時の防疫対
策方針（方針）を示し、関係機関の役割
分担を明確化、迅速・的確な防疫対応を
展開。出荷牛サーベイ及び環境サーベイ
事業は管内関係者から本症発生防止に有
用と認識されており、今後も継続。発生
時の防疫対応は、方針に基づき、自防の
取組により円滑に展開されており、現体
制を維持。今後、飼養衛生管理基準の遵
守を徹底させ、生産者の意識をさらに高
めるとともに、定期的環境モニタリング
を含めたHACCP方式の考え方の導入・定
着を図り、本症を含む疾病コントロール
と安全・安心な畜産物の供給を視野に入
れた取組を継続したい。

59 同一地域で発生した牛サルモネラ症
の分子疫学的解析と対策：北海道留萌家
保 尾宇江康啓、菅野宏

管内A町B地区では、例年Salmonella T
yphimurium（ST）症の発生を認め、本症
の対策が課題。平成18年には、隣接する
2農場で続発し、さらに農場内で死亡し
ていたスズメからもSTを分離。環境消毒
や汚染状況調査等の一般的な対策の他、
飼料設計の変更等、地域関係者が一体と
なった防疫対策を実施し、清浄化を達成。
分離STは分子疫学的な調査を行い、平成
15年以降B地区より分離された牛及びス
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ズメ由来STは、パルスフィールドゲル電
気泳動法により全て同一型であることが
判明し、ファージ型別試験では、全てUn
typeableと判定。発生未然防止対策とし
て、STの解析結果を生産者へ還元する等、
生産者の衛生意識の向上を図り、早期発
見と清浄性の確認を目的としたモニタリ
ング検査を実施し、全検体陰性を確認。
今後も地域一体となりST防疫を推進する
予定。

60 黒毛和種繁殖牛に発生したサルモネ
ラ症の疫学的検討－スズメから検出され
たサルモネラとの関連－：北海道胆振家
保 石井洋子、伊藤史恵

昨年胆振管内で発生した病勢及び菌の
性状が特異なる黒毛和種繁殖牛のSalmon
ella Typhimurium（ST）によるサルモネ
ラ症を報告。同時期、同地域のスズメの
死体からスズメに対し高病原性のST DT4
0を検出との報告（国立感染症研究所病
原微生物検出情報）。本症例STのPFGE像
とスズメ由来STのPFGE像は近似し、同一
のSTと考えられた。発生時、本症農場内
及び周辺地域のスズメの数が激減。スズ
メの感染が牛に波及したと推定。スズメ、
牛からSTが検出された地域（上川、石狩、
胆振）はスズメの大量死が報告された地
域であり、渡り鳥が南下する主要ルート
とも一致。疫学的に北からの渡り鳥によ
る新たなSTの侵入と推定。農場内への野
鳥の侵入に警戒を要するとともに、野生
鳥類の行動等について更なる解析、それ
らによる媒介が予想される疾病のモニタ
ーシステムについて検討が必要。

61 黒毛和種8カ月齢におけるヨーネ病EL
ISA法陽性事例：北海道空知家保 橋本
正文、立花智

黒毛和種42頭飼養する農場において、
平成18年6月、8カ月齢の牛（A牛）が市
場上場のためヨーネ病ELISA検査を実施
し、陽性となり患畜と決定。同居牛定期
検査で、新たに14頭の患畜を摘発。患畜
の疾病程度及び農場内のヨーネ菌浸潤状
態を把握するため細菌及び病理検査成績
をスコア化。A牛のヨーネ病進行度の高
さを確認。他の患畜についても進行度の
高い個体を確認。疫学的調査では、①常
設分娩房の消毒未実施。②A牛出生前後9
カ月間に患畜11頭の分娩歴。③A牛出生
と同一時期に非発生農場から導入した成
牛2頭が約1年後に患畜として摘発。以上
から、A牛出生前後における分娩場所は
ヨーネ菌に高度に汚染され、感受性の高
い哺乳期にA牛が大量のヨーネ菌を取り
込んだことから、8カ月齢ですでにヨー
ネ病の重度な進行状況にあり、このこと
がELISA法陽性への引き金になったと考

察。

62 十勝管内で分離されたMannheimia ha
emolytica(Mh)の血清型別、薬剤感受性
等による疫学的考察：北海道十勝家保
高木裕子、大野治

平成6～18年に分離されたMh39株（乳
用牛11株、肉用牛28株）について、血清
型別、薬剤感受性試験、PFGEによる遺伝
子型別と系統樹解析を実施。血清型は、
1型53.8%（21株）、6型41%（16株）、2型
と型別不能が各2.6%（各1株）。1型は調
査期間をとおして分離されたが、6型は
平成11年に初めて分離され、16年以降は
1型より高率に分離。血清型とPFGEパタ
ーンには相関がみられ、1型の18株が同
一パターン、6型は15株が同一パターン。
1型、6型それぞれ近縁な株が管内に浸潤
していると推察。6型の15株はSM･KM･CP･
NA･ERFXを含む多剤耐性。6型のMIC90（μ
g/ml）もNA:256、ERFX:16、CP:64と高値。
これらの多剤耐性6型はほとんどがホル
雄、F1の若齢肉用牛由来。感染症が流行
しやすい、導入主体の大規模な肉用牛哺
育･育成農場において、薬剤使用頻度が
高くなり、多剤耐性6型が高率に分離さ
れたと推察。薬剤感受性試験の結果に基
づく薬剤の適正使用、衛生的な飼養管理
が望まれる。

63 ヨーネ菌が分離された酪農家の疫学
調査：青森県むつ家保 平泉美栄子、鈴
木顯義

管内1酪農家において、平成19年度定
期検査でエライサ検査によりヨーネ病患
畜2頭(①、②)を摘発し、それぞれの回
腸、腸間膜リンパ節よりヨーネ菌を分離。
その後の継続検査で細菌培養により更に
1頭(③)を摘発。疫学調査の結果、①は
平成5年の北海道導入牛の孫、②は平成9
年の北海道導入牛の子、③は②と同じ北
海道導入牛の曾孫と判明。分離されたヨ
ーネ菌のVNTR型別では、全株が北海道乳
用牛で広く分離されるMap-2と分類され、
疫学調査も併せて、北海道導入牛が感染
源である可能性を示唆。①、②では、多
核巨細胞性肉芽腫、③では類上皮細胞性
肉芽腫を観察。①～③の殺処分時糞便を
用いたリアルタイムPCRによるヨーネ菌
遺伝子検索では、全検体陽性。以上の結
果から3頭とも殺処分時に排菌していた
可能性を強く示唆。当該農場では、自家
製発酵初乳を給与し、生後7～10日間子
牛を母牛の隣に繋留するなど親子分離飼
育が不十分な状況。これらのことから、
継続検査が重要。

64 乳用牛のListeria monocytogenes保
菌状況：青森県八戸家保 阿部知行
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平成19年度動物由来感染症監視体制整
備事業成績を契機に、11月と12月に酪農
家７戸の保菌状況を調査。デントコーン
サイレージ給与農家４戸82頭の糞便とサ
イレージ７検体、非給与農家３戸３１頭
の糞便を検査。リステリア選択増菌培地
（UVM処方）とパルカム培地使用。CAMP
テスト、簡易同定キット等により同定。
給与農家４戸中３戸12頭（14.6％）から
本菌を分離。糞便由来株の血清型は1/2a
が１株、1/2bが７株、4bが４株。サイレ
ージは２戸２検体から分離、血清型は4b
と4cが各１株。調製後43日後と22日後の
保存期間の短い検体から分離。糞便とサ
イレージ間で分離状況と血清型に特定の
傾向は無かった。薬剤感受性試験成績は
14株すべてがPCG、ABPC、CEZ、TC、EM、
STに感性、GM、SM、CPに中間、CXMに耐
性。３本法による糞便とサイレージ（各
１検体）中の保有菌量は100ｇ当たり各
々43個、28個と少量。非給与農家３戸の
糞便からは分離されず。主要な1/2a、1/
2b、4bが分離され、生産段階で制御する
手法の検討が必要。保菌牛飼養農家に対
し畜舎内外の消毒、衛生的な搾乳、適正
な堆肥処理の徹底を指導。

65 大腸菌O88による黒毛和種子牛の髄膜
炎：青森県十和田家保 宮沢郷子、角田
公子

黒毛和種子牛が生後3日目に呼吸速拍、
発熱、治療するも翌日に体温低下、起立
不能となり予後不良と診断。剖検所見で
大脳表面の暗赤色、軟膜混濁、右眼球混
濁を確認。組織所見では脳脊髄全域の髄
膜で出血を伴う線維素化膿性炎を観察。
大脳皮質表層では出血及び神経網粗鬆
化。側脳室、中脳水道、第4脳室に好中
球浸潤。左右眼球前眼房内に線維素化膿
性滲出物。臍動脈は外膜水腫性肥厚、内
部に線維素析出。髄膜、前眼房の炎症細
胞内、臍動脈内にグラム陰性桿菌を確認、
それらは抗E.coliポリクローナル抗体陽
性。細菌検査では大脳より大腸菌を分離、
O88と型別。大腸菌病原遺伝子検索（PCR
法）ではST、LT、VT1、VT2、eae陰性。
血清中ではγグロブリン濃度0.05g/dl、
IgG濃度0.46mg/ml。以上の所見から本症
例を大腸菌O88による髄膜炎と診断。低
γグロブリン血症の原因として初乳摂取
不良が考えられ、病理所見から臍帯感染
後、血行性に髄膜炎を起こしたものと推
察。

66 母子感染が認められた牛ヨーネ病の
症例：宮城県大崎家保 矢島りさ、高田
直和

黒毛和種繁殖雌牛8頭、子8頭を飼養す
る農場で牛ヨーネ病(JD)が発生。当該牛

はH18年10月に県外から導入、同12月に
分娩。H19年5月に治療に反応しない強固
な水様性下痢と急激な削痩を呈し、診療
獣医師より病性鑑定依頼あり。血清ELIS
A値0.929、直腸内容物の直接塗抹標本で
集塊状の抗酸菌を多数確認、JD患畜と決
定。剖検では空腸上部から直腸の全域で
抗酸菌及び肉芽腫性腸炎を認め、細菌検
査でヨーネ菌を分離。法令殺まで、子牛
は母牛と同居。発生直後の検査の結果、
当該子牛はヨーニン・ELISA検査ともに
陰性であったが、糞便培養検査でヨーネ
菌を分離、JD患畜と決定。剖検では軽度
な病変を認め、各臓器からヨーネ菌を分
離。今回の母子を含め、管内の他農場で
も同一県導入牛でJDが発生したため、当
該農協管内の県外導入牛のうち畜主から
要望のあった18戸28頭のJD検査を実施、
全頭陰性を確認。また、子牛市場を利用
したJD発生防止のための飼養者向け講習
会を開催。

67 過去3年間における牛ヨーネ病患畜の
Mycobacterium avium subsp. Paratuber
culosis遺伝子の検出状況：仙台家保
真鍋 智、西 清志

過去3年間に摘発した牛ヨーネ病患畜
のうち、80%(28/35)がヨーネ菌分離およ
び病理組織学的検査陰性。そこで、患畜
34頭の糞便・回腸・腸間膜リンパ節(Ly)
の生材料計102検体および回腸・回盲部
・各Lyのパラフィン包埋組織計123検体
について、ヨーネ菌に特異的なIS900遺
伝子を標的としたリアルタイムPCR法を
実施。その結果、生材料からの菌分離患
畜の検出率は100%(7頭/7頭)。検体別で
は回腸100%(7/7)、Ly85.7%(6/7)、糞便1
00% (7/7)で、3検体合計の検出率は95.2
%(20/21)。菌非分離患畜の検出率は29.6
%(8頭/27頭)。検体別では回腸25.9%(7/2
7)、Ly14.8%(4/27)、糞便0%(0/27)で、3
検体合計の検出率は13.5%(11/81)。菌分
離患畜のパラフィン包埋組織の検出率は
85.7%(6頭/7頭)、菌非分離患畜は7.4%(2
頭/27頭)。以上より、ヨーネ菌分離およ
び病理組織学的検査陰性牛においてヨー
ネ菌遺伝子の存在を確認。パラフィン包
埋組織からも検出可能であることが判
明。

68 肉用繁殖牛のヨーネ病摘発と対応：
置賜家畜保健衛生所 大河原博貴、田中
剛

平成19年5月、放牧場事前検査にて肉
用繁殖牛のヨーネ病1頭摘発。発生農場
は20頭規模の黒毛和種繁殖農場、夏期に
繁殖牛をほぼ全頭放牧場に預託する典型
的夏山冬里経営。患畜は県外導入、37か
月齢、初産。本年度より施行された県防
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疫対策要領に従い清浄化対策を実施。現
在までの検査は全て陰性。同居子牛は糞
便培養で陰性確認後、関係機関の協力に
より肥育農場へ出荷。当事例より①肉用
牛農家のヨーネ病に対する認識の低さ②
同居子牛出荷に対する不安③放牧自粛に
よる発生農場の労力過重等の課題が明確
化。今後の摘発・発生時の対応並びに翌
年度からの肉用繁殖牛サーベイランスに
向けた取組みとして、畜主・関係機関対
象の説明会開催・広報活動及び放牧場利
用に関する協議を実施。ヨーネ病検査周
知徹底のために今後も広報活動継続。放
牧場利用については発生農場・放牧場ご
との事情を把握した対応が必要。

69 搾乳牛で発生した第三世代セフェム
系薬剤耐性サルモネラ症発生農場の清浄
化：福島県相双家保 榛葉謙太郎、門屋
義勝

搾乳牛24頭、繁殖和牛7頭、哺育・育
成牛14頭飼養の複合経営農場において、
平成19年7月上旬に搾乳牛の発熱・下痢
等を主徴とする疾病が発生。7月26日診
療獣医師より糞便および血液各6検体の
検査依頼。病性鑑定の結果、糞便検体か
らSalmonella Typhimuriumを分離し、牛
サルモネラ症と診断。分離菌はセフォタ
キシム耐性で、第三世代セフェム系薬剤
耐性サルモネラ菌の牛からの分離は国内
初。清浄化に向け①徹底した畜舎消毒②
サルモネラワクチン全頭接種③定期的な
糞便・環境材料検査④薬剤感受性試験に
基づく抗生物質投与を実施。保菌率は8
月1日の初回検査時52％から11月19日に0
％に低下。以降数週間隔の連続3回の検
査において分離されず、清浄化を達成。
今後もサルモネラワクチン接種および、
日常的な飼養衛生管理の徹底により本病
の清浄性を維持する。

70 ヘリココッカス・オビス及びアルカ
ノバクテリウム・ピオゲネスによる肥育
素牛の多発性膿瘍発生例：福島県いわき
家保 鴻巢尚子

肉用牛1,300頭を飼養する肥育農場（一
部一貫）で同一ロットの肥育素牛（約8
カ月齢、オーストラリア産）29頭中5頭
の主に後躯に大小複数の腫瘤を認め、1
頭について鑑定殺を実施。腫瘤は被包化
膿瘍で、後肢（鶏卵大2箇所、ラグビー
ボール大2箇所）、肋骨（手拳大3箇所）、
肺（小豆大多数）に膿瘍を確認。細菌検
査において後肢、肋骨、肺の各膿瘍から
Helcococcus ovis（H.o.）及びArcanoba
cterium pyogenes（A.p.）を分離。本症
例は、外傷等により体内に侵入したH.o.
及びA.p. が局所で増殖し、化膿性病巣

を形成した後、血流等を介して各部位に

播種、膿瘍を形成したものと推察。H.o.
は1999年英国で緬羊の肺、肝臓、脾臓

からA.p. とともに初めて分離され、我
が国では2003年に牛の疣贅性心内膜炎で
初めて報告。

71 近年の牛由来Salmonella Typhimuriu
mの薬剤耐性の考察：福島県県中家保
菅原克、小森淳子

2007年、福島県内においてSalmonella
Typhimurium（ST）による牛サルモネラ

症がA、B農場で発生。各農場由来ST（A
株、B株)の性状解析を実施。両株ともに
セフェム系薬剤耐性を規定するblaCMY-2
遺伝子を保有する多剤耐性STで、第3世
代セフェムに耐性。ファージ型は、両株
とも型別不能であり、プラスミドプロフ
ァイルは株間で異なり、PFGE型ではA株
とB株が近縁な株。以上の解析から、A株
は2000年から米国太平洋岸北西部地域の
牛で流行しているPFGE型TYP035の性状と
一致。国内の一部の地域においても類似
のPFGE型が牛由来STで増加傾向。動薬検
で実施している2001～2006年度、国内の
病性鑑定由来ST薬剤感受性試験成績では
2006年度に収集されたSTでセファゾリン
に耐性を示す株が初めて報告。今後、セ
フェム系耐性STが米国同様日本国内に流
行する可能性があり、公衆衛生上の観点
からもモニタリングの継続とサルモネラ
症早期清浄化による汚染拡大防止が重
要。

72 ヨーネ病発生事例からの効率的な清
浄化対策法の検討：茨城県県北家保 水
野博明

管内における検査及び発生状況の概要
や発生事例を分析し、効果的な清浄化対
策法を検討。管内の発生農場を分類する
と、グループ①はエライザ検査でのみ陽
性で1回摘発、グループ②はエライザ検
査とPCR検査で陽性で1回摘発、グループ
③はエライザ検査のみ陽性で複数回摘
発、グループ④はエライザ検査及びPCR
検査が陽性で複数回摘発及びグループ⑤
はエライザ検査若しくは糞便検査で複数
回摘発かつ PCR検査でも陽性例がみられ
た。グループ①と②は牛群導入が殆ど無
く1回のみの摘発であることから軽度汚
染、グループ③から⑤は牛群導入が頻繁
で複数回摘発かつPCR検査や糞便検査陽
性例があることから高度汚染と推測。管
内での事例から疫学関連牛等への感染の
可能性、かつ清浄化が未達成農場では牛
群導入時の汚染の可能性が示唆。汚染度
が高いと推測されるグループ③から⑤に
おいて、牛群導入毎にエライザ検査やPC
R検査を実施することは、感染牛の早期
摘発に有効と思われた。
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73 対策に苦慮しているヨーネ病多発農
場の一例：茨城県県西家保 榊原裕二、
安田正勝

80頭飼養の管内1農場で2年半に計29頭
のヨーネ病患畜が発生、これら患畜を発
生時期ごとにⅠ～Ⅴのグループに分類し
検討。検査は抗体検査、培養検査、リア
ルタイムPCR検査（r-PCR）、病理検査の
ほか、一部分離菌につきVariable Numbe
rs of Tandem Repeats（VNTR）を実施。
グループⅠ、Ⅲの9頭は各検査でほぼ判
定が一致。一方、グループⅡ、Ⅳ、Ⅴの
20頭はいずれも培養検査でヨーネ菌を確
認し患畜と決定したが、抗体検査は陰性、
r-PCRで自主淘汰基準値（0.005pg/well）
以上が1頭、病理検査で病変が確認され
たのが１頭と検査結果にばらつきが見ら
れた。VNTRは2種の菌株が導入牛・自家
産牛で分離。現在実施している抗体検査、
培養検査、r-PCRは採材時期が適切でな
いと単独では的確な判定が得られないと
推定され、判定の時期を含め診断に苦慮
する結果となった。同農場では多くの患
畜の摘発、殺処分により経営が圧迫され、
また検査に対する不信感もあることから
検査方法の改善・開発と発生時の充実し
た補償・支援体制が強く求められる。

74 過去16年間に分離された牛呼吸器病
原因菌の薬剤感受性：栃木県県央家保
小池新平

牛呼吸器病原因菌の薬剤感受性実態把
握のためMannheimia haemolytica(M.h)2
9株とPasteurella multocida(P.m)67株
計96株の耐性菌出現動向を調査。両菌種
ともにナリジクス酸(NA)、ジヒドロスト
レプトマイシン(DSM)に高い耐性。M.hで
は平成5～6年はDSM(20.0%）のみに対し
平成17～19年はアンピシリン(ABPC)、DS
M、カナマイシン(KM)、オキシテトラサ
イクリン(OTC)、NA、エンロフロキサシ
ン(ERFX)、チアンフェニコール(TP)の7
薬剤(7.7～38.5%)に耐性。P.mでは平成4
～7年は耐性を認めず、平成17～19年はA
BPC、DSM、KM、OTC、NA、TPの6薬剤(4.9
～9.8%)に耐性。牛呼吸器病原因菌の薬
剤耐性は増加傾向。M.hではERFX耐性を
含む多剤耐性株を確認。大規模農場では
1年でNA耐性株を検出しERFXも低感受性
を認め、今後フルオロキノロン耐性株の
増加を危惧。両菌種ともNAに対する耐性
が最も高い傾向を認めキノロン系薬剤の
高い使用頻度が耐性率増加に影響の可能
性を示唆。

75 大規模酪農家におけるヨーネ病清浄
化への取り組み：新潟県下越家保 丸山
紗代子 馬上 斉

乳用牛約300頭規模のフリーストール

農場において、平成18年11月定期検査時
にヨーネ病患畜を2頭、さらに発生直後
の全頭検査で患畜7頭を摘発し殺処分。
患畜は臨床症状を認めず、解剖検査で特
徴的病変はなく、糞便などからの菌分離
陰性、病理組織学的検査で抗酸菌体確認
されず。まん延防止対策として、家畜生
産農場清浄化支援対策事業による早期清
浄化のための自主淘汰を実施。県外導入
牛は導入元での陰性を必ず確認すること
及び初乳加温器の導入等を指導。ヨーネ
病防疫対策要領に基づく4か月ごとの清
浄化のための全頭検査を実施したとこ
ろ、1回目及び2回目の検査は全頭ELISA
陰性かつ糞便からの菌分離陰性。3回目
の最終検査でもELISA全頭陰性を確認。
本病発生により高泌乳牛淘汰による出荷
乳量の減少、陰性牛を導入する際必要と
なった飼育管理費、検査手数料など農場
の負担大。今後は発生予防対策を継続し
て徹底することが重要。

76 ヨーネ菌特異遺伝子が検出されない
類上皮細胞の結節性増殖がみられたヨー
ネ病摘発事例：新潟県中央家保 村山修
吾、矢部 静

平成18年12月から翌年1月にかけて大
規模酪農家1農場においてエライザ法に
より9頭を摘発し腸間膜リンパ節(腸Ly)
を検索。全頭で類上皮細胞の結節性増殖
を認めたが抗酸菌染色でヨーネ菌(J菌)
は認められず、糞便のリアルタイムPCR
法、菌分離も陰性のいわゆる無症状無排
菌牛。結節内におけるJ菌特異的遺伝子I
S900の検出を目的に増感in situ hybrid
ization法(ISH法)を4頭で実施したが全
頭で陰性。さらに同農場の自主淘汰牛7
頭を含む陰性牛15頭の腸Lyを検索し、摘
発牛と同様な病変を高率に認めたことか
ら、今回9頭にみられた類上皮細胞の結
節性増殖はJ菌感染によるものではない
と判断。以上のことから病理組織学的に
ヨーネ病陰性牛でも結節形成を多数認
め、ISH法陰性も確認されたことから腸L
yにおける類上皮細胞の結節性増殖のみ
でヨーネ病病変と判断することは困難。
エライザ法のみ陽性の摘発牛では現状の
実施可能な検査でJ菌感染を証明できな
い個体が多数存在。

77 Salmonella Newport（SN）による牛
サルモネラ症の発生：富山県西部家保
中平里佳

平成19年3月、搾乳牛約25頭を飼養す
るA酪農家で、搾乳牛数頭が熱発及び下
痢を呈し、全頭の糞便検査で11頭からSN
を分離。さらに8月、A農家と同地区の搾
乳牛約35頭を飼養するB酪農家で続発し、
全頭の糞便検査で29頭からSNを分離。両
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事例とも、分離されたSNは多剤耐性型を
示し、株は同一。①飼養環境改善として、
踏込み消毒槽の設置、通路へ消石灰散布、
牛床の消毒、飼槽の毎日消毒等を指示。
②飼養牛への処置として、SN排菌牛への
有効薬剤投与、持続的保菌牛の淘汰を指
導。B農家では排菌頭数が多かったため、
区分けし区毎に治療。③定期的検査とし
て、環境及び糞便検査を週1回実施。両
事例とも、再感染源として疑われた飼槽
の消毒法を改善後に排菌頭数が減少。検
査頻度が多いことで、状況の変化に迅速
に対応できたことが有効。約5ヶ月間でA
農家では清浄化、B農家では清浄化間際。

78 酪農家で分離されたSalmonella Newp
ortの性状及び遺伝子型の比較と考察：
富山県西部家保 石地智乃

平成19年3月及び8月に管内酪農家A及
びBで発生したSalmonella Newport（SN）
による牛サルモネラ症で分離されたSN13
株、過去に管内酪農家Cで分離されたSN1
株及び他県株5株の計19株を用いて株の
比較検討を実施。生化学的性状では株間
で大きな違いは見られず、薬剤感受性は
全株が多剤耐性を示したが、他県の1株
のみβ-ラクタム系抗生物質等に対する
感受性が異なり、プラスミド上のセフェ
ム系抗生物質耐性遺伝子（blaCMY遺伝子）
の検索により、他の18株ではプラスミド
及びblaCMY遺伝子を検出。遺伝子型別で
も大きく2つのクラスターに分かれ薬剤
感受性と相関。これらは米国での報告と
一致し、輸入を介したSNの汚染拡大の可
能性が示唆。A及びB農家のSNは同一株に
由来し、発症には株の差でなく個体差が
関与し、耐性出現の一要因として抗生物
質多用の関与が示唆。多剤耐性SNの拡大
が公衆衛生上問題となりつつある現状か
ら、今後の抗生物質使用にはより慎重な
対応が必要。

79 Nocardia sp.を原因菌とする臨床型
乳房炎発生例：石川県北部家保 神川佳
子、坂口政信

Nocardia sp.は土壌菌の一種で難治性
乳房炎の原因となり得るが、国内での報
告は稀。今回管内の酪農家で本症例に遭
遇。当該牛は8歳の経産牛で初診時分娩
後8日目。発熱、食欲不振などの全身症
状および乳房の腫脹、熱感などの局所症
状を呈す。多量のブツを含む黄白色水様
の乳汁から、培養3日目に白色円形の硬
く培地に食い込んだ特徴的なコロニーを
純粋に分離。Nocardia sp.と同定。唯一
感受性のみられたカナマイシンによる全
身および局所の連続治療を試みたが症状
は改善せず。第22病日に当該牛が死亡。
剖検で罹患乳房は壊疽性炎様で、組織学

的にはび漫性の肉芽腫形成。同時に採取
した乳汁からは大腸菌のみ検出。搾乳牛
全頭の個体乳から本菌は分離されず、本
症例は単発性。本症例は本菌の日和見感
染による乳房炎で、分娩によるストレス
が誘因となり発症したと推察。本菌は乳
房に肉芽腫性炎を起こすため難治性であ
り、本症を発生させないために適切な飼
養管理が重要。

80 乳房炎検査成績を活用した乳質改善
：福井県家保 吉田靖、三竹博道
バルク乳中の体細胞数が90万/mlを越え

る酪農家より乳質改善の指導依頼があっ
た。過去の病性鑑定から黄色ブドウ球菌
(Sa)が高率に分離されており、改善には
Sa保菌牛の清浄化が重要と考え、Sa保菌
牛の摘発のため全頭の乳汁細菌検査を６
ヶ月間(1回/月)実施。Sa保菌牛は33頭中
13頭(39%)で認められ、分離菌の薬剤感
受性試験を実施し薬剤治療を指導。2回
治療しても効果の診られない牛は盲乳ま
たは淘汰を指導。治療効果の診られた牛
は4頭、盲乳で対処した牛が4頭(1乳房の
み分離)、淘汰牛は4頭(複数乳房から分
離)で、1頭は事故による廃用。また同時
に搾乳衛生の改善や繋ぎかえ等により他
の牛への感染防止も指導。その結果、現
在Sa保菌牛は認められず、バルク乳中の
体細胞数も40万/ml以下に推移。

81 県内２農場から分離されたMycoplasm
a bovisの薬剤感受性状況（第1報）：山
梨県東部家保 北島淳子、守屋英樹

県内で分離されたMycoplasma bovis
（M.bovis）のin vitroでの薬剤耐性状
況を把握する目的で、過去２年間の分離
株を用いて最少発育阻止濃度（MIC）を
測定。使用菌は、県内２農場で呼吸器病
を呈して死亡した肉用肥育牛2頭の肺か
ら分離されたM.bovisを用いた。MICは、
エンロフロキサシン（ERFX）、フロルフ
ェニコール（FF）、オキシテトラサイク
リン（OTC）、チルミコシン（TMS）、チア
ンフェニコール（TP）、タイロシン（TS）
について、微量ブイヨン希釈法で実施。
分離菌はERFXに感受性、FF、TPにやや感
受性、OTC、TMS、TSに耐性。このことか
ら、2農場に耐性菌が侵入している可能
性が示唆された。今後、検体数を増やし、
経時的に各農場での薬剤耐性状況の把握
に努める必要がある。

82 長野県内で摘発されたヨーネ病患畜にお
ける肉芽腫病巣内のヨーネ菌特異遺伝子の
検出と応用：松本家畜保健衛生所 芳川
恵一、中島博美
牛のヨーネ病は、病理組織学的にヨーネ
菌（菌）が感染増殖した腸管や腸間膜リ
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ンパ節（リンパ節）での肉芽腫病巣形成
が特徴。近年、エライザ検査摘発ヨーネ
病患畜（患畜）の多くは病巣形成に乏し
く、菌が確認されない。そこで、①患畜
の腸管とリンパ節の病巣形成状況を分
析、②病巣部パラフィン切片（切片）か
らDNA抽出後、PCRで病巣内の菌特異遺伝
子（IS900）の検出を試行。材料は平成1
6～19年の患畜で病理組織検査した牛の
腸管とリンパ節73例、病巣は腸管22/73
（30.1%）、リンパ節68/72（94.4%）で確
認。抗酸菌確認切片は6/73（8.2%）。糞
便・組織培養で菌分離は8/73（11.0%）。
PCRでは抗酸菌確認切片6例中5例でIS900
を検出、他の病巣では検出できず。排菌
状況確認の菌分離培養には数ヶ月を要す
が、病理組織検査で抗酸菌を確認後、切
片からのPCR実施で、菌分離培養と同等
の検査結果を迅速に把握でき、検査成績
を農場の清浄化対策に活用可能。本法は
他の検査へも応用可能と考察。

83 乳質取引基準「AAA」を目指した乳質
改善の取り組み：岐阜県中濃家保 関谷
博信、澤田幹夫

2007年10月からの乳質取引基準の改正
に先駆け、A市畜産振興会酪農部会から
乳質改善の指導依頼があり、搾乳衛生に
着目した乳質改善に取り組む。体細胞数
30万個/ml以上の個体について全分房乳
を細菌検査したところ、黄色ブドウ球菌
(S.A)を4／7戸(57.1％)、11／143頭(7.7
％)、12／525分房(2.3％)で検出。S.Aの
コアグラーゼ型および遺伝子型は農場毎
に差異を確認。検査後、農家毎に1)搾乳
衛生の見直し、2)S.A感染牛の隔離・盲
乳処置・淘汰、3)S.A以外の乳房炎牛に
対して薬剤感受性試験に基づく治療等を
個別指導。その結果、1)個体毎の乳質の
把握、2)搾乳作業等の改善（搾乳チェッ
クリストの活用）を行った3戸の農家に
改善効果を確認。酪農情勢が厳しい中、
部会の生産目標をペナルティの防止から
乳質取引基準「AAA」奨励金の受給に転
換し、所得安定と安全・安心な牛乳生産
意欲の向上を図るため、今後、分析結果
に基づき、管内の農家の乳質改善の取り
組みを推進。

84 管内１酪農家における乳質向上指導
事例：松本家畜保健衛生所 桑本亮

H18年９月、診療獣医師から管内１酪
農家の黄色ブドウ球菌(SA)乳房炎対策を
依頼された。同月とH19年１月の２回搾
乳立会し、搾乳牛34頭全頭の乳汁、搾乳
器具及び環境等の細菌検査並びにミルカ
ー等の点検を実施。検査の結果、SAは牛
床、手袋及び搾乳器具からは検出されな
かったが、搾乳牛14頭の乳汁から検出さ

れ、牛群全体に広く浸潤していることを
確認。検出したSA20株の遺伝子型別は、
ほぼ同じ系統であり、牛から牛への感染
の可能性が高いこと、また、SA保菌牛の
うち、過去にSAが検出されたことのある
牛の割合が7頭／14頭と高く、排除し難
いこと等を畜主に説明。SA対策として①
搾乳方法の改善②ミルカー装着台数の変
更③牛群をSA保菌群と非保菌群に分け、
非保菌群から搾乳④牛群検定時に全頭の
乳汁検査を実施し、非保菌牛からSAが検
出された場合は、保菌群への移動を指導。
指導に基づき、畜主は、保菌牛の淘汰等
の対策も実施し、H19年12月には保菌牛
が３頭に減少。

85 神経症状を呈した子牛のFusobacteri
um necrophorum感染症の診断から得た検
査法の一考察：岐阜県岐阜家保 篠田ダ
ビデ、宮﨑次朗

県内の酪農家において、30日齢のF1子
牛が起立不能等の神経症状を呈したた
め、病性鑑定を実施。剖検では大脳右側
面2カ所とそれに面した頭蓋骨及び小脳
右後部1カ所に径1cm程度の腫瘤が確認さ
れ、大脳の腫瘤から嫌気性線維状菌を分
離。市販キットでは同定が困難であった
ため、16S rRNAの塩基配列解析と補足的
生化学性状検査及びPCR検査結果から、
分離菌をFusobacterium necrophorum su
bsp. necrophorum (Fnn)と同定。脳病変
との関連を考察するため、病理切片の鍍
銀染色、免疫組織化学染色及びFnnを特
異的に検出するリアルタイムPCRを実施
し、病変部の菌体及び病変と相関したPC
R陽性反応を確認。なお主要臓器に病変
は認めず、PCRも陰性。Fnnは通常肝膿瘍
の原因菌として知られ、中枢神経系から
の分離は稀なため診断が困難であった。
今後未知病原体と病変の関連を推察する
一つの手法として、16S rRNAの解析とリ
アルタイムPCR法は検討の価値があると
考えられた。

86 酪農家で発生したSalmonella Newpor
t感染症の清浄化対策：静岡県東部家保
富士分室 田﨑常義、土屋聖子

管内の大規模酪農家において、平成19
年8月頃から、子牛に黄色～緑色の下痢
が多発。症状を呈する子牛のふん便から
多剤耐性のSalmonella Newport（SN）を
分離（8/9）。浸潤状況調査の結果、排菌
率は、成牛2群（乾乳牛・分娩直後牛）5.
6%（6/107）、子牛54.2%（32/59）、飼養
環境からの検出率63.0%（17/27）であっ
た。そこで、畜主、管理獣医師、家保が
一体となり、清浄化に向けた方針を協議。
対策として、隔離の徹底、畜主による管
理記録簿作成、子牛牛舎の一斉消毒、消
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毒槽設置、通路の消毒薬散布、飼養牛全
頭に生菌製剤を投与、さらに子牛は出荷
による拡散防止のため、感受性抗生物質
による治療を実施し、陰性確認後出荷。
2ヵ月後には、排菌率は成牛2群0%（0/99）、
子牛7.6%（7/92）に減少。また、対策を
実施した通路からは非検出。このことか
ら、大規模酪農家でも清掃消毒を主体と
した飼養衛生管理の徹底と生菌製剤の投
与を継続することで、SNの清浄化が可能
であるものと推察。

87 肉用繁殖雌牛のヨーネ病検査の実態
と問題点：愛知県西三河家保加茂支所
犬養尚子、都築淳人

当所管内の発生予察を目的とした肉用
繁殖雌牛のヨーネ病検査(以下検査)につ
いて過去５年間での検査実態と問題点を
検討。平成15から17年度までは公共牧場
2施設の飼養牛40頭を対象に検査を実施
し全頭陰性。平成18年度は公共牧場1施
設と9戸の農家の飼養牛計40頭を対象に
検査を実施し、1戸1頭で患畜発生。発生
農家の同居牛６頭中繁殖和牛3頭は同時
に検査を実施し陰性、1年後に再検査を
実施。3頭の子牛は直近の子牛市場への
出荷を自粛、以降は検査で陰性を確認し
た後に出荷。和牛でのヨーネ病発生は県
内初であり、農家の理解不足、心理面で
の対応、市場関係機関との調整などの問
題が発生。平成19年度は全農家に検査説
明実施。説明時、ヨーネ病に関する各機
関の研究成果、検査方法、市場出荷の方
法、出荷停止で生じる損失への補償等に
対する質問や意見が出された。農家の意
見、飼養状況をふまえ検討し、検査は公
共牧場1施設20頭に加え、農家では全戸
を対象、原則各農家飼養頭数の15％抽出
で31戸、63頭実施することとした。

88 牛ヨーネ病患畜精密検査結果から検
討したヨーネ菌の感染動態：愛知県西三
河家保 高橋良治、松田雅也

牛ヨーネ病患畜(患畜)のヨーネ菌(菌)
感染による病態を検討するため、平成11
年度から18年度の患畜133個体の回腸内
容物(F)、回腸粘膜(IM)、腸間膜リンパ
節(MeL)、外鼠径リンパ節(MaL)を材料と
し、ELISA値、菌分離、菌遺伝子検出お
よび病理学的検査のデータを基に、感染
後の菌活性化の要因を推察した。患畜の
月齢とELISA値の間には相関関係がなく
(相関係数0.2)、患畜の摘発年齢では2歳
と4歳にピークが見られた。菌分離率お
よび病変出現率とELISA値の間には正の
相関(相関係数0.7)が、MaLの菌遺伝子検
出率とELISA値の間にも正の相関（相関
係数0.76）が見られた。各材料からの菌
遺伝子の検出率は、ELISA値0.35～0.4に

おいてIMがFより検出率が高かった(p＜
0.05)。患畜のELISA値が低い場合、菌は
IMやMeLに潜み、排菌は少ないと考察さ
れた。菌が活性化すると、抗体が産生さ
れたり、菌が体内を移行することが考え
られた。菌が活性化する要因として、初
産の時期と重なる2歳に患畜が多く摘発
されることから、分娩等のストレスが考
えられた。

89 フリーバーン牛舎での黄色ブドウ球
菌を原因とする乳房炎の清浄化（第２報）
：京都府山城家保 一星暁美、山内昭

平成18年度からフリーバーン牛舎での
黄色ブドウ球菌（以下SA）による乳房炎
の清浄化に取り組んだ概要報告｡【18年
度の取組みと成果】診療獣医師等と連携
し①全頭検査でSA保菌牛のは握と群分け
②SA陽性牛の淘汰・盲乳指導③搾乳手技
の指導を実施し、SA陽性牛は経産牛中42.
6%から34.1%に減少。【19年度の取組み】
①搾乳衛生指導の継続②乾乳期治療の効
果判定③SA陰性牛の陰性確認検査（7月
及び12月）④平成15年と19年に分離した
SA16株のコアグラーゼ型別による疫学調
査｡【結果】①搾乳手技の改善②治療牛1
0頭中8頭がSA陰転③7月は陰性牛群21頭7
9分房中､3頭4分房からSA分離。12月は36
頭137分房でSA分離なし④16株中15株が
Ⅵ型【まとめ】取組みにより､SA陽性牛
は経産牛の22.4%とさらに減少。平均体
細胞数は18年4月の48.5万個/mlから19年
11月には37.4万個/mlに減少｡農家の積極
的な取組みと関係機関の連携によりフリ
ーバーン牛舎でのSA乳房炎清浄化の可能
性を示唆。

90 乳汁中からの黄色ブドウ球菌検出率
向上の試み：兵庫県洲本家保 田原和
彦、日下部麻子

乳汁中からの黄色ブドウ球菌（SA）の
検出率向上のため、平成19年4月1日から
平成20年1月8日まで当所に持ち込まれた
乳房炎乳汁49戸275頭580検体を材料とし
て、従来からの細菌検査（従来法）、増
菌培養法（増菌法）、PCR法について比較
検討。今回供試した乳汁から検出された
SAは108検体(18.6%)、うち従来法では72
検体(12.4%)、7.5%NaCl加LBブロス(NaCl)
を用いた増菌法では89検体(15.3%)。ま
た選択増菌培地による比較では、NaClは
62検体中16検体(25.8%)、テルライト・
グリシン・ピルビン酸ブイヨン（TGP）
は11検体(17.7%)。PCR法については580
検体中98検体で実施。培養では18検体(1
8.4%)からSAが検出。PCR法では37検体(3
7.8%)であった。結論として、乳房炎乳
汁からのSA検出は、増菌培養により向上。
PCR法は、擬陽性と思われる結果が認め
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られ、手順が煩雑で、得られる情報量が
培養法に比べて少ないため、同様の目的
での応用は困難。

91 搾乳牛に発生したSalmonella Typhim
urium感染症：兵庫県姫路家保 清水優
花

搾乳牛5頭が熱発、血便を呈し、糞便
からSalmonella Typhimurium（ST）が分
離され、うち2頭が死廃。有効抗生物質
による治療、ワクチン接種、生菌剤投与、
牛舎消毒等の対策を実施。清浄性確認検
査として、全頭糞便検査を7回延べ497検
体、環境検査を9回延べ189検体実施。初
発時は糞便、環境から高率にSTを分離。
発生11か月後に清浄化を確認。疫学調査
のために分離時期、由来の異なるST12株
の性状を薬剤感受性、プラスミドプロフ
ァイル、パルスフィールドゲル電気泳動
により比較。分離株はすべて同一タイプ
で5剤耐性。県内で分離されたST7株と性
状比較し、ファージ型別を実施。ファー
ジ型はDT104で、県内で分離された4株と
同一タイプ。発生前後の血清延べ217検
体で、抗体価を測定。発生以前抗体陽性
牛が2頭存在、無症状保菌牛の存在を示
唆。県内でDT104が浸潤しており、今後
も牛群の健康管理、牛舎の消毒、モニタ
リングが必要。

92 中内耳の膿様形成がみられたマイコ
プラズマ感染症：和歌山県紀北家保 野
口浩和 黒田順史

一部哺乳育成を行う肥育牛農場で１～
２か月齢の子牛３頭が2007年２月から斜
頸・耳介下垂等を伴う呼吸器症状発現、
予後不良、病性鑑定を実施、Mycoplasma
bovis(M.b)感染症と診断。臨床症状は

斜頸、耳介下垂、角膜白濁が特徴的。解
剖所見は肺前葉部に乳白色肝変化、頭蓋
底面側頭骨鼓室部・岩様部は両側または
片側が腫大、内部の中内耳部分に膿瘍形
成。角膜は片側が白濁・肥厚・突出。組
織所見は側頭骨岩様部内は変形、結合組
織増生、好中球・リンパ球・類上皮細胞、
細胞退廃物による膿瘍。肺肝変部は化膿
性肺炎。免疫組織化学的検査(ｳｻｷﾞ抗M.b
抗体)で側頭骨膿瘍部の好中球、マクロ
ファージと肺胞マクロファージの細胞質
内に抗原陽性。細菌検査で肺乳剤からSt
reptococcus acidominimus (Str.1/3)、
中内耳腔膿からM.b(3/3)、Str(1/3)、Br
anhamella spp.(2/3)を分離。IBR、BVD-
MD(Ⅰ･Ⅱ型)、RS、パラインフルエンザ3
型､アデノウイルス3型抗体検査は有意な
抗体価上昇認めず。血清レチノールは３
頭とも欠乏値。側頭骨膿瘍形成により顔
面および内耳神経が障害されたため耳介
下垂・斜頸を引き起こしたと推察。

93 鳥取県におけるヨーネ病患畜の病理
組織学的検索：倉吉家保 岡田綾子、尾
崎裕昭

家畜伝染病予防法第5条に基づく牛ヨ
ーネ病の定期検査が開始された平成11年
度からH19年12月現在までに、鳥取県で
は30戸51頭（エライザ陽性48頭、菌分離
陽性または直接鏡検で菌体確認3頭）の
発生。病理組織学的検索を実施した49頭
中、ヨーネ菌によると思われる病変が認
められたのは14頭（28.6%）、そのうち9
頭（18.4%）で抗酸菌染色により病変部
に菌体を確認。菌分離陽性は9頭、うち
有病変8頭、抗酸菌染色陽性7頭。ヨーネ
菌PCR陽性7頭中菌分離陽性6頭、有病変7
頭、抗酸菌染色陽性7頭。農場別では有
病変患畜の農家は9戸、そのうち2頭以上
発生した農家は6戸。9頭発生した1農場
で病変・菌体検出率高。病原体の検出さ
れた個体および続発傾向にある農場の患
畜では病変存在。H16年度から患畜は増
加傾向にあるが、病変および病原体検出
率は低下。エライザ値のみで摘発された
患畜の病理組織学的裏付けには、より感
度の高い手法が望まれる。

94 大規模酪農家での牛サルモネラ症の
発生と対策：島根県江津家保 藤原和
隆、前原智

大規模酪農家での牛サルモネラ症の
発生経過と対策を報告。水様性血便や
泌乳量低下等の症状を呈する搾乳牛が
続出したため、病性鑑定を実施。発症
牛の糞便培養検査でSalmonella Typhim
urium（ST）を分離。発症直前に給与し
た異常発酵サイレージからもSTを分離
し、疫学的調査により感染源と特定。
対策として生菌製剤の全頭投与、ワク
チンの全頭接種、発症牛の治療、消毒
の徹底、および出荷牛は糞便培養検査
で2回連続陰性を確認後に出荷。発生3
ヵ月後の全頭検査では直近の北海道導
入牛からSTを分離したが、疫学的調査
により導入後の感染と判明。引き続き
清浄化対策を実施し、発生5ヵ月後の全
頭検査では全例陰性で、清浄化達成と
判断。本事例による損失は生乳出荷量
減少および治療等で800万円。流産や死
亡頭数も例年に比べ増加。

95 Multilocus Sequence Typing法を用
いた牛サルモネラの分子疫学的解析:島
根県家畜病鑑室 船木博史、安部茂樹

牛サルモネラ症由来Salmonella Typhi
murium株を、複数遺伝子のDNA配列の差
異を数値パターン化するMLST法による疫
学解析を実施。Achtmanらの方法に従い、
県内3農場で分離された4株について解析
し、手法の有用性を検討。7種類の必須
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遺伝子をダイレクトシークエンスにより
解読し、アレルに解析した結果、供試株
は共通のシークエンスタイプ「19」と判
明。PCR反応を主体としたMLST法は、手
技が容易かつ再現性が高く、客観性の高
い情報が得られることを確認。今後、他
地域分離株の解析例数等を加えた上で、
疫学解析手法としての有用性検討が必
要。本法によりデータベースに登録され
た情報は公開され、一般に利用が可能で
あることから、比較菌株を必要とする従
来の解析手法では不可能であった遠隔地
の菌株情報と比較が可能であるため、輸
入感染症例等の疫学解析手段として欠か
せない手法である。

96 ヨーネ病摘発牛の詳細な細菌学的検
討：岡山家畜保健衛生所 澤田勝志、平
井伸明

県内ヨーネ病摘発牛について、以下の
検討を実施。(1)摘発牛の糞便(148頭)に
ついて、糞便中IS900遺伝子リアルタイ
ム(RT)PCRとハロルド(H)培地培養検査を
比較。両検査の一致率は、菌分離陽性の
90.9％がRTPCR陽性、菌分離陰性の96.4
％がRTPCR陰性であり、RTPCR検査はH培
地培養と同程度の検出感度を有すると考
えられた。(2)摘発牛59頭の乳汁につい
て、H培地培養および乳汁抽出DNAのIS90
0 RTPCR検査を実施したが、全て陰性。
県内ヨーネ病摘発牛由来乳汁へのヨーネ
菌排菌の可能性は低いと考えられた。(3)
菌分離陰性かつヨーネ病特異的組織病変
陰性であったELISA検査摘発牛10頭の腸
間膜リンパ節から抽出したDNAについてn
ested PCR検査を実施したところ、8/10
頭でIS900遺伝子を検出。従来の菌分離
培養、病理組織検査といった方法では検
出できなかった摘発牛におけるヨーネ菌
検索が、高感度な本方法により、可能と
なると考えられた。

97 フリーバーン農場のサルモネラ症対
策（第2報）：広島県備北家保 部屋智子、
日高英子

H17.6月、成牛約300頭飼養の酪農家で
Salmonella Typhimurium（ST）による成
牛及び哺乳牛のサルモネラ症発生。清浄
化対策として牛舎の消毒及びマンナンオ
リゴ糖給与等を実施。成牛の発生は沈静
化したが、哺乳牛には続発を認めたため
新たな対策を実施。①H19.2月から、成
牛へサルモネラワクチンを接種。乳量へ
の影響を考慮し乾乳牛から順次実施。②
ワクチン接種牛由来で比重1.050以上の
初乳を給与。③既存の哺乳牛舎を空舎に
し洗浄後、石灰乳塗布。④哺乳牛舎を新
設し単飼期間を14日から50日に延長。⑤
哺乳牛舎の単房形式を金属製高床式から

木製直置き式に変更。⑥木製単房の消毒
間隔を21日から14日に変更。総合的対策
実施の結果、子牛の死亡率は19.1%から1.
4%に減少。H18.1月以降、下痢便の細菌
検査を10回実施、対策後の4回ではST、
病原性大腸菌ともに分離陰性。

98 広島県で分離されたSalmonella Dubl
inの性状の比較：広島県東広島家保 兼
廣愛美、河村美登里

平成18年度に広島県で初めて酪農家か
ら分離されたSalmonella Dublin(SD)と、
平成7～18年度に県内で分離されたSD13
株を用いて各種性状解析及び比較検討を
行った。 薬剤感受性試験及びプラスミ
ドプロファイルの結果から供試した14株
は、75kbの血清型特異的病原性プラスミ
ド単独保有株(4剤以下耐性)、75kb及び5
3kb保有株(5剤耐性)、または75kb及び60
kb保有株(6剤以上耐性)の3パターンに分
類。病原性遺伝子検査では、intⅠ遺伝
子保有は7株、invA及びSpvC遺伝子は14
株全てが保有。18年度酪農家分離SD株は
75kbのプラスミド単独保有で、トリメト
プリムにのみ耐性を示し、intⅠ遺伝子
非保有。 牛サルモネラ症発症歴のある
農家分離株は、初発農家分離株よりプラ
スミドの獲得及び薬剤耐性化が進む傾向
が見られ、初発時での徹底した清浄化の
重要性が示唆された。

99 県内のヨーネ病患畜摘発状況調査とV
NTR法による遺伝子型別：広島県東広島
家保 河村美登里、兼廣愛美

平成16年～19年11月のヨーネ病患畜58
頭の摘発状況調査及び昭和62年～平成18
年に分離9戸13株（13頭)の VNTR法によ
る遺伝子型別を実施。摘発年齢は平均5.
45歳で導入牛56.9％、自家産牛32.8％、
不明10.3％。初発農場46.6％、続発農場
は53.4%で3年以内に再摘発される傾向。
遺伝子型別は2戸2株がMAP4型で岡山県及
び北海道東部導入牛由来。7戸11株がMAP
2型で7株が北海道導入牛由来、3株が自
家産、1株が由来不明、農場別では1戸4
株が導入牛で初発生後自家産牛から分
離。1戸2株は初発牛と同居牛由来で蔓延
防止検査で摘発の同居牛は8歳ELISA値0.
02、1戸1株は初発農場の自家産牛由来、
残り4戸4株は導入牛由来。以上より、県
内摘発状況は既報と類似するも汚染農場
の清浄化確認には3年間各種検査で確認
する必要性が示唆。同一農場由来株は由
来に関らず同じMAP型で農場内汚染の可
能性も考えられ患畜摘発時の農場内消毒
と飼養管理指導の重要性を再確認。

100 安全・安心な牛乳生産への取り組み
：香川県西部家畜保健衛生所 上村知
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子、泉川康弘
近年、農畜産物の安全性に対する消費

者の関心が高まる中、安全・安心な牛乳
生産への取組みを実施。①乳房炎乳86検
体と管内全酪農家22戸のバルク乳66検体
の細菌検査、分離菌の薬剤感受性試験②
ATP検査を活用した搾乳機器の清浄度確
認を実施、③乳房炎治療後の抗生物質残
留検査の実施状況を調査。成績は①乳房
炎乳はCNS、バルク乳は腸内細菌群分離
の割合が高く、薬剤感受性は乳房炎由来
菌ではセフェム系薬剤、バルク乳由来菌
ではOTC、カナマイシンに感受性②ATP値
は搾乳機器の洗浄・殺菌を実施している
農家で低値③残留検査は管内5戸の農家
が実施しており、休薬期間終了後でも12
5検体中11検体（8.8%）で陽性。以上の
ことから①バルク乳は糞便由来菌の影響
が大、乳房炎治療にはセフェム系薬剤が
有効②ATP検査は搾乳機器の清浄度確認
に有効③乳房炎治療後出荷前の抗生物質
残留検査は確実に実施することが重要。

101 正確で迅速な乳房炎検査法の検討:
香川県西部家畜保健衛生所 高橋茂隆、
真鍋圭哲

昨年から正確で迅速な乳房炎検査法を
検討。酵素基質培地クロモアガーオリエ
ンタシオン(クロモアガー)を用い、①定
性試験②定量試験③検査コストの比較④
迅速性の検討を実施。①分離菌154株の
コロニーの形態を比較。ブドウ球菌は中
型で淡黄色、白、紫、水色の4種類。コ
リネバクテリウム（コリネ）は48時間で
微小な紫のコロニーが発育。菌種毎に形
態が異なり、ブドウ球菌やコリネ等はメ
ーカーと異なる成績。②乳汁24検体や培
養菌液9検体の発育菌数を羊血液寒天培
地（血寒）と比較。乳汁ではブドウ球菌、
レンサ球菌等でクロモアガーは有意差は
無いが、血寒よりも少ない傾向。逆に大
腸菌群で多い傾向。培養菌液を直ちに塗
沫した場合に差は少ないが、1晩冷蔵後
はレンサ球菌で血寒よりも有意に少な
く、保存方法によって異なる成績。③検
査コストは従来法と同程度。④本培地で
のコロニーの形態を整理し、作成したマ
ニュアルの活用により、作業時間は短縮
可能。

102 肉用牛肥育農家における哺育牛の呼
吸器疾病対策：愛媛県八幡浜家保 稲垣
明子、稲垣祝

肉用牛肥育農家において、H19年2月か
ら12月中旬にかけ、哺育牛に集団呼吸器
病が散発。病性鑑定により、マイコプラ
ズマ属菌を主体とした牛呼吸器症候群（B
RDC）と診断。その他原因としてPasteur
ella multocidaが関与。また、剖検時の

化膿性線維素性肺炎所見及び過去の病性
鑑定等からMannheimia haemolytica（Mh）
の関与も推察。抗菌製剤投与及び呼吸器
病混合生ワクチン、Mh不活化ワクチンの
追加接種により、一時的に発生は減少し
たが、RSVの関与により再び増加。BRDC
対策は、起因菌の汚染低減と飼養管理上
の対策が重要となるが、当該農場ではワ
クチン接種等の予防的措置に効果が見ら
れたことから、飼養管理の改善及び導入
元の疾病発生状況の確認等も含めた総合
的対応に積極的ではなかった。RSV侵入
後のBRDC発生増加は、本病の発生に影響
する新たな病原体の侵入に対して、現状
の対応が不十分であったと推察され、畜
主の理解を得たうえで作業効率等も考慮
した対策の構築が必要。

103 肉用牛肥育農場で継続発生のあった
Mycoplasma bovisが関与した交雑種子
牛の肺炎：愛媛県家畜病性鑑定室 渡部
正哉

平成19年4月から12月にかけて肉用牛
肥育農場で2週齢から3ヶ月齢の交雑種子
牛の肺炎が発生。病性鑑定室へ依頼のあ
った9頭の剖検所見は肺で膿瘍の形成、
肝変化、線維素の付着。マイコプラズマ
検査は肺乳剤のPCR検査でMycoplasma bo
vis(M.b)、M.bovirhinis、M.dispar陽性
検体が散見。培養では全剖検牛の肺およ
び同居牛2頭の鼻腔スワブよりM.bを分
離。一般細菌検査では5頭よりPasteurel
la multocida(P.m)を分離。ウイルス抗
原検索(RT-PCR)では1頭で牛RSウイルス
病(RS)ウイルス陽性。病理組織検査では
線維素性化膿性気管支肺炎、化膿性気管
支肺炎、多発性巣状壊死を主とした所見
が認められた。また多発性巣状壊死が顕
著であった検体についてM.bの免疫染色
を実施したところ、壊死巣辺縁を中心と
して陽性反応が認められた。対策として
呼吸器5種混合ワクチン、チルミコシン
やエンロフロキサシン、オキシテトラサ
イクリン等を投与。 RSは終息したがP.m
とM.bは継続して分離されている。

104 牛サルモネラ症の発生動向に関する
一考察：愛媛県八幡浜家保 山本哲、稲
垣祝

H17年度からH18年度にかけS市肉用牛
農家、酪農家においてSalmonella Typhi
murium（ST）による牛サルモネラ症が多
発した。関係機関と協力して地域の防疫
対策指導、防疫意識啓発に努めるととも
に、発生農家に対し、清浄化スケジュー
ルに基づく衛生対策指導等を実施した結
果、H19年度における発生件数は1戸に減
少した。分離された18農場のST33株はパ
ルスフィールドゲル電気泳動法等により
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4パターンに分類されたことより、発生
は、以前から管内にまん延していたSTと
新たに侵入したSTによるものと推察され
た。H19年度の発生はサルモネラ2価ワク
チン未接種酪農家であったが、衛生対策
指導の結果、発生後約5ヶ月で清浄化し
た。ワクチン接種前後においてELISA法
による抗体検査を実施したところ、接種
後は全頭において値の上昇が確認され
た。また、発生約5ヶ月前に陽性の個体
が見られたことにより、この時点でのサ
ルモネラ感染が疑われた。

105 高知県における牛のヨーネ病摘発状
況：中央家保 濵田康路、明神由佳

本県における牛のヨーネ病の摘発頭数
は、平成7年から平成19年12月現在まで、
17戸50頭。今回、本病の摘発状況と患畜
の産地・妊娠・月齢等の関係、検査方法
について検討。初発生は、平成7年度の
酪農家2戸3頭。同農場は、その後も続発。
県下的には、平成12年度以降、平成16年
度をピークに減少傾向にあるものの毎年
摘発。畜種別では、ホルスタイン種49頭、
褐毛和種1頭。産地別では、自家産40％,
輸入・導入60％。妊娠牛56％。摘発年齢
は、平均5.6歳。検査方法は、ELISA検査
による摘発49頭。ELISA検査陰性で糞便
培養による摘発1頭。1回目のELISA検査
で陽性、再検査で陰性となった個体2頭
について、追跡調査をしたところ、2頭
とも摘発。ヨーネ病検査については、そ
の判定が非常に難しいと再認識。

106 乳牛の下垂体周囲膿瘍２症例：福岡
県中央家保 山本英二、尾川寅太

酪農家2戸に眼球突出を示す症例を各1
頭の搾乳牛に認めた。症例1では元気消
失、食欲不振、発熱を呈し、診療3日目
に左眼球結膜浮腫を伴う突出、6日目に
右眼球突出、14日目に病性鑑定。症例2
では発熱、食欲不振、元気消失、両眼瞼
浮腫を呈し、12日目に起立不能、13日目
に病性鑑定。白血球数は症例1で13,400/
μlと増加。症例2は8,600/μl。血清蛋
白分画ではいずれも慢性炎症を疑う泳動
像を示す。牛白血病ウイルスゲル沈抗体
陰性で症例1のみ実施。解剖所見は症例1
で下垂体周囲膿瘍、肺に小豆大膿瘍散在。
症例2で下垂体周囲膿瘍、左眼窩にも膿
瘍。組織所見はいずれも下垂体周囲にグ
ラム陽性菌塊を伴う膿瘍。細菌検査：各
症例の病変部からArcanobacterium pyog
enes分離。今回の症例は下垂体周囲の炎
症が視神経や血管に沿って、眼球周辺に
波及したため眼瞼浮腫や眼球突出を起こ
したと推察される。

107 Mycoplasma bovis、Histophillus

somniが多重感染した牛パスツレラ症
：福岡県両筑家保 田口博子、原田美奈
子

平成19年7月5日、黒毛和種肥育農場（約
200頭飼養）で県外導入後5か月の牛1頭
（10か月齢）が発熱、下痢、鼻汁、鼻出
血を呈し、翌朝死亡。剖検所見は肺の肝
変化と大理石様紋理、胸腔内出血、腎皮
質の一部白色化。組織所見は化膿性線維
素性胸膜肺炎、腎臓の急性尿細管壊死。
細菌検査は肺から多数のMycoplasma bov
is（Mb）、Mannheimia haemolytica（Mh）、
Pasteurella multocida（Pm）および少
数のHistophillus somni（Hs）を分離。
8月導入した5頭の検査結果、3頭からPm、
2頭からMbとレンサ球菌（Str）、1頭から
Mhを分離。1頭でパラインフルエンザ3型
が抗体上昇。死亡牛の検査成績から、Mb
およびHsが多重感染した牛パスツレラ症
と診断。導入牛からMb、Mh、Pm、Strを
多数分離したことから、導入時には既に
保菌し、輸送等のストレスが誘因となり
今回発症したと推察。牛舎消毒とワクチ
ン接種の徹底、有効な抗生物質の選択を
指導し、現在特に異常なし。

108 肉用牛繁殖農家のサルモネラ症清浄
化対策：佐賀県北部家保 徳永日出乃、
山下信雄

平成19年8月3日、繁殖牛93頭、子牛50
頭飼養の肉用牛繁殖農家で、子牛1頭が
下痢を呈し急死。病性鑑定の結果、Salm
onella Typhimurium（ST）によるサルモ
ネラ症と診断。直ちに飼養子牛及び母牛
全頭の糞便、床･飼槽等の拭取り検査に
よるST汚染状況を調査したところ、子牛
1頭及び2カ所の牛床からSTを分離。この
ため、敷料交換や消毒等の徹底、子牛全
頭への生菌剤投与、保菌牛の治療などの
清浄化対策指導を実施。8月下旬、同子
牛及び同牛床から、9月中旬には、新た
に下痢を呈した子牛1頭からもSTを分離
したため、治療薬の変更を指示。同月下
旬には子牛からのST分離は陰性となった
が、牛床からSTを分離。さらなる衛生管
理等の徹底を指導した結果、10月下旬、
STは分離陰性となり、感染牛の再発や牛
舎内の広範囲な汚染の防止が図られた。
今後とも、飼養衛生管理の継続指導と定
期的なモニタリング調査を実施。

109 ヨーネ病患畜の病理組織学的考察に
ついて：佐賀県中部家保 山口博之、川
添公伸

本県では、平成13年度から平成19年11
月までに10頭がELISA法でヨーネ病患畜
と診断。組織病変比較及び免疫組織化学
染色による抗原検索を試みた。細菌分離
は、現在実施中の2頭を除いて全て分離
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陰性、2頭の糞便からPCRでヨーネ菌特異
遺伝子を検出。剖検所見ではヨーネ病を
示唆するような病変は認めず。HE染色で
は、全頭のリンパ節に結節状の増殖した
類上皮細胞またはランゲルハンス巨細胞
を認めた。リンパ節における増殖した類
上皮細胞の結節形成はリンパ節の皮質に
集中し、ELISA値に比例して多い傾向。
遺伝子検出とELISA値、結節形成には関
係は認めず。なお1頭の回腸粘膜下組織
でも類上皮細胞性肉芽腫病変を確認。抗
酸菌染色及び免疫組織化学染色では、い
ずれも抗酸菌陰性。ELISA法で摘発され
た患畜10頭は、全てリンパ節にTubercul
oid型病変を形成しており、ヨーネ菌が
感染していた可能性を示唆。

110 乳房炎検査成績における一考察：長
崎県県南家保 鈴田史子、酒井芳子
H14年度～19年8月末日に依頼された農

家100戸の乳汁延べ2,163検体の検査成績
について検討。依頼状況:H17年度から依
頼急増。月別では9、8、7月の順に多く、
分房別では後分房が多い。稟告別では臨
床型乳房炎が約7割。細菌分離成績:コア
グラーゼ陰性ブドウ球菌(CNS)38%、黄色
ブドウ球菌(SA)16%、レンサ球菌18%、大
腸菌群15%。薬剤感受性試験は11薬剤の1
濃度ディスク法で実施。耐性保有状況:C
NSとSAはペニシリン、アンピシリン(ABP
C)、ストレプトマイシンで耐性増加傾向。
レンサ球菌はアミノグリコシド系で年々
耐性増加。大腸菌群はABPCで年々耐性増
加。一農家の耐性保有状況:H15年度分離
のCNSとSAでは耐性は認められなかった
が、H17年度以降耐性を確認。今回の調
査で菌株により耐性を示す薬剤が異な
り、また、年々耐性を示す菌株の増加が
確認されたことから、乳房炎治療は検査
を実施し適切な薬剤を選択することが重
要。

111 Salmonella Schwarzengrundによる
子牛下痢症：熊本県城北家保 長野琢
也、大倉昭信

2007年8月、搾乳牛53頭、子・育成牛5
0頭を飼養する酪農経営農家で、1ヶ月齢
未満の哺乳子牛に下痢が散発。便からSa
lmonella Schwarzengrund(SS)を検出。
ウイルス･寄生虫は分離陰性で、SSによ
る下痢症と診断。対策として当該牛への
有効薬剤投与、親牛へ生菌剤投与、さら
に踏込み消毒槽設置と畜舎環境の消毒
（消石灰散布等）徹底を継続実施。発症
子牛便と対策後10月に採材した便及び環
境材料の菌培養により、子牛便や環境材
料から計7株のSSを分離。継続対策後10
月の再調査で環境材料からSS1株を分離。
分離菌SS全8株を用い、感受性試験とプ

ラスミドプロファイル(PP)による遺伝子
解析を実施。感受性結果では、先の7株
が、ペニシリン他6薬剤に耐性。10月分
離1株は、さらにセファゾリン他3薬剤の
計9薬剤の耐性獲得を確認。PPの比較で
は、8株すべて同一サイズを示した。生
菌剤投与と消毒徹底等の対策からSSの減
少を確認。さらに、農場内をSSフリーと
するため対策を継続実施中。

112 酪農家支援の新たなアプロ－チ：大
分県大分家保 川部 太一、人見 小百
合

酪農家支援のための積極的な取り組み
を行い、一定の成果があった。「対策内
容」 乳房炎対策では、黄色ブドウ球菌
（以下SA）等のモニタリング実施、病勢
ステ－ジのリスク判定・予後診断の対策
を行い、SAの汚染防止に努めた。生産性
向上対策では分娩状況等の問題点等を検
討、繁殖診断による対策を実施し経営改
善を行った。「結果及び成果」 乳房炎対
策としてはA農場は淘汰更新により清浄
化に成功。繋ぎのB農場は、淘汰、盲乳
（3本搾り）、搾乳順番の変更等を行い感
染拡大を防止。その他の農場も乳房炎検
査の重要性、SAへの関心等の意識の向上
も認められ、検査依頼が増加。生産性向
上対策を実施した結果、空胎率の減少と
受胎日齢で推定することにより、乾乳時
期の指導が可能となり、その結果、経営
改善が図られた。「まとめ」現在の酪農
家に対し、家保の担う役割は大きく、そ
の必要性を感じる。今後も経営環境を圧
迫している要因を一つでも取り除くため
積極的に農家支援を予定。

113 乳汁検査に基づく乳質改善の取り組
み：大分県豊後大野家保 大平英明

管内酪農家3農場を対象に、関係機関
と共に、乳汁や環境材料等の細菌検査に
基づく濃密指導を実施。材料は、6月～8
月までの3か月間、個体乳または分房乳
を用い追跡調査を実施。延べ検体数は、
A農場59、B農場87、C農場142。乳汁の体
細胞数調査、菌分離及び同定、薬剤感受
性検査を実施。感染源調査のため、搾乳
器具、飼養環境等の拭き取り材料の細菌
検査を実施。これらの結果を基に検討会
を開催、乳房炎治療や搾乳衛生等につい
て指導。A農場では、牛床の石灰散布等
により、乳汁中の大腸菌群分離率は100
％が26％に低下し、乳房炎による死亡な
し。B農場では、搾乳ロボットの衛生管
理及び敷き料の改善、C農場では、黄色
ブドウ球菌分離牛の別搾乳、治療、淘汰
によりバルク乳の体細胞数が減少。個体
毎の追跡検査により、乳房炎の早期発見
･治療、別搾乳等の実施につながった。
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また、細菌の感染源を認識し、搾乳衛生
や牛舎環境を改善し、乳房炎の予防を図
ることで体細胞数が減少し、酪農家の乳
質改善に関する意識の向上が図られた。

114 Staphylococcus lentusによる子宮
内膜炎発生例：大分県大分家保 吉田秀
幸、尾形長彦

管内黒毛和種繁殖肥育一貫経営農家に
おいて、2007年子宮内膜炎を呈する繁殖
雌牛が増加。子宮内膜炎を呈する牛5頭
の子宮外口から漏出された膿性粘液のう
ち4頭からStaphylococcus lentus（S.l）
が有意に分離されたことから本菌による
子宮内膜炎と診断。分離S.l各株の12薬
剤における薬剤感受性試験成績及び4種
のPrimerを用いたRandam Amplified Pol
ymorphic DNA（RAPD）法による遺伝子型
別に差が認められなかったことから、同
一由来のS.lが本農場内に浸潤。同一由
来S.lによる同時期複数頭の発生が確認
されたことから、子宮内膜炎牛の増加は
人為的なものが原因ではないかと推察。
疫学調査として、健康畜の頚管粘液スワ
ブ及び農場で随時使用される膣鏡につい
て細菌分離を実施したが、本菌が分離さ
れず、原因究明には至らなかった。当該
農家に対して、膣鏡等の衛生的な取り扱
いを指導した結果、子宮内膜炎の新規発
生は確認されず。

115 ヨーネ病再発農場の患畜の病性鑑定
成績と今後の検査のあり方：宮崎県都城
家保 鎌田博志 坂元和樹

ヨーネ病エライザ検査による摘発牛に
ついて、病性鑑定成績、疫学調査結果を
基に今後のヨーネ病検査のあり方を検
討。患畜は、5歳の自家産ホルスタイン
種雌牛で、材料は主要臓器と、十二指腸
から回腸を等間隔に約70cmの長さで7カ
所、付属のリンパ節と共に採取。菌分離
にはリンパ節7検体、空腸7検体、回腸2
検体、直腸内容1検体、環境材料5検体を
供し、リンパ節、小腸、直腸内容につい
ては、nested PCRを実施。病理検査は、
採取した材料から計120の組織切片を作
成、観察。当該牛は、2回のエライザ検
査で陽性を示したことから患畜と診断。
しかしながら、今回実施した細菌および
病理検査では、ヨーネ菌の感染を示唆す
る所見は確認されず、過去10年に遡って
も発生農場や地域との疫学的関連はな
く、牛アルブミン添加ワクチンも未接種。
今後、ヨーネ病の的確な防疫を行うため、
確定診断に当たっては、エライザ検査と
共に疫学調査結果や抗原検出を加味して
行うことが望まれる。

116 黒毛和種肥育牛にみられた非結核性

抗酸菌症：宮崎県都城家保 坂元和樹、
鎌田博志

平成19年8月に母牛60頭規模の黒毛和
種生産農場で肥育牛1頭が持続性、難治
性の下痢を呈した。剖検では空腸から結
腸の腸壁の著しい肥厚と付属リンパ節の
腫大、一部には壊死巣を確認。また、回
腸リンパ節、腸内容物の直接塗抹で抗酸
菌染色陽性菌を多数確認。細菌検査では
培養1～3週間後、肺、脾臓、肝臓、回腸
リンパ節、腸内容物から菌が分離され、
性状、PCR、市販キットの結果からヨー
ネ菌以外のMycobacterium avium （M.a
vium）と同定。病理検査では肺の細気管
支周囲、脾臓、肝臓、十二指腸粘膜に類
上皮細胞による結節が多発性に認めら
れ、空腸から結腸の粘膜はび漫性に増殖、
細胞質には多数の抗酸菌が観察され、抗
BCG抗体に陽性を示した。本症例はM.avi
umによる非結核性抗酸菌症と診断。当該
牛はヨーネ病に酷似した病態であった
が、若齢での発症や原因菌の早期発育、
さらには肺、脾臓、肝臓での病変確認な
どヨーネ病との性状の相違点がみられ、
組織学的には出現するマクロファージと
その内包する菌の形態にヨーネ病との違
いが確認。

117 牛の腹腔内におけるアクチノバチラ
ス症：宮崎県宮崎家保 松川浩子 西村
拓也

管内の成牛４頭を飼養する黒毛和種繁
殖農家で、2006年11月末に流産した1頭
が12月6日に起立不能、削痩、食欲不振、
発熱（39℃）を呈し、同13日に診療獣医
師による直腸検査で腹腔内に直径1cm大
の腫瘤を多数確認、当家保で病性鑑定。
剖検所見では、大網、腸管膜に米粒大か
ら拇指頭大の光沢ある腫瘤が播種性に形
成。割面は黄色から乳白色を呈し、膿瘍、
膿汁様、充実性と様々。脾臓も皮膜が肥
厚し一部結節形成。肝臓では大豆大の出
血斑が散見。腎臓は退色。細菌学的検査
で腹腔内腫瘤から純粋に多形性のグラム
陰性桿菌を分離。市販キットによりActi
nobacillus lignieresii と同定。病理
組織学的検査で腹腔内腫瘤内部よりアス
テロイド体を散見。免疫染色ではアステ
ロイド体内部や辺縁部、周囲のマクロフ
ァージに陽性反応を確認。腎臓では皮質
尿細管が変性。生化学的検査では栄養障
害及び腎機能、肝機能障害が疑われ、当
該牛が常在菌であるA.lignieresii に易
感染性の状態であった可能性も考えられ
た。

118 世界で初めて確認されたVibrio cho
lerae O135による子牛の敗血症例：沖縄
県八重山家保 又吉正直 大橋聡子
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2007 年 6 月に石垣市内において Vibrio
cholerae による子牛の敗血症が発生。当
該牛は正常分娩であったが、脱水と血便
を呈しており、生後 5 日齢で死亡。細菌
検査において、脾臓以外の主要臓器から
V.cholerae が 分離されており、 V.cholerae
による敗血症と診断された。国立感染症
研究所で行った検査結果より、血清型は
O135 と判明し、世界初の事例となった。
またこの V.cholerae O135 はコレラ毒素を
産生しておらず、溶血素遺伝子へモリジ
ンを保有していた。薬剤感受性試験では
多くの薬剤に感受性であった。また糞便
検査の結果、ロタウイルス陽性であった
ため、本症例は V.cholerae O135 とロタウ
イルスの混合感染と診断した。今回発症
したのは当該牛のみで、他の牛や畜主に
異常は認められなかった。疫学調査を実
施したところ、八重山郡の海水など環境
水 3 検体より V. cholerae が分離された。
今後も V. cholerae の県内での分布動態お
よび病原性についても監視していく必要
がある。

Ｉ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

119 小型ピロプラズマ対策の変遷と清浄
化への歩み：北海道檜山家保 永井章
子、竹田博

フルメトリン製剤中心のプアオン剤（P
剤）による管内公共牧場の小型ピロプラ
ズマ（ピロ）対策の経過を報告。乳用牛
放牧のA牧場はH15年～17年にP剤の2週間
毎投与、全頭血液検査、H18年以降P剤の
3週間毎投与、25%抽出血液検査を実施。
肉用牛放牧のB、C牧場は初放牧牛に全頭
殺原虫剤投与を実施。P剤をH18年からB
牧場で全頭に頻回投与、C牧場で初放牧
牛中心に投与。A牧場はH17年以降ピロ寄
生度3以上（重度寄生）Ht値25%以下の低
値を示す個体を認めず、殺原虫剤もH18
年以降未使用。B牧場はH19年に貧血を認
めず、殺原虫剤未使用。C牧場は毎年初
放牧牛全頭に重度寄生を認め、殺原虫剤
投与を実施。各牧場でダニの採集を実施。
A、B牧場はH19年に行い、採取なし。C牧
場はH18年、19年に行い、フタトゲチマ
ダニを採取。その消長は5、6月と8、9月
に増加。A牧場はP剤によるピロ対策で成
果あり。B牧場はP剤の頻回投与で改善傾
向。今後はA、B牧場の成績を基にC牧場
の清浄化を図る。

120 小型ピロプラズマ病汚染牧野におけ
る清浄化対策：青森県青森家保 原園
子、八木原幸子

I地域の放牧場（I放牧場）は小型ピロ
プラズマ（ピロ）感染率70%以上、発病
率10%以上という高度汚染が継続してい

たため、原因究明調査を実施。牧野環境
や衛生検査、フルメトリン製剤によるダ
ニ駆除対策は他地域の放牧場と同様だ
が、他に比べ自家用放牧地を利用する農
家が16戸中6戸と高率。うち4戸は使用年
数10年以上の牧草地、2戸は使用年数2年
の水田放牧地。自家用放牧地利用牛の血
液検査の結果、使用年数の長い4戸でピ
ロ高度汚染を確認。放牧期間中の自家用
放牧地からの牛の移動がI放牧場のピロ
病対策を阻害している事が判明。平成18
年度から自家用放牧地での殺ダニ剤投
与、I放牧場では放牧開始前と閉牧時の
殺ダニ剤投与を追加実施。放牧衛生検査
時にはダニ対策の普及・啓発を目的とし
た青空教室を実施。結果、平成19年度は
17年度と比較し、感染率は22.2%減の60.
7%、発病率は20.0%減の7.1%に低下。

121 異なる放牧場由来牛が集合した放牧
場で発生したピロプラズマ病：岩手県中
央家保 佐々木悠佳、坂本正光

平成18年7月、日本短角種の繁殖雌牛
約50頭のまき牛放牧場においてピロプラ
ズマ病（ピロ）が発生し、種雄牛及び15
～16か月齢の育成雌牛21頭が死亡または
貧血等を呈した。疫学調査により、殺ダ
ニ剤が入牧1か月後（6月上旬）から3週
間隔で3回塗布され、死亡（2頭）または
重症化（3頭）した牛は初放牧またはピ
ロ清浄の他放牧場に放牧された経験を有
する牛から成り、初感染により重症化し
たと推察された。平成19年度は入牧時か
らの定期的殺ダニ剤塗布等を含むピロ対
策プログラムを作成して対応した。放牧
2か月後（7月上旬）の平均Ht値・寄生率
は32.4%・3.5‰（前年：24.5%・28.5‰）
であり、重症化する牛はなかった。放牧
場の広域活用が進められているが、その
際は放牧経験に加えてピロ感染経験の有
無も考慮した衛生対策が必要と思われ
た。

122 抗原虫薬に頼らないピロプラズマ
病対策の検討：茨城県県北家保 齊藤
隆夫

小型ピロプラズマ病の抗原虫薬のア
ミノキノリン製剤が平成16年に製造中
止。製剤に極力頼らない対策を検討。
放牧検査時のHt値､前回検査時のピロプ
ラズマ原虫寄生度（P度）､臨床症状（削
痩､粘膜蒼白）で処置（舎飼い､製剤投
与）を決定。処置前後のHt値の上昇を
回復度とし効果を判定。Ht値26～30､P
度3の平均Ht値は､舎飼い後26.0から31.
0に上昇。Ht値25以下､P度0～2の平均Ht
値は､舎飼い後24.0から28.5に上昇。Ht
値25以下､P度1～2､臨床症状を示す牛の
平均Ht値は､製剤投与と舎飼い後22.3か
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ら30.5に上昇。HT値25以下､P度3以上の
平均HT値は製剤投与と舎飼いの併用で2
2.2から29.6に上昇。抗原虫薬に極力頼
らない対策は､Ht値25以下は舎飼い。Ht
値26～30､P度3は舎飼い。Ht値25以下､P
度3以上は抗原虫剤と舎飼いを併用。た
だし越冬牛は､舎飼いのみで対応。

123 肥育牛農家で発生した乳頭糞線虫
症とその対策： 群馬県中部家保 稲葉
正浩

平成19年9月に約800頭の肥育牛飼養
農家で4ヵ月齢の子牛(2ヵ月齢で導入)
が急死した。農場では、人工哺乳飼育で、
敷料としてオガクズを使用していた。病
性鑑定の結果、肺に暗赤色肝変化、細
気管支・肺胞への線虫子虫の迷入、腸
管粘膜に線虫及び含子虫卵を確認。同
定の結果、乳頭糞線虫症と診断。農場
同居牛の虫卵検査の結果、7頭中6頭か
ら含子虫卵を検出(EPG200～10,100)、
糞便培養により乳頭糞線虫の感染子虫
を確認。対策は、イベルメクチン製剤
を子牛全頭へ10月18日･11月6日に投与、
敷料交換の励行、牛床の消毒を実施。
同居牛の糞便再検査を11月5日･ 21日に
実施、21日の検査で1頭のみ虫卵を検出
しEPGは100にまで減少、敷料からの感
染子虫検出もなく、発生後2ヵ月で終息
した。12月6日に確認したところ再発は
ない。

124 肝性脳症を伴った牛の肝蛭症：群馬
県家衛研 岸光華、小見邦雄

繁殖素牛として10カ月齢で県外導入し
た黒毛和種1頭が導入時から食欲不振と
発育不良を呈し、15カ月齢で死亡、病性
鑑定を実施。当該牛は舎飼で市販の飼料
を給与され、治療歴は無し。同居牛に異
常無し。剖検所見では肝臓は硬度を増し
萎縮、円形肝を呈し、割面では胆管の粘
膜面に黒色砂粒状物が付着、壁は重度肥
厚、腔内に体長約3.5cmの肝蛭寄生。寄
生虫検査は渡辺法で腸内容から肝蛭卵を
少数検出。細菌とウイルス分離は陰性。
病理組織所見では、肝臓は重度な結合組
織の増生により固有構造を消失。小胆管
が多数増生。胆管壁では管状構造の増生
と骨化生がみられた。中枢神経系は灰白
質深層や網様体に海綿状の空胞変性が認
められ、線条体、中脳と小脳で顕著。延
髄閂部の迷走神経核と狐束核、三叉神経
脊髄路核に病変は確認されなかった。以
上の所見により慢性肝蛭症と診断し、肝
蛭寄生による重度な肝線維症から肝性脳
症が生じたと考察。

125 PCRによる牛血液中からの小型ピロ
プラズマの検出方法の検討：長野家畜保

健衛生所 山本修
牛血液中の小型ピロプラズマ原虫（以

下ピロ）のPCRによる検出法を野外で利
用できるか検討した。プライマーは既報
のピロ主要表面蛋白p33遺伝子をターゲ
ットとするものを使用した。核酸抽出法
にカラム法キットと核酸保存濾紙での処
理法を用いて比較した。検出限界は赤血
球寄生率でカラム法0.0019％、濾紙法0.
030％であった。核酸抽出に要する経費
はそれぞれ１検体あたり約448円、約196
円となった。管内の公共牧場で放牧衛生
検査時に採取した牛血液23検体について
鏡検並びに各抽出法によるPCRを実施し
たところ、鏡検でピロを確認した１検体
は各抽出法で特異バンドを確認したほ
か、鏡検でピロを確認できなかった２検
体について各抽出法で特異バンドを確認
した。以上から、PCRによるピロ検査は
野外で利用可能であり、濾紙法は簡便で
経費も押さえられるため、今後の活用に
期待できる。

126 県内放牧場で発生した小型ピロプラ
ズマ病（第２報）：静岡県中部家保 野
元孝子、川嶋和晴

小型ピロプラズマ病が発生した放牧場
で、疫学調査及びジアミジン製剤の効果
的な投与時期について検討。調査対象は、
平成19年4～5月に放牧を開始した乳用育
成牛44頭、草地28牧区（62ha）。ダニの
分布調査を3～11月にかけて、使用頻度
の高い5牧区について、フランネルを用
いた旗振り法を実施。シカの侵入状況を
ライトセンサス、糞塊数に基づくベルト
トランセクト法により確認。また、ジア
ミジン製剤をタイレリア原虫の出現期、
増殖期、増殖極期となった小型ピロプラ
ズマ感染牛に投与し、原虫寄生率、Ht値、
MCV、MetHb濃度等の計測により治療効果
を判定。その結果、3～6月にフタトゲチ
マダニの若ダニを、6、7月に成ダニを、
8～10月には幼ダニを多数採取。ダニの
分布は、シカ侵入の有無、プアオン法で
殺ダニ剤が投与された牛の放牧により、
牧野間に差を確認。シカの侵入は、ライ
トセンサスにより約170頭が視認され、
ベルトトランセクト法によって28牧区中
25牧区で高密度に確認。シカの侵入がな
い牧野は1牧区のみ。ジアミジン製剤の
投与適期は、出現期、次いで増殖期と考
察。

127 和牛繁殖雌牛の夏山・冬里型放牧に
おける小型ピロプラズマ病対策：愛知県
東三河家畜保健衛生所設楽支所 植松寿
志、成瀬満佐子

本年度より管内放牧育成農場（T農場）
において2戸の和牛繁殖農場（K、G農場）
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飼養牛の夏山・冬里型放牧（5月～10月）
を実施。当所はK、G農場の放牧未経験牛
の放牧にあたって、農家の不安を解消す
るための衛生面での業務を担当した。放
牧未経験牛の小型ピロプラズマ病（ピロ
病）対策を検討するため、ヘマトクリッ
ト値（Ht値）と寄生度の推移（1ヶ月毎）
及び臨床症状を確認した。寄生度（「++」
以上）並びにHt値（23％以下）の比率は
ともに、T農場の放牧経験牛に比べK、G
農場の放牧未経験牛の方が高値を示し
た。臨床症状は、K群の1頭で削痩が認め
られ、舎飼のみの対応で約2ヶ月後には
回復。今後、T農場における夏山・冬里
型放牧継続の課題及び対策として、①放
牧未経験牛のストレス軽減のため秋季短
期放牧による馴致及びピロ病免疫獲得、
②補助事業等による牧柵の整備、③協議
会設立による預託頭数の確保（預託費の
低価格化）が考えられた。

128 和牛公共牧場における小型ピロプラ
ズマ病の感染実態調査：西部家保 山本
譲、岩尾健

昨年度、和牛公共牧場N放牧場におい
て、小型ピロプラズマ病（ピロ）の大規
模な感染を確認。今年度N放牧場を初め
て利用する3戸の農家で10頭の新規入牧
牛があり、これらを中心にピロの感染時
期、感染経路、感染による牛への影響等
の実態を調査。ピロ原虫寄生を確認でき
た個体は既利用農家牛が入牧前38%(10頭
/26頭)から下牧時55％(11頭/20頭)に、
新規農家牛は入牧前0%が下牧時100%にな
った。新たな感染は9~10月に集中したが、
これは大雨のためダニ駆除剤の効力がな
く、全頭のダニ寄生を確認した1~2ヵ月
後に当たる。ダニ寄生から原虫発現まで
に期間を要していることから、媒介はダ
ニに加えてアブ等の吸血昆虫の可能性も
示唆。ピロ感染牛はHｔ値低下、TP上昇、
A/G比が低下したが、定期的な健康診断
では特に異常はなく、ピロに対する抵抗
性を示した。今後、分娩ストレスによる
ピロの発症に注意し、また感染の拡大を
防ぐための対策が重要であると考える。

129 流産が続発した酪農家の衛生対策：
広島県東広島家保 本多俊次

平成18年11月以降、管内酪農家におい
て胎齢5から7ヶ月での流産が続発。症例
17例中流産胎子9頭について病性鑑定を
実施。6例をネオスポラ症と診断。成牛
及び10ヶ月齢以上の育成牛を対象にネオ
スポラ抗体保有状況を調査し、検査頭数
138頭中82頭において弱陽性（20.3％）、
陽性（26.1％）及び強陽性（13.0％）反
応を確認。育成牛で高い抗体保有率を確
認。農場における重度の汚染を示唆。抗

体陰性牛のうち37頭を半年後に追跡調査
し、12頭（32.4％）に弱陽性以上の反応
を確認。感染の進行が示唆。その他、牛
異常産ワクチン未接種の母牛でアカバネ
病抗体保有を確認。検査成績に基づき抗
体保有状況をリスト化し当該農家及び診
療獣医師と情報を共有。計画的淘汰及び
交配による清浄化を検討。他の異常産発
生要因除去を目的とした牛異常産ワクチ
ン接種を励行。終宿主（野犬、飼い犬）
対策及び異常産発生時の適切な処置を指
導。現在、流産被害の低減に向け衛生対
策を実施中。

130 乳頭糞線虫症の一症例：福岡県中央
家保 大津尚子、尾川寅太

2007年9月に黒毛和牛250頭を飼養する
農場において、育成牛2頭の突然死発生。
死亡前に蹄冠部を舐めていたとの稟告。
同居の起立不能牛について病性鑑定を実
施。剖検では、空回腸粘膜面に微小出血
斑、腸間膜リンパ節の腫大及び割面の水
腫、肺炎。細菌検査では、小腸内容から
多数の大腸菌を分離。病理組織検査では、
多数の線虫寄生及び陰窩膿瘍を伴うカタ
ル性空回腸、盲腸炎。腸間膜リンパ節で
は高度の水腫。寄生虫卵検査では、剖検
牛の盲腸、結腸内容物、落下便及び同居
牛直腸便から200～72,000EPGの含子虫卵
を、落下便からコクシジウムオーシスト
を検出。以上から、剖検牛は衰弱死型乳
頭糞線虫症と診断。同居の2頭は突然死
型と推察。対応として、同居牛へのイベ
ルメクチン製剤を投与、敷料の交換及び
石灰乳塗布を指導し、2週間後に効果確
認のため糞便検査を実施したところ、線
虫卵はほとんど検出されず、その後突然
死は発生していない。

131 牧野総合衛生プログラム：沖縄県八
重山家保 片桐慶人、安富祖誠

八重山地域ではオウシマダニの撲滅以
降、清浄化は維持。近年、牛タイレリア
病や牛白血病が発生し、その対策が課題。
フタトゲチマダニの季節的消長データを
もとに策定した 3 薬剤（フルメトリン製
剤・ペルメトリン含有イヤータッグ・イ
ベルメクチン製剤）組み合わせによる牧
野総合衛生プログラムを策定・実施。子
牛のタイレリア感染率はフタトゲチマダ
ニがピークを迎える夏場（7 月）には 75
％(平成 17 年)から 20 ％(平成 19 年)へ
と減少し、ヘマトクリット値やタイレリ
ア寄生赤血球率も改善。市場上場牛(去
勢)の平均日齢体重も増加し、農家収益
が向上。プログラムは牛白血病を媒介す
るサシバエ対策も兼ねているため、同居
牛における牛白血病の続発や抗体価の陽
転は確認されず。今後は、この牧野総合
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衛生プログラムを普及させて、家畜衛生
や生産性の向上を図り、畜産振興と地域
経済の発展に寄与していきたい。

132 県内で２４年ぶりに発生したアナプ
ラズマ病と防疫対策：沖縄県八重山家保

安富祖 誠、片桐慶人
オウシマダニの清浄化に伴い、アナプ

ラズマ病（Ａｍ）の発生はなかったが 24
年ぶりにＡｍが発生したので概要と対策
を報告する。発生概要：重度貧血を主徴
とする母牛の検査依頼があり、病性鑑定
の結果 10 月 10 日にＡｍと診断された。
防疫対策：当該牛の隔離・殺処分、同居
牛（隣接農場も含む）の血液検査・・ダ
ニ検査及び薬浴、吸血昆虫対策、移動制
限措置（半径４００ｍ以内）、セリ上場
牛検査、地域防疫対策会議開催などを実
施。まとめ：本例はオウシマダニが清浄
化される以前に感染耐過していたキャリ
ア牛で高齢・授乳期・銅欠乏などのスト
レスにより発症した事例。高齢牛にはＡ
ｍキャリア牛が存在する可能性が明らか
となった。Ａｍの防疫対策上、オウシマ
ダニの清浄性維持が非常に重要であると
再認識。今後の展望：オウシマダニ清浄
化以前に生まれた高齢牛の飼養状況の把
握と淘汰促進対策などについての整備を
図り、地域産業振興に寄与したい。

133 八重山地域で分離された Anaplasma
marginale の遺伝子解析：沖縄県家衛試
大城 守、座喜味 聡

八重山家保管内の和牛繁殖農家で A.
marginale(Am)によるアナプラズマ病が
発生。当該牛はオウシマダニ清浄化以前
生まれの高齢牛(15 歳)で、産後 55 日の
授乳期の発症であった。農場ではオウシ
マダニの発生はなく、同居牛 79 頭の血
液検査でも異常は認められなかった。今
回分離された 1 株と過去に県内で分離保
存されていた 6 株、計 7 株について主要
表面膜蛋白をコードする MSP1α遺伝子の
アミノ酸配列をもとにした系統樹解析を
行った結果、県内分離 7 株は外国株とは
大きく異なるグループに属することがわ
かった。本発生は過去に感染耐過したキ
ャリア牛が、高齢、授乳期の栄養的スト
レス、銅欠乏、さらに住血微生物という
点において Am が増殖しやすいタイレリ
ア非感染牛であり、これら複合要因によ
って発症に至った希なケースと考えられ
た。

Ｉ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

134 平飼い鶏舎の採卵鶏に発生した大腸
菌症：岩手県中央家保 工藤 剛、佐々

木幸治
採卵鶏に発生した大腸菌症の報告はま

れであり、平飼い鶏舎での報告はみあた
らない。当採卵鶏農場では1開放平飼い
鶏舎で23-40週齢の4鶏群計2,750羽を飼
養していたが、2007年7月に23週齢の1群
782羽に発生した。3週間の発生期間に42
羽（5.4%）が食欲不振、沈鬱を示して死
亡した。発生3日前に隣接の廃鶏群が出
荷され、その際に多量の塵埃が生じてい
た。病鶏6羽の検索により、組織学的に
線維素化膿性または肉芽腫性炎が、漿膜、
心外膜および気嚢に観察され、大腸菌O7
8が全身諸臓器から分離された。分離株
は検索した鶏病原性大腸菌関連遺伝子を
保有していた。伝染性気管支炎ウイルス
（IBV）遺伝子が1羽の気管スワブから検
出された。当鶏群にはIBワクチンが投与
されていたが、同ワクチン株遺伝子のRF
LP像と検出遺伝子のそれは相違してい
た。得られた成績から、産卵開始に伴う
ストレス、IBV感染および塵埃の発生が
本病を誘因し、平飼いが本病の拡大を容
易にしたように思われた。

135 1型糖尿病に罹患した牛ウイルス性
下痢ウイルス持続感染牛の1例：岩手県
中央家保 古川岳大、高橋真紀
1年間の罹病期間に体重が進行性に減少

し、持続性の高血糖および糖尿を伴った
16ヵ月齢の黒毛和種雌牛を生化学的、病
理学的およびウイルス学的に検索した。
静脈内糖負荷試験により耐糖能（グルコ
ース消失率0.25、半減時間168分）は低
下し、インスリン濃度（2.7～4.9μU/ml）
は低値で推移した。膵臓の優勢病変は膵
島の萎縮と減数であり、リンパ球性膵島
炎および小葉間結合組織の線維化を伴っ
ていた。病巣内の大多数の膵島は小型で
均一な細胞により、少数のそれらは細胞
質が空胞化して腫大した細胞により構成
されていた。インスリン抗原が後者の細
胞質に存在したが前者にはみられなかっ
た。その他、気腫を伴う線維素化膿性膀
胱炎が観察された。血清から非細胞病原
性BVDVが持続的に分離された。以上の成
績から、検索例が1型糖尿病に罹患し、B
VDVに持続感染していたことが示唆され
た。観察された膵臓病変はβ細胞の消失
に関連した慢性期の変化であると推察さ
れた。

136 ダンス様神経症状を示した黒毛和種
子牛の症例：宮城県仙台家保 及川俊
徳、大久範幸

繁殖農家の子牛1頭が出生直後から痙攣
を認め、介助で起立するが、頭部・脇腹
・後肢を激しく振るダンス様の神経症状
を示した。加療するも神経症状は改善せ
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ず、原因究明のため病性鑑定を実施。病
理組織学的検査で、脊髄白質のびまん性
空胞化を認めたため詳細に検討。H･E染色
で空胞形成は、頚部から腰部全域で観察。
クリューバ・バレラ染色で、空胞形成部
のほとんどの髄鞘は認めず。免疫組織化
学的検査で、白質軟膜直下にVimentin弱
陽性の幼弱もしくは増殖中の星状膠細胞
を多数観察。空胞を内張するようにGlial
Fibrilary Acid Protein強陽性を示し、

空胞形成部に対する星状膠細胞の突起に
よる反応を認めた。以上より、星状膠細
胞の反応は発生後期で見られること、ま
た、マクロファージによる増生・貪食反
応は見られないことから、一度形成され
た髄鞘が障害を受けて消失したのではな
く、初めから正常に形成されなかった可
能性が示唆された。

137 日本短角種にみられた慢性ワラビ中
毒を疑う症例：宮城県大崎家保 豊島た
まき、高田直和

日本短角種44頭、黒毛和種56頭を飼養
する夏山冬里方式の農場で、平成15年度
に3頭、18年度に1頭、19年度に1頭の日
本短角種雌牛が血尿を呈し、うち4頭が
廃用。放牧地にワラビが繁茂し、牛の採
食が確認されていることからワラビ中毒
を疑い、発症牛1頭を病性鑑定。剖検所
見は膀胱粘膜に重度の出血および赤色結
節を確認、空腸粘膜に複数の出血を認め
た。組織所見は移行上皮癌を伴った出血
性増殖性膀胱炎と診断。骨髄には病変を
認めず。血液検査は白血球数3,300/μl、
赤血球数365×104/μl、Ht値19.2%、血清
総蛋白5.3g/dlと低値。尿は蛋白質陽性、
赤色尿で溶血はみられず。細菌検査で腎
臓および尿から有意な菌は分離されなか
ったことから、本例は慢性ワラビ中毒が
強く疑われた。日本短角種のみ発生した
要因として、黒毛和種に比べ放牧面積が
狭く、特に平成15年と18年の7月は降水
量が多く草量不足であったこと、日本短
角種は野草を採食する能力が優れている
ことなどが考えられた。

138 骨髄造血異常による赤血球奇形を呈
した黒毛和種子牛の症例：宮城県仙台家
保 加藤里子、大久範幸

生後約2ヶ月齢の黒毛和種が貧血症状
を呈し加療したが回復せず、病性鑑定を
実施。外貌は可視粘膜蒼白で削痩顕著。
剖検所見は肝・脾・腎臓の退色と頸部胸
腺の萎縮。病理組織所見は骨髄の赤芽球
・骨髄球・赤血球減少と血管周囲の水
腫、赤芽球・骨髄球の二核化、奇形赤血
球の集束。胸腺の皮髄不明瞭。真菌感染
による食道粘膜壊死。血液塗抹で赤血球
が有棘状等の奇形を呈し、白血球百分比

で顆粒球16%。血液生化学的検査では、
白血球数4,800/μl、赤血球数795万/μl、
ヘモグロビン6.6g/dl、ヘマトクリット
値22.7%。血清鉄濃度88μg/dlより、鉄
欠乏性貧血否定。血統よりバンド3欠損
症否定。以上より骨髄造血異常による再
生不良性貧血と診断。また、当該農場で
同時期に生まれた子牛10頭中2頭の血液
塗抹で、同様の奇形赤血球を認めたが臨
床症状はなく、3ヶ月後に奇形赤血球割
合が減少。3頭の血統は異なるため系統
的遺伝性疾患は否定的であり、奇形赤血
球出現要因については検索中。

139 乳用牛にみられた肝内胆管癌の一症
例：山形県中央家畜保健衛生所 水戸部
俊治

高度の腹水貯留で腹膜炎が疑われた乳
用牛について病性鑑定を実施。症例はホ
ルスタイン種、雌、７歳7ヶ月齢。剖検
では、多量の腹水、大網の線維性硬結肥
厚。肝臓表面および割面に硬結感のある
小豆大の白色腫瘤が密発、左葉割面では
白色小結節が集合して塊状を呈した。肝
リンパ節、縦隔リンパ節、胃および小腸
漿膜にも白色結節を認めた。病理組織学
的に肝臓の白色腫瘤は、胆管上皮細胞由
来腫瘍細胞の巣状充実性増殖から成る。
腫瘍細胞は、類円形の核をもち、淡明、
核小体明瞭、核分裂像および異常核分裂
像多数。細胞質は弱好塩基性。間質では
線維増生。腫瘍細胞の転移部では腫瘍細
胞は管状に増殖し、内腔にPAS反応陽性
の好酸性均質物を容れる。免疫組織化学
的染色では腫瘍細胞はケラチン／サイト
ケラチン７陽性。以上より肝臓左葉原発
の肝内胆管癌と診断。多量の腹水は腫瘍
細胞の播種性転移による癌性腹膜炎が原
因と考えられた。

140 ホルスタイン種成牛に認められた環
椎後頭骨間癒合症：中央家保 須藤庸子

死亡牛保冷保管施設に搬入された外見
上異常のない3歳齢ホルスタイン種雌牛
に、環椎後頭骨間癒合症を認め、さらし
骨標本を作成、肉眼的ならびにＸ線を用
いて詳細に形態観察。環椎の大きさはほ
ぼ正常、環椎翼は肥厚、環椎窩を認めず、
大きな椎体を持ち、後頭骨筋結節直後で
後頭骨底部にめりこむように癒合、完全
に一体化し、後頭顆は確認できず。また、
軸椎は、歯突起を認めず、前関節突起は
変形し、狭小、環軸関節は椎体部で強固
に癒着。なお、後頭部、環椎ならびに軸
椎における椎孔の大きさおよび形状に異
常を認めず。以上の所見は子牛での報告
と一致、発生機序も同一と推察。環椎後
頭骨間癒合症は非常に稀な奇形で、成牛
における報告なし。本症例は外見的、臨
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床的に異常がなかったことから淘汰され
ずに生存、成牛に達したものと推察。さ
らに、生産子牛の肉眼的ならびにＸ線を
用いた検査で異常のないことを確認。

141 管内酪農家育成牛で発生したユズリ
ハ中毒：福島県県南家保 秋元穣、泉裕
之

平成19年9月初旬、管内酪農家におい
て（成牛32頭、育成牛16頭飼養）パドッ
クで飼養していた育成牛7頭のうち5頭が
起立不能、茫然停立、歩様蹌踉、食欲不
振等を呈し、3日間で5頭が死亡。剪定し
たユズリハを採食したとの畜主の稟告と
臨床症状よりユズリハ中毒を疑う。血液
検査及び2日目に死亡した2頭の病性鑑定
を実施。血液検査ではGOTの顕著な上昇
等重度の肝機能障害を認め、死亡した2
頭の病理解剖では全身臓器の多発性出血
を確認。組織学的には、肝臓の出血を伴
う小葉中心性肝細胞壊死、尿細管上皮細
胞の変性と一部脱落、心筋間の出血等を
確認。第一胃内容からユズリハが検出さ
れ、本症をユズリハ中毒と診断。流通飼
料高騰により山野草等給与の機会が増加
することが懸念される。再発防止のため、
会議、広報等で植物中毒について周知、
注意を喚起。

142 乳牛のオナモミ中毒を疑う症例：栃
木県県央家保 長谷川真紀、金子大成

酪農家でH18年12月、1群3頭の初妊牛
のうち2頭が相次いで死亡。2頭目死亡牛
の可視粘膜に出血斑があり中毒を疑い病
性鑑定を実施。初妊牛はサイレージ主体
の給餌(15kg/日/頭)。疫学調査より死亡
3日前からオオオナモミ(オナモミ)種子
の混入したサイレージに変更。同群生存
牛1頭はサイレージを好まない個体であ
った。剖検は心外膜及び脾臓漿膜面の点
状出血、肩部骨格筋の点～斑状の多発性
出血。第一胃内容物に11.4g/kgのオナモ
ミ種子を確認。病理組織所見は小葉中心
性肝細胞壊死及び小葉辺縁肝細胞硝子滴
変性。生化学所見はGlu<20mg/dL、AST>1
000U/L、γ-GTP 151U/L。硝酸塩中毒及
び有機リン・カーバメート中毒は否定。
サイレージのオナモミ種子混入量(76.4g
/kg)から死亡牛の摂取量は約4kgと推定。
以上の検査結果からオナモミ中毒を強く
疑うが、有毒成分であるカルボキシアト
ラクチロシドの標準品がなく確定診断に
至らず。

143 ナスの葉による牛の急性硝酸塩中毒
：栃木県県北家保 齋藤けさよ、高橋孝
志

母牛6頭､子牛4頭飼養の黒毛和種繁殖
農家で平成19年4月中旬にナスの葉を母

牛に1週間給与（3～4kg/頭/日）し、異
常無く､翌日増量給与（6kg/頭/回×2回）
後､3頭発症（努力性呼吸､意識混濁､縮瞳
等）。1頭は数時間後､残りは翌日と1ヵ月
後に死亡。剖検所見は血液の暗褐色凝固
不全､肝臓･腎臓の出血､第一胃内の未消
化ナスの葉多量滞留。病理組織所見は脾
臓の重度ヘモジデリン沈着と心臓の軽度
出血。細菌感染は否定。初発死亡牛とナ
スの葉摂取牛の血中硝酸態窒素（NO3-N）
濃度は高値（48.0､7.34±5.98μg/ml）､
未摂取牛は低値（0.37±0.04μg/ml）､
ナスの葉乾物中NO3-N濃度は高値（3,460
ppm）､粗飼料は低値（339ppm）であり､
ナスの葉による急性硝酸塩中毒と診断。
ナスの葉と死亡牛胃内容からアルカロイ
ド様物質検出､コリンエステラーゼ活性
阻害物質は検出されず、縮瞳の原因は不
明。ナスの葉は通常の施肥量でも高濃度
のNO3-N含有し､飼料として不適であるた
め牛への給与中止を指導。

144 青ヶ島におけるマグサ(ハチジョウ
ススキ)の調査(第二報)：東京都家保
磯田加奈子、小山朗子

伊豆諸島最南端に位置する青ヶ島で
は、黒毛和種肥育素牛生産が主要産業の
ひとつである。昨年度、子牛の育成成績
向上を目的として、マグサ(和名ハチジ
ョウススキ、伊豆諸島に自生し古くから
家畜の飼料として利用されている)の組
成および栄養価の調査を実施し、途中経
過を報告。本年度は追加調査分を加え、
その結果をもとに飼料計算を試み、青ヶ
島における飼料給与の問題点について考
察。粗飼料としてのマグサは、水分量お
よび粗たん白質(CP)が少なく、粗繊維お
よび可溶無窒素物が多いこと、また可消
化養分総量(TDN)が高いことが特徴。ま
た採材地、季節、施肥の有無等の条件に
よる成分値・栄養価の差が大きかった。
肉用牛飼料計算ソフトを用いて、青ヶ島
の農家における飼料給与の評価を試み、
育成子牛のTDNおよびCPが不足すること
を、グラフ等で視覚的に表現し、農家指
導用資料とし活用。

145 八丈島の肉用繁殖牛への生草給与調
査:東京都家保 小山朗子、南波ともみ

野草等の複数の生草を給与している肉
用繁殖牛飼養農家において、繁殖成績や
子牛育成等に課題があるため、飼料計算
を行う目的で、給与生草の調査及び飼料
分析を実施。調査牛は約8才6産、体重40
0kg、分娩後4ヶ月、授乳中で、3日間調
査を行った。給与された生草6種類はTDN
50～60の間で、飽食と仮定したとき肉用
繁殖牛は授乳前期以外の栄養要求水準を
満たしていた。採食量の平均は60.6kg、
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乾物摂取量(DMI)は最大で体重の3.4%。
給与量の8割は採食し、残飼によるロス
は2割。飼料計算によりDMI、TDN、CPは
栄養要求水準を充足したが、NDFが300%
以上に超過。結果から農家全体で１日に
必要な草量は646.5kgであり、農家所有
の軽トラック約4杯分であった。フスマ
を1日1kg調査牛に与えることでコストは
多少かかるが草量を3分の1にし、NDFを
改善する案を提案。今後は聞き取り調査
と合わせ実際に計測しながら飼料給与指
導をしていく。

146 一酪農家における虚弱子牛の多発事
例と対策:新潟県中央家保 福留信司、
曽我万里子

搾乳牛30頭を飼養する酪農家で、平成
18年4月から平成19年3月にかけて子牛の
虚弱及び発育不良による事故が多発。分
娩された交雑種子牛26頭のうち、16頭が
生後6～41日で呼吸器症状や起立困難を
呈し、11頭が死亡。死亡牛6頭の病性鑑
定を実施した結果、病理組織検査で共通
して胸腺及び脾臓のリンパ球減少が認め
られ、免疫機能の低下が示唆された。ウ
イルス検査で死亡子牛及び母牛のウイル
ス性下痢・粘膜病(BVD)感染は否定され
たことから、虚弱子牛の発生要因につい
て検討。母牛の栄養状態と初乳給与に問
題があると考え、飼養管理状況を調査。
乾乳期の飼料充足率はDM88%、TDN93%、C
P73%と不足。2～18日齢の子牛3頭の血清
中IgG濃度は2.2～4.8mg/mlと基準値以
下。対策として飼養管理の改善及び新生
子牛への粉末初乳の給与を指導。対策後
に分娩された子牛24頭のうち、治療を受
けた牛は4頭、死亡は1頭に減少。

147 ワラビ中毒による繁殖和牛の急死例
：富山県東部家保 小桜利恵、岡部知恵

平成19年7月26日から10月26日まで管
内放牧場で放牧されていた3歳の繁殖和
牛が、下牧の3日後に血便および血液凝
固不全を呈して死亡したため病性鑑定を
実施。剖検では、第四胃から直腸にかけ
て粘膜に出血巣が多発。全身の漿膜組織
および肝臓・リンパ節実質にも出血を確
認。病理組織学的には消化管粘膜固有層
の出血、脾臓およびリンパ節におけるリ
ンパ組織の萎縮、汎骨髄ろうを確認。PC
Rにより胃内容からワラビのribulosebis
phosphate carboxylase 遺伝子（rbcL）
全長1434bpのうち705bpを検出。検出し
た遺伝子の塩基配列を決定し、既知のシ
ダ植物のrbcLとともに系統樹解析を行い
ワラビに分類。また牧野におけるワラビ
の自生も確認されたことから、本症例を
ワラビ中毒と診断。同時期に放牧されて
いた繁殖和牛の血液検査において、9月

に白血球数の低下を確認。ワラビ中毒の
危険性を再認識。

148 ヘモクロマトーシスを呈した牛流産
胎児の病理組織学的検索:愛知県西三河
家保 和田千雅、加古奈緒美

搾乳牛30頭を飼養する農場でホルスタ
イン種が妊娠199日で流産した胎児の病
理組織を検索した。剖検時に黄色の胸水
及び腹水の貯留、肝臓割面の緑色化、大
腿骨幹部割面の白色化を認めた。病理組
織検査では、肝細胞及びクッパー細胞内
に多量の褐色色素顆粒の蓄積、肝臓でク
ッパー細胞の肥大、小葉間結合組織の増
生及び胆汁栓形成を認めた。大腿骨では
軟骨内骨化の異常及び線維骨の増生が認
められ、骨髄腔も重度に狭窄していた。
肝臓切片の特殊染色から、細胞質内の褐
色色素顆粒は鉄であることが判明した。
鉄が沈着した臓器は、腎臓、甲状腺、大
腿骨及び胎盤などであった。病原検索の
結果は陰性であった。流産胎児腹水の鉄
濃度は母牛血漿に比べ著しく高値で、母
牛に鉄血症は認められなかったことか
ら、胎児側の要因によってヘモクロマト
ーシスになったと考えられた。

149 県内一牛飼養農場の呼吸器病対策
（現状把握と今後の課題）：三重県中
央家保 井上 大輔

肉用牛1,480頭、乳用牛1,380頭飼養
の農場において、2006年３～４月に和
牛子牛約100頭、2007年１月に乳用子牛
26頭に牛RSウイルス感染症が発生。当
該農場では和牛の呼吸器病対策として、
3週齢でMannheimia haemolytica不活
化、５週齢及び８週齢で呼吸器病４種
混合生ワクチンを接種。日齢別抗体調
査を実施した結果、移行抗体によりワ
クチンが効果を発揮していないと推察。
対策として、５週齢でM.haemolytica不
活化、８週齢及び12週齢の子牛及び乳
牛母牛に呼吸器病５種混不活化ワクチ
ン 使 用 へ と ワ ク チ ン プ ロ グ ラ ム を 変
更。その他対策として、牛舎の石灰消
毒、初乳加温機及び自働哺乳機殺菌装
置の導入等を実施。対策の結果、2006
年と比較して2007年の12ヶ月齢までの
和牛子牛死亡頭数に減少傾向がみられ
た。

150 子牛のルーメンドリンキングによる
損耗等の実態調査：家保 根本智

子牛の正常な発育や疾病予防を考える
上で、母乳・代用乳・人工乳等の適切な
哺乳による第１胃の形態的・機能的な発
達は重要。哺乳したミルクは、本来、食
道溝を通って第３胃、第４胃に入り、消
化吸収される。何らかの原因で、哺乳し
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たミルクが第１胃に入り、第１胃の形態
的・機能的な発達に悪影響を及ぼす。子
牛の死亡事故と第１胃未発達の因果関係
に、年々関心が持たれ、当所でもルーメ
ンドリンキングによる損耗等の実態調査
の必要性を感じ、過去３年間病性鑑定と
して搬入された子牛１５４例を分析。そ
の内ルーメンドリンキングの疑いのある
２６症例について、哺育方法、飼育環境、
病変・症状等を分析。また、それ以外の
繁殖肉牛農家数軒において子牛の哺育方
法、飼育環境の聞き取り調査も実施。

151 県内一酪農家におけるバルク乳問題
：滋賀県家保 平澤康伸、三松美智子

平成19年4月に県内1酪農家においてバ
ルク乳の風味異常が発生、対策推進中に
体細胞数の増加を併発。管轄農協を中心
に、乳業メーカー、全農、飼料会社、当
所を含む県機関等、各関係者が情報を交
換、共有しながら現在まで対応している。
風味異常は、ヘキサナール（脂肪酸酸化
物質）が原因物質と判明。発生原因は、
飼料の摂取量不足による低エネルギー状
態によるものと推察し、摂取量の記録と、
それに基づく適正な飼料給与を指導した
が解消までいたらず。他方、体細胞増加
は、慢性の環境性乳房炎によるものと判
明。敷料（戻し堆肥）の追加回数の少な
さ、搾乳時の作業手順が不適切であるこ
とが原因であり、改善を指導した。現在、
バルク乳中ヘキサナール値が初期の約半
分、体細胞数は10万前後に減少している。
今後の課題は、改善された状態の維持、
風味異常の発生機序および解消である。

152 一酪農場における風味異常乳の発生
：滋賀県家保 三松美智子、平澤康伸

平成19年4月、搾乳牛200頭規模の一酪
農場バルク乳にてボール紙臭様風味異常
乳が発生。発生時アシドーシスが散発。
乳中長鎖不飽和脂肪酸の過酸化による揮
発性有機化合物ヘキサナールの増加を認
め発生要因を検索。風味異常乳個体の平
均搾乳日数は84.5日、平均産次1.5産、
血清中ビタミンE 濃度413.5μg/dl、β
‐カロチン濃度38.7μg/dl。正常乳個体
に比べ血清中ビタミンE、β‐カロチン
濃度が有意に低値。牛群全体に血清中AS
T、γ‐GTPの高値を示す個体あり。粗飼
料並びに重曹の増給、分離飼養後一部個
体で風味回復。風味異常の強い個体のル
ーメン内繊毛虫の増加、血清中AST、γ
‐GTP 並びにALB値の改善が認められた。
風味異常乳の一因としてビタミンE、β
‐カロチン等抗酸化物質不足、栄養代謝
障害が考えられた。

153 硝酸態窒素の関与が疑われた乳牛の

集団下痢：大阪府南部家保 若野敏、虎
谷卓哉

管内一酪農家で、飼養牛42頭中4頭に
水様性下痢が発生。その後、発症牛は11
頭となり、10日後に終息。発生は泌乳初
期牛に集中。細菌・ウイルス・寄生虫検
査の結果、病原性大腸菌・エンテロウイ
ルスを分離。他に下痢を起こす病原体の
分離はなし。給与飼料調査の結果、かび
等の品質上の問題はなかったが、乾草を
2ヶ月前より変更・増量。中毒による下
痢を疑い、乾草中の硝酸態窒素濃度を測
定。泌乳初期に多給していたルーサンは
782 ppm、オーツヘイは1242ppm。発症牛
は比較的高濃度の硝酸態窒素を長期間摂
取。急性中毒を起こさない程度の硝酸態
窒素濃度であっても長期間多給した場
合、下痢を起こすという報告があり、他
に特定できる原因がないことから、硝酸
態窒素の関与が疑われた。発生農家に濃
度の高かった乾草の減量等を指導し、そ
の後未発生。今後、管内流通の乾草中の
硝酸態窒素濃度を適宜調査し、給与に際
しての注意を促す等指導していきたい。

154 黒毛和種繁殖牛に見られた腐敗甘藷
中毒を疑う症例:兵庫県和田山家保 山
口聡子

一和牛繁殖農家において、2頭(雌、24、
21か月齢)が急性呼吸器症状を呈し、診
療獣医師が治療するも、連日死亡。畜主
が発生前1週間、腐敗甘藷を給与。剖検
では肺全葉が暗赤色を呈し、小葉間質が
大小の気泡のために肥厚。病理組織所見
では間質性肺気腫、Ⅱ型肺胞上皮細胞増
生、肺胞腔内にマクロファージ浸潤、Ⅱ
型肺胞上皮細胞剥離および硝子膜形成等
間質性肺炎を認めた。細菌検査では菌分
離陰性。RSウイルス簡易検出キット陰性。
培養細胞(Vero、MDBK-SY)を用いたウイ
ルス分離陰性。牛RSウイルス、BVDウイ
ルス、IbarakiウイルスのPCR陰性。同居
牛の血液検査は著変なし。マウスに当該
腐敗甘藷を給与し病理検査を行うが著変
なし。症例の臨床症状、病理検査所見は
成書の記述と一致し、腐敗甘藷中毒の疑
い。予防対策として管内農家に対し広報
による腐敗甘藷給与の注意喚起を実施。
その後発生は認められない。

155 粗飼料多給型子牛「すくすく草育ち」
雌子牛の発育と血液成分による飼料給与
方法の検討：兵庫県和田山家保 木伏雅
彦、 宮田静

平成18年4月から、但馬家畜市場で粗
飼料多給型飼養管理マニュアルにより飼
育された「すくすく草育ち」市場出荷が
開始。雌子牛の発育にバラツキがあり改
善が必要。雌子牛の発育の特徴を分析、
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飼料給与方法を検討。90～240日齢の30
日ごとの期間DG、体高の伸びから雌は去
勢に比べ成長が緩やか。240日齢時の発
育で分類したA、B２区の比較では、発育
の良いA区は120日で体重、胸囲、180日
以降は体高、腹囲も有意差、濃厚飼料摂
取量も90と120日齢で有意に多い。血液
成分もBUN、TCHO、P値はA区が高く推移、
150日齢のBUNは区間で有意差。初期発育
が240日以降の発育を決定、特に蛋白摂
取が発育に影響。飼料給与試験で初期濃
厚飼料2%区は1.7%区に対し、体重、体高、
DG、IGF-Ⅰ、BUN、TCHO値が高い。以上
から5ヶ月齢までCP充足率を重視した濃
厚飼料主体、6か月以降は、粗飼料主体
によるTDN充足率の維持が必要。

156 黒毛和種子牛の尿石症発生状況：和
歌山県紀南家保 柏木敏孝 高橋康喜

管内黒毛和種子牛の結石付着状況及び
尿石発生の原因の調査等を実施。調査農
家は黒毛和種母牛を20頭以上飼養農家5
戸(A、B、C、D、E)、調査子牛は約4～5
ヶ月齢で36頭(雄21頭、雌15頭)。結石付
着陽性率は25.0%で、各農家毎では42.9
～0.0%の範囲。雌の結石付着は１頭。尿
アンモニア添加法陽性率は55.6%で、各
農家毎では87.5～20.0%の範囲となり、
結石付着陽性率より高いことから、結石
付着がなくても潜在的に尿石発症の可能
性がある牛が多数あると推察。各農家の
5ヶ月齢時の給与飼料の充足率は、Caが5
9～78%と低く、Pが100～114%と高めとな
り、必要量Ca/P比と実態量Ca/P比の差は
0.93～0.62の範囲。全頭の血清レチノー
ル濃度の平均値は87.0±20.7IU/dL。必
要量Ca/P比と実態量Ca/P比の差が大きい
程、尿アンモニア添加法陽性率が高い傾
向だったが、Ｅ農家では差が他農家並で
も陽性率は低く、血清レチノール濃度が
114.1±21.1IU/dLと他農家より有意に高
くなったことが要因と推察。

157 繁殖和牛で発生した低Mg血症（第２
報）：和歌山県紀南家保 岩尾基、上杉
秀樹

昨年、管内の舎飼い和牛繁殖農家で低
Mg血症が発生。当農場の牛群自体も血中
Mg値が低く、低気温時に低い傾向。酸化
Mg剤の飼料添加で血中Mg値が改善。そこ
で、本年、より気温が低下する1月に酸
化Mg剤の増量を実施したが、血中Mg値改
善認めず。また、血中P値は高値で、低C
a血症も発生したことから高蛋白飼料等
によるミネラルの吸収阻害が推察。そこ
で、繊維質とカルシウムの含量が高く、
粗蛋白質が低いミカンジュース粕を用い
て給与試験を実施。嗜好性にも問題なく、
血中Mg値も分娩前後の3頭で上昇。今後、

ミカンジュース粕配合の給餌を予定。ま
た、乾物摂取量不足も認められるが、当
農場での畜産経営において低コスト生産
は必須。そこで、まず、分娩前後の低Mg
血症の発生しやすい時期から粗飼料の増
量を指示。昨年からの対策としての分娩
房の敷き料の改善、計画的な牛群の更新
も引き続き実施。日常の飼養管理を十分
行い、今後もより良い畜産経営となるよ
う指導していきたい。

158 石灰窒素の関与が疑われた乳牛の皮
膚炎：鳥取家保 森下康、岡田綾子

管内の酪農家（フリーストール、搾乳
牛75頭）において、搾乳牛3頭に重度の
皮膚炎が発生し、その原因として敷料（オ
ガクズ）に高濃度に添加された石灰窒素
の関与が疑われたので、その概要を報告
する。平成18年12月2頭の搾乳牛が乳房、
眼瞼周囲、鼻粘膜に痂皮を形成。1頭は
全身の皮膚が象皮様を呈す。血液所見は
2頭とも好酸球の上昇、1頭でBUN、GOTの
上昇を認めた。1頭は廃用、もう1頭は死
亡し、死亡牛の病理所見は、非化膿性間
質性腎炎、軽度の皮膚過角化など。その
後、平成19年1月にも1頭が乳房周辺に発
赤及び痂皮形成を伴う皮膚炎を発症した
が、血液所見では著変なし。当該農場で
は、平成16年から乳房炎対策として敷料
に石灰窒素を添加。当初の添加量は、オ
ガクズ重量の2％の割合であったが、平
成18年7月から10月の間は10％に増量。
平成19年1月からは2.5％にしたところ、
3頭目の発症牛は回復し、それ以降は皮
膚炎発症牛を認めていない。

159 過去５年間の牛海綿状脳症（BSE）
検査対象死亡牛データ解析：島根県家畜
病鑑室 益田邦郎、安部茂樹

BSE対策特別措置法に基づく24ヵ月齢
以上のBSE検査頭数は、平成15年7月～平
成19年12月の期間では合計3,740頭であ
り、全頭陰性を確認。乳用牛2,850頭（7
6.2％）の年齢別検査頭数は5歳をピーク
に16歳まで分布、平均4.5歳。5年間の月
別検査頭数の平均は52.8頭であったが、
各年の8、9月は平均は72.2頭と暑熱によ
り増加する傾向。死亡原因は①消化器病
(24.3％)②運動器病(22.2％)③泌乳器病
(17.7％)④周産期病(16.6％) であり、
これらの疾病で８割を占める。大型・中
核農家６戸についての死亡原因の割合の
比較。飼養管理、牛舎構造等による農家
間における疾病出現順位、割合のバラツ
キを確認。また、疾病の月別発生状況で
は、高温多湿の７月から９月にかけて熱
射病、乳房炎、関節炎の発生が増加する
傾向。これらのデータの農家指導への活
用が望まれる。
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160 ビタミンＡ欠乏が起因と疑われる
異常産と対応：島根県松江家保 坂本
洋一、高橋優

和牛繁殖農家で異常産が多発。平成1
8年4月から19年1月までの総分娩頭数14
頭のうち異常産6頭。生後死した個体を
病性鑑定。ウイルス、細菌の関与は否
定的。給与飼料からビタミンA（VA）欠
乏症を疑い母牛15頭のの血中VA濃度を
測定。平均値は72.6IU/dL、最高126.9I
U/dL、最低は病性鑑定牛の母牛で31.5I
U/dL。15頭中10頭が80IU/dL以下。緊急
的な対策として授精済みの母牛にVA125
万単位を経口投与。長期的な対策とし
て、ビタミン剤の定期投与を検討。12
頭の成牛でVA125万単位を経口投与した
ところ、多くの個体は最終投与から約3
0日後においても血中VA濃度は80IU/dL
以上の値を示し、投与プログラムは月1
回125万単位の経口投与とした。19年2
月からビタミン剤の投与開始。投与開
始後から19年11月までに12頭の分娩が
あったが異常は認められていない。こ
の異常産はVA欠乏に起因する異常産で
あると疑われた。

161 尿石症が多発する和牛肥育農場にお
ける予防対策：広島県福山家保 今井
昭
去勢和牛肥育農場（約１５０頭飼育）で、
多数の死廃を伴う，尿石症（リン酸アン
モニウムマグネシウム）が発生。原因検
索の結果、飼料中のCa/P比，飲水のイオ
ン含量，血中ビタミンA値に問題認めず。
塩化アンモニウムを主体とする尿石症治
療薬を13、16、20、24ヶ月齢時に治療量
の体重１ｋｇあたり0.125g・7日間飼料
中に混和し給与する発症予防対策を実
施。対策前（H16）の死亡事故発生頭数、
病畜出荷頭数、枝肉の廃棄頭数はそれぞ
れ6頭・6頭・3頭で対策後（H19）0頭・3
頭・0頭に減少。増体への影響は、対策
前（H16）の枝肉重量486.8kg（出荷月齢
28.6）と比較して対策後（H19）の枝肉
重量478.2kg（同27.5）と差は認められ
ず。予防量の連日給与と比較して肥育終
了までの必要量は約5分の１に減少し、
混入の手間も省くことができるため、経
費削減効果と労務軽減効果が期待でき
る。

162 肉用繁殖牛においてオナモミ中毒が
疑われた死亡事例：広島県芸北家保 保
本朋宏、玉野光博

平成19年10月、黒毛和種繁殖経営農家
において、繁殖牛4頭が突然、起立不能、
神経症状を認め、数時間後に死亡する事
例が発生。初発前の3日間は多量（150ｇ
／㎏）のオナモミ種子が混入した耕作放

棄地の雑草を給与。採草後の耕作放棄地
には多数のオナモミ種子を確認。死亡牛
の第1胃内から43～105個／㎏のオナモミ
種子を確認。実質臓器からの有意菌分離
は陰性。肝臓脆弱化、重度のうっ血を伴
うび漫性小葉中心性壊死。死亡直前に肝
機能低下及び血糖値の著しい低下（GOT1
000IU/㎗以上、Glu20mg/㎗未満）。以上
からオナモミ種子摂取による中毒を強く
疑った。活性炭を1頭あたり約500ｇ経口
投与後、中毒症状を示す牛は認められな
くなった。種子の有毒成分（カルボキシ
アトラクチロシド）の標準品がないため
確定診断は出来なかった。活性炭の経口
投与は有効な対処法と考えられた。広報
を作成、牛飼養農家に配布し再発を防止。

163 肉用繁殖牛の受胎促進取り組み：山
口県西部家保 福江美智子、小川賀雄

肉用牛繁殖牛の受胎促進のため、関係
機関と連携し、定期的な繁殖検診を実施。
H18、19年度に、発情不明牛に対し、膣
内留置型プロジェステロン製剤（P）を
用いた治療を実施し、従前のプロスタグ
ランジン製剤（PG)と比較。治療に反応
しない牛に対し、バルーンカテーテルを
用いた子宮洗浄を実施、リピートブリー
ダー牛に対し、ETを実施。繁殖検診頭数
は、H17年度4,336頭、H18年度4,460頭、
H19年度（11月現在）3,092頭。実施農家
は63戸。P処置84頭のうちP抜去後45日以
内に48頭が受胎（妊否不明4頭、受胎率6
0.0％）、受胎までの平均日数は10.3日。
PG処置125頭のうち45日以内に62頭が受
胎（妊否不明5頭、受胎率51.7％）し、
受胎までの平均日数は12.6日。子宮洗浄
を7頭に実施、5頭が受胎。ETは2頭に実
施し、2頭が受胎。P処置はPG処置に比較
し、処置後の受胎率が高く、開始から受
胎までの日数が短い傾向。治療に反応し
ない牛やリピートブリーダー牛に、子宮
洗浄やETは効果的。

164 一酪農家の繁殖成績改善サポートの
取り組み：山口県北部家保 根岸孝之、
直井秀明

経産牛20頭規模の一酪農家で、飼養管
理の不備等により繁殖成績の著しい低下
を認め、改善に向けた取り組みを実施。
まず、検討会を開催して、問題点の把握
と対策を協議し、農家の意識改革を指導。
繁殖台帳の整備による繁殖状況の確実な
把握と長期不受胎牛の淘汰を実施。繁殖
成績のモニターにJMRを活用。検診体制
の強化として、巡回数を増やし診療獣医
師と連携。飼養管理の改善のためBCSボ
ードを設置し、毎月判定。成果として、
繁殖状況等について関係者の情報共有化
が図られ、農家の意識が向上。目標BCS



- 37 -

までの平均距離は経産0.67→0.50、未経
産0.66→0.40となり、牛群の栄養状態が
改善（19年2月→12月）。延べ受胎率は経
産12.5％→25.0％、未経産37.5％→60.0
％と向上。JMR値は経産252→119、未経
産299→16と低下。妊娠牛率は経産28.6
％→65.2％、未経産35.7％→87.5％と改
善（18年8月→19年10月）。今後は適正な
繁殖サイクルを構築・維持し、安定した
出荷乳量確保に取り組む。

165 肢端及び尾端に乾性壊疽がみられた
子牛の一例：山口県東部家保 藤井祐
介、石川豊

黒毛和種一貫経営農家(約150頭飼養)
で9ヶ月齢の子牛が、平成19年3月より呼
吸器症状、四肢の腫脹、跛行を呈し、約
1ヶ月の間に皮膚腫脹部分の壊死がみら
れ、5月4日に死亡。死亡前の血液生化学
検査、血液塗抹検査では著変なし。粗飼
料中にエンドファイト菌糸は認められ
ず。外貌所見は四肢末端や尾部の皮膚が
痂皮様で皮下織にかけて乾燥、癒着。左
前後肢蹄は表皮が剥脱し、真皮露出。尾
部皮膚組織所見は角質層の肥厚、顆粒層、
有棘層、基底層の変性壊死、真皮との境
界不明瞭。細菌検査は主要臓器、蹄球か
らProteus mirabilis、E.coli等、肺
からはMycoplasma bovisが 106≦CCU/gで
分離。病理組織学的に乾性壊疽と診断。
牛の肢端や尾端などに壊疽を引き起こす
症例は、フェスクフットやデグナラ病が
挙げられるが、本症例は病変は類似して
いるが単独発生。牛での報告はないが寒
冷凝集素症にも症状は類似。今後同様の
症例の発生時には、疫学的な情報収集と
臨床症状の把握が重要。

166 黒毛和種仔牛に発生した毛細血管腫
と腎異形成：徳島県東みよし家保 山
本由美子 福見貴文

肉用牛一貫経営農家で生産された仔
牛に、複数の体表腫瘤が確認された。血
液検査では貧血以外著変なく、母子共に
白血病抗体検査陰性であった。摘出腫瘤
の病理組織検査は毛細血管腫と診断さ
れ、発育状態が良好であったため経過観
察を行った。１ヶ月後食欲減退、元気消
失等を呈したため剖検を実施した。剖検
所見では、皮下織に腫瘤散在、腎臓の褪
色・矮小化・凹凸不整が認められた。組
織学的所見として腎異形成が確認され、
当初はクローディン16欠損症を疑った
が、遺伝的要因は認められなかった。

牛の全原発性腫瘍の解剖学的部位に
よる分布では、皮膚腫瘍は全体の約５％
であり、その殆どが乳頭腫または悪性リ
ンパ腫で、今回の症例は腎異形成を伴っ
ている稀少なものである。

167 交雑種(F1)肥育におけるビタミンA
コントロール：徳島県徳島家保 奈波
弘子 棚野光晴

出荷牛筋肉水腫が問題となる管内
交雑種（F1）一肥育農場において、ビ
タミン A（ VA）コントロールを目的に
定期的血液検査を実施。調査期間は20
05年5月から2006年6月（調査1）、2006
月8月から2007年11月（調査2）の２回。
各期間２～３ヶ月毎に同一牛 6頭の血
液を採材。血液生化学的検査としてVA、
ビタミンE（VE）、総コレステロール（T
cho）、尿素態窒素（BUN）を測定 。 VA
コントロール評価として、2004年から
2007年 12月初めまでに出荷された295
頭における出荷成績を調査。VAは肥育
中期以降、両期間それぞれ最低平均値
45、 14IU/dlまで暫時的低下し、個体
間ばらつきは調査 2で少ない傾向。両
期間内でVA欠乏症状を示す個体無し。
VE、 Tcho、 BUNは正常範囲内で推移、
調査2で 21ヶ月以降 VAと連動傾向。出
荷成績では、平均出荷月齢の1.6ヶ月
短縮、枝肉における筋肉水腫等の発生
が減少した。

168 膵炎を伴わない牛の糖尿病の病理組
織学的検索:香川県東部家畜保健衛生所
矢野敦史、竹内康裕

肥育牛80頭を飼育する農家で、交雑種
（雌、26ヶ月齢）が、多食、多飲、多尿、
発育遅延（300kg以下）の臨床症状、血
糖値（272mg/dl；初診時）、尿検査でケ
トン体、ブドウ糖反応が強陽性を示し、
糖尿病と診断。2週間のインスリン投与
で改善せず、と殺処理。ウイルス検査で
BVDVの抗体検査およびPCR検査で陰性。
病理検査では、膵臓のほとんどの膵島で
細胞質が空胞化および腫大。核は濃縮ま
たは消失。空胞化した細胞質に、PAS陽
性の均一無構造な結晶物。電子顕微鏡検
索で、膵島細胞の微細構造の崩壊を確認。
特殊染色では、A細胞、B細胞の空胞化お
よび減数を、免疫染色で少量のインスリ
ン抗原を確認。肝臓の慢性肝炎、腎臓お
よび副腎に著変なし。インスリンの分泌
低下および慢性肝炎が血糖値上昇の原
因。牛の糖尿病はBVDV感染牛または膵炎
による報告が多く、膵島の壊死、炎症を
伴わず膵島の空胞変性のみが顕著な糖尿
病は非常に稀。

169 アルコール不安定乳発生対策:香川
県東部家畜保健衛生所 山下洋治、野崎

宏
平成18年5月中旬、管内の一酪農家で

集乳時にアルコール不安定乳が確認され
一部の生乳が廃棄。稟告より、4月中旬
から給与していた変敗自給飼料が原因と
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推察。自給飼料の給与中止、生菌製剤投
与、個体毎のアルコール検査によるスク
リーニング等の対策を実施した結果、5
月中旬に64%（9/14）であった陽性率が6
月中旬には23%(3/13)まで改善。8月にな
っても完全に終息しないことから、飼料
給与の見直しと飼料計算及び血液生化学
検査等を実施したが著変はなく、これま
での対策を継続していたところ10月下旬
に終息。更に平成19年4月上旬から11月
上旬までアルコール2倍量によるモニタ
リングで凝集を確認。陽性乳（個乳）の
滴定酸度及び乳汁中Ｃａ量の測定では、
両検査とも市販乳とほぼ同値。H18年とH
19年の発生期間中の月別平均気温はほぼ
18度以上。本事例は、気温と飼料給与失
宜が原因で不安定乳が発生していたもの
と推察。

170 脂溶性ビタミン過剰が原因と疑われ
た牛異常産:香川県西部家畜保健衛生所
萱原由美、真鍋圭哲
乳牛58頭飼養の酪農家で、H18年11月

～H19年6月に生まれた40頭のうち9頭（2
2.5%）が起立困難、四肢関節の異常、ナ
ックル。子牛3頭を病性鑑定実施。関節
腔内に関節液高度貯留、関節硬直の他に
著変は無く、細菌及びウイルスの関与無
し。疫学調査にて、乳房炎予防のため高
泌乳牛に高単位の脂溶性ビタミン剤を反
復投与していることが判明。母牛の血漿
中脂溶性ビタミン濃度測定の結果、異常
産歴のある母牛群は正常産の母牛群より
高値。異常産は脂溶性ビタミン剤を過量
投与した高泌乳牛にのみ発生（9頭／12
頭）し、低泌乳牛と初産牛は発生無し（0
頭／28頭）。H18年4月に過量投与を開始
し、7ヶ月後に初発。H19年3月に高泌乳
牛への投与中止、用法用量遵守、投与の
記帳等を指導。3ヶ月後に1頭発生したが、
その後発生無し。以上より、母牛への脂
溶性ビタミン剤過量投与が胎子に影響を
及ぼし、異常産が発生したと推察。管内
農家に脂溶性ビタミンの過剰症と適正使
用について啓発。

171 乳用牛でみられた子牛型白血病：佐
賀県北部家保古賀悠、渋谷浩
乳用牛71頭（搾乳50頭、育成21頭）を飼
養する酪農家の子牛（6ヵ月齢）が、平
成19年3月下旬から発熱、沈うつ、腹部
膨満等を呈し起立不能。血液検査で白血
球数40,400/μl、異型リンパ球を多数確
認。その後、4月2日に死亡したため、病
性鑑定を実施。生存時の血液生化学検査
は、TP；5.4ｇ/dl（Alb；57.4%，α-glb
；16.9%，β-glb；10.5%，γ-glb；15.2
%）、A/G比；1.35、LDH；4,626IU/l（LDH
分画- LDH2：37.8%>同1：35.5%>同3：1

9.1%>同5：4.0%>同4：3.6%）、CPK；313I
U/l。剖検所見では、肝臓腫大・びまん
性白血斑の散在、心筋の出血斑、腎臓軽
度腫大、各所リンパ節腫大。病理組織所
見では、各所リンパ節、肝臓のグリソン
鞘及び腎臓皮質血管周囲にリンパ球様細
胞の腫瘍性増殖。ウイルス検査は、BLV
‐AGP及びPCR陰性。細菌検査では、有意
菌分離陰性。以上のことから子牛型白血
病と診断。本病の発生原因は不明な点も
多く、今後多くの症例の蓄積が必要。

172 牛の血中硝酸態窒素濃度調査：佐賀
県中部家保 井上孝正

県内には過剰施肥の牧草地が多いこと
から、牛の血中硝酸態窒素濃度を調査。
材料は、平成18、19年のブルセラ病検査
の血清51戸628検体、平成18年の牛流行
熱等予察事業の血清120検体、平成16年
から19年の病性鑑定を受付けた血清247
検体の合計995検体。前処理には平成17
年度に演者が報告した酸と加熱を併用し
た改良法を用い、HPLCで分析。ブルセラ
病検査血清628検体の平均値は0.20μg/m
l、最高値は0.81μg/mlで、7検体で異常
値（>0.5μg/ml）。牛流行熱等予察事業
の血清では、3ヶ月齢以下の検体では月
齢ごとの平均値が0.5μg/mlを超えてい
たが、その後低下する傾向。病性鑑定を
実施した血清では、異常産、乳房炎の検
体はすべて正常値。周産期疾患、消化器
疾患、起立不能を呈す検体等で異常値を
示す個体を散見。特に、胃に疾患のある
3検体で2μg/mlを超える値を示したが、
いずれも自給粗飼料の関与は否定的。

173 ビタミンD過剰投与による子牛の転
移性石灰沈着：長崎県中央家保 早稲田
万大

生後2ヵ月齢の黒毛和種子牛1頭が出生
直後より元気、哺乳欲なく起立不能を呈
し、出生当日より抗生物質、消炎剤、強
肝剤、ビタミン（V）剤（A・D3・Eの混
合製剤、D3製剤、E製剤）および補液剤
による治療を13日間実施。その後、自力
での起立が可能となったが、治療後約2
ヵ月で急死。なお、本牛には出生当日と
3日目に合計2,037,500IUのVD3が筋肉内
に投与されていた。剖検所見では心臓に
おいて腕頭動脈、大動脈および肺動脈の
肥厚と内壁の硬化がみられた。組織所見
では心臓肺動脈の内膜において好塩基性
結晶状沈着物（石灰沈着）が認められ、
コッサ反応陽性を示したことから、沈着
物はカルシウムであると判明。石灰沈着
は肺動脈の他、腕頭動脈、大動脈、脾臓、
肺実質内動脈、腎臓および骨格筋にも認
められ、骨格筋では硝子様変性、形質細
胞およびマクロファージの浸潤も認めら
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れた。以上より、VDの過剰投与により多
臓器へ石灰沈着が起こったと推察。

174 肉用繁殖牛に発生した硝酸塩中毒と
その後の対応：熊本県城北家保 廣嶋精
哉、早田繁伸

平成19年8月、肉用牛一貫経営農家(繁
殖牛150頭飼養)で繁殖牛12頭が急死。病
性鑑定の結果、硝酸態窒素(NO3ー N)含量は
死亡牛10頭の血清中で16.1～56.9μg/m
l、給与イタリアンロールラップサイレ
ージ中で3,549～7,575ppmと高値で硝酸
塩中毒と診断。家保は周辺農家の発生予
防と発生農家の損耗防止を目的に地域振
興局、地域農協、診療獣医師と指導チー
ムを結成し、以下の対策を実施。①関係
機関へ迅速な衛生情報の提供。②発生農
家の継続検査(血清中NO3ー N含量、血清生
化学値等)と結果に基づく治療。③要因
調査として発生農場の飲料水、刈取り時
期の異なる飼料及び土壌のNO3ｰN量を測
定。出穂前の刈取り飼料が一要因と推察。
④他の10農場のイタリアンロールラップ
サイレージ中NO3ー N含量は100ppm未満の安
全域と確認。⑤対策検討会で発生原因の
分析と予防対策及び指導方法を協議し、
結果を基に講習会で畜産農家へ啓発指導
を実施。対策により被害の拡大を防止し、
継続発生はなし。

175 牛死産胎子の悪性中皮腫の診断事例
：熊本県中央家保 中村理樹、高橋繁一
郎

当該牛は乳肉複合経営農場において妊
娠満期で正常に娩出されるも既に死亡。
外貌では腹部及び左後肢の皮下水腫。解
剖では腹水及び胸水が大量に貯留、腹腔
漿膜と肺胸膜に大豆から拳大の腫瘤を多
数確認。腫瘤表面は平滑もしくはカリフ
ラワー状。その他水腎症を確認。細菌検
査では有意菌は分離陰性。ウイルス検査
では既知のアルボウイルス及びBVD－MD
ウイルスの抗体は不検出。腫瘤の病理検
査では肺及び腹壁の漿膜より連続した上
皮様細胞と紡錘形細胞の増殖を確認。上
皮様細胞は大小不同かつ多形性、核は大
小不同、細胞質は弱好塩基性で豊富、多
核巨細胞形成、乳頭状から腺状に増殖、
牛ケラチン抗原陽性。紡錘形細胞は細胞
質に乏しく、上皮様細胞間もしくは層状
に増殖、ビメンチン抗原陽性、一部細胞
間質が水腫様に拡張し、ヒアルロン酸が
沈着。以上の検査結果より牛死産胎子の
胸膜及び腹膜に発生した二相性の悪性中
皮種と診断。

176 酪農現場におけるビタミンＥに着目
した乳質改善への取り組み：大分県宇佐
家保 御手洗善郎、近藤信彦

乳腺組織の強化など有するビタミンE
（以下、VitE）に着目、その乳質改善効
果を検証。対策として①搾乳牛は、分娩
直後や体細胞数の多い牛20頭を選定、一
週間毎･計4回ビタミンAD３E製剤(20ml/頭
･回:VitEとして800mg/頭･回)の経口投
与。②乾乳牛･育成牛には、10%VitE製剤
20g/頭･日(VitEとして2g/頭･日)をTMRと
別途追加給与。効果判定は、①搾乳牛は
投与一週間後に計４回、②全飼養牛につ
いて、1か月毎に計3回、③分娩牛は分娩
後一週間毎に、血清中のVitE濃度と乳汁
中の体細胞数を計測。結果は、①搾乳牛
は乳汁中体細胞数に減少傾向(平均88.1
→36.6万個/ml)。②乾乳牛･育成牛のVit
E濃度は明確に上昇(200μg/dl以上が0頭
から16頭)。搾乳牛の内、乾乳へ移動し
た11頭中10頭で血清中VitE濃度が上昇。
③分娩牛は、血清中VitE濃度、乳汁中体
細胞とも安定的に推移。乳用牛の育成･
乾乳中に血清中VitE濃度を適正(200μg/
dl以上)に保持することにより、体細胞
数の低減効果を確認。

177 大規模繁殖農場で発生した子牛の白
筋症：鹿児島県鹿児島中央家保 倉岡良
市、渡邉学

平成19年4月から5月にかけて、生産牛
100頭を飼養する黒毛和種繁殖経営農場
において、生後1～2ヶ月齢の子牛が歩様
蹌踉、起立不能、下痢・軟便等の症状を
呈し5頭死亡。発症子牛及び母牛の血液
生化学検査及び死亡子牛3頭について病
性鑑定を実施。3頭の解剖で筋肉・内臓
脂肪退色の所見を確認。病理検査で骨格
筋及び舌における筋線維の横紋消失、硝
子様変性、膨化、塊状崩壊、一部石灰化
を確認。細菌検査で菌分離陰性。生化学
検査では、ビタミンE(VE)とセレン(Se)
の欠乏を確認。以上よりVE、Seの欠乏が
原因でおこる白筋症と診断。VEとSe複合
剤の母牛への投与やVA・D・Ｅ製剤の飲
水投与等実施で症状は改善。治療後の血
液生化学検査で血清中VE、Se値は改善傾
向にあり、その後、発生は終息。肉用牛
繁殖経営も多頭化により、粗飼料の自給
率が低下する経営体もあるが、適正な栄
養管理のために、購入粗飼料の成分把握
や良質な自給粗飼料の確保について生産
者の努力を促したい。

178 酪農場の子牛に発生した大脳皮質壊
死症：鹿児島県曽於家保 永徳里歌子、
川嶋啓介

管内酪農場の3ヶ月齢雌乳用種子牛が
平成18年11月に食欲および元気消失を呈
した。症状の好転がみられず、4日後に
起立不能および後弓反張等の神経症状を
呈したため、翌日、鑑定殺を実施。剖検
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では脳の退色と軽度の膨満を確認。病理
組織検査において、大脳皮質部に神経細
胞の萎縮、マクロファージの浸潤を確認。
また、大脳割面に紫外線照射を実施した
ところ、大脳皮質に自家蛍光が確認され
た。大脳、肝臓、心臓および全血中のチ
アミン濃度は著明な欠乏値（各0.14、0.
32、0.50μg／ml、1.2ng／ml）を示した。
以上の結果より大脳皮質壊死症と診断。

なお同居牛に、ビタミン配合飼料の給与
および飼養衛生管理指導を行ったところ
その後の続発は現在のところ認められて
いない。今後も研修会等を通して飼養者
や関係者に飼養衛生管理の徹底や啓発を
おこなっていきたい。

Ｉ－５ 生理・生化学・薬理

179 ビタミンA濃度測定と代謝プロファ
イルテストによる産肉能力向上への取組
：青森県青森家保 豊澤直子、齊藤益

第9回全国和牛能力共進会「肉牛の部」
への出品は、24ヵ月齢での出荷が要件。
肥育期間短縮による事故防止や産肉能力
向上のため、候補牛47頭の血清中ビタミ
ンA濃度(VA)測定と代謝プロファイルテ
ストを13ヵ月齢から3ヵ月間隔で3回実
施。この成績や測尺成績等とあわせ、関
係機関で出品牛5頭の選定と農家の栄養
管理を指導。VAは、1回目が40 IU/dlよ
り低い個体にVA投与、2回目は80 IU/dl
より高い個体に制限強化、3回目は低下
の著しい個体に食欲低下や四肢の腫れ等
の注意を指導。BUNと総コレステロール(T
C)は採食量等の指標とし、BUNが10mg/dl
以下、TCは130mg/dl以下の低い個体に飼
料増給等を指導。AST、GGTは肝機能の指
標とし、高い個体には肝への負担を考慮
した栄養管理指導。出品牛ではその結果、
1～3回目の平均VAが102.3、57.1、36.7I
U/dlとコントロールされ、TCについても
高位水準に推移し良好な枝肉成績を得る
など、客観的な栄養管理指導項目として
有用。

180 硝酸態窒素による慢性的な影響の予
防診断項目としての血中硝酸態窒素の検
討：埼玉県中央家保 河津理子、窪田美
佳

県産自給飼料の硝酸態窒素(NO3N)分析
(H16～H18)で14.1%が1,000ppm以上。NO3N
の慢性的な影響の予防診断に活用するた
め、乳牛の血中NO3N(BNO3N)を測定。自給
飼料給与農家6戸で0.10～0.92μg/ml(n=
39)。うち1戸の飼料中NO3Nが高く、BNO3N
も0.72μg/ml(n=4)と高値なため追跡調
査を実施。BNO3Nが高値の初回採材時(5月)
は、NO3N摂取量が6.7g/頭/日と高値。9月
の摂取量は2.9g/頭/日と低く、BNO3Nも0.

30μg/ml(n=4)と低下。BUNはBNO3Nと強く
相関(r=0.81、P<0.01)。NO3N摂取量の増
加で、ルーメン内アンモニアが余剰とな
り、肝臓の負担やエネルギーロスが増加
と考察。また、乳牛8頭の分娩前後のBNO
3Nを測定。分娩前1週(0.64μg/ml)が分娩
～分娩後16週(0.11～0.31μg/ml)と比べ
有意に高値。この間は同一粗飼料で、飼
料以外にBNO3Nに影響する生理的な要因が
推察。以上から、BNO3NおよびBUNの適切
な時期の測定により、飼料中NO3Nの慢性
的な影響の予防が期待できると考察。

181 乳用種雌子牛の血液生化学検査値の
傾向:東京都家保 岩倉健一、尾澤進二

H18・19年度乳用種雌子牛保存血清198
検体を用いて、生化学検査を実施。検査
に供した血清は、アルボウイルス感染症
の発生予察のために採材したもので、2
ヵ月齢から1歳未満、尾静脈より採血し、
分離までの時間が約1～3時間、1～数回
の解凍歴のある血清。検査した子牛の月
齢は4～8ヵ月齢が76.8%を占める。各検
査 項 目 の 平 均 値 ± 標 準 偏 差 は 、
TP6.1±0.59g/dl、 Alb3.4±0.33g/dl、
Glu61±12.1mg/dl、 AST59±10.6IU/l、 γ
GT15±2.9 IU/l、 T c h o 7 4 ±22.2mg/dl、
IP7.9±0.96mg/dl、 Ca9.8±0.78mg/dl、
Mg2.3±0.23mg/dl、 BUN8.7±3.76mg/dl、
NEFA97±44.2 μ Eq/l。今回得られた子牛
の各成分の平均値を既知の都内乳牛(成
牛)の平均値と比較したところ、TP83%、
Alb89%、Glu109%、AST85%、γGT80%、Tc
ho39%、IP116%、Ca101%、Mg103%、BUN68
%、NEFA106%で、子牛は成牛に比べ、Glu
とIPが高く、TP、Alb、AST、γGT、Tcho
及びBUNは低い傾向。

182 低受胎牛群に対する血液生化学検査
を用いた繁殖改善へのアプローチ：福井
県家保 三竹博道、加藤信正

平成19年に入り繁殖成績が低下したと
いう稟告のあった管内1酪農家で血液生
化学検査による牛群全体の健康検診と聞
取りによる現状調査を行い飼養管理を指
導。この酪農家は、経産牛27頭、育成牛
4頭のタイストールで、平成19年4月以降
の乳量は日量705～980kgと高い乳量を生
産。平成19年の繁殖成績は、受胎までの
人工授精または受精卵移植の平均回数は
6.6回で、7月から11月の間は18頭に人工
授精等を実施し3頭のみが受胎。この間
の繁殖管理指導では卵巣静止3頭、黄体
形成不全が4頭など卵巣の機能低下を認
めた。給与飼料の充足率（日本飼養標準）
は、乳量40kgに対しDM106％、CP94％、T
DN93％で特に高泌乳時の給与不足を認め
た。血液生化学検査では、牛群全体のBU
Nが平均8.1mg/dlと低く、牛群検定のMUN
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も同様であった。また、繁殖成績の良好
な農家の血液生化学検査と比較すると、
搾乳開始から最高泌乳時までのBUNとT-c
hoの値が低い傾向。

183 ビタミン測定を利用した肉用牛飼養
管理技術向上への取り組み：岐阜県岐阜
家保 杉山裕司、宮﨑次朗

当県では年間に約400検体ほどのビタ
ミン測定を実施し、肉用牛の繁殖成績の
向上や、肥育技術の確立のために役立て
ている。今回第9回全国和牛能力共進会
に向けて肉牛の部である第7区（3頭）･8
区（3頭）･9区（2頭）の出品牛選抜のひ
とつの指標とするために2006年5月から2
007年9月にかけて計5回（7・12・17・21
・23ヶ月齢）、延べ498頭のビタミンA、
β－カロテン、ビタミンE値を測定。選
抜された肉牛は第7区においては肉質賞、
第8区においては脂肪交雑賞を受賞。受
賞牛４頭の21ヶ月齢におけるビタミンA
値は平均27.3IU/dl。また、出品候補牛1
17頭については枝肉成績がA5の群では2
8.5IU/dl、A4の群では40.9IU/dl、それ
以外の群では43.6IU/dl。その他の月齢
においては顕著な差はなく、ビタミンA
値と枝肉成績の関係は21ヶ月齢で特徴的
であった。今後もこれらのデータを活用
し肉用牛農家の肥育技術向上に役立てた
い。

184 生体由来物質が生乳抗菌性物質残留
検査に与える影響:奈良県家保 中西晶、
恵美須裕子

抗生物質の使用がないにもかかわら
ず、抗菌性物質残留事故が発生し、原因
究明のため検査を行った。当該農場の生
乳および、他農場の乳房炎乳と正常なバ
ルク乳を用い、生乳抗菌性物質残留検査
であるペーパーディスク法（PD法）（前
処理として、未処理、トリプシン処理、
ペニシリナーゼ処理を行った。）と生体
由来抗菌性物質（リゾチーム、ラクトフ
ェリン、牛IgG）の測定を行なった。PD
法では、未処理の場合、当該農場の生乳
と他農場の乳房炎乳で阻止円が形成され
た。これらはトリプシン処理で失活した
ため、生体由来タンパク質が含まれると
考えた。また、これらの検体からは正常
なバルク乳よりも多い生体由来抗菌性物
質が検出された。以上により、当該農場
に乳房炎があった可能性が示唆された。
また、乳房炎乳では原因の違いにより、
含まれる生体由来抗菌性物質に傾向がみ
られた。本事例のような事故を予防する
ためにも、酪農家に向けてよりいっそう
の搾乳衛生指導を行っていきたい。

185 乾草中ミネラル測定法の検討とその

含量調査：和歌山県紀北家保 鳩谷珠希
野口浩和
流通乾草のミネラル含量は、成分表等

ではデータの欠落もあり実測データは十
分ではない。そこで乾草のK、Ca、Mg含
量を湿式灰化又は塩酸抽出による前処理
後、原子吸光分析により測定。いずれの
前処理でも添加回収率は89.3～109.5%、
変動係数は5%以下と良好でミネラル測定
が可能。塩酸抽出での前処理は、粉砕試
料に1%塩酸を加えて30分間抽出するのみ
と簡便で、強酸を使用する危険もなく有
用。そこで、酪農場から採取した乾草を
塩酸抽出で処理しミネラル測定を実施。
イタリアンのK含量は成分表等に比べ低
め、一方スーダンでは11検体全てでK含
量が1.8%以上と高め、K/（Ca＋Mg）当量
比も1検体で3.05と高値。飼料中K含量の
増加は低Ca血症や低Mg血症の誘引となる
ので、特にスーダンのみを給与している
場合は注意が必要。今後、分析対象を広
げていくとともに、自給飼料の評価や飼
料設計、疾病予防に活用していく方針。

186 管内肥育センターの代謝プロファイ
ルテスト（MPT）と肥育成績の推移:島根
県出雲家保 安田康明、佐々木恵美

平成（H）19年の肥育成績低下原因を
究明する目的でMPT成績を分析した結果、
導入後10ヶ月から14ヶ月（中期）のビタ
ミンA（ViA）値は出荷年を効果とした分
散分析の結果、有意（p<0.001）で最大
値はH19年で平均値59.3IU/dl。肉質規格
4以上（上物）とそれ以外を効果とした
場合も有意（p<0.05）であり、上物の平
均値53.1 IU/dlであったが、種雄牛Aの
成績を抽出すると有意差が消失。中期の
総コレステロール（TCHO）値は出荷年を
効果とした分散分析の結果は有意（p<0.
001）で最小はH19年の127.6mg/dl。上物
およびそれ以外を効果とした場合も有意
（p<0.01）で上物の平均値136.7 mg/dl
であり、種雄牛Aを抽出しても有意（p<0.
05）。H19年の肥育成績の低下は中期にお
いてViAコントロールが充分で無かった
こと、さらに、同期間においてTCHO値が
低下していたことが原因であり、種雄牛
Aの特性がViAコントロールをおろそかに
した要因であったと推察。

187 Hemoglobin binding assay (HBA)
法によるウシハプトグロビン測定法の
検討：島根県家畜病性鑑定室 濱村圭
一郎 安部茂樹

ハプトグロビン(Hp)の測定は、一元
免疫拡散法、ラテックス凝集反応法、H
BA法などで実施。今回、HBA法を改良し、
多検体を短時間、定量的に測定する方
法を検討。測定条件として標準血漿の
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希釈溶媒およびヘモグロビンとサンプ
ルまたは標準血漿の混合割合について
検討。Hp陰性血漿による遊離ヘモグロ
ビンの酵素活性不活化は15分間で可能。
Hp濃度はヘモグロビン20μlとサンプル
5μlを混合、この混合液6.2μlを酢酸
緩衝液100μlに加え、37℃で15分間反
応後、発色試薬140μlを加え、室温10
分間反応後に655nmの吸光度で測定。マ
イクロプレートを用いた測定法である
本方法は、Hp濃度3000μg/mlまで検量
線に直線性があり、再現性（intra-ass
ayCV値＝1.9～10.7％、inter-assay CV
値＝7.4～11.6％）、SRID法との相関（r
＝0.97）ともに良好で、溶血血漿での
測定も可能。また、多検体処理もでき
ることから費用も安価となる。

188 肥育牛におけるビタミンＡを中心と
した血液生化学的性状と肉質：中央家保

森光智子、安藝秀実
県内のと畜場にて採材した肥育牛の血

清39頭(黒毛和種16･土佐褐毛和種16･交
雑種2･ホルスタイン種5)、肝臓18頭(黒
毛和種6･褐毛和種高知系12)から、血清
中のビタミンＡ(VA)･ビタミンＥ(VE)･β
カロチン･レチノール結合蛋白(RBP)･プ
レアルブミン(トランスサイレチン;TTR)
および、肝臓中のビタミンAパルミテー
ト(VA･P)について測定をし、枝肉格付け
との関連性について検討。 歩留等級と
高い負の相関が見られたのはVA(r＝－0.
736)、中程度の負の相関が見られたのは
RBP(r＝－0.521)とTTR(r＝－0.411)であ
った。また、肉質等級ではVA(r＝－0.54)
と負の相関が見られた。その他、VAとRB
P(r＝0.624)，VAとTTR(r＝0.420)，RBP
とTTR(r＝0.454)では中程度の相関が見
られた。

189 携帯用糖度計（屈折式・電子）を用
いた牛初乳中IgG濃度の推定：大分県大
分家保 堀浩司

近年、現場における初乳中IgG濃度推
定法として、コスト面や労力面で負担が
少ない屈折式糖度計のBrix値（%）を活
用する方法が報告されているが、農家か
ら判読ラインが見づらいという指摘を受
け、Brix値をデジタル数値として判読出
来る電子糖度計でも活用できるのかを比
較したところ、未処理初乳のBrix値とIg
G濃度間に正の高い相関が得られたこと
から、電子糖度計でも牛初乳中IgG濃度
の推定が可能であると確認できた。また、
糖度計の結果にFleenorらのIgG濃度適正
区分を活用することで野外での応用が可
能となり、今回の試験結果からBrix％値
20％以上が良好初乳であると判明した。
電子糖度計は屈折式と違って数値として

確認できるため、現場では大変好評であ
った。今後は、電子糖度計（初乳中IgG
濃度の確認及び良好初乳の判別）と初乳
加温器（初乳中病原体の不活化）を組み
合わせ、良質初乳の提供を目的とした子
牛の損耗低減へ向けた取り組みを実施し
ていきたい。

Ｉ－６ 保健衛生行政

190 牛抗体サーベイランスとワクチン接
種啓発に向けた取り組み：北海道空知家
保 小川英仁、立花智

空知家保では、H14年から5年間、管内
延べ26市町村、牛飼養農場182戸880検体
について、家畜伝染病予防法第5条の検
査での余剰血清を用い、ウイルス抗体サ
ーベイランスを実施。市町村別にウイル
ス疾病発生リスクを分析。地域伝染病自
衛防疫組織を通じて各農場へ抗体保有状
況に疾病の発生リスクなどのコメントを
添え還元。さらに、当所発行の広報誌や
講習会等において継続的にワクチン接種
について啓発。一方、平成17年に発売さ
れた1回接種法の6種混合ワクチンの抗体
消長とプログラムを検討。BVDウイルス
の侵入がない農場では、中和抗体が有意
に上昇しないことを確認。このため、必
要に応じ追加接種も有効。ワクチンの効
果的なプログラムは、各農場の抗体保有
状況により設定する必要性とともに伝染
病発生予防、まん延防止について啓発。

191 地域で支える健康で安全な黒毛和牛
生産の取組：北海道日高家保 浅野明
弘、加藤一典

日本最大の馬産地日高地方では、厩舎
を利用して黒毛和牛生産を始める軽種馬
農家が増加。管内A町では、関係機関で
構成する指導部会を設立。健康で安全な
素牛生産を支援するため、独自の飼養管
理プログラムと記録票を作成し、生産者
を指導。家保は疾病予防、導入牛の管理、
販売牛の安全・安心の確保を担当。モデ
ル農場1戸を選定し、HACCP方式の飼養衛
生管理を導入。購買者が安心して購入で
きるよう、一定の衛生的品質（サルモネ
ラ・O157・抗菌性物質残留・注射針残留
陰性）を確認した素牛に、「衛生証明書」
を添付して販売。成果として、①生産者
間で飼養管理技術の統一がなされ、全て
の生産者が自信を持って素牛生産ができ
るようになった。②管内他地域と比較し、
素牛1頭あたりの取引価格が上昇、地域
経済の活性化に寄与。③販売牛への「衛
生証明書」添付について、購買者から「安
心して購入できる」という意見が寄せら
れ、高い評価が得られた。
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192 無獣医地域における肉用牛農家への
指導と家保の広域化対応：青森県つがる
家保 須藤隆史、高橋巧

開業獣医師の高齢化により無獣医地域
化したH地域は、家保から遠隔地にあり
肉用牛3戸650頭飼養。家保は15年度以降、
重点地域として、頻回の巡回指導による
損耗防止と生産性向上対策を実施。18年
度からは家保の統合に伴い、予防衛生を
基軸とした効率的な指導のため、地域内
にモデル農家1戸を選定。重点地域にお
ける損耗防止対策は、抗体検査に基づい
た、大腸菌単味ワクチンを下痢5種混合
ワクチンに変更。繁殖管理は、定期巡回
回数を増やし、随時の繁殖検診・フレッ
シュチェックを実施。飼養管理は、環境
改善を指導するとともに病原体の侵入機
会を減少させるため外部導入を見直し。
広域化後のモデル農家においては、現地
勉強会による意識改革、飼養牛のデータ
ベース化等により情報を共有。結果、定
期巡回指導回数:52回→30回、死亡事故:
12頭→4頭、繁殖成績は高位安定化、繁
殖雌牛の増頭:52頭→78頭。現在、今回
の成果を応用し、他の無獣医地域の指導
に取組み。

193 牛白血病まん延防止対策の取組み：
岩手県県南家保 今野一之、齋藤久孝

近年、牛白血病の発生が管内で増加し、
畜産振興の阻害要因として懸念。管内Ｔ
市とＫ町の畜産農家及び関係機関からの
要望で、長期的まん延防止対策を協議。
同病寒天ゲル内沈降反応による抗体検査
の結果に基づく分離飼育を基本に、夏期
のアブ対策、除角や耳票装着、直腸検査
時の感染や抗体陽性牛の初乳給与等人為
的な感染の防止を誘導。Ｔ市は公共放牧
場の肉用繁殖牛の検査と分離放牧を実
施。平成17年抗体陽性率48.3％が平成18
年30％と改善。Ｋ町は乳用牛育成施設と
酪農場で対応。施設では抗体陽転率が平
成17年の13.1％から平成18年の7.8％に、
積極的に対策を講じた農場では抗体陽性
率が平成17年の83.6％から平成18年の6
0.2％に改善。両市町とも、①高齢飼養
者で長期対策が不透明、②抗体陽性率の
高い農場での取組み意欲の減退が課題。
今後とも本病のまん延防止に地域の特性
を考慮し、粘り強い取組みが必要。

194 高リスク牛選抜基準を活用した牛白
血病清浄化への取り組み：岩手県中央家
保 五嶋祐介、千葉恒樹

黒毛和種繁殖牛333頭を飼養する農場
において207頭中173頭（83.6％）が牛白
血病ウイルス抗体を保有していた。対策
として、(1)抗体陽性牛のみの放牧、(2)
リンパ球数を基準とした抗体陽性牛の計

画的更新、(3)定期的な抗体検査に取り
組んだ。飼養形態及び牛舎構造から分離
飼育は難しく、抗体陽性頭数が非常に多
いことから、陽性牛のうち感染源となる
リスクの高い牛（高リスク牛）を優先的
に淘汰することとした。すなわち、ECの
keyを簡易化した白血球数による高リス
ク牛選抜基準と淘汰候補牛選抜フローチ
ャートを作成し、これらに基づいて淘汰
順位を付し、早期摘発に活用している。
また、抗体陰性牛の年2回の抗体検査及
び導入牛の抗体検査を随時実施して清浄
化を目指す。

195 ステップアップ方式による乳用牛の
HACCP導入と農場認証の取組：岩手県県
北家保 井戸徳子、田村貴

安全な生乳供給を目的に、ミルクプラ
ントを経営する酪農家グループのHACCP
導入を支援。管内畜産関係団体で構成す
る地域認証協議会を設立し、導入農場の
認証制度を構築。認証は取組を容易にす
るためブロンズ・シルバー・ゴールドの
3段階に区分し、ステップアップ方式に
策定。基準は①安全な原材料確保：飼料
・素牛等の衛生管理及び畜産関係法令遵
守に係る21項目②一般衛生管理(GAP)：
飼養衛生管理基準遵守及びGAPに係る39
項目③HACCP：危害分析及びCCP管理に係
る26項目。モデル農場1戸で基準に沿い
取組開始。①では素牛導入時の健康確認
等2項目、②では車両消毒の実施等6項目
を改善し、ブロンズ・シルバーを認証。
③で抗菌性物質残留防止とバルク乳温管
理をCCPに定め、ゴールドを認証。現在
取組農場は2戸。HACCPの普及により生乳
の安全性確保と飼養衛生管理向上を推進
し、商品の有利販売に向け農場認証をPR
に活用。

196 管内酪農家への乳質改善指導（第２
報）:秋田県中央家保 千田惣浩、小林
俊博

前報で、乳質検査基準の適用への対応
として、体細胞数の低減対策について報
告したが、基準オーバー農家が固定化の
傾向にあり、危機意識の希薄化が認めら
れた。今回、生乳生産チェックシートを
用い現地検証した結果、生乳処理室の衛
生管理の失宜がみられたが、目視による
搾乳機器の洗浄・消毒については概ね良
好と判断。しかし、体細胞数の高い農家
16戸でルミノメーターを用い、バルクの
蓋、コック及びティートカップの3カ所
について検証したところ、平均測定値(単
位：RLU）はそれぞれ25,588、1,640、14
1と汚染が推察。塵埃や乳石の有無、殺
菌の必要性、器具劣化等の指標として提
示し、洗浄方法、器具の点検等現場指導
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を重点的に実施。８戸でペナルティーと
なるＣ、Ｄランクの割合が減少し、Ａラ
ンクの割合が増加。搾乳15頭規模のＨ農
家では、ＤとＡランクの月では、116,00
0円の収益差となった。今後対象農家を
拡大するとともに、測定部位を検討し、
より一層の乳質改善を図りたい。

197 地域和牛生産基盤構築に向けた取り
組み：秋田県北部家保 小原剛、佐藤伸
行

管内和牛飼養状況は、主力品種である
褐毛和種(以下褐毛)の市場価格低迷や家
畜市場の相次ぐ閉鎖、BSE発生などの影
響を受け激変。全飼養頭数は減少し褐毛
の割合はH12年58.0%からH18年21.3%まで
減少。逆に黒毛和種は24.9%から59.1%へ
と増加。この急速な品種の転換に伴う不
安解消、増頭へ向けた動きに様々な取り
組みを実施。問題点として、種雄牛系統
への認識・情報不足、方向性の不明確さ、
受精卵移植(以下ET)への偏見などがある
ことを把握。解決のため「かわらばん」
の発行や家保内及びホームページ(以下H
P)に系統・市場・ET情報の掲示等、幅広
く情報を提供。また講習会・技術検討会
を多回開催し、同時にET推進方法を見直
し。結果、講習会参加者800名、HPアク
セス数1600回を超え、指導依頼・相談も
増加。管内ET頭数は、昨年同期に比べ15
2.7%の伸び率を記録。受胎率は40%以上
を維持。今後とも地域特性を活かした和
牛生産基盤確立のため更なる情報、技術
の提供が必要。

198 ボジティブリスト制度に対応したチ
ェックシートを活用した酪農指導：秋田
県南部家保 相澤健一、安田有

ポジティブリスト制度に対応した生乳
生産管理チェックシートの記帳状況等に
ついて管内酪農家７８戸の現地調査及び
指導を実施。調査班は、家保、地域振興
局、全農及びＪＡで構成。①健康管理②
飼養管理③チェックシートついて検証並
びに指導を実施。今後の効率的な継続指
導を考慮し、管内を３地区(Ａ、Ｂ，Ｃ)
に区分。Ａ地区：抗生物質使用時等のマ
ーキングの不実施やチェックシート記帳
の一部不備、未記帳。Ｂ地区：ミルカー、
バルクの定期点検の不実施。Ｃ地区：バ
ルクの酸洗浄不実施、農薬使用時の記帳
の不実施及びチェックシート記帳の未記
帳という具体的な問題点が浮上。Ａ地区
は、問題を重要視し、直ちに講習会を実
施。明確化された地域的問題点が容易に
分かる形式で各指導機関に検証結果を通
知。これに基づき各指導機関と連携のう
え、問題の解消を指導。一部継続指導。
このような取り組みが、生乳の安全・安

心の確保につながると考察。

199 衛生的乳質基準改正に向けた体細胞
数低減への取り組み：福島県いわき家保

久保修
平成20年4月から生乳の衛生的乳質基

準が改正され、規制区分として新たに出
荷停止が加わることから、平成18年より
新基準クリアに向けた取り組みを開始。
現場で特に問題となる体細胞数につい
て、管内酪農家19戸の現状を分析。平成
17年の成績を新基準に照らすと、14戸（7
3.7%）で平均7.7日(1～33日)の出荷停止
に該当。各酪農家の検査毎の推移より、
突発的増加型と長期間増加型に分類。突
発的増加型の対策として、地域検討会を
開催し、乳房炎対策強化及び搾乳時のPL
テストの実施を提案。長期間増加型の対
策として、臨床型乳房炎の早期検査及び
黄色ブドウ球菌(SA)清浄化を推進。その
結果、①SAは淘汰及び乾乳期治療により
5戸中2戸で清浄化、②体細胞数は平成17
年時と比較して全戸で減少、③新基準に
よる出荷停止に該当する酪農家は、平成
18年の成績では11戸（57.9%)で平均5.2
日(1～20日)、平成19年の成績では8戸(4
2.1%)で平均3.9日(1～12日)に短縮。

200 中山間地域における和牛繁殖農家経
営の現状と課題：栃木県県北家保 飛田
府宣

高齢化の進む管内の中山間地域である
A地域の和牛繁殖農家15戸について、当
所、農協及び開業獣医師が連携し、飼養
・繁殖状況調査と指導を実施。繁殖雌牛
の飼養頭数は平均16.8頭(1～62頭)、経
営主の年齢は60歳以上が53.3%で、後継
者の有無と併せると調査農家の約半数は
20年以内の廃業が予想された。経営主が
飼養管理で最も気にしている点は繁殖成
績46.7%、粗飼料の確保26.7%。妊娠牛の
平均空胎期間は116.5±89.4日で、小規
模農家は空胎期間が延長する傾向。検査
牛のうち10.5%が繁殖障害と診断され、
うち55.6%が13歳以上。繁殖雌牛に給与
する粗飼料は、主に自家産を利用する農
家が53.3%と最も多かったが、従事者の
高齢化に伴い粗飼料の生産が負担になっ
ている農家も見られた。今後の経営規模
については、現状維持と答えた農家が46.
7%、規模縮小又は廃業予定が26.7%。こ
れらの現状を踏まえ、今後も関係者等と
の連携強化を図りながら農家の支援を続
けていきたい。

201 管内における乳質改善の現状と課題
:群馬県中部家保 椿由江

管内酪農家の乳質の現状は、平成18年
度平均体細胞数で50万個/ml以上が8.2%
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（32/389戸）、30万個/ml以上では37.0％
（144/389戸）となっており、関東統一
乳質基準の導入が迫る中、乳質の悪い農
場にあっては今後経営存続の危機も懸念
される。そこで、群馬県産生乳の安全性
確保基本計画に基づき、管内の体細胞数
の高い農場45戸を選定し乳質改善指導を
実施。各農場における搾乳手順・乳房炎
牛の取り扱い・器具の洗浄・牛床環境な
ど計22項目を重点事項とした。その結果、
前搾り・１頭１布での清拭・ポストディ
ッピングの実施、乳房炎牛の把握、搾乳
器具の適正な洗浄など基本的な管理が未
実施、あるいは不十分な農場が散見され、
日常の管理における個々の問題が把握さ
れた。指導農場のうち４戸は休・廃業と
なり、酪農を取り巻く情勢も影響し管内
農家戸数は減少傾向。今後も継続した指
導による農家の意識改革を促すととも
に、情勢の変化に対応した支援が必要。

202 バルク乳細菌検査に基づく乳質改善
の取り組み：群馬県吾妻家保 勝山均

食品の安全安心への関心の高まりや関
東生乳販売農業協同組合連合会での統一
乳質基準の採用等により、管内では乳質
改善の必要性に迫られ、今年度から農協
と共にバルク乳の細菌検査結果に基づく
支援事業に取り組んでいる。管内全酪農
家76戸を対象に、年4回のうち現在まで
に3回（7、9、11月）検査を実施。結果
を基に説明会、研修会、巡回、追跡検査、
広報誌の発行等を実施。その結果全体で
は、黄色ブドウ球菌陽性率82％が70％に、
耐熱菌数721個/mlが250個/mlに改善した
が、総生菌数の改善は進まず、大腸菌群
は増加の傾向。農家毎に見ると一部農家
では、機器の点検等で乳質が改善。定期
生産者別検査成績も前年に比べ、細菌数
1.75万/mlが1.58万/mlに、体細胞数23.8
万/mlが22.4万/mlに減少したが、統一乳
質基準に照らし合わせると、細菌数で約
１割、体細胞数で約２割の酪農家が、合
格乳に格付けされず不利益を受ける。今
後も継続実施し、支援事業を展開し、乳
質改善を図っていく。

203 乳用牛の損耗防止に向けた病傷・死
廃事故データの分析と活用：中央家保
篠川有理、岡本英司

病傷・死廃状況把握のため、平成18年
度に各農場のデータ提供の同意書をと
り、平成16年4月から19年8月までの管内
乳用牛農場86戸の病傷・死廃事故データ
8206件を農業共済組合から入手し分析。
全データの原因別では、病傷は卵巣疾患
の繁殖障害、乳房炎、消化器病が上位。
死廃は運動器病、消化器病、乳房炎、周
産期病が上位。農場別では、高死廃率農

場4戸とクリーンミルク生産農場(CM)4戸
を比較。高死廃率の農場は死廃へ転帰し
やすい消化器病や運動器病の病傷事故割
合が高い。一方、CMは乳房炎の診療回数
が高死廃率農場の2.1倍と高く、乳房炎
の早期発見・治療により、こまめな診療
体制を維持し、他疾病の発生予防につな
げている事が判明。以上のデータを用い
農場別の疾病発生傾向の分析から現状の
問題点を推察。定期巡回、検診車検討会
等でデータを提示し飼料管理、搾乳衛生
等の指導をタイムリーに実施。

204 生乳生産衛生管理システム導入支援
事業の取り組み：石川県北部家保 南藤
子、上地正英

平成16年度より全酪農家を対象に「生
乳生産衛生管理システム導入支援事業」
を開始。18年度までに41戸中29戸で、搾
乳衛生調査や検査成績に基づく改善指導
を実施。搾乳・洗浄工程の改善や黄色ブ
ドウ球菌(SA)の淘汰により搾乳・畜舎環
境評価は向上、年平均バルク乳中の体細
胞数（SCC）は15年度29.5万から18年度2
4.3万、SCC40万以上の件数は20.7%から1
1.8%に減少、SCC20万未満は31.0%から45.
5%に増加。今年度対象12農家は事業に消
極的。関係機関と連携し繰り返し農場巡
回、畜主の意見を取入れる、北陸四県一
律検査になり乳質基準が強化されたこ
と、実施農家の成果等説明し、全農場調
査を終了。検証済み6戸は当初改善に対
し難色を示したが、SA検出牛淘汰、搾乳
工程の見直しを実施した4戸で、乳質が
改善。農家との対話重視で搾乳衛生意識
が向上し、管内全体の乳質改善に波及し
た。今後、検証を継続、講習会を実施し、
最新情報を提供。農家と共に良質な生乳
生産を目指したい。

205 HACCPの考え方を取り入れた乳質改
善指導：石川県南部家保 金田信春、早
川裕二

平成16年度から酪農現場へのHACCPの
考え方の導入を目的とした生乳生産衛生
管理システム導入支援事業に取り組んで
いる。平成19年6月までに管内全戸の酪
農家において、生乳の細菌検査、搾乳作
業調査等の危害分析や作業手順の指導等
を実施。事業実施以降、管内の生乳の体
細胞数は年々改善。今年度、成績が改善
されない農家を再指導し、事業の普及定
着を図った。A農家では、本事業で設定
した危害分析に基づく予防措置、作業手
順を遵守していなかったが、事業で蓄積
したデータ等を基に説明、作業手順を変
更し、乳質が改善。Ｂ農家では、衛生的
な作業手順を行っているが、生乳の体細
胞数が多く、細菌検査の結果、牛群に乳
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房炎菌の保菌牛の増加を確認。乳房炎菌
の浸潤状況の定期的な検証作業の必要性
が示唆された。今後とも、本事業で実施
した各酪農家の詳細な危害分析データを
基に、個々の農家の実態に合わせた取り
組みを行い、衛生的な生乳生産を持続し
ていくことが重要。

206 酵母様真菌性乳房炎が多発した廃棄
物利用リサイクルチップ敷料指導：山梨
県東部家保 細田紀子、輿水佳哉

管内9戸の酪農家は、廃棄物利用リサ
イクル事業として剪定枝等生木のチップ
を堆肥化している(以下チップ)産業廃棄
物業者（以下A社）からチップを敷料と
して購入。平成19年10月、この敷料を使
用している酪農家を中心に、「酵母様真
菌性乳房炎が多発。」との情報をNOSAI山
梨家畜診療所F支所（以下家畜診療所）
から得た。当所にて、チップの細菌検査、
家畜診療所が分離した乳房炎由来酵母様
真菌の同定および酵母様真菌死滅温度確
認試験を実施。チップから、クレブシエ
ラ属菌が102CFU/gから106CFU/g、酵母様真
菌が106CFU/gから107CFU/g分離、チップ
の発酵処理が不十分と推察。敷料は、取
り締まる規制が無いことから、森林環境
部富士・東部林務事務所（以下林務事務
所）（廃掃法）及び富士・東部農務事務
所(以下農務事務所)（堆肥取締法）と連
携を図り、A社に対し適切なチップの堆
肥化処理を指導。試験結果を基にA社チ
ップを敷料として使用している農家に
も、適切な発酵処理を指導。

207 乳質改善（体細胞数）の取り組み：
山梨県西部家保 鷹野由紀、鎌田健義ほ
か

近年、生乳に関する乳質取引基準は厳
しくなっており、当所では、県酪農協・
農業共済等の関係機関と協力して、黄色
ブドウ球菌（以下SA)を中心とした定期
的なバルク乳検査や、搾乳作業について
個別に指導を実施。今回はさらに体細胞
数の改善を図るため、体細胞数がペナル
ティー基準の30万/ml前後以上になった
酪農家５戸に対して、当該農家の体細胞
数の推移を表したグラフを示し、CMT変
法等で乳房炎牛の把握に努めるように指
示、指導後、４戸で体細胞数の改善を認
めた。また、当所で行ったアンケートで
は、定期的にCMT変法を全頭実施して乳
房炎牛の把握に努めている農家は３１戸
（うち体細胞数の比較的少ない農家は１
６戸）中５戸と少なく、そのうち４戸は
体細胞数が比較的少ない（年平均体細胞
数20万/ml以下）の酪農家。体細胞数の
高い酪農家では、前搾り乳のチェックに
よる乳房炎牛の把握が不十分で、今後も

引き続きCMT変法の活用を促すと同時に
飼養管理や搾乳衛生上の問題点等につい
て引き続き調査・指導をしていく。

208 地域における酪農支援事業の一体的
推進：伊那家畜保健衛生所 橋本淳一

乳価低迷・飼料価格高騰等の厳しい酪
農情勢に対応するためには、関係機関が
連携したより実効性の高い取り組みが必
要。そこで診療獣医師の協力の下、当所
の乳質向上指導事業、農業共済組合の特
定損害防止事業及び農協の生産指導事業
を一体化させ、生産性向上と疾病防除に
向けた新たな取り組みを試行。各農協が
乳質に問題のある重点指導農場として選
定した17農場の個体乳及びバルク乳の細
菌検査（177）、血液・生化学検査（90）、
寄生虫検査（170）を実施したところ、9
農場で伝染性乳房炎の蔓延を確認。また、
家畜保健衛生所が中心となり3農場につ
いて搾乳立会、代謝プロファイル、飼料
給与診断に基づき改善を指導。その結果、
飼養管理が改善した一農場では、バルク
乳の体細胞数が59から29.6万/mlに、生
菌数も14,000から1,170CFU/mlへと大幅
に減少。今後とも、地域関係機関が一体
となった指導体制の確立が望まれる

209 医薬原料用兎飼育農場で多発した疥
癬症の病態と衛生指導：伊那家畜保健衛
生所 森田笑子
管内の医薬原料用兎飼育農場（飼養羽数
210羽）で、1年程前から皮膚病が多発。
飼養兎群の6割に蔓延している状況から、
病性鑑定を実施。患畜は削痩、元気消失。
鼻端・眼瞼縁・耳翼・耳根・頸背部・四
肢・尾に脱毛、痂皮形成、落屑、鱗屑、
紅斑を認めた。患部被毛・痂皮からは、
真菌、ブドウ球菌および疥癬虫を検出。
盲腸には蟯虫が多数寄生。畜舎環境は、
多量の塵埃や糞が堆積する不適切な衛生
状態を確認。同畜舎飼育の複数の兎から、
多数の疥癬虫と真菌を検出。病態および
蔓延状況から、皮膚病変の主因は疥癬虫
によるものと断定。さらに真菌などの複
合感染により病状悪化と診断。畜体消毒
とイベルメクチン製剤の塗布を主体とし
た衛生プログラムを作成し、衛生対策お
よび治療を指導・実施。その結果、症状
は劇的に改善。畜主の飼養意欲が向上し、
一般衛生状態も改善。今後、症状の改善
に伴い、繁殖成績の向上と順調な発育に
よる経済効果が期待される。

210 管内の一公共牧場の衛生対策：岐阜
県東濃家保 脇田嘉宏、木谷隆
平成の大合併により平成17年2月長野県
山口村と岐阜県中津川市が越県合併。そ
れに伴い村有の公共牧場が中津川市に移
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管され、市内の畜産農家が利用を開始。
受入れに際し支援態勢を組織し当牧場の
衛生検査を実施。和牛繁殖雌牛の放牧中
心の公共牧場から合併後は乳用育成牛の
放牧も増加。17年は小型ピロプラズマ病
(ピロ病)陽性率48％であったが特に異常
を認めず。18年は乳用育成牛の放牧が多
くなりピロ病の原虫寄生度の高い感染牛
が見られ対応を検討。19年入牧開始時か
ら、①衛生検査を放牧牛全頭実施に変更
②殺ダニ剤をフルメトリン製剤に変更③
衛生検査の結果から寄生度の高いピロ病
感染牛の治療・下牧を実施。その結果、
ピロ病陽性率は18年70％から19年61％と
なり、またピロ病の原虫寄生度+++以上
の割合は18年33％から19年16％と改善。
今後も公共牧場を地域で有効活用するた
めに、衛生検査・殺ダニ剤の使用を継続
し、ピロ病のコントロールが必要。

211 乳質改善から農場HACCP導入への試
み：静岡県東部家保 小林幸惠、塩谷治
彦

管内A農協において、以前より乳質改
善を目的にした飼養管理の聞き取り、搾
乳機器のふき取り検査、搾乳立会などを
実施し、これらの調査により地域の現状
を把握。また、バルク乳の細菌検査、乳
房炎検査及び記帳指導等について継続実
施。当所はこの取り組みに着目し、酪農
家の負担を増やさずに、より高度な飼養
管理である農場HACCPを導入できるもの
と考え、関係機関と連携してシステム（系
統的な管理方法）導入を支援。今回、生
乳出荷に関わる危害要因に重点をおいて
分析し、危害要因（抗生物質の混入等）
や必須管理点（搾乳時の治療牛の確認等）
などを決定し実践。HACCP方式は定期的
な検証作業を通してシステムの見直しを
行う必要があるため、今後、実践しなが
ら改良を加え、システムを確立していき
たい。

212 管内A酪農協の乳質改善取り組み（第
一報）：静岡県西部家保 松村淳文、吉
田慎

消費者がより一層食の安全を求めてい
る一方、酪農経営は乳価低迷や飼料高騰
により厳しい状況。酪農経営の安定を図
るためには、消費者の食の安全に対する
要望を踏まえ、高品質生乳を生産するこ
とが極めて重要。当所では、長年にわた
りA酪農協に対し乳質改善を働き掛けて
きたが、今年度、組合員の一部がようや
く乳質改善の重要性に目覚め、組合とし
て始動。具体的な取り組みとして、9戸
中8戸を対象に全頭個体乳体細胞数測定、
細菌検査、PLテスト、搾乳立会いを実施。
その取り組みから、最初の課題として「乳

頭を清潔に保つこと」を主体に指導。そ
の結果、乳頭清拭手順の見直しや確実な
前搾りの実施等の搾乳手技の改善によ
り、個体乳体細胞数が減少。さらに、組
合全戸で搾乳時の手袋装着と乳頭清拭に
殺菌剤を使用するなど、組合員の意識も
変化し、乳質が改善。今後バルク乳にお
ける体細胞数の動向を確認しながら、指
導を継続。

213 一酪農協の乳質改善指導成果：静岡
県西部家保 野田準一、松村淳文

管内一酪農協に対し、1年目に搾乳手
順適正化と衛生管理改善指導を、2年目
に8戸に重点的に聞き取り調査、搾乳立
会を行い、3年目に乳質成績の検討と全
戸に聞き取り調査を実施。結果、体細胞
数30万個/ml未満の戸数は19年11月に23/
33戸（69.7%）、細菌数10万個/ml未満の
戸数は29/33戸（87.9%）、生菌数3千個/m
l未満の戸数は19年9月に10/34（29.4%）、
黄色ブドウ球菌非分離戸数は15/34戸（4
4.1%）。重点指導8戸では生菌数および黄
色ブドウ球菌数が改善。聞き取り調査（回
答30戸）では依然前搾り・清拭･ディッ
ピング・過搾乳の不適切が2～3割に、更
に各手技の実施率にバラツキが散見。乳
質得点が低い農家、乳質得点と聞き取り
得点の乖離が大きい農家が問題と推察。
酪農協全体としては向上したが、一部で
改善の余地が残されており、今後も指導
の継続が必要。

214 参加型手法を用いた乳質向上への取
り組み：静岡県東部家保富士分室 土屋
聖子、柴田正志

これまでの乳質向上への取り組みとし
て巡回主体の指導を行い、搾乳手技改善
により体細胞数低下等の成果を得た。こ
の持続・向上には、農家の自発的な取り
組みの促進が必要と考え、酪農家女性を
対象に参加型手法を取り入れた講習会を
実施。内容は、講演形式で搾乳等に関す
る講習後、搾乳手順をテーマにグループ
討議を実施。グループ討議では、ファシ
リテーター（＝舵取り役）として配置し
た家保職員の下、農家同士が搾乳手順に
ついて意見交換し、自らが正しいと考え
る搾乳マニュアルを作成。参加者からの
アンケート調査で、75％（33/44）が自
分の搾乳作業で見直すべき点があり、79.
6％（35/44）が参考になった事を実践す
ると回答。以上より、参加型手法は農家
の自発的取り組みを促す手法として有効
と推察。今後、継続的実施による効果検
証が必要。さらに、家保は地域のファシ
リテーターとして、生産現場に携わる人
々全体がコミュニケーションできる場を
提供・支援することが重要。
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215 公共放牧場における飼養管理の改善
：静岡県東部家保 森比佐子、浅倉豊司

平成17～19年度、公共放牧場の発育、
繁殖成績を改善し、多様化する農家のニ
ーズに応えるため、飼養管理全般につい
て牧場管理者の指導を実施。改善目標を
①日本飼養標準発育値以上の体重 ②平
均受胎月齢16ヶ月齢以内 ③まき牛によ
る自然交配の他に人工授精も実施するこ
ととし、給与飼料、放牧管理の改善等各
種対策を実施。結果、①平成16年度まで
は日本飼養標準発育値を大きく下回って
いた発育成績は年々向上し、平成19年度
には日本飼養標準発育値を上回った。②
平成16年度に18.7ヶ月齢であった平均受
胎月齢は、平成19年度には16.1ヶ月齢と
なり、7割以上が16ヶ月齢以内に受胎。
③安価で効率的な定時人工授精法を検討
（昨年度報告済み）、併せて人工授精師
免許を持つ3名の職員に対する人工授精
技術向上を県畜産技術研究所の協力を得
て実施。現在、公共放牧場機能のより一
層の有効利用を図るため、乳用種未経産
牛や長期不受胎の黒毛和種繁殖牛の預託
への取組みも検討中。

216 家畜伝染病予防法第5条の規定に基
づく乳牛の検査日程の検討：三重県南勢
家保 寺部尚子、杉本誉文

2007年10月、福島県と神奈川県で、家
畜伝染病予防法第5条の規定に基づく検査
で疑似患畜と判定された乳牛の生乳等が
食品衛生法第9条第1項に抵触する食品と
して廃棄、自主回収される事例が発生。
当所でも同様の発生を危惧、生乳生産の
ない育成牛と乾乳牛での検査を検討。過
去3年の実績から2008年度の検査規模を推
定、毎月各戸訪問・検査の仮定で必要日
数・人員を算定。当県では1999年度から
牛ヨ－ネ病（以下ＪＤ）、牛ブルセラ病、
牛結核病は5年に一度の検査、2007年度か
らＪＤのみ次年度検査を追加、戸数・搾
乳牛頭数の減少があるものの検査必要日
数等は増加。過去3年の実績から2008年度
は31戸・搾乳牛1450頭、新規検査360頭、
6年目80頭、ＪＤ2年目280頭が見込まれ、
144日288名が必要と推計。ＪＤ検査キッ
トのロス、個体乳期の把握、連絡体制の
確保、発生時の同居牛検査等が課題。

217 大規模肉用牛飼育農家の慢性疾病対
策の取組：滋賀県家保北西部支所 宮坂
光徳

大規模肉用牛飼育農家において、慢性
疾病対策（呼吸器症対策）として、適時
病性鑑定を実施するとともに、平成18年1
2月および平成19年7月の交雑種（1から2
ヶ月齢）導入牛群ついて、主要なウイル
ス性呼吸器症抗体検査および生化学的検

査を継続的に実施した。病性鑑定では、
平成19年1月、育成牛にRSおよびPI3によ
る呼吸器症および平成19年11月、肥育牛
に壊死性腸炎が認められた。導入牛群の
追跡調査では、IBR、PI3、RSおよびAD７
の抗体価は導入時半数の個体に認められ
なかった。BVDの抗体価は導入時から高い
個体が多く、導入後に上昇が認められる
個体もあった。また、生化学検査ではBUN
は上昇後減少し、TP、ALB、VitAおよびVi
tEは急激に減少した。農場、現場獣医師
および家保による検討会を実施し、ワク
チンプログラム等を変更をした。今後、
変更内容の検証と総合的な衛生管理検討
の必要性が認められた。

218 乳用牛における家畜伝染病予防法第
5条に基づく定期検査の今後の進め方の
検討：兵庫県姫路家保 渡邊健介

ブルセラ病、ヨーネ病（JD）、結核病
の疑似患畜の生乳は食品衛生法上出荷で
きないことが明確になり、本県は乳用牛
の検査体制を再検討。【検討内容】管内
酪農家の実態調査及びJD検査のシミュレ
ーション（①搾乳牛全頭を対象に採材後、
次回搾乳時までに検査、②乾乳牛等を対
象に年2回検査）の実施。細菌検査とリ
アルタイムPCRの比較。【結果】平成19年
12月時点で乾乳牛は成牛の約15%存在し、
②の場合、検査頭数はかなり減少と予測。
搾乳時間が不規則な農家を確認。①の場
合、検査に必要な日数、人数の大幅な増
加、早朝の出発や深夜の検査が必要。細
菌検査で陽性の8検体中7検体はリアルタ
イムPCRでも陽性と診断。93%の農家は出
荷停止への補償制度を希望。【まとめ】J
D検査は乾乳牛、育成牛への頻回検査が
最善と判断。リアルタイムPCRは補助的
検査として有用と推察。自衛殺の補助制
度、出荷停止への相互扶助制度も今後検
討。

219 ミルカー点検の成果と今後の乳質改
善指導のあり方：兵庫県洲本家保 矢島
和枝、篠倉和己

淡路地域のミルカー点検は約30年間継
続実施しているが、実施農家の偏りが問
題であった。そこで実施農家の拡大と、
乳頭口検査による搾乳機器・手技の評
価、意識向上を図り、乳質向上を目指し
た。【内容】淡路乳質改善協議会でH17～
19年においてA農協で延べ90戸、B農協で
全戸（延べ66戸）のミルカー点検、乳房
炎検査、H19年からは乳頭口検査を実施。
【結果】(1)ミルカーの深刻な不備は年
々減少。(2)A農協の点検継続農家は非実
施農家に対し低い体細胞数を維持（H19.
4～12月平均：15.6万と32.4万）。（3）B
農協の乳質が点検開始前後で改善（4～1
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2月平均：H16年32.6万→H19年29.9万）。
(4)6/8農場で、ミルカー点検前後で乳頭
口スコアが減少。【結論及び今後の展望】
体細胞数の低下は、機器の点検整備と乳
房炎治療、搾乳手技指導の総合的な指導
効果であると考察。今後は、機器・手技
の双方を評価できる乳頭口検査の普及と
関係機関の指導体制強化を図る。

220 黒毛和種肥育預託を開始した熊野牛
生産農家の総合衛生指導：和歌山県紀北
家保 福島学 大出満寿雄

当所管内黒毛和牛繁殖農家で、新たに
黒毛和種肥育預託を開始。巡回指導・細
菌検査・ウイルス検査等を実施。堆肥の
成分分析及び新たな販売ルート開拓の取
組を実施。６月導入牛は導入直後より呼
吸器・消化器疾病が集団発生し、８月に
は繁殖育成牛群にも蔓延。排泄物が大幅
に増加し、飼養衛生が著しく悪化。導入
後パラインフルエンザ３型の抗体価が有
意に上昇し、Mycoplasma bovis（以下Ｍ．
ｂ）を分離。管理衛生の重要性を再々指
導し、消毒の励行等飼養管理の改善が見
られ、１０月導入牛はＲＳウイルスの有
意な抗体化の上昇が見られ、Ｍ．ｂが分
離されたが顕著な臨床症状を示す個体は
確認されず。新たな堆肥販売ルートが確
立され、床敷交換の回数が増え飼養環境
が向上。しかし、繁殖育成牛群の管理が
おろそかになったため呼吸器疾病が発
生。今後、各部門のバランスがとれた作
業体系の確立を図るとともに、コンサル
等を活用し収益性の高い経営を目指す。

221 第9回全国和牛能力共進会鳥取県大
会における家畜衛生部の取り組み：西部
家保 山崎浩一、加川清三郎

平成19年10月に第9回全国和牛能力共
進会鳥取県大会（全共）が開催。家畜保
健衛生所を中心に家畜衛生部（統括班、
衛生班、診療班）を組織し、衛生対策要
領の策定から出品牛の検査証明確認、会
場等の消毒あるいは出品牛の巡回確認等
を実施。場内の巡回は24時間態勢で、家
畜防疫員実動員数26名及び開業獣医師、
ノーサイ獣医師12名の2交替制で対応し
たが、馬インフルエンザ対応等で家畜防
疫員の不足を再認識。有事の際の家畜防
疫員の確保が課題。会場内施設工事の遅
れもあり消毒計画の見直し、あるいはド
リフト防止のための消毒方法を検討。会
期中の会場内の消毒方法についても再考
が必要。全共出品牛、展示牛等522頭中、
治療投薬頭数53頭。疾病別では、移動ス
トレス等による食滞、食欲不振、肢蹄の
損傷、子牛の気管支炎が多く、強肝剤、
健胃消化剤、消炎剤等の払出しが多い。
会期中、牛の脱柵等のトラブルもあった

が、大きな事故もなく終了。

222 県立高校採卵施設を活用した地域ET
への取り組み：島根県江津家保 石川
初、徳永清志

島根県の牛受精卵移植(ET)頭数は、近
年大きく増加傾向にある。そこで、管内
邑南地域内でのET技術の定着を図るとと
もに、県立矢上高校生徒のET技術体験実
習の一環として、受精卵処理施設を有す
る高校実習施設を活用した地域ET研修会
について報告。研修会は、平成18年度か
ら、計7回実施。管内黒毛和種計8頭の採
卵と乳用牛計113頭のETを実施。参加酪
農家は延べ46戸、参加ET師は管外を含め、
延べ48名であった。移植受胎成績（H19
年12月分は除く）は、全体で45.5％（40
頭/88頭：35日妊鑑）であった。また、
これまで19頭の子牛が生産（H19.5月～1
0月）され、うち7頭が衛生検査（BVD-MD，
BLV）実施後、県西部の和牛農家へ移動。
残り12頭は酪農家にて育成中（自家保留
含む）。本研修会は、地域ET技術の定着
を図るとともに、既存採卵施設を有効活
用し、生徒等の体験実習の場と地域ET師
等の情報交換の場を提供できた意義は大
きい。また、酪農経営と肉用牛経営間で
のET産子移動に伴う衛生対策も重要。

223 公共育成牧場の利用促進への取り組
み：井笠家畜保健衛生所 森中重雄、金
岡孝和

現在、公共育成牧場を取り巻く情勢は
極めて厳しく、管内公共育成牧場につい
ても例外ではない。そこで、当牧場の利
用を促進するための対策を各関係機関と
検討し実施したので、その概要を報告す
る。昨年度から、預託牛の体測（体高・
体重）を入牧時及び３ヵ月毎に実施した。
預託期間中の体測結果をグラフ化すると
共に、入退牧時における育成状況のラン
ク付け評価等のデータをわかりやすく表
示した。この結果、個体毎の発育状況が
正確に把握でき、適切な飼養管理につな
がり早期の授精により受胎月齢が短縮し
た（H15 16.5ヵ月→H19 15.3ヵ月）。
預託牛常時飼養頭数は平成15年度の166.
9頭から平成19年度は192.2頭に増加し
た。また、これらのデータを預託牛退牧
時に預託者に通知したところ好評であっ
た。今後も、牧野衛生対策はもとより預
託者の声を尊重した飼養管理対策を各関
係機関と連携して実施していきたい。

224 高死廃率肉用牛哺育育成農場の呼吸
器病対策とその成果：広島県福山家保
廻野智典、小林弘明

肉用牛哺育育成農場（約300頭飼育）
で呼吸器病の継続発生により年間死廃率
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が1割を超えたため被害低減対策を目的
に調査。病原因子としてパラインフルエ
ンザ3型、パスツレラ・マルトシダ、マ
ンへミア・ヘモリティカ及びマイコプラ
ズマ・ボビライニスを特定。特に個別飼
育（哺育）から群飼育（育成）への移行
時に呼吸器病が集中的に発生。飼養環境
の変化等ストレスに伴って病原因子に感
染する牛呼吸器病症候群による被害と判
断し対策を検討。群飼育移行前の子牛の
免疫力増強と感染防止を目的に、呼吸器
5種混合生ワクチン2回接種の徹底及びチ
ルミコシン製剤の予防的投与を実施。ま
た飼養密度の低減、発症牛の早期隔離及
び牛舎内の噴霧消毒などの清掃・消毒の
徹底を柱とする総合的な衛生対策を策
定。これらの対策により、飼養牛のワク
チン抗体保有状況が改善。呼吸器病発生
が減少し、死廃率が14.0％から3.3％に
低下。農場管理者の衛生意識も向上し、
飼養衛生管理が更に改善。

225 肥育農家の呼吸器病対策：広島県東
広島家保 尾崎充彦、本多俊次

肥育牛飼養農家において、平成16年度
以降関係者と連携して衛生対策を実施。
特に牛RSウイルス病（以下、RS）対策を
重視し、牛呼吸器病5種混合不活化ワク
チン(以下、5混不活化)プログラムによ
る抗体価の推移及び疾病発生状況につい
て検証。導入後14～28日と42～56日に5
混不活化を接種し、導入時、1回目接種
時（導入後平均19.5日）及び2回目接種
（導入後平均47.5日）3週間後に抗体検
査を実施。RSの血中抗体保有率は増加、
抗体価も有意に上昇。平成17～19年の3
件9頭の病性鑑定結果、全ての症例でウ
イルスは分離陰性。しかし、5混不活化
未接種牛2件3頭でRSの血中抗体価の上昇
を認め、Pasteurella multocidaを3件6
頭から分離。ワクチン投与により、呼吸
器病の発生頭数を有意に減少させること
はできなかったが、肺炎と診断された牛
の治療回数及び死亡率は減少した。今後、
更に病性鑑定を実施して呼吸器病の原因
を特定し、低減対策を進めていきたい。

226 死亡牛検案書に基づく死亡牛の季節
的変動と死亡 原因の分析：徳島県徳
島家保 鈴木幹一郎 大西克彦
平成15年度から19年11月までに化製場

に搬入された死亡牛の検案書を基に、季
節別死亡数の変動、死因について分析。
生後24ヶ月齢未満は2,339頭搬入。季節
間で死亡頭数に差はみられない。平成16
年度が307頭に対し17､18年度は特定の数
戸からの搬入数が増加した結果、782､73
6頭となった。診断名は76種類。平成17
年度以降、肺炎が年間350頭以上発生し

最多。以下、心不全、胃腸炎、急性鼓脹
症の順。24ヶ月齢以上は1,860頭。死亡
数は、平成15年度の499頭から年平均52.
3頭毎の減少傾向。診断名は132種類。心
不全、急性鼓脹症、熱射病の順。夏場は
熱射病により死亡頭数増加の傾向。冬～
春はダウナー症、急性鼓脹症が多い。検
案書の情報を分析することで罹患率の高
い疾病を把握することができ、農家への
衛生指導の材料としての活用が期待され
る。

227 集落営農法人への水田放牧の取り組
み：広島県備北家保 鈴岡宣孝、日高充
次

和牛繁殖農家の担い手確保として集落
営農法人へ水田放牧導入を推進するた
め、管内の1法人をモデルケースとして
重点的に指導。県・関係機関で構成する
指導チームで、指導計画を策定、定期的
な現地指導を実施。家保は放牧牛の飼養
管理及び衛生管理を担当。チームによる
指導で、各機関の専門技術が有効かつ効
率的に発揮され、放牧牛の導入、飼養管
理、草地管理等をスムーズに支援・指導。
また、管内の和牛繁殖農家に、子牛の育
成預託をする形態の確立等、地域内の支
援体制を整備。水田放牧の普及を図るた
め、現地研修会の開催等により、モデル
ケースの取組み状況を広く紹介。その結
果、来年度新たに2法人が水田放牧を開
始予定、波及効果を認めた。

228 酪農家への受精卵移植（ET）を活用
した広島牛増頭の取り組み：広島県芸北
家保 玉野光博、保本朋宏

平成18年度から関係団体と連携し、酪
農経営におけるETを活用した肉用牛増頭
のモデル地域を選定、統一した方針のも
と乳用種未経産牛へのET、ET子牛の哺育
育成指導、地域内保留体制の整備等によ
り酪農家の肉用牛繁殖経営参加、和牛生
産を推進。受精卵は地域の優秀供卵牛か
ら採卵、平成19年度（11月まで）までに
17戸72頭に移植、受胎率は約60％。哺育
指導、JAを窓口にしたET子牛の流通体制
整備等により生産された子牛14頭は全頭
地域内に保留、今後は地域から優秀な広
島牛の供給増が見込まれた。重点指導農
家におけるET実施による収益増は未経産
牛1頭あたり約65,000円と推定、未経産
牛を活用したETは乳用牛の改良への支障
が少ない上に収益性の面から有効であ
り、酪農家の経営改善につながる。モデ
ル地域では、酪農家のうち3戸が肉用牛
繁殖経営の、14戸が和牛子牛生産の新た
な担い手となり、ＥＴを活用した広島牛
増頭の可能性が示唆。
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229 HACCPの考え方を取り入れた安全・
安心な生乳生産の取り組み：広島県備北
家保 石浦英文、城田圭子

平成19年6月から酪農家4戸を対象にHA
CCP手法の導入の準備段階として、GAPに
基づいた衛生管理指導を実施。HACCP推
進チーム（農家、広酪、衛指協、家畜診
療所及び家保）を編成、作業点検項目を
決定。農家自らが点検項目の記録を毎日
実践。作業工程の点検、Staphylococcus

aureus（SA）浸潤状況調査及びミルキ
ングシステムの洗浄消毒確認（蛋白検出
・細菌検査）をチーム巡回により実施。
作業工程の点検評価成績は、抗菌性物質
の管理が高評価、牛舎環境及び生乳処理
の設備と管理は低評価、搾乳は過搾乳の
傾向があり、総合評価は3戸が要努力、1
戸が要改善。SAの浸潤状況は2戸で2割以
上。ミルキングシステムの洗浄消毒確認
では、バルクの蓋と出口で蛋白を検出、
一般細菌を少量分離、大腸菌群及びSAは
分離陰性。点検結果・改善点及び過搾乳
防止法等をまとめたリーフレットを配
布。コーチングを取り入れた改善指導の
結果、3戸で体細胞数が減少。

230 担い手が支える中核肉用牛繁殖農家
の生産性向上対策：山口県東部家保 白
尾大司、宮本和之

管内有数の中核農家の耕畜複合経営A
農場(肉用繁殖雌牛55頭、水稲17ha、担
い手a氏:26歳)で、H18年度から生産性向
上対策を実施。取り組み:県内他農家を
視察し、飼養管理検討会を開催。毎月の
繁殖検診で発情発見、適期授精を指導。
子牛飼養管理表を作成し、毎日の観察励
行を指導。掲示板設置で情報共有化。子
牛の体測等を毎月追跡実施し、適切な飼
養管理を指導。a氏配偶者を新たに飼養
管理へ誘導。飼料用稲の作付け促進。成
果:平均妊娠率はH17年度63.8％→H19年
度11月末76.8％、生産率はH17年度53.6%
→H19年度見込み89.1%、約7カ月齢時の
発育ランクは雌雄平均H17年度1.5→H19
年度11月末2.6に改善。子牛市場販売価
格はH19年度11月末でH17年度より1頭当
たり約5万円向上。夫婦で協力した飼養
管理体制が確立。飼料用稲栽培面積がH1
7年度1ha→H19年度5haに拡大し、自給飼
料が増産。今後は中核農家として地域へ
積極的に活動し、さらなる規模拡大、経
営安定を図る。

231 山口型放牧等を契機とした新規肉用
牛繁殖飼養者の定着化に向けた取り組み
：山口県東部家保 中常路子、宮本和之

家保は山口型放牧を活用し、H14年度
以降5戸を新規肉用牛繁殖農家(新規農
家)として誘導。繁殖農家としての定着

化に向け関係機関と連携し、発情、分娩
徴候等の基本的な飼養管理の指導、疾病
への迅速な対応、離島支援、事業取り組
み誘導、仲間づくりのための交流会、研
修会を企画。また今後の指導の一助とす
るため新規農家、飼養希望者へアンケー
トも実施。その結果、飼養管理技術の修
得により生産性、飼養意欲が向上し、5
戸全てが飼養を継続。繁殖雌牛はH14年
度1戸2頭からH19年度5戸19頭に増頭。ま
た2戸で単県事業を活用した施設整備を
実施。さらにH18年度以降、新たに4戸が
新規農家として飼養を開始。アンケート
結果では「不安等」の60.1%は授精、分
娩等の飼養管理、「相談先」の64.0%は家
保、友人等と回答。今後も新規農家の不
安解消に向けた指導、支援を継続し、山
口型放牧を活用して肉用牛を取り入れた
モデル的な複合経営農家に育て上げ、地
域の畜産振興を図る。

232 BSE採材棟における悪臭物質の測
定について :徳島県徳島家保 船本美
和子 鈴木幹一郎

化製場施設内にあるBSE採材棟では、
死亡牛由来の悪臭が充満し、作業従事職
員は不快感を呈する。原因物質として硫
化水素、アンモニア、アミン類を検出。
対策として、死亡牛の保存缶にポリエチ
レンシートで被いをかけることにより、
保冷庫内の悪臭が低減。また、機械類の
故障が頻発。原因は銅を主とした金属の
腐食であると推測。そこで、銅材を採材
棟内部3カ所、外壁1カ所に1～4週間放置
したところ、肉眼的に腐食を確認。蛍光
Ｘ線分析装置を用いた銅表面の元素構成
比の分析により、硫黄元素が放置時間に
比例して増加、最大10.6 Wt%に達するこ
とを確認。原因物質は硫化水素であると
特定。採材棟内部よりも外壁における腐
食が強く、周辺環境に硫化水素が常に存
在することを確認。機械類の故障は予想
不能のため、予算措置などの対応に課題
が残る。

233 飼料イネの推進：中央家保 日高洋
介、吉田吏孝

水田の有効利用や自給飼料基盤の拡大
等のため、イネホールクロップサイレー
ジにして飼料利用することが進められて
いる。管内２地区における取組事例を報
告する。佐川町Ａ地区は、湿田、台風等
により夏季飼料作物生産に影響を受けや
すい地域。実証面積60a（休耕田）に早
生品種「夢あおば」を移植、8月末に収
穫・調製、その後給与。作業体系は、既
存所有機械使用による共同作業を実施。
ロール乾物収量は、1.2t/10a、嗜好性は
良好であった。高知市Ｂ地区は、食用イ



- 52 -

ネ2期作目の休耕地を利用した再生イネ
の飼料化を実証。面積10a、コシヒカリ
収穫後に水・施肥管理、10月初旬に収穫
・調製、作業機械は専用機を使用した。
ロール乾物収量は、0.5t/10a、嗜好性は
良好であった。飼料として利用可能であ
ることを認識するとともに、Ａ地区では
自給飼料の共同生産化の契機となり、今
後機械整備、面積拡充を計画。また、Ｂ
地区では大型機械の必要性など作業体系
等の課題はあるものの、土地集積の可能
性を踏まえ今後検討を継続する。

234 新たな自衛防疫推進体制に向けて－
「じえいぼう検定」の実施－：福岡県筑
後家保 投野和彦、福田由美子

酪農家及び市町村・団体、獣医師を対
象として「じえいぼう検定」を実施し、
今後の新たな自衛防疫推進体制に向けて
具体的な方策を検討。酪農家には、ワク
チン接種実績を中心に、炭疽（70点）、
異常産（10点）、流行熱・イバラキ（10
点）、その他のワクチン（10点）で検定。
市町村・団体には自衛防疫推進班として
の活動を中心に、獣医師には自衛防疫活
動への協力体制を中心に検定。管内酪農
家の平均点は56で、県平均の65に比べて
低く、地域間で偏りあり。市町村・団体
の平均点は42で、平成15年の推定値64か
ら大幅に減少。獣医師の検定成績はすべ
て70点以上であったが、産業動物診療獣
医師の減少や診療業務の比重上昇などの
問題あり。検定結果から、管内では市町
村合併や地域酪農組合の解散による影響
が大きく、各地域推進班の活動が低下又
は停止している状況が明白。今後は酪農
組合県内一本化のメリットを生かし、組
合事業所を中心とした大きな自衛防疫推
進体制の構築が必要。

235 子牛共同育成施設における衛生対策
の取り組み：長崎県中央家保五島支所
横山竜太、松森洋一

子牛共同育成施設(キャトルセンター)
の運用に先立ち、予防対策のための衛生
プログラムの構築を目的として、導入対
象月齢の3～4カ月齢子牛64頭について衛
生検査を実施。【成績】牛呼吸器病ウイ
ルス抗体に対する抗体陽性率(GM値)は、
牛伝染性鼻気管炎ウイルス17%(1.3)、牛
ウイルス性下痢・粘膜病ウイルス65%(5.
0)、牛パラインフルエンザウイルス3型9
2%(11.6)、牛RSウイルス87%(7.3)、牛ア
デノウイルス7型76%(24.1)。寄生虫検査
では、Eimeria bovis及びE.zuerniiのオ
ーシスト保有率73.9％、平均オーシスト
数1,502。子牛の胃絨毛発達の指標とし
たβヒドロキシ酪酸濃度は、平均97日齢
で166μmol/lと多数は低値。【まとめ】導

入1週間前に抗コクシジウム薬投与、牛
呼吸器病5種混合ワクチンを導入時及び
出荷1カ月前に接種する衛生プログラム
を構築。キャトルセンターが平成19年8
月に運用され現在まで流行性疾病の発生
なく予防対策に効果あり。

236 子牛共同育成施設の牛呼吸器病症候
群対策：長崎県壱岐家保 中野奈津子
石丸憲二

管内子牛共同育成施設（H13年度整備、
300頭飼養規模、年間400～700頭導入）
で呼吸器病の診療件数、死亡頭数ともに
年々増加。病性鑑定を実施した死亡牛11
頭中9頭の死因は肺炎。肺からPasteurel
la multocida分離。全てOTCに感受性。
同居牛の抗体検査でライノウイルスの有
意な上昇を認め、牛呼吸器病症候群と診
断。対策としてH17年10月から子牛出荷
後、空いた牛房1列の消毒を実施、導入
頭数および導入月齢を検討し改善。さら
に薬剤感受性試験の結果を基にH18年12
月からOTC飼料添加を実施。その結果、H
19年は診療件数、死亡頭数ともに減少傾
向。1日当り増体量はH14年度から高い値
を維持。また消毒作業により現場職員の
衛生意識の向上と関係者が効果的な消毒
方法を習得。対策後の呼吸器病ウイルス
抗体検査では、ライノ、RS、PI3、AD7、
BCVの有意な上昇を認めた。今後は消毒
薬の変更、導入牛の離乳時期の統一、導
入前のワクチネーションを実施予定。

237 地域活動を通じた事故多発農家の改
善への取り組み：長崎県中央家保 樽田
嘉洋、中村一生

飼養者の高齢化が進む中、診療獣医師
を中心に和牛農家が共同作業を行う地域
活動の中で、事故多発農家1戸の改善に
向けて重点指導を実施。A農家は当該地
域で繁殖雌牛40頭を飼養。子牛は下痢に
よる事故率が高く、17年度6頭死亡。18
年10月に多発例がみられ、病性鑑定の結
果、ロタウイルスを検出。飼養管理状況
調査において、初乳摂取の未確認、牛床
管理の不十分、個体管理の不足等の課題
あり。以上の改善のため、初乳摂取の確
認及び乾燥初乳の利用、子牛の個体管理
及び牛床の衛生管理の徹底を指導すると
共にインターフェロン製剤投与実施。そ
の結果、子牛の死廃率は17年度17％、18
年度3％、19年度（4～8月）0％と減少。
病傷率も減少傾向。今後もA農家の衛生
管理対策の定着を図ると共に、本地域活
動を通じて他の農家へ波及させるため、
関係機関と共に継続指導を実施中。

238 哺乳ロボットを導入した大規模繁殖
農家の生産性向上対策：長崎県県北家保
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松田廣志、清浦邦彦
平成14年に哺乳ロボットを導入し、規

模拡大した黒毛和種繁殖農家で、生産性
向上と地域モデル農場の確立を目的に、
関係機関と協力して指導を実施。定期調
査・指導として母牛対策、子牛対策、哺
乳子牛の発育調査を実施。随時指導とし
て疾病牛の病性鑑定、家畜市場調査及び
調査成績に基づく検討会を実施。分娩間
隔は平成14年度361日、17年度364日、19
年度9月末349日と超早期離乳の効果大。
しかし、哺育期の子牛の死亡率は、14年
度3.7%から15年度8.1%、16年度11.5%と
増加、その後指導により19年度3.4%に改
善。離乳までの1日増体量は、雄が16年
度0.92kgから19年度1.01kg、雌が16年度
0.82kgから19年度0.97kgと年々向上。出
荷までの1日増体量は、去勢が14年度0.9
7kgから19年度1.02kgと年々増加。雌が0.
83kgから0.89kgの間で推移。関係機関が
協力して指導した結果、急激な規模拡大
にありがちな事故の増加や経営の悪化を
抑制し、順調に成績が向上。

239 公共牧場の新たな利活用支援と衛生
対策：長崎県中央家保 高橋礼奈、濱口
芳浩

飼料自給率の向上や生産コストの低
減、観光資源としての利用など、公共牧
場に対するニーズが高まっている中、関
係機関一体となって既存の乳用育成牛専
用の公共牧場の支援・指導を実施。初め
に支援組織を参集すると共に、利用者協
議会を設立し、定期的に意見交換会を開
催。続いて飼料給与体系の改善指導を行
なうと共に、定期測尺による発育チェッ
クを実施。また、定期の繁殖検診及び発
情同期化処置を実施。そして、牛舎改修
により隔離牛舎を確保すると同時に飼養
管理を効率化。さらに、入牧時及び定期
的な牛白血病抗体検査を実施。対策の結
果、肉用牛の入牧やET利用により、平成
17年には65頭であった入牧頭数が103頭
に増加し、標準発育以下の育成牛も減少。
平成17年には平均27.0カ月であった初産
月齢は平均24.6カ月まで短縮。また、白
血病抗体陽転牛の摘発・下牧により牧場
の清浄性が維持され、観光資源や教育資
源としての利活用も活発化している。

240 畜舎環境整備互助体制の構築：長崎
県県南家保 住江寛子、常岡純也

畜舎の定期的清掃・消毒は飼養衛生管
理上重要。肉用牛繁殖農家は養豚、養鶏
に比べ衛生意識が低く、労力不足等の理
由から衛生管理が不十分。農家の衛生意
識の向上と作業の省力化が課題。一部会
をモデル集団とし、農家が協力して互い
の牛舎の清掃・消毒を行う畜舎環境整備

互助体制を組織化。部会のリーダーを中
心に消毒農家の選定及び日程調整を行
い、家保、農改、農協、共済組合の指導
のもと、分娩室、育成室を中心に定期的
に清掃・消毒作業を実施。本取組は強制
ではなく、農家主導で行うことを確認。
農家ごとにチェックシートを作成し、指
導機関が作業時に気付いた問題点等を記
入し日常管理の改善を図る。今回の取組
により、衛生的な飼養環境を実感でき、
農家の衛生意識が向上。また、作業の省
力化、農家間の連帯意識の向上も図られ
た。現在、研修会等を利用し本取組を他
地域へ紹介。今後も農家の衛生意識の向
上と互助体制の普及により、生産性向上
に努める。

241 衛生対策並びに疾病発生防止による
生産性向上の取り組み：大分県豊後大野
家保 渡邉春香

重点課題である子牛の下痢症・呼吸器
病、肥育牛の生産性向上対策に積極的に
対応するため、子牛チーム、肥育牛チー
ムを編成。子牛チームで対応した哺乳ロ
ボット導入2農場の下痢症は、どちらも
細菌汚染代用乳給与が原因と推察された
ため、代用乳の衛生的保管、哺乳ビン等
の消毒徹底を指導した結果、下痢症は改
善。牛RSウイルスが関与した呼吸器病が
発生した子牛委託育成農場では、抗体価
の調査により牛5種混合ワクチン接種時
期の問題が判明、接種方法を検討中。肥
育牛チームでは肥育成績不良農場に対し
て巡回指導を強化、適正なビタミンAコ
ントロール等の対策実施により4･5率向
上。その他、疾病発生事例についてパン
フレットを作成、情報提供により発生防
止に努めた。今回のチーム編成による重
点事業の対応が農場との信頼関係構築、
課題解決に結びついたことから、今後も
重点課題に対してチーム体制で疾病発生
防止や生産性向上に積極的に取り組むこ
とで畜産経営安定を図る。

242 死亡牛のBSE一次検査（統計、対応
と課題）：沖縄県家畜衛生試験場 座喜
味聡、松川 善昌

2003年以降実施されている死亡牛の牛
海綿状脳症（BSE）全頭検査について、
その概要をまとめた。[検査概要]1)約70
0頭/年の検査頭数で平均月齢は92.4、内
訳(5年平均)は死亡67%、廃用33%、品種
は黒毛和種43.6%、ホルスタイン56.2%、
また採材場所は化製場68.4%、家保30%だ
った。2)採材から材料到着まで、長い時
で5、6日を要した。3)ELISAの再検査に
及んだ事例が8回あった(全て陰性確認)。
[対応]1)一次検査陽性時の対応：フロー
チャートを作製し、概ね良好に対処。再
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検査の原因等をトラブル集として記録。
2)キットの選択：複数社製品の試験測定
を実施、入札による変更に対応。最もロ
スのないキットをシミュレーションで比
較選定し、大幅にコスト削減達成。3)
一時期検討された県段階での確認(二次)
検査(ウエスタンブロット法)について、
技術的な対応と最低限の機器は整備。[課
題]1)保冷施設の活用で2回/週程度のス
トック検査が可能。2)食肉検査所と同様
に死亡山羊のTSE検査対応も可能。3)腐
敗材料は家保採材時での切り分け、固定
が必要。

Ｉ－７ 畜産技術

243 初乳バンクによるホルスタイン種余
剰初乳を用いた黒毛和種子牛疾病予防対
策：岩手県県南家保 小笠原房恵、藤原
洋

平成18年から開始された管内初乳バン
クを対象に、供給初乳（バンク初乳）の
安全性、給与法、品質及び疾病予防効果
の評価を課題とし、①供給牛の健康検査
とバンク初乳の殺菌処理②供給先（黒和
繁殖）農家への適正給与指導③バンク初
乳及び給与子牛のIgG濃度及び抗体価測
定④バンク利用前後の子牛下痢発生率比
較を実施。結果①殺菌効果と抗体保存性
を実証した簡易かつ安価な殺菌装置を導
入②給与法を斉一化③バンク初乳IgGは2
2～32mg/ml、給与子牛血清IgGは27～40m
g/mlでバンク初乳非給与子牛群血清12mg
/mlより高値、供給牛へのワクチン接種
が初乳及び子牛血清IgG濃度及び抗体価
に反映④供給先農家の下痢発生率はバン
ク利用前83.5％から利用後24.3％と大幅
に改善され、黒和子牛へのホルス余剰初
乳の補助的給与は疾病予防に有効。酪農
家と黒和繁殖農家が連携した本体制の拡
充と他地域への波及を今後の課題とし
た。

244 適正なビタミンＡ(VA)コントロ－ル
による黒毛和種肥育農場の生産性向上対
策：岩手県県南家保 奥村亮子、菊池善
彦

黒毛和種肥育農場では、肉質向上を期
待するあまり過度にVAを制限し、食欲不
振による増体低下がみられる。このこと
から管内農場の実態調査開始。H17年9月
より、黒毛和種肥育農場10戸の出荷成績
（上物率(a),販売金額/頭(b),枝肉重量
(c)）と、年2回延べ931頭について、導
入～飼い直し期,肥育前･中･後期の4ステ
ージの血清VAおよび総コレステロール(T
C)濃度を調査。出荷成績が地区平均以下
の農場7戸に共通し、22ヶ月齢以降に既
報の基準値である血清VA30(IU/dl)以下

かつTC125(mg/dl)以下の牛が多いことが
判明。検査に基づくVA剤の投与と個別巡
回及び成績検討会を通じ、肥育段階に応
じ血清VA濃度を適正に保つ必要性を繰り
返し指導。結果、地区平均以上の戸数が
H17からH18には、10戸中(a)6→7戸、(b)
4→7戸、(c)3→6戸に増加。以上より、
肥育後期のVA剤投与により食欲低下を抑
え生産性が改善。H19年度は、農場の継
続指導と併せその成果を地域の講習会で
普及した。

245 地域銘柄牛の確立に向けた取組み：
青森県十和田家保 中里雅臣、斗沢富夫

銘柄確立に向け、県機関、市町村、農
協、大学及び優れた肥育技術を持つ肥育
伝道師からなる肥育技術向上プロジェク
トチームによる地域一体となった取組み
を実施。取組みとして、ビタミンA及び
代謝プロファイルテストに基づく栄養管
理指導、飼料給与及び飼養環境等を指導。
地元の大学と連携した肥育技術指導。農
協単位で上物率の低い農家への重点指
導。その結果、農家毎に血液検査データ
に基づき改善点を指導したことにより、
農家の改善意識が向上。血液検査の迅速
なフィードバックにより、疾病等への早
期対応ができ、農家からの血液検査依頼
頭数が増加。上物率の低い農家及び農協
全体の上物率と枝肉成績が向上。今後の
課題として、農家からのビタミンA等の
検査依頼増加に伴う検査体制の検討。地
域全体の勉強会の開催による農家間の情
報交換及び技術交流。今回の成果を取り
入れた肥育技術マニュアルの再検討など
による地域全体の肥育技術のレベルアッ
プが必要。

246 野外採卵での透明帯切開技術（Assi
sted hatching）応用による受胎率向上
の試み：福島県県北家保 佐藤亮一、大
﨑次郎

管内における平成18年度の農家採卵実
績は、40頭から302個の正常卵を回収。
移植実績は凍結保存に向かないB及びCラ
ンクの卵を新鮮卵で42頭に移植し、18頭
が受胎（受胎率42.9％）。凍結卵は58頭
に移植し、14頭が受胎（受胎率24.1％）。
受胎率は、全国平均より低く、さらに一
層の改善が必要。当所においては、主に
採卵時に技術的支援を実施しているた
め、直接的に関与可能な採卵時の新鮮卵
移植の技術的改善策を検討。B及びCラン
クの受精卵を対象に、人不妊治療で応用
されている透明帯切開技術をさらに簡易
化し、今年度から生産者の同意の下に現
場において試験に着手。この結果、受胎
率は昨年度の42.9％（18/42）から、56.
3％（9/16）と向上し、同法が有効であ
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ると思われた。今後は、同法の凍結卵で
の応用も推進していく計画。

247 牛体モニタリング調査の有用性につ
いて：福島県県中家保 壁谷昌彦、松本
裕一

牛群の栄養状態や飼養管理状況を簡便
かつ客観的に把握するため、管内で成牛
約90頭を飼養する酪農家1戸を選定し乾
乳期、移行期（分娩前・後）、泌乳初期
の各ステージで牛体モニタリング（ボデ
ィコンディションスコア（BCS）、マニュ
アスコア（MS）、ルーメンスコア（RS）、
蹄冠、被毛等）を実施するとともに、血
液生化学検査（TCho、血中アンモニア、
BUN、GOT、Ca、Glu等）、生産病の指標と
してβヒドロキシ酪酸（BHB）、コレステ
ロール・エステル（E/T）比、乳蛋白・
乳脂肪（P/F）比、初回発情日数等を調
査。牛体モニタリング項目と血液生化学
検査および生産病との関連性について検
討。血液生化学検査との関連ではMSとGl
u・血中アンモニア、生産病との関連で
はRS・MSと初回発情日数、RS・蹄冠・被
毛とP/F比との間に相関が認められた。
以上より牛体モニタリングは生産者自身
が簡便に牛群の状態を把握する方法とし
て有用。

248 一和牛肥育生産組合における肉質改
善指導：新潟県上越家保 篠川 温 金
子周義

高品質牛肉の安定生産を目的に、平成
13年度から上越市の一和牛肥育生産組合
（農家3戸）に対し肉質改善指導を実施。
A農場をモデルとして血液検査、体重測
定、給与飼料調査などで得られた情報を
分析して改善策を検討。平成12、13年度
出荷18頭に枝肉格付け4等級以上の牛は
なく、平均枝肉重量422kg。検査開始当
初、15ヶ月齢以降の牛に血中ビタミンA
（V.A）濃度の欠乏状態が認められ、血
中V.A濃度と日増体重との間に正の相関
がみられた。対策として血中V.A欠乏状
態の牛にV.A投与および導入時全頭にV.A
投与をプログラム化。血液生化学的検査
結果を基に飼養管理の改善指導を行っ
た。指導後、血中V.A濃度は徐々に改善
され、17～19年度出荷37頭の枝肉格付け
4等級以上24頭（65％）、平均枝肉重量45
9kgと改善。当該農場は規模拡大を計画
していることから、引き続き肉質改善指
導を行うとともに、今後はHACCP方式導
入をはじめとする衛生意識の向上に努め
たい。

249 脂肪酸不飽和化酵素遺伝子型状況か
らみた「にいがた和牛」高品質化推進へ
の一考察：新潟県中央家保 太田洋一、

石田秀史
不飽和脂肪酸の多い牛肉は脂肪融点が

低く食味が良い。脂肪酸不飽和化酵素の
一つであるステアロイル－CoAデサチュ
ラーゼ（SCD)は、遺伝子塩基相違により
アラニン型（A）とバリン型（V）に区別
され、AはVよりも体脂肪中の不飽和脂肪
酸含有量が多いとされている。新潟県内
で飼養されている県内産黒毛和種肥育牛
13戸68頭及び黒毛和種繁殖雌牛59戸164
頭のSCD遺伝子型を血球から抽出したゲ
ノムDNAを用いて、taniguchi(2004）ら
の報告によるPCR-RFLP法にて調査。遺伝
子型は、A/A、V/A、V/Vの３つに分類さ
れ、肥育牛は、遺伝子型頻度：A/A；32.
4%、V/A；61.8%、V/V；5.9%、対立遺伝
子頻度：A；0.632,V；0.368でAが高率。
繁殖牛では、遺伝子型頻度：A/A：25.6%、
V/A：46.3%、V/V：28.0%、対立遺伝子頻
度:A;0.488, V;0.512で、遺伝子型に偏
りは認めず。今後も、関係機関と連携の
上、経済資質に関わる遺伝子の保有状況
等を把握・分析することで「にいがた和
牛」のブランド化推進に助力。

250 管内の牛受精卵移植推進上の課題と
今後の家畜保健衛生所の役割：富山県西
部家保 牧坂 敦、加納直人

県は長年牛受精卵移植（ET）の普及・
定着を推進、家保は野外のET技術の普及
に深く関わる。今年度、県は家畜体内受
精卵移植講習会を開催、新たな受精卵移
植師を養成、また開業獣医師もETに参入
したため、移植頭数が増加。今年度飛躍
的に増加したETの現状と、今後の動向把
握のため、管内酪農家に意識調査を実施。
9割の農家がETを希望し、年間移植希望
頭数は280頭。家畜改良に対する意欲も
強く農家採卵の希望も多い。しかし今年
度の現状から、受精卵の不足、受精卵移
植師の経験不足、農家のET産子哺育育成
技術の習得が課題。今後家保は、関係機
関と連携し、受精卵の供給体制について
検討し、適切な供給体制を整備、また、
受精卵確保の手段として農家採卵も実
施、民間技術者に対してはET技術等を支
援。家保はET業務全般の支援機関として
円滑なET推進を目指す。

251 移動放牧における衛生対策とカウベ
ルトの郷づくり：富山県東部家保 先名
雅実、竹島由実子

農村景観保全と畜産経営の低コスト化
を目的に、平成14年から県内で移動放牧
が年々増加。本年度からは地域組織に放
牧用の妊娠繁殖和牛を貸し出し、カウベ
ルト（牛の放牧帯）を設置する「カウベ
ルトの郷づくり事業」が開始。家保は衛
生対策を主に担当。牛白血病抗体陽性牛
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は放牧の禁止。ピロプラズマ病予防に外
部寄生虫忌避剤塗布。肝蛭症には定期的
な検査と駆虫を実施。「カウベルトの郷
づくり事業」では、脱柵事故防止対策な
ど地域の安全確保対策を実施。結果、放
牧事故や疾病の発生も無く無事に終牧。
カウベルトの設置により農村景観の保全
や獣害防止効果を確認。地域の活性化に
もつながり、畜産の持つ多面的な機能を
発揚。今後の移動放牧、カウベルトの普
及拡大を目指す。

252 疾病対策を目的とした飼槽改修にお
けるレジンコンクリートの活用：富山県
西部家保 宮本剛志、長坂訓

劣化した飼槽には病原体が定着しやす
くなるため、飼槽状態は家畜の衛生管理
上重要。そこで、疾病対策の観点から管
内酪農家26戸の飼槽の状況と意識につい
て調査。その結果、施工から20年以上経
過し劣化した飼槽が半数。各農家は衛生
と作業効率の面から改修が必要と認識し
ているが、搾乳作業への影響から実施し
ていないことが判明。同時に、牛サルモ
ネラ症が発生した2酪農家で、飼槽が感
染源の一つと考えられたためレジンコン
クリート（レジコン）による飼槽改修を
実施し、効果的な飼槽改修方法について
検討。レジコンによる施工は朝の給餌後
に開始して夕方の給餌前に完了、搾乳サ
イクルに支障なし。両農家とも改修後は
飼槽表面が平滑になり残飼の除去が容易
になるとともに、水はけが良くなり水洗
消毒の労力が大幅に軽減。酪農家では施
工期間が短く清掃消毒が容易なレジコン
による飼槽改修が有効。

253 肉牛経営の収益性を確保するための
損益分岐についての検討：福井県家保
河合隆一郎、二本木俊英
子牛の販売価格が収益性に関係する肉

牛経営での指導の参考とするため、子牛
での販売か一貫肥育か等の損益分岐点を
試算。前提条件は飼料費は繁殖供用期50
0円／日、哺育・育成期150-400円／日、
肥育期350-600円／日、販売額は去勢子
牛527千円、めす子牛437千円、去勢肥育
922千円、めす肥育697千円、出荷は子牛
9ヵ月齢、去勢肥育29ヶ月齢、めす肥育3
1ヶ月齢、分娩間隔は404日、繁殖牛の平
均産歴は6産とし試算。結果、子牛での
販売か一貫肥育かの分岐は去勢子牛481
千円、めす子牛398千円と判明。また交
雑種を仮り腹としたET双子生産時の所得
は月額14,000円／頭で、人工授精での単
子生産よりも有利性が判明。これらを肉
牛経営指導に反映し、和牛繁殖農家でET
双子生産を実施した結果、18頭の受胎牛
から11組の双子を生産し所得向上に寄

与。

254 若狭子牛受精卵産子の市場出荷に向
けて:福井県家保 小林崇之、山崎俊雄

若狭牛ET産子の市場出荷による増収を
めざすため、2戸の酪農家において飼養
頭数の1/3の受胎、受胎率40％以上の確
保、出荷時日齢体重1.0kg/日を目標に指
導。Ａ農家（40頭）とＢ農家（22頭）に
対し、確実な牛の観察、定期繁殖検診時
の早期対応を指導。受胎率向上を図るた
め、凍結方法を変更し、簡易スコープに
よる融解時の胚の生存確認を慣行。育成
牛は、初乳の確実な給与と適正な飼料給
与を重点として飼養管理を指導。結果、
Ａ農家は15頭受胎し受胎率41.7％、Ｂ農
家は8頭受胎し受胎率57.1％、ともに1/3
の受胎頭数を確保。両農家とも市場出荷
時日齢体重1.0kg/日を上回り、市場販売
価格はＡ農家で去勢404千円・雌478千
円、Ｂ農家で雌453千円・雌446千円。農
家の関心を高め積極的な姿勢を引き出し
て移植頭数を増やすことができ、受卵牛
の繁殖管理ならびに移植技術の改善によ
り受胎率の向上と生産子牛の増頭が図ら
れた。

255 フリーストール牛舎での受胎率向上
を目指した腟内留置型プロゲステロン製
剤(CIDR)活用法の検討：福井県家保 山
崎俊雄、小林崇之

管内のフリーストール牛舎(多頭飼育)
で発情の見落としにより受胎率が低下。
受胎率向上のため2戸[A牧場(87頭飼養):
牛群受胎率46.0%、B牧場(54頭飼養):牛
群受胎率20.4%]のフリーストール牛舎で
CIDRを用い、定時人工授精(AI)を行い、
受胎成績を検討。供試牛(A牧場:14頭、B
牧場:20頭)に、試験開始時(0日目)にGnR
H 100μg投与とCIDR挿入、6日目にCIDR
抜去とPGF2α500μg投与、7日目にE2 2mg
投与、8日目にAI実施。AI時に粘液性状
を目視で観察し、妊娠鑑定は36～43日で
実施。A牧場で6/14頭受胎、牛群受胎率5
6.0%、B牧場で9/20頭受胎、牛群受胎率3
8.9%と向上。供試牛のAI時の粘液性状は
A農家で白濁粘液、B農家で無色透明粘液
を排出する牛が多く見られたが、受胎成
績には大差なし。フリーストール牛舎で
のCIDR活用は牛の状態によらずAIが計画
的にでき、良好な受胎成績が得られ、牛
群の発情発見への管理者の意識向上につ
ながる。

256 耕作放棄地への肉用牛の放牧：山梨
県西部家保 増澤明久、鎌田健義

管内Ｎ市より耕作放棄地に係る情報提
供。当該耕作放棄地への肉用牛の放牧へ
向け、県酪農試験場と現地調査。放牧可
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能であることを確認後、地権者を集めた
説明会で地域の理解を得た。既設の獣害
防止用の電気牧柵つき金網フェンスを活
用しながら、設置・移動が容易なポリワ
イヤーによる電気牧柵を併用。既存の繁
殖農家から牛２頭の提供を受け放牧。放
牧面積は30aから開始し、130aまで徐々
に面積を拡大。施設費は放牧面積が大き
くなるほど低減化。次年度以降の放牧に
向け、県草地協会の協力を受け牧草の種
を播種。各種団体の現地研修・個人に当
該放牧地を紹介した結果、Ｍ市の市民が
自己の耕作放棄地に放牧を希望。当該放
牧地の牛をＭ市の耕作放棄地へ貸し出し
た。放牧により１頭あたり年間約７万円
の飼料費削減が可能であることから、今
後も新たな事例を掘り起こし、本取り組
みが繁殖肉用牛飼養農家育成の一方策と
なるよう、関係各機関の連携協力の下、
推進していく。

257 耕作放棄地における繁殖肉用牛放牧
の推進：山梨県東部家保 金高弘志、輿
水佳哉

耕作放棄地における放牧を推進するた
め、当家保が事務局となり、農務事務所、
酪農試験場、畜産試験場普及科等を構成
員とした東部地区放牧研究会を立ち上げ
た。市農業委員会の協力により、放牧可
能な耕作放棄地のリストアップ、放牧地
の選定、放牧に至るまでのスケジュール
等を検討した後、管内農家が耕作放棄地
で、繁殖肉用牛を放牧し実証展示。実施
農家は放牧経験がないため、当研究会で
放牧馴致、簡易牧柵の設置、繁殖肉用牛
購入等の技術的支援を実施。また、放牧
中に管内市町村担当者を対象に現地研修
会を実施し耕作放棄地での繁殖肉用牛の
放牧をＰＲ。今回は、短期間の放牧であ
ったが、耕作放棄地の除草については、
十分成果が得られた。来年度は市農業委
員会が作成した耕作放棄地マップを活用
し、春先から放牧を開始し、より広い耕
作放棄地への放牧を実施する予定。また、
他地域にも、モデル牧場を設置し、実証
展示をする予定。

258 繁殖性向上に係る取り組み：長野家
畜保健衛生所 小林千恵

畜産農家の減少・点在化が進むなか、
農協の畜産指導体制も変わり、平成18年
4月、広域で畜産を専門に指導する「北
信畜産酪農センター」（以下「センター」）
が設置された。今回、センターの人工授
精（以下「ＡＩ」）、受精卵移植（以下「Ｅ
Ｔ」）等の生産業務に連携して、家畜保
健衛生所の繁殖性向上対策事業により、
公共牧場で受胎頭数増やＡＩ・ＥＴの効
率化を図るため、同期化処理による定時

ＡＩ・ＥＴの実施と、超音波診断装置を
利用した早期妊娠診断を実施した。また、
技術者の繁殖技術のレベル向上を図る研
修会を２回実施した。平成18年、19年の
牧場での受胎率は安定してきたが、更な
る繁殖性向上のため、①農家の繁殖牛の
飼養管理に対する意識改革、②きめ細か
な対応と安定した技術レベルを持った技
術者の確保、③超音波診断装置を用いた
妊娠鑑定技術の向上が必要と思われた。

259 第9回全国和牛能力共進会鳥取大会
に向けた肉牛の部の出品対策について：
岐阜県飛騨家保 松野弘、奥田一茂

平成16年9月第9回全共出品対策委員会
設立。交配種雄牛を白清85の3（S）（第7
・9区）、飛騨白真弓（H）（第8区）に決
定。平成17年1月、県下全域で繁殖農家
・関係機関の熱心な取組とET活用により
S669頭、H289頭の交配。10月12日～11月
15日生まれの雄子牛をS155頭、H67頭確
保。肥育候補者は地域推薦で14名を選抜。
候補牛は平成18年1月の巡回調査、4月の
集合調査によりS79頭、H39頭を選抜。5
月24日肥育素牛斡旋会、S73頭を8名、H3
7頭を5名の候補者が購買。同日Vit.A測
定等血液検査。以後5回の調査時に体重
測定、超音波診断、DNA解析等併せて実
施。結果は7回実施した巡回指導時に説
明、出品牛選抜の指標としても活用。平
成19年8月22日最終選考会は集合審査。
県代表牛の成績は第7区優等賞2席、肥育
の部1位、肉質賞。第8区優等賞3席、脂
肪交雑賞。第9区1等賞、オレイン酸含量
5位。内閣総理大臣賞に序された岐阜全
共と同等の好成績を得た。

260 和牛の大規模農場における哺育・育
成指導：岐阜県飛騨家保 平尾一平、藤
野晃司

市場出荷子牛の発育遅延が見られた和
牛大規模農場で調査の結果、1.管理者が
多頭飼育未経験、2.指導者の不在、3.人
工哺育の知識不足、4.育成期の管理失宜
が問題点と判明。そこで管理者の基礎知
識向上を図り、生産目標を市場出荷日齢
270日以下、出荷時の体重／日齢（日齢
体重）を去勢1.0以上、雌0.9以上に設定。
その後哺育期と育成期の発育ステージ別
管理、疾病予防対策を指導。また、下痢
をさせず90日齢でスターターを2.5～3㎏
給与するためのマニュアルを考案し、指
導。90日齢以下子牛の疾病発生状況の指
導前後の比較では、腸炎の頻発と、反復
治療を要する状況から、治療頭数・回数
とも激減し、軽症化。結果、指導前後の
子牛市場成績の比較では、平均出荷日齢
273.6日から266.8日、日齢体重は去勢で
平均0.82から1.0、雌で平均0.75から0.9
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3となり目標達成。推定増収額は去勢7頭、
雌9頭の計16頭で約143万円に対し、牛呼
吸器病症候群、下痢予防のため新たに要
した経費は約10.6万円。

261 乾乳期における乳房炎早期発見方法
の検討：静岡県西部家保 河村恵美子、
湯山祐子

乾乳期における乳房炎の早期発見方法
を検討するため、酪農家6戸13頭につい
て、乾乳前･分娩直前･分娩直後の血液お
よび乳汁を採取、乳清及び血清中ラクト
フェリン濃度(Lf)の測定、CMT変法(PLテ
スト)、分娩直前乳汁の性状検査を実施。
乳清中Lfは、乳房炎未発症牛群で、乾乳
前及び分娩後は低値。一方、乾乳前にPL
テスト陰性であったが、分娩直後に陽転
した群では、乾乳前に既に乳清中Lfの高
値を示す傾向有り。血清中Lfには傾向無
し。また、分娩直前の乳汁性状検査では、
アメ状を示した分房は、分娩後乳汁のPL
テストで85%が陰性。一方、異常な性状
を示した分房は、65%で++以上の陽性。
以上のことから、乾乳直前にLfが高い牛、
分娩直前乳汁性状が異常な牛では、分娩
後に乳房炎を発症する可能性が高く、乾
乳前のLf測定および分娩直前の乳汁性状
検査は、分娩後の乳房炎の早期発見方法
として有用であることが示唆された。

262 子牛の下痢による死亡事故低減対策
：静岡県東部家保 道越小雪、森比佐子

平成18年11月～平成19年5月、管内A酪
農家で子牛の下痢が多発し9頭死亡。死
亡率6.9%、死亡子牛の75.0%は2週齢以内
に死亡。病性鑑定として、①下痢便の細
菌、ウイルス、寄生虫検査、②BVD-MD全
頭検査、③移行免疫検査(初乳給与方法
確認、初乳･子牛血清中IgG1濃度測定）、
④飼養衛生管理点検を実施した結果、ロ
タウイルス(RV)と細菌等の混合感染、必
要抗体の付与不足、病原体侵入・まん延
防止策不備が複合関与の可能性。対策と
して、①母牛へ下痢5種混合ワクチン接
種、②初乳・血乳対策(正常初乳の凍結
利用、ミクロミネラル・ビタミン給与)、
③飼養管理の改善(哺乳バケツの塩素剤
消毒･乳石除去、哺乳牛舎ペンを板パネ
ルで仕切り石灰乳塗布、踏み込み消毒槽
設置)を指導。平成19年11月、子牛23頭
中12頭(1～94日齢)に下痢が発生し、下
痢便6/7検体からRVを検出したが、全頭
回復し子牛の死亡事故なし。育成牛の県
外預託等により、今後もRV侵入の危険性
があるため継続指導を実施。

263 一酪農家における牛舎改造効果の検
証：滋賀県家保北西部支所 富澤 泰

牛の快適性（カウコンフォート）の重

要性が注目されて久しい。つなぎ飼い牛
舎では、牛を繋留した状態での牛床、飼
槽、給水施設等の改善は、困難を伴うた
め牛舎改造を躊躇しがちである。当所で
は定期の農家指導等で継続的に牛舎改造
の必要性を説明してきた。一対尻式酪農
家で取り組んだ牛舎改造の経緯とその効
果の検証した。当場は成牛20頭、育成牛
5頭を繋養。平成14および16年の夏季に
成牛4頭ならびに5頭が斃死。高齢牛、分
娩後の牛が主で暑熱ストレスが大きな要
因と考えられた。15年に給水タンク新設、
太い給水管に改修、16年より飼槽の床上
げ、ステン板の施工を行うとともに、分
娩後飼養管理改善を実施。17年始めより
牛床に厚いゴムマットを施工し、夏まで
に送風機ならびに冷却用ミストを新設し
た。結果、17年以降夏季の死廃事故はな
くなり、年間の総出荷乳量も18年には前
５年間の平均に比べ20％増加した。

264 地域を挙げた牛乳プラント存続への
新規就農総合支援の中で果たした家畜保
健衛生所の専門的役割：京都府南丹家
保、上羽智恵美、藤野日出海
【総合支援】府内最山間地域で昭和30年
代酪農が新興。その後過疎化、高齢化で
戸数・頭数激減。地域牛乳プラント存続
を賭け就農者確保。就農者は若く、就農
の成功には種々の多面的な総合支援が必
要である中、当所は営農指導まで一歩踏
み込み、牛舎設計から繁殖に至るまで途
切れず専門的役割を発揮し成功に導い
た。【問題発生と対応】実際に牛を導入、
就農を実践していく過程で想定を越えた
問題が発生。①分娩ローテーションの破
綻と分娩前漏乳多発に分娩事故、②環境
性乳房炎多発、③子牛育成事故、④繁殖
成績低迷に対し、当所は乳汁検査や繁殖
指導等で頻回立入、集中指導を行い、総
合支援体制を活用し協力して諸問題を克
服。現在、成牛52頭、後継牛18頭確保、
年間搾乳量9,200kg／頭、良質生乳生産
を堅持し経営を軌道に乗せる。【まとめ】
新規就農成功モデルとして、この就農に
は一歩踏み込んだ家保の役割が必要不可
欠であった。今後、地域の中核的酪農家
として育てるため支援を続行。

265 高品質ブランド京都肉の安定生産に
向けた血液成分の指標づくり：京都府南
丹家保 山内 幸、岩本尚史

全国トップレベルの枝肉成績を誇る黒
毛和種肥育農家の肥育全期の血液成分を
分析、京都肉安定生産に向けた指標づく
りを試みた。前期(10～14か月齢)･中期(1
5～21)･後期(22～31出荷)の飼料プログ
ラムで中期はビタミンA(V.A)制限給与。
死亡率0.5%、盲目発生率2%の牛群の内、
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去勢牛15頭の14・18・22・26・30か月齢時のV.
A、TP、Alb、Glu、BUN、CRE、T-Cho、Ca、
P、Mg、GOT、γ-GTPを枝肉成績BMS5以上
と4以下で比較。BMS5以上はV.Aは中期に
急激に低下し5か月間低値維持、後期に
上昇。GluはBMS4以下より高値で推移。B
UNは安定推移。T-Choは漸増推移。他項
目で差は認めず、炎症反応無く肝機能正
常。以上から、V.Aは中期に50IU/dlまで
急激に低下し5か月間維持、後期に60IU/
dlまで上昇。Gluは70～80mg/dl、BUNは1
3～15mg/dlで安定推移。T-Choは150から
180mg/dlに漸増推移を指標とし、4点(14
・18・26・33か月齢時)、4項目(V.A、Glu、B
UN、T-cho)を測定、飼養改善し当該農場
でも更に枝肉成績が向上。

266 生産拡大事業参加農家における肥育
成績に影響を及ぼす要因の分析：島根県
家畜病鑑室 森脇俊輔、安部茂樹

生産拡大事業参加農家９戸において、
H15年からH17年の導入牛約1,800頭の肥
育成績を分析。結果、３年間の年間BMS.
No平均値が５以上の優良農場２戸の飼養
形態は、パドック当たりの繋養頭数が３
頭以下で他農場に比べ低値。また、H15
年の同一血統産子の導入時日齢体重と11
から16カ月齢における血液VA低下速度
は、それぞれ1.13±0.1kg/日と15.4±1.
8IU/dl/月で、同様にH17年は約1.11±0.
1kg/日と14.4±0.5IU/dl/月であり、調
査期間中の顕著な変動を認めず。一方、
BMS.Noの年間平均値がH15年時に比べ急
激に低下し３以下となった４戸は、H15
年の同一血統産子の導入時日齢体重と血
液VA低下速度は、1.10±0.1kg/日と14.3
±2.4IU/dl/月で、同様にH17年は1.06±
0.1kg/日と10.6±1.7IU/dl/月であり、
導入時日齢体重の低下と給与飼料に起因
した血液VA低下速度の遅延を確認。安定
かつ高品質な肉質生産のためには、斉一
性のとれた肥育素牛の導入と適切なVAコ
ントロールが重要。

267 管内の和牛人工哺育指導：高梁家畜
保健衛生所 山内章江、平野充生

近年、酪農家でＥＴによる和牛生産が
増加し、和牛農家では繁殖成績の向上や
子牛の疾病対策として超早期母子分離法
が盛んとなり、和牛の人工哺育はますま
す重要となっている。管内の和牛人工哺
育実践農家は、和牛繁殖13戸(5.7%)、一
貫3戸(42.9%)、酪農9戸(31.0%)であり、
哺育管理と発育状況について調査を実施
した。良好で安定した発育の農家では、
哺育期の下痢対策等の工夫がみられ、給
与期間に差があるものの代用乳の給与総
量は約50kgであった。一方、新設でスタ
ッフが不慣れな繁殖農場では、哺育期の

下痢や代用乳給与量の不足などによる発
育遅延が顕著であった。そこで、家畜保
健衛生所と関係機関が連携して、発育測
定と衛生管理指導を実施し、さらに、妊
娠末期の母牛の栄養改善と「岡山和牛子
牛人工哺育マニュアル」に準じた哺育プ
ログラムに変更したところ、90日齢推定
体重で雄7.4kg増、雌15.4kg増となり、
哺育期の発育が改善された。

268 ミルカー装着タイミングの検証とそ
の効果：津山家畜保健衛生所 濱下香那
子、有安亮代

搾乳時、乳頭刺激後約１分から１分半
で泌乳が開始され、このタイミングでミ
ルカーを装着すると効率よく搾乳ができ
るといわれている。今回、このタイミン
グが実際にどの程度影響を与えるのか
を、管内酪農家の協力を得て検証した。
対象農家は９６頭飼養で、パーラーの１
２頭搾り。１回目の調査時には、前搾り
およびミルカー装着は３頭ごとで、装着
のタイミングにはばらつきがあり、装着
までの時間の平均は２分半であった。１
頭あたりの搾乳時間も長く、途中で足を
振る牛も多く見られた。前搾りおよび装
着を２頭ごとに変更した結果、装着まで
の平均時間は１分半に短縮し、１頭あた
りの平均搾乳時間も短縮した。また、搾
乳開始直後の泌乳量も増加した。この結
果から、他の農家に対しても説得力のあ
る指導が可能になった。また、この農家
は地域の中心的な役割を担っており、モ
デル農家として位置づけることにより、
今後地域全体の乳質に対する意識向上が
期待できる。

269 岡山県における今後の受精卵移植実
施体制の検討：岡山家畜保健衛生所 篠
田剛

岡山県がフィールドでの技術普及を目
的に受精卵移植（以下ＥＴ）事業を開始
して約２５年が過ぎ、肉用牛及び乳用牛
の改良増殖や農家の生産性向上を図る上
で必須の技術として定着してきた。した
がって、農家の生産性向上を目的とした
移植は、民間ベースで実施されるべきで
あるが、民間のＥＴを行う体制が整って
いないこと、農家のＥＴに対する経済的
意識が低いこと等の問題がある。そこで、
県では平成１６年度よりＥＴ実施体制検
討部会を立ち上げ、今後の実施体制を検
討。その結果、民間のＥＴ実施体制が整
うまでは県が手数料化して事業を継続す
べきとの意見が多数。さらに、平成１９
年度には県の手数料化等についてのアン
ケートを民間のＥＴ師及び関係農家等へ
実施した結果、民間のＥＴ師の７６％が
県の手数料化について賛成と回答。した
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がって、岡山県における今後のＥＴ実施
体制は、まだ検討すべき点が多々あるが、
民間の体制が整うまで手数料化して事業
を継続することが妥当であると考えられ
た。

270 「誰でも高受胎率」を目指して～カ
テーテル型移植器の可能性と課題～：津
山家畜保健衛生所 黒岩力也、小田亘

現在、飼料費の高騰や乳価の低迷等か
ら、受精卵移植による和牛生産に取り組
む酪農家が増加している。このニーズに
応えるためには、移植技術者の養成･確
保とともに技術の高位平準化が喫緊の課
題である。今回、従来型移植器とは構造
の異なるカテーテル型移植器を使用し移
植成績等を検討した結果、従来型よりも
子宮深部への移植が容易であり、受胎率
も改善された。一方で寒冷期に受胎率の
低下傾向がみられるなどの課題もあっ
た。これら課題への対策を検討する必要
があるが、カテーテル型移植器は深部移
植の容易な移植器であり、受胎率改善も
期待できることから移植器の選択肢の一
つとしての価値があると思われた。

271 「１年１産１採卵」技術の現場での
応用: 岡 山 家 畜 保 健 衛 生 所 有 安
則 夫

近年、和牛卵の移植希望が多く、需要
に供給が追いつかないのが現状である。
一方、採卵は空胎期間の延長となり、和
牛繁殖農家から敬遠され、和牛卵の確保
が困難となっている。そこで、分娩直後
の生理的空胎期間に１回採卵を実施し、
さらに１年１産のサイクルを崩すことな
く分娩させることを目的として試験を実
施。供試牛の黒毛和種４頭は、６月～７
月に分娩し、同年８月～９月にかけて採
卵を実施。受精卵については随時移植を
行う一方、供卵牛については発情回帰後
にオブシンク法に基づくプログラムで定
時授精を行った。４頭の採卵成績は、総
採卵数４３卵、正常卵数３５卵であり、
２８卵移植を行ったところ９頭で受胎を
確認。また、供試牛の内３頭は１回の人
工授精で、残る１頭も２回目の授精で受
胎し、全供試牛について分娩間隔はほぼ
１年以内であった。今回の試みは、この
技術の有用性を示唆するものであり、今
後さらに取り組むとともに、採取した受
精卵を有効に活用し効率的な和牛増頭に
寄与したい。

272 フリーストール農場での牛床への堆
肥の再利用方法：広島県東広島家保 清
水 和、山中文子

堆肥を牛床に利用しているフリースト
ール農場で、甚急性乳房炎が増加。敷料

を調査し、堆肥の適切な利用方法につい
て検討。１細菌検査：完成堆肥は分離陰
性。しかし、オガクズ106個/g（3%石灰
添加後103個/g）、牛床2.5～6.5×106個/g
の大腸菌群を分離、大腸菌性乳房炎発生
の危険性の高さが示唆。２敷料材料の水
分含量測定：容積重による推定法及び加
熱乾燥水分測定法で牛ふん63%、完成堆
肥57.7～64.0%、オガクズ18%（石灰添加
後36.8%）。３消石灰添加試験：オガクズ
に3%添加後、30min、3hr、6hr、1日、3
日、1週間、2週間室温保存、大腸菌群数
を測定。添加前オガクズから大腸菌群10
6個/g分離、添加30min後に分離陰性、2
週間目まで未検出。野外で再現するには、
保管時に水分や有機物が混入しないよう
留意。牛床での細菌増殖防止のため、堆
肥利用時の水分含量抑制が最大の課題。
40%以下にするよう指導したが，副資材
のみでは難しく，水分調整方法に課題が
残った。

273 ET実施酪農家における高品質初乳の
給与指導への取り組み：広島県芸北家保

岡峰友恵、保本朋宏
高品質初乳の確保・給与方法を検討。

黒毛和種ET実施酪農家8戸を対象に約2日
齢のET子牛血清（子牛血清）18検体及び
凍結初乳（初乳）30検体の免疫グロブリ
ンG1（IgG1）を一元放射免疫拡散法によ
り測定。子牛血清TP値を蛋白屈折計、初
乳Brix値をデジタル糖度計により測定。
子牛血清IgG1値23.3±11.5mg/ml。血清I
gG1値10mg/ml未満の子牛3頭の内、死亡
の2頭は初乳摂取量不足、発育不良の1頭
は初乳製剤の給与量不足が原因と推察。
初乳IgG1値は68.9±35.7mg/ml。初乳30
検体中11検体が60mg/ml未満でET子牛給
与には不適と考えた。子牛血清IgG1値と
TP値及び初乳IgG1値とBrix値はｒ=0.95、
0.9と高い相関。血清TP値は血清IgG1値、
Brix値は初乳IgG1値の推定方法として活
用可能。TP値5.0g/dl以上を初乳摂取状
況良好、Brix値20%以上を高品質初乳の
基準とした。乳牛と和牛子牛の品種差の
認識や給与量の注意等、農家個別の哺育
育成指導及び研修会を開催、啓発した結
果、酪農家の和牛飼育に対する意欲向上
が図られた。

274 耕作放棄地対策としての山口型放牧
の推進：山口県西部家保 森重大作・阪
田昭次

平成14年度からの耕作放棄地対策とし
ての山口型放牧（放牧）推進状況。単県
事業等を活用し、個々の耕種農家と連携
した耕作放棄地での放牧を推進。19年度
は広く放牧を周知するため、各和牛生産
組合研修会等で事例紹介を実施。K町は1
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8年度まで放牧未実施地域であったため、
新規就農農家である一貫農家および繁殖
農家の計2戸を重点指導農家とし、放牧
の実施を誘導。T町では農業生産法人と
集落、K町では重点指導農家２戸と集落
との放牧牛レンタル体制を整備。S市で
はやまぐち農林振興公社、土地改良区と
連携し、実証展示放牧を開始。その結果、
19年度には新規に3戸の農家が放牧を開
始。うち2戸の農家により、S市1カ所（5
4a）、K町6カ所（240a）で新規に放牧を
開始。放牧牛レンタル体制を活用した集
落での耕作放棄地における放牧の取組
は、3集落計184aで実施。管内の耕作放
棄地における放牧実施面積は、14年度か
ら19年11月末まで81a、851a、973a、1,1
54a、1,355a、1,682aと年々増加。

275 和牛低ランク胚の有効活用体制の確
立：徳島県吉野川家保 笠井裕明 近
藤正治

付加価値の高い和牛胚の確保から、
生産されたET産子の販売に至るまでの一
環指導を実施。胚の確保は民間採卵農場
に対し低ﾗﾝｸ胚の供給を要請するととも
に畜産研究所において、施設の利用を申
請、胚の回復培養及び一部について凍結
保存を実施。回復した胚を管内広域にわ
たり移植、生産産子については分娩当日
離乳し人工哺育及び生後3ヶ月齢以上で
の競り販売を指導。その結果、平成18年
度は、延べ230個の低ﾗﾝｸ胚を培養、85個
を乳牛または交雑種に移植、受胎率41.7
%、子牛生産頭数23頭、妊娠継続中6頭、
流産2頭、早死産2頭、母牛廃用2頭。販
売された産子19頭の平均日齢106.8日、
体重118.9kg、価格377,000円。今後の指
導は、移植農家での高品質雌牛(つる)の
保留、採卵ｸﾞﾙｰﾌﾟ化による胚の地産地消、
技術的には一年一産一採卵の推奨、受精
卵移植師による生産農場での低ﾗﾝｸ胚回
復培養技術を確立し民間主導のET産子生
産体制の構築を図る。

276 食品製造粕を利用する酪農家での飼
養管理改善の取組：愛媛県中央家保 戸
田克史

トウフ粕及びミリン粕（以下粕類）由
来の蛋白質過剰給与により繁殖成績が低
下した酪農家において関係機関が連携し
飼養管理改善を行った。当該酪農家は搾
乳牛25頭を分離給与で飼養し、人工授精
は家畜診療所、県酪連及び農場主が行い、
調査開始時（2007年1月）の牛群検定の
経産牛1頭当り平均乳量（以下平均乳量）
は10,307kgであった。牛乳の尿素濃度（以
下MUN）は適正値上限とされる16mg/dlを
超える牛が搾乳牛の42％みられ、1回の
給餌で供給する蛋白質量が多いこと、粕

類の給与量が飼料設計より多いことが原
因と考えられため、給与回数を1日2回か
ら4回に変更し、併せて大豆粕を用いて
蛋白質の給与量を調整しやすい給与方法
に変更した。増加した作業量は除糞等を
機械化して低減した。その結果、MUNは
適正値の範囲になり、分娩後120日以上
不受胎の牛の割合は1月の61.9％から1年
後の12月には36.4％に減少した。10月の
平均乳量は10,275kgであった。

277 牛受精卵移植を用いた乳肉複合経営
への転換：中央家保 野村泰弘

昨今の肉用牛経営において農家の高齢
化や後継者不足が要因となり、農家戸数
及び飼養頭数が減少傾向にある。また、
酪農業においても乳雄及びF1産子価格の
低迷による副産物所得の減少がある。そ
こで、牛受精卵移植(ET)を用いた肉用牛
生産にて、これらの問題への対策を実施
したので報告する。畜試が試験配布する
土佐褐毛牛体外受精卵を用いて7戸の酪
農家に移植。移植成績は、21頭中、受胎
10頭、不受胎5頭、未確認6頭、受胎率66.
7%。分娩後の産子の取扱として、2戸の
農家が自家保留し肉用牛繁殖へ、残りの
5戸は子牛販売を考えている。今回、肉
用牛繁殖への乳肉複合経営を考えている
農家では、すでにレンタル肉用牛での試
験放牧も実施。子牛販売スタイルの農家
では、過去5年間の販売成績が県単事業
等の効果もあり1ヶ月齢子牛としては高
額取引。よって、借り腹牛を用いたETに
よる乳肉複合経営への転換が、肉用牛増
頭への一助となることが示唆された。

278 酪農婦人部を中心とした生乳中体細
胞の低減化対策：西部家保 岡野秀樹、
中西慶太

酪農経営では、飼料価格の高騰をはじ
め乳質基準の強化等、過去にない所得率
の低下を招いている。これを受けて地域
酪農婦人部では、搾乳方法の改善や乳房
炎予防等、生乳中体細胞の低減化対策を
実施。その結果、搾乳方法が一部農家で
改善。生乳中体細胞は、地域全体として
際立った改善には至らないまでも一部農
家で低位安定の傾向。今後は、改善に対
する地域酪農家の意識統一と改善した搾
乳方法の継続が課題。

279 我が国初のＨＡＣＣＰ農場認証への
取組：福岡県中央家保 小島雄次、黨征
志郎

大規模肉用牛肥育農場が我が国初のHA
CCP農場認証取得へ向けて取組。取組開
始時は消費者の食に対する不安感が高ま
っており、生産衛生管理体制整備事業に
より本農場では安心・安全な食肉を消費
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者に提供したいとの考えるに至り、関係
者と共に、HACCP農場認証への取組を開
始。農場の概要は肉用牛約4,000頭、従
業員22名の大規模農場。HACCPはコーデ
ックス委員会が示した基準に準じて実
施。成果は家保の指導により、危害因子
を「注射針の牛体への残留」および「抗
生物質の残留」と決定し、衛生管理体制
を確立。また、教育プログラム、法令遵
守、代謝プロファイルテストの実施によ
って家畜の健康管理の検証方法等を確
立。第2者（利害関係者）検証の実施に
より、関東地方の消費者団体の信頼が得
られ、ブランドが定着し、価格が安定。
本農場は今後、本年度中にはHACCP農場
の認証を得る予定。HACCP農場維持のた
め専門職員の養成が望まれる。

280 ふくおか型和牛放牧事業の実証と定
着化の取り組み：福岡県両筑家保 緒方
雅彦、金子和典

中山間地の葡萄・柿園・水田耕作放棄
地有効利用のため、H18から県によるふ
くおか型和牛放牧事業の開始に伴い、U
市ではH18に繁殖和牛4頭、H19に繁殖和
牛、肥育牛各2頭を用い、和牛放牧事業
を実施。県関係機関は連携し、農林事務
所は連絡・調整、農業総合試験場は植性
調査・飼料計算、農業改良普及センター
は飼養管理、家保は水質調査・衛生指導
を担当。水質調査はpH、COD、T-N、T-P
等を、衛生指導はワクチン推進、衛生検
査、代謝プロファイル検査(MPT)を実施
し、講習会・検討会を4回開催。水質調
査は放牧前後とも正常範囲。衛生指導で
は異常産、炭疽ワクチンを接種。牛白血
病抗体検査及びピロプラズマ検査は陰
性。コクシジウムは2頭に軽度感染。MPT
ではGlu、T-choとも正常範囲。TPは放牧
1カ月後に1頭が5.6g/dlと低値。効果と
して、景観保全と市民の癒し、有害鳥獣
の被害減少、放牧地提供希望者の増加。
疾病・事故等なく、今後U市では放牧事
業を拡大。

281 牛受精卵移植における地域採卵推進
の取組み：宮崎県都城家保 赤塚裕人
松﨑誠治内山伸二 黒木幹也

牛の受精卵移植に対する生産者の関心
が非常に高まる中、管内一地域において、
採卵未経験の開業獣医師を新たに採卵技
術者として迎え、生産者、授精師、農協、
役場、畜産試験場、都城家保が組織的に
支援する体制を構築した。 当該獣医師
の技術研鑽の場を積極的に確保し、技術
研修、実地指導を行った結果、平成18年
10月から平成19年11月までに16頭を採卵
し、前半と後半の比較で、回収卵数が2.
5個から9.1個、正常胚数が1.6個から8.0

個、正常胚率が65.0％から87.7％となり、
一定の技術向上を達成した。また、関係
者が一致協力したことにより、地域採卵
の軌道化に成功した。一方、管内生産者
の受精卵移植の要望は、急増しているに
も関わらず、採卵技術を有する獣医師数
は依然不足している。今後、国の産業動
物診療獣医師の需給対策、県の獣医療提
供体制整備基本計画の策定等と併せ、引
き続き、農家のニーズに応えられる獣医
師の育成及び確保への取り組みが必要で
ある。

282 肉用牛青年グループへの巡回指導：
宮崎県延岡家保 竹内真弓、有田章一

東臼杵北部地域の肉用牛繁殖農家の生
産性の向上、経営の安定化を図るため、
10代から30代の肉用牛繁殖農家を５名選
定し、肉用牛青年グループとして巡回指
導を実施。平成17年9月から２年間毎月1
回定期的に超音波画像診断装置を用いた
早期妊娠鑑定と繁殖検診、子牛の体重、
体高等を測定。年数回繁殖・飼養管理技
術の研修会を実施。巡回２年目でグルー
プ全体の飼養頭数は85頭と10.4頭の増
頭、平均分娩間隔は407.3日、平均最終
種付け日数は107.7日とそれぞれ29日、1
5日短縮。子牛の生産率は85.9%で8.5%向
上。指導の結果、飼養管理技術の習得、
経営意識の向上が図れ、繁殖成績の改善
と生産性の向上が実現。今後も関係機関
と協力し、さらに繁殖改善、子牛育成技
術の向上を図り、安定して肉用牛繁殖経
営を行えるようサポートしていく。

2 8 3 伊 江 村 に お け る 体 内 受 精 卵 移 植
(ET)事業：沖縄県北部家保 具志尚子、
千葉好夫

平成 7 年、村内における肉用牛の改良
・増殖を推進し、優良繁殖雌牛生産によ
る経営安定を目的とした ET 事業を開始
し、肉用牛の改良基盤強化を行った。現
在 ET 組合員数は、畜産農家の約 9 割を
占める。ET 事業は比較的低価格であっ
たため、平成 12 年以降急速に普及し、
多いときには 138 頭 /年採卵を行い現在で
は年間約 60 頭が行われ、移植は 1,052 頭 /
年を最高に年間約 500 頭行われている。
採卵成績は総個数は平均約 15 個（正常
卵約 9 個）移植成績は受胎率約 35.7%（新
鮮卵約 44.2%、凍結卵約 34.2%）。また、
授精に用いられた種雄牛の約 6 割が平茂
勝であった。ET 産子の上場割合は 1 ～ 2
割を占め、セリ最高額は去勢・雌とも ET
産子が約 9 割を占めた。今後の課題とし
て受胎率の向上、飼養管理の改善、計画
的な採卵および移植、出産時の事故率（複
数卵移植による）、データー管理の欠如、
手技の継承等が挙げられる。
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Ｉ－８ その他

284 肉用導入哺育牛への早期ワクチン接
種プログラムの検討：北海道渡島家保
潮田道子、大根田則広

肉用導入哺育牛について、近年牛呼吸
器複合病による若齢期の被害が問題とな
っており、この一要因である呼吸器病ウ
イルスに対する早期免疫賦与により損耗
を軽減できると考え、移行抗体の影響を
受けず早期に一律に実施できるワクチン
プログラムを検討。約1ヵ月齢で市場よ
り導入した哺育牛について、不活化5種
混合ワクチン（不活化5混）と生不活化6
種混合ワクチン（6混）を用い、最適な
ワクチンの組合せや接種時期・接種間隔
を試験。ウイルス抗体検査の結果、ワク
チンは2回接種すれば基本的にどの組合
せでも良いが、現場での扱い易さや6混
にややブレイクが起こり易いことを考慮
すれば、不活化5混2回接種が有効と判断。
また移行抗体存在下でも、1回目を導入
時（3週齢以上）に、2回目をその2～3週
間後に接種することで、移行抗体が切れ
てしまう前に呼吸器病ウイルスに対する
免疫を賦与できることが示唆された。

285 子牛における群編成後の免疫機能の
推移：岩手県中央家保 阿部憲章、木戸
口勝彰
群編成後の飼養管理に関する留意点を検
討する目的で子牛の免疫機能を評価し
た。6-8か月齢の乳用子牛を用い、試験
１では各2-3頭をⅠとⅡ群に区分し3週間
以上同居させた後、Ⅱ群を他群へ移動さ
せた（3回実施）。移動後、Ⅱ群は低い序
列を示し、1～3日後の同群の血漿コルチ
ゾル濃度、好中球／リンパ球比は上昇し、
リンパ球幼若化能は低下した。NEFA濃度
は7日後まで上昇した。同条件の試験2で
は移動時に呼吸器5混生ワクチンを接種
した（2回実施）。獲得抗体価に影響はみ
られなかったが、ワクチン接種後のCD21
(B)細胞数の増加の程度はⅠ群と比べて
低位に留まった。以上の成績から、限ら
れた移動条件や頭数の範囲であるが、移
動3日後まではストレス状態下で細胞性
・液性免疫機能が低下することが示唆さ
れた。NEFA濃度の上昇はストレスや低い
序列による不十分な飼料摂取の結果と推
察された。移動後1週間は注意深い観察
や感染症を防ぐ衛生管理が求められるこ
とが伺えた。

286 繁殖母牛の増頭に伴う子牛の疾病発
生とその予防対策:宮城県登米家保 山
田治、柴崎卓也

導入により繁殖母牛を増頭した農場
で、子牛の下痢症が発生し、原因調査及

び予防対策を検討。当該農場は平成18年
に繁殖育成牛24頭を導入。ソーラー電牧
による放牧を主体にパイプハウス牛舎を
利用し母牛を管理。平成19年8～10月に1
8頭分娩。子牛は7日齢で分離後、群飼及
び人工哺乳を実施。1～14日齢子牛12頭
でロタウイルス感染症を疑う下痢が発
生。人工初乳給与及び哺育舎の環境改善
を指導。呼吸器疾病の併発を懸念し、農
場の浸潤状況及び子牛の血中ビタミン等
の濃度を検査。Mycoplasma-PCR検査で、
生後30日前後の子牛5頭中3頭で遺伝子を
確認。母牛では、放牧期間中にRS及びAd
7ウイルス抗体価等が有意に上昇。母子
分離前の子牛2頭の血清α-トコフェロー
ル濃度が50.2μg/dL及び8.4μg/dLで、
易感染性を示唆。飼養者には、冬季にお
ける哺育舎の換気及びカーフハッチ設置
を指導。母牛には、下痢5種混合ワクチ
ン接種を指導。また、関係機関と連携し
家畜事故対策に向けての継続的指導を推
進。

287 事故多発哺育育成農場の疾病発生低
減対策:宮城県仙台家保 高森広典、大
久昇悦

平成19年3月に乳用種哺育育成牛約50
頭を飼養する農場において4ヶ月齢を中
心に呼吸器病発生。病性鑑定を実施した
ところ、3種類のマイコプラズマ(Mp)遺
伝子を検出し、Mp性肺炎を主とした牛呼
吸器病症候群（BRDC）と診断。同居牛9
頭の病原体保有状況調査の結果、ウィル
ス抗体検査はRSウィルスが9頭陽性、Ad-
7型ウィルスが8頭陽性と過去における流
行を疑う。Mp遺伝子は全頭陽性。低落札
価格帯牛の導入及び豆腐粕多給による易
感染が示唆され、平成18年度は導入58頭
中28頭死亡。治療回数は1頭当たり6.7回。
畜主への衛生管理を中心に以下の対策を
指導。導入時異常牛の隔離及び早期治療、
薬剤感受性試験に基づく適正な抗生物質
投与、消石灰塗布等衛生管理の徹底、呼
吸器病5種混合ワクチン接種。対策後、
ワクチン抗体の明らかな上昇は認められ
なかったが、生産者の衛生に対する意識
が改善され、呼吸器疾病による死亡牛は
認めず。

288 複合経営施設で発生した肥育末期牛
の死亡例～衛生対策の一考察～：福島県
県南家保 宮野英喜、秋元穣

和牛繁殖・肥育、搾乳牛飼養等の複合
経営施設で平成19年10月上旬肥育末期牛
3頭が死亡。病性鑑定の結果、極度のビ
タミンA欠乏とコクシジウム寄生を確認。
当該農場は肥育牛舎と繁殖牛舎、子牛育
成牛舎全てが隣接し、管理者の区別や管
理野帳等の記載は未実施、飼料給与マニ
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ュアルもなく肥育牛のビタミンAコント
ロールは不徹底。①再発防止のため飼養
衛生管理基準の徹底（牛舎の定期洗浄消
毒、踏込消毒槽の設置、専用長靴の設置
等）②記録の励行③肥育牛の給与飼料の
改善を指導し、定期的にビタミンAの測
定、コクシジウムの検査を実施。血中ビ
タミンA濃度は改善、コクシジウム寄生
率は減少。飼料、素牛の価格高騰等によ
り畜産経営形態が多様化し疾病の発生の
複雑化が危惧され、これまでの知見によ
る疾病の特徴に留まらない柔軟な対応が
必要。特に複合経営に移行する農家には
飼養衛生管理技術、子牛育成技術、肥育
技術の高水準化への啓発が重要。

289 黒毛和種子牛の重複脊髄症：福島県
県中家保 稲見健司、三瓶佳代子

重複脊髄症は一つの脊柱管と一つの髄
膜を有し、近接する発達した二つの脊髄
を有する奇形で、牛での報告はほとんど
ない。平成19年7月の出生時から両後肢麻
痺を呈し起立・歩行困難な14日齢黒毛和
種子牛を、重複脊髄症と診断。剖検では
尾の頭側屈曲固化以外に有意な所見は認
めず、ホルマリン固定後の脊髄横断面の
観察では、第1腰髄以降徐々に分岐し、仙
髄では完全に分離。組織学的には頚髄と
胸髄に著変は認めず、第1腰髄付近で中心
管の変形と上衣細胞の部分的欠損を認め、
以降は正中以外では正常構造を保ちなが
ら扇状に分岐していき、仙髄に至ると軟
膜によって完全に分離。中央に変位した
腹側脊髄動脈を挟んで二つの脊髄が腹側
を向かい合わせて存在し、単一の硬膜に
覆われる。分離前の内側灰白質は矮小化
し、まれに白質内の孤在性神経細胞を認
めた。分離後の灰白質領域割合は多いが
その他の構造は正常。主要臓器・組織に
著変は認めなかった。

290 酪農組合との連携による乳質改善へ
の取り組み：栃木県県央家保 新楽和
孝、井上恭一

平成18～19年度、酪農組合と連携し、
生産衛生管理体制整備事業を活用して5
戸の酪農家（A～Ｅ農場）を乳質改善指
導。指導に際し、各農場の搾乳に立会い
搾乳手技、生乳生産管理チェックシート
（記録表）の整備状況を調査。黄色ブド
ウ球菌（SA）を危害因子として搾乳牛全
頭の個体乳、バルク乳、ライナーゴム、
搾乳者の手指について細菌検査。調査、
検査に基づく主な改善指導は、A農場で
前絞りの徹底、A・B・E農場で記録表へ
の記入徹底とSA検出牛の積極的淘汰。指
導後、A～C農場では搾乳衛生や記録の徹
底等衛生意識が向上、SA検出牛が減少、
バルク乳体細胞数が低下（約20万個/ml

以下）。D・E農場は指導を継続中。A農場
の前絞り、記録の徹底は一時的で継続さ
れず。今後とも乳質改善の継続的かつ効
果的な指導が行えるよう、関係機関・団
体と連携した支援体制の構築が必要。

291 管内公共牧場の現状と課題：群馬
県利根家保 片野良平

管内和牛公共牧場（3牧場、草地面積
計104.6ha）の利用状況と利用者からの
意向調査をもとに、放牧事業活性化に対
する今後の取り組みを検討。省力化への
ニーズを背景に、放牧希望頭数は増加傾
向にあるが、既存牧場の休閉牧により受
入可能頭数は近年、大幅に減少。一部牧
場では草地の荒廃が進み、放牧地の草量
が減少する等、管内公共牧場の牧養力低
下が表面化。放牧牛の血液検査（HT、TP）
では、これまで大きな問題は顕在化して
いないが、白血病抗体検査に於いて、平
成１９年度の放牧期間中に9頭（入牧時
陰性頭数78頭）が陽転。牧場利用者を対
象とした意向調査では、放牧を介した伝
染病の感染について、大きな不安がある
ことが確認された。今後の対応としては、
関係機関と連携の上に、各牧場間での放
牧調整を図るとともに、土壌分析結果に
基づく施肥改善を推進し、牧養力の向上
に努めて行く事が不可欠。なお、白血病
対策については、陰性牧場と陽性牧場の
区分けについて検討中。

292 家畜保健衛生所による「食育」の実
践：埼玉県熊谷家保 民部祐加子、横井
仁子

最近、生産から消費までの食の安全・
安心に対する消費者の関心が高まる一
方、家庭と生産農場の距離が拡大。子ど
もたちにおいては、生産現場を通して食
とその背景にある命の大切さを学ぶ機会
が減少。そこで、子どもたちに食・命の
大切さを学んでもらうこと、畜産農家の
意欲向上、および畜産物の消費拡大を目
的とし、子どもたちと畜産農家の交流会
および出前講座を実施。交流会では、地
元若手酪農家と連携して中学校を訪問。
事例発表や子牛とのふれあい、意見交換
を行い交流。生徒からは「牛に感謝し、
牛乳を大切に飲みたい」という感想が、
酪農家からは「酪農の素晴らしさを伝え
られた」という声が挙がっていた。出前
講座では、家保職員が小学生には劇やク
イズを取り入れて、高校生には酪農技術
や進路のアドバイスも含めた講義を実
施。アンケートの結果、9割以上が講座
に対して満足と回答。今後も関係者との
連携を図りつつ、継続していきたい。

293 島しょにおけるBSE検査実施状況：
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東京都家保 岸田敬二、南浦知則
平成16年4月から島しょ地域で牛（24

ケ月齢以上）が死亡した場合、立川市の
家保（本所）でBSEエライザ検査を実施
する体制を整備。ただし、青ヶ島及び小
笠原諸島には肉用牛が飼育されているが
国と協議し検査除外地域とした。大島町
及び八丈町では毎年5頭前後の牛が死亡。
大島は17年度から本所対応とし、農家か
ら牛の死亡した連絡があると、翌日以降
職員が現地へ日帰り出張で対応。採材し
た検体は職員が持ち帰り、死体は結果が
判明するまで一時埋却。八丈島では、共
済獣医師が家保八丈支所へ連絡。翌早朝
に支所敷地内でトラックの荷台に搭載し
た死亡牛から検体を採材後、隣接のクリ
ーンセンターへ搬入し焼却。検体は内国
郵便約款の規定に基づき国連規格容器に
入れ航空便で本所へ送付。平成19年10月
から郵便局の民営化により航空便利用不
可のため船便で送付。採材から検査終了
までの日数は大島では平均約2日。八丈
島では平均約5日。

294 死亡牛牛海綿状脳症(BSE)検査実施
状況と課題：山梨県東部家保 片山努、
深沢矢利
平成13年9月に千葉県で国内初のBSEの

発生が確認された後、平成14年6月にはB
SE特措法が公布され、24か月齢以上の死
亡牛全頭のBSE検査が開始された。本県
においても、平成14年度から実施体制を
整備し、平成15年4月から届け出を受け
た死亡牛全頭のBSE検査を開始した。そ
の後、大型焼却炉等の関連施設の整備や
採材方法の効率化を図ってきた。当所管
内の死亡牛の検査頭数の平成15年度から
平成19年度(11月末現在)までの総計は62
2頭となり、全頭陰性であった。また、
農家等の対応状況では、死亡当日に届け
出のあった割合が検査開始後の各年度で
増加し、死亡牛の処理状況については施
設の整備にともない、焼却処理が11.7%
から60%台まで増加した。24か月齢以上
死亡牛全頭検査は順調に実施されている
が、今後は、検査陽性時の対応を定期的
に再確認し、一連の業務の更なる効率化
を図り、BSE清浄国復帰に向けて、より
迅速な防疫体制を構築したい。

295 当所におけるBSE監視検査業務の現
状：佐久家畜保健衛生所 羽生宜弘

当所におけるBSE監視検査は平成15年7
月から平成19年10月末までに2,992頭（乳
用牛2,724頭、肉用牛268頭）実施し全て
陰性。一日あたり平均2.6頭の搬入があ
り、死亡地別では東北信地域が92.3％、
中南信地域は増加傾向。主な死亡原因と
平均月齢は乳用牛は泌乳障害等により5.

3歳、肉用牛は消化器病等により4.7歳。
死亡牛冷凍保管庫における平均保管日数
は5.3日で、通信機能付温度計を設置し
て庫内の温度をモニタリング。最近硫化
水素等による保管庫内の腐食がすすみ、
今年度の施設維持管理経費が大幅に増
加。平成18、19年には牛舎火災による牛
の大量死が発生、関係機関と連携して、
個体確認や搬入搬出等を円滑に実施。今
後は①保管庫の硫化水素対策施設維持管
理②災害や大規模伝染病発生時を想定し
た対応マニュアルの作成③農場に対する
死亡事故低減の啓発指導などが課題。桑
本亮

296 放牧を活用した繁殖肉牛地域振興：
静岡県西部家保 岩堀剛彦、松下幸広

A市では、昭和55年度から補助事業を
活用した繁殖肉牛の導入を開始、現在、
県内の繁殖肉牛（690頭）の約23.8％（1
64頭）がA市で飼養。家保は、市、農協、
民間獣医師及び県畜産協会と協力し繁
殖肉牛農家の巡回指導を年6回実施、繁
殖成績の向上に努めた。長期不受胎牛
の対策として、平成18年度は、畜産試
験場で放牧飼養による受胎率向上試験
を依頼（10頭）、19年度は、天城放牧場
（9頭）に預託。また、平成18年度に、
A市放牧研究会（繁殖肉牛農家4戸）が
設立、遊休農地へ受胎牛を放牧。家保
は、飼養衛生管理のサポートを行った。
19年度は、地元住民により組織される
「地域農業を考える会」が、牛を借り
受け放牧（2年間の延べ合計、12カ所、
1,230a、30頭）。放牧状況や放牧終了後
の遊休農地での利用状況を地域住民に
公開し、畜産への理解を得られた。繁
殖肉牛振興に放牧は有効。今後、他の
地域についても、繁殖肉牛の放牧を検
討。

297 肥育牛の死亡率低減に向けての一考
察： 滋賀県家保 三木勇雄

県内の24月齢以上の死亡牛は、年間約
250頭で、その推定損失額は1億円を超え
る。死亡率低減は重要だが、死亡原因の
特定が困難なものが多数あり、病性鑑定
も物理的に困難な状況。死体の状況から
の死因推定方法の確立をめざし、平成19
年度は、肥育牛の急死に的を絞った観察
を試行実施。併行してクロストリジウム
感染症の知識普及とワクチネーションの
有用性をアピール。試行したBSE検査対
象死亡牛体のチェック内容と検案病名と
の一致の程度は高くなく、出血性腸症候
群の視点を加味し全体像の捉え方の改善
が必要。死亡報告時の疾病名の推移およ
びクロストリジウムワクチンの接種農家
の増加などから、クロストリジウム感染
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症に関するアピールの効果が伺えた。ワ
クチン使用開始後の期間が短く、肥育牛
の死亡数の推移のみでは効果判定するに
至っていない。

298 牛個体識別情報を活用した防疫台帳
システムの構築について：大阪府北部家
保 河合顕太郎

平成15年12月より「牛の個体識別のた
めの情報の管理及び伝達に関する特別措
置法」が施行された。当所では近畿農政
局大阪農政事務所と連携し本法の円滑で
適正な運営と推進、指導を行うために耳
標の管理等を行うと同時に牛個体情報を
防疫業務に活用している。そこで、国の
個体識別台帳および農家からの届出報告
の電子データを活かし、個体情報の活用
範囲の拡大と高度化を目的に、防疫台帳
システムを構築した。本システムは各農
家からの届出毎に在舎牛の個体情報が更
新され、それとリンクして各種検査成績
も蓄積できるデータベースである。本シ
ステムにより届出内容の点検の効率化を
図れると共に、防疫上有益な情報を一元
化管理できることから初動防疫の迅速化
や疾病浸潤状況の把握といった防疫業務
の円滑化、また衛生対策の推進強化等の
効果が期待できる。今後蓄積した情報の
活用により、BSEや他の伝染性疾病の監
視体制の強化に有効と考えられる。

299 牛群検定指導の状況および成果・効
果の検討：奈良県家保 野上 真

昨年度から牛群検定指導において繁殖
検診料等の手数料が免除された。それか
ら約１年が経過し、今後の指導をより効
果的に実施していくために、現在までの
状況をとりまとめた。検定農家７戸の繁
殖指導の成果を、平均空胎日数、分娩後
初回授精平均日数の推移により検討。両
者はともに7戸中５戸で改善がみられた。
また、生乳中体細胞数の高値が続く農家
1戸で、乳質改善指導を行なったところ、
その後の体細胞数が顕著に減少した。以
上は指導の成果と考えられる。しかし、
改善の程度にばらつきがあり、成績の向
上がみられなかった農家もあるため、現
在の指導方法が全ての農家に適している
わけではなかった。今後は、改善の程度
に合わせて農家と適切に話し合いなが
ら、実施していく必要があると感じた。
農家の期待も大きいためより一層指導を
充実させていきたい。

300 搾乳機器点検による乳質改善の取り
組み：島根県出雲家保 村上浩美、安田
康明

平成１６年度、乳質改善の一貫として
県単事業等により点検体制が整備。当管

内では平成18年度から関係機関及び生産
者団体と連携し点検指導を実施。その結
果、パルセーター性能検査での要整備シ
ステムは、平成18年度が89例中79例、平
成19年度が77例中63例。平成18年度に要
整備の13.2%が平成19年度点検時に改善。
ユニットのチューブ類検査で劣化がみら
れた例は、平成18年度が89例中62例、平
成19年度は77例中42例。平成18年度に劣
化指摘の24.0%が平成19年度点検時に改
善。点検中のチューブ交換例では、真空
圧上昇期が24%から20%に減少、真空圧最
高期が30%から33%に増加する改善。真空
ポンプ交換は体細胞数の有意な変動因と
なり、交換後は体細胞数が有意に減少す
ることを確認。搾乳機器の点検は適正な
搾乳と体細胞数の減少に有効であり、今
後も指導を継続、併せて自主的な点検体
制への誘導を図る。

301 石西地区の肉用牛農家繁殖巡回指
導実績：島根県益田家保 石橋葵、大
元隆夫

黒毛和種繁殖農家の巡回指導を実施。
繁殖管理システムを活用し関係機関と
連携をとり、低受胎牛に対する要因検
索、早期妊娠鑑定による不受胎牛の摘
発を行い生産率の向上を図った。平成1
3年から19年で平均初回授精日数が91日
から82日、平均空胎日数が128日から11
1日となった。併せて、口蹄疫等の家畜
伝染病が発生した時に迅速かつ的確な
初動防疫体制が図られるようグローバ
ル･ポジショニング･システム（GPS）を
活用した家畜防疫マップ作成を検討。
GPS（世界測地系）により農家個々の緯
度･経度･標高を測定、その位置データ
および家畜飼養頭数を色分け、ゼンリ
ン電子地図帳（Z:9）に入力し、家畜防
疫マップを作成。このシステムを利用
することにより家畜伝染病発生時の移
動制限等の規制区域を設けるための重
要な基礎データとなる。また、普段は
正確な農家位置データに基づいた農家
台帳（地図）としても利用可能。

302 知夫村の肉用牛生産率向上への取り
組み：松江家保隠岐支所 矢田恭一

知夫村の子牛生産率はH15年度81.8%か
らH17年度69.3%へ低下。家保は「放牧の
島、隠岐・島前」地域振興プロジェクト
の生産効率改善部会長として知夫村公共
牧野における肉用牛生産率向上対策に取
り組む。平成18年度は村立の家畜診療所
をNOSAI家畜診療所、家保が支援し月1回
の定期巡回検診を実施。家保の巡回は超
音波エコーを用い早期妊娠診断を実施し
不受胎牛の早期発見、治療及び飼料給与
改善指導を実施。平成19年度は定期巡回
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検診を継続、国の助成事業によりCIDER
購入費を半額補助、CIDER利用促進のた
めの研修会を開催。CIDERを利用した発
情同期化による牧野での授精業務の簡素
化を図る。この結果H19年度の子牛販売
見込み頭数は、事業効果が反映するH19
年11月市場で昨年同期と比較し3％の増。
H19年度の子牛販売見込みはH18年度と比
較し7％の増となる見込み。平成20年度
は夏山冬里方式から周年放牧方式への移
行のための諸条件整備、指導を実施予定。

303 流死産胎子と新生子牛にみられた肺
炎：岡山家畜保健衛生所 平井伸明、出
石節子
２００６～７年の牛異常産の病性鑑定事
例で、流死産胎子４例に肺炎病変がみら
れた。各症例は胎齢２２０日齢以降の流
死産であり、３例で肺に顕著な化膿性炎
症がみられた。化膿性髄膜脳脊髄炎を併
発していた個体もみられたが、各症例と
も、アルボウイルスやネオスポラ感染に
よる流死産を示唆する所見は認められ
ず、子宮内細菌感染症と羊水吸引に起因
する肺炎から、敗血症を起こし流死産に
至ったものと考えられた。この他、顕著
な肺炎は認められなかったが、髄膜脳脊
髄炎がみられ、細菌感染による死産が疑
われた例が２例でみられた。また３日齢
までの新生子牛の２例で顕著な化膿性肺
炎がみられ、胎子期の細菌感染症が疑わ
れた。これらの病性鑑定事例では、同年
に同一農場で流死産が散発していた例が
多かった。胎子期の細菌感染による肺炎
と、それに起因する異常産は散発性のも
のと考えられるが、原因未特定の流死産
発生農場においては、子宮内細菌感染症
に対する注意が必要である。

304 死亡牛牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査
実施状況：広島県東広島家保 菊池浩久

平成19年11月30日までに検査した816
回3,779頭の記録簿の内容とプラテリア
（以下、Ｐ）、フレライザ（以下、Ｆ）
の検査費用等を比較検討。検査対象は大
部分が乳用種（3,356頭：89%）、雌（3,6
61頭：97％）。死亡月齢は平均64.5か月。
死亡原因は心不全、乳房炎が毎年度の上
位。検査頭数は1日4.8頭。死亡から採材
まで平均1.98日。検体の状態（記録1,02
1頭）は良好495頭（48％）、ほぼ良好277
頭（27％）、悪い249頭（25％）。検査結
果は全て陰性。エライザ値（平均値±標
準偏差）はＰ0.071±0.044、Ｆ0.027±0.
011でＦが安定。検査記録は125回（15％）
の誤記等を確認。検査時間はＰ約4時間
からＦ約3時間で1時間の短縮。検査費用
はＰ7,613円/頭、Ｆ3,730円/頭でＦが安
価。本県の実情に即したＦへ変更し，キ

ットの有効利用の実現と大幅な経費節減
及び検査時間を短縮。現在、本県のBSE
浸潤は認められないが、検査の正確性確
保のため円滑な採材と検査者の意識改善
が重要。

305 新たに肉用牛を導入し活力が生まれ
た中山間地集落の取り組み：山口県中部
家保 山西富野、伊藤智

美祢市H集落はH12年から中山間直支に
取組んできたが担い手不足などで管理困
難、遊休農地が増加。そのためH17年か
らの山口型放牧取組を家保へ相談。そこ
で近隣集落T肉牛農家を参集、集落説明
会開催。実証展示、牧場開設イベントや
交流会開催を支援。この集落ぐるみの活
動がH営農組合の設立、転作飼料作物の
生産、単県放牧場整備・簡易牛舎設置の
事業などに繋がり肉用牛飼養環境が整
い、集落内に新規に繁殖牛2頭飼養E肉牛
農家誕生。関係機関が連携、定期指導。
また営農組合とT農家の耕畜連携体制構
築支援。山口型放牧は営農集団による飼
料作物栽培、堆肥・稲ワラ交換、無畜集
落での肉牛飼養へ連鎖的発展。H17年～H
19年の3年間で放牧面積2.7ha、飼料作物
栽培面積3.6ha、稲ワラ収集3haの共同作
業等で営農活動活性化。またE農家は繁
殖牛4頭・育成1頭へ増頭。耕畜連携のT
農家もH16年15頭からH19年31頭へ大幅
増。今後H集落は水稲なども含めた集落
営農の法人化を目指す。

306 新たな「畜産担い手」の育成と地域
定着に向けた取り組み：山口県北部家保

森田正浩、三好雅和
関係機関と連携して新規就農希望者を

発掘、就農相談に対応し円滑な就農を誘
導。就農計画の作成を支援するとととも
に、補助事業等により生産基盤を整備。
就農後は、経営計画等の作成・進行管理
を指導、特に大規模な資金計画が策定さ
れた酪農家では、定期的な経営検討会を
実施。また、繁殖検診等により毎月の現
地技術指導を実施するとともに、様々な
相談に対応する体制を整備。一方、地域
の農家との連携強化及び県域での仲間づ
くり支援として、各種研修会等への参加
を誘導。成果：1)平成13年から現在にか
けて、酪農2名、肉用牛7名が新たに就農。
2)経営計画が検討・策定され、5人が認
定就農者、4人が認定農業者となり、計
画に基づく着実な規模拡大が進展。3)酪
農家1名は優れた経営内容が評価され、1
9年度西日本酪農発表大会の山口県代表
に選出。肉用牛農家1名は18、19年度県
繁殖技術共励会の優秀賞を受賞、20年2
月には家畜人工授精優良技術発表全国大
会で発表を行う予定。
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307 ＢＳＥ検査に係る死亡牛の保管・輸
送方法の改善：山口県中部家保 入部
忠、竹谷源太郎

死亡牛のBSE検査業務遂行に伴う様々
な問題が発生したため対策を実施。対策
前の問題点：①死亡牛からの腐食性ガス
で冷凍コンテナが破損、多額の修理費を
要した(H19.12月現在までの累計金額:1,
155,197円）。②悪臭の発生 。③死亡牛
輸送時に収納缶をブルーシートでカバー
していたが密着性に難があり安定性、衛
生面に問題。これら問題の対策として農
業用黒マルチによる収納缶上部開口部の
被覆を実施。サイレージ用ラップフィル
ムで側面を固定、ガムテープを用いて固
定を強化。ラップフィルムを既存のホイ
ストクレーンを用いて吊り上げる器具を
開発、作製し作業者1名で上記作業が可
能。収納缶の被覆により冷凍コンテナ内
に充満する悪臭は減少。ガス濃度を検証
した結果、大幅な減少を確認(死亡牛収
納時収納缶内外のNH3濃度:内側2.9ppm、
外側0.1ppm)。従来の対策より経済性が
向上し(対策前：1,522円/頭→対策後：1
36円/頭)、衛生的な死亡牛の輸送が可能
となった。

308 過去５年間の病性鑑定からみた牛異
常産発生状況：山口県西部家保 神崎登
史、大石大樹

過去5年間の牛の病性鑑定は124件、う
ち異常産は87件。内訳は流産14例（うち
奇形1例）、早産4例（1例）、死産24例（5
例）、奇形16例、虚弱29例。原因別はウ
イルス5例、細菌10例、寄生虫3例、遺伝
4例、栄養4例、先天異常27例、難産9例、
不明が25例。ウイルスはH15年アイノウ
イルス（AIV）感染症の死産、アカバネ
病（AKV）の奇形と生後死、AKVはH17年
を除き毎年、AIVはH15、17年抗体陽転。
H18年牛ウイルス性下痢・粘膜病（BVD-M
D）持続感染牛を摘発、H19年同流産。管
内抗体保有率は高く、本ウイルスの浸潤
を疑う。細菌はセラチア菌等。寄生虫は
H15、19年ネオスポラ死流産。遺伝はH15、
16年牛クローディン16欠損症。栄養はH1
5から17年アーノルドキアリ奇形。先天
異常は胆管閉鎖症等。H15年以降アルボ
ウイルス抗体陽転が散発、ワクチン効果
で流行はないが、AKV生後感染が報告さ
れ一層のワクチン接種必要。BVD-MDは持
続感染牛の摘発・淘汰及びワクチン接種
必要。細菌性異常産、難産に対しては飼
養環境及び管理の改善指導。

309 哺育・育成牛の呼吸器病発生事例と
対策：香川県東部家畜保健衛生所 瀬尾
泰隆、香川正樹

平成19年4月と11月に1,000頭規模の肥

育素牛農場で、4ヶ月齢の子牛に発熱、
鼻汁漏出等を主徴とする呼吸器病が発
生。4月に110頭、11月に33頭発症。発症
牛の鼻腔スワブから牛RSウイルス(RS)遺
伝子を検出するとともにPasteurella mu
ltocida(Pm)を分離。RS病とPm感染によ
る呼吸器病と診断。感受性薬剤の投薬に
より鎮静化。ワクチンプログラムを1回
接種から2回接種に変更。2事例を比較す
ると、4月と11月に検出したRS遺伝子の
免疫原性を担うG蛋白領域の塩基配列は1
00%一致、ともに2型に近縁。分離したPm
の薬剤感受性はCEZ、OTCに感受性、PCG、
SMに耐性で変化なし。とくに、11月の発
症例では、ワクチン2回接種群と1回接種
群が混在。発症率は2回接種群56%、1回
接種群76%、治療日数は2回接種群5.6日、
1回接種群11.3日で、2回接種群で軽症。
さらにワクチン効果を高めるため、2回
目のワクチン接種時期の変更と有効薬剤
による衛生プログラムの見直しを指導。

310 定時人工授精を用いた黒毛和牛繁殖
農家の1年1産の取組み：香川県西部家畜
保健衛生所 中嶋哲治、光野貴文

管内黒毛和牛繁殖農家の実態調査を実
施。50%の農家が繁殖に何らかの問題を
抱え、発情が不明という問題が大部分を
占める。問題解決のために、42％の農家
が定時人工授精を希望。牛群平均分娩間
隔464日（空胎日数179日）、平均授精回
数2.5回の農家をモデルに、香川県畜産
試験場で採用されている膣内留置型プロ
ジェステロン製剤、安息香酸エストラジ
オール、プロスタグランジンF2α、性腺
刺激ホルモン放出ホルモンを用いた定時
人工授精を実施。分娩後平均49日経過し
た和牛繁殖牛5頭（平均年齢4.4歳、平均
産次3.0産、前回平均空胎日数259日）と
長期不受胎牛1頭（5歳、3産、分娩後日
数334日、人工授精回数4回）を供試。10
0％（6/6）の受胎率で、分娩後早期の定
時人工授精により空胎日数は268日から5
8日に短縮。ホルモン処理の必要経費は1
回当り12,392円であるが、定時人工授精
を用いて1年1産を達成することで1頭当
り51,000円の増収が見込まれる。

311 周桑和牛改良組合の今後の課題と
展望：愛媛県西条家保 中村嘉宏、丹
幸大

昨年までの西条地域肉用牛生産推進
協議会による肉用牛生産振興対策（増
頭対策等）が契機となり、平成19年4月
県下で4番目となる和牛改良組合が周桑
地区で発足した。本組合は、登録事業
を基礎に和牛改良を推進する集団的改
良組織としての改良増殖及び育種事業
の効果的進展、優良県産和子牛の供給
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基地として期待されている。そこで、
早期に組合活動を軌道に乗せるために、
協議会と組合が連携し、組合員に対す
る①地域改良目標の設定と更なる意識
高揚、②自給粗飼料増産対策、③優良
子牛生産のための適正交配などの助言
指導を実施したところ、平成24年に開
催される「第10回全国和牛能力共進会
への出品」という意欲が芽生えるなど、
改良意欲の向上が認められたが、組合
員の平均年齢が68歳と高齢であること
から、次世代を担う後継者の育成が急
務の課題として残る。

312 肥育農家の一貫経営移行に伴う繁殖
牛の飼養管理支援指導：愛媛県西条家保

小菊洋行、安永圭介
乳雄・交雑種・和牛を200頭規模で肥

育する肉牛農家が一貫経営へ移行するた
めH17年から妊娠牛10頭と育成牛3頭を導
入。関係機関により支援指導を実施。①
飼養管理マニュアルを作成し、飼料給与
量・栄養度管理を指導。②発情確認法や
適期授精の実践指導を行い、人工授精（A
I）を実施。③超音波診断装置による早
期妊娠鑑定を実施。受胎率向上のため、
繁殖障害のある牛は家畜診療所と連携し
て治療し、高産次牛はオブシンク法を適
用。④繁殖台帳の整備・活用を行い、三
元交配を基本とした種雄牛を選定。個体
毎に候補種雄牛との近交係数を示し、遺
伝病回避の適正交配を指導。その結果、
導入した妊娠牛のうち分娩した牛は全頭
受胎し、子牛は順調に発育。平均AI回数
2.2回、平均分娩間隔408日。現在育成牛
も含め13頭の繁殖牛を飼養。将来30頭規
模の一貫経営を目指すが、増頭対策・飼
養管理技術の平準化が課題。

31 3 繁 殖 和 牛 増 頭 へ の 取 り 組 み と 課
題：愛媛県八幡浜家保 戸田広城、河野
博典

東宇和地域の肉用牛農家は高齢化、担
い手不足等を背景に飼養戸数・頭数とも
に減少しており、特に繁殖和牛頭数の減
少が顕著である。このため、H16年以降
繁殖和牛増頭に向けて関係機関が一丸と
なって各対策を推進。新規参入者に対し
ては、飼養施設と雌牛の導入ができる補
助事業の活用、既存繁殖和牛農家に対し
ては和牛改良組合を中心として優良雌牛
の導入及び増頭への支援等を実施。結果、
H16年以降、補助事業等を活用して新規
参入者は6戸85頭、繁殖雌牛を増頭した
既存繁殖農家は7戸22頭の増頭が図られ、
H19年には同地域の繁殖和牛が100頭以上
増頭。しかし、新規参入者においては非
畜産関係者の就農はなく、異業種からの
参入は期待が薄い。今後は新規参入者を

掘り起こしつつも、特に既存酪農家の繁
殖和牛経営への参入や畜産経験者の就農
支援が重要。

314 南宇和地区における自給飼料増産へ
の取り組み（第２報）：愛媛県宇和島家
保 枡井和恵、難波江祐介

宇和島地域飼料増産行動会議の飼料増
産推進活動により、H18年度にH営農組合
が飼料生産を行い畜産農家へ飼料を供給
する体制を構築し、H19年度より本格的
な取り組みを開始。6月に飼料用稲を約6
ha作付け、強い農業づくり交付金事業を
活用して導入した飼料稲専用収穫機等を
用い9月から10月にかけ約2週間で稲発酵
粗飼料を680個調製。ラップの破損や変
形を防止するため、ほ場では梱包までと
し密封作業は保管場所で行った。製品に
は番号を付け、納入・保管については両
者で取り決めを交わすなど、品質不良時
のトラブル回避に努めた。11月には裏作
でイタリアンライグラスを播種。さらに
飼料稲専用収穫機による稲わらの収集を
試験し、新たな粗飼料生産の拡大につい
ても模索中である。なお12月から畜産農
家で購入乾草や濃厚飼料の代替として稲
発酵粗飼料の給与が始まり、嗜好性も良
好。これらの取り組みにより愛南町の粗
飼料自給率は25％から51％となり、活動
の成果を得た。

315 管内の大規模肉用牛肥育農家におけ
る臭気低減対策の指導：佐賀県西部家保

野田豊、井村福志郎
長年、臭気対策に苦慮してきた肉用牛

肥育農家が、細菌製剤による畜舎臭気低
減対策について当所に相談。臭気発生原
因を究明するとともに、細菌製剤の臭気
低減効果試験を実施。【試験】敷料とお
が屑の混合物に、①細菌製剤の培養液（p
H4.5）、②①を滅菌処理した液(pH4.5)、
③酢酸(pH4.5)、④NaOH(pH11.5)、⑤蒸
留水（pH 6.8）、⑥水分調整液なしの試
験区を用いて、比重0.7g/cm3となるよう
に添加後、ポリ袋に入れ、乾燥空気を封
入し、アンモニア(NH3)濃度を測定。ま
た、各試験区で調整後の敷料とおが屑の
混合物のpHを測定。【結果】主な臭気発
生原因は、堆肥と堆肥切返し作業時であ
った。細菌製剤消臭効果試験の結果、細
菌製剤添加により、堆肥内で有機酸が産
生され、pHが低下し、NH3の蒸散が抑制
されたものと推察されたことから、当農
場の場合、細菌製剤を散布することで、
NH3の蒸散低減の効果が示唆された。

316 哺乳ロボットにおける衛生管理対策
：熊本県城北家保 原田秀昭、早田繁伸

農家の大規模化、多頭化に伴い哺乳ロ
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ボット（ロボット）が普及。呼吸器・消
化器病が増加した農家も含む38農家に対
し、家保、農協及び診療獣医師が連携し、
衛生状況調査（アンケート及び細菌検査）
を実施。ロボットの洗浄消毒実施農家は、
平成17年度(H17)3件(10％)から平成19年
度は(H19)7件(19.4％）と増加。細菌検
査では、H17に比べH19で腸内細菌及びブ
ドウ球菌が減少、黄色ブドウ球菌は増加。
本菌の増加理由を模索するためモデル農
場を設定、洗浄除菌効果とロボットの構
造上の問題を検証。対策として、①授乳
ホース内の残乳の滞留防止、②ロボット
の各パーツの洗浄除菌及び損傷部の交
換、③ミキサー内への鼠族、昆虫等の侵
入防止、④農家に対して管理のための講
習会を実施した結果、細菌数の減少を認
めた。適切な洗浄除菌がされないロボッ
トは、細菌汚染が認められ、呼吸器・消
化器病を伝搬させる可能性を示唆。今後、
農家への飼養衛生管理への意識向上、洗
浄消毒の励行が必要。

317 第９回全国和牛能力共進会への出品
対策と肉用牛育種改良への活用：大分県
玖珠家保 飯田賢、伊藤雅之

第9回全国和牛能力共進会（9回全共）
の出品対策を通じ、地域の母系牛群の整
理・掘り起こしを実施、肉用牛育種改良
への活用について検討。【９回全共体制
の構築】家保所長を班長とし、JA等畜産
担当者、各肉用牛関係組織の代表を中心
とする地区指導班を組織、定期的な会議、
巡回指導、集合検査を実施。【2区候補牛
選抜】「第7ふゆ」系を候補系統とし、候
補牛の絞込みを実施、特色条項を「体の
深み」、「品位」、「乳器」の3項目に決定。
【６区候補牛選抜】系統牛群から、直系
3代を擁する高等登録牛群の抽出後、出
品規程に則した牛群を構築。【7区候補牛
選抜】「藤平茂号」産子を候補牛とし、
優秀雌牛への指定交配、産子検査と地域
内保留を進め候補牛群を構築。【成績】4
区優等賞第4席、6区優等賞１席、7区種
牛群第5位。【育種改良への活用】系統内
高能力雌牛産子を種雄牛候補として育成
中、今後、戻し交配により系統の特徴を
高め系統の維持拡大を図る。

318 新規農家耕作放棄地等和牛放牧衛生
対策：大分県宇佐家保 羽田野昭、廣瀬
啓二
管内新規農家7戸計17頭が、6放牧場（耕

作放棄地等）で勉強会受講後、和牛放牧
を実施。家保は衛生対策を中心に定期巡
回実施。牛体ダニ寄生状況等から放牧衛
生プログラムを作成、①ダニ駆除（20日
間隔）②血液検査（月1回）③繁殖検診
（月1回）④病性鑑定（随時）等の対策

実施。平成18年度及び平成19年度夏期の
各放牧場平均ダニ寄生度は2.2から0.3と
低下、ピロプラズマ原虫平均寄生度は、
1.2から1.0で推移、平均白血球数は11,0
00/㎜３が9,200/㎜３に改善、子牛等を含む
ピロプラズマ病摘発・治療延べ頭数は6
頭及び4頭。ダニ未発生地域での新規放
牧においても、ピロプラズマ病の事前把
握が必要と推察。繁殖検診結果では、延
べ48頭検診、6頭の繁殖障害牛を早期摘
発。事前に勉強会を実施したが、放牧開
始後に各種疾病、分娩時の対処、飼養管
理等に問題散見され、関係機関と迅速な
サポートを実施。放牧開始前の事前指導
及び放牧開始後の迅速なサポートが新規
農家育成に不可欠と推察。

319 新規農家耕作放棄地等和牛放牧衛生
対策：大分県宇佐家保 羽田野昭、廣瀬
啓二
管内新規農家7戸計17頭が、6放牧場（耕

作放棄地等）で勉強会受講後、和牛放牧
を実施。家保は衛生対策を中心に定期巡
回実施。牛体ダニ寄生状況等から放牧衛
生プログラムを作成、①ダニ駆除（20日
間隔）②血液検査（月1回）③繁殖検診
（月1回）④病性鑑定（随時）等の対策
実施。平成18年度及び平成19年度夏期の
各放牧場平均ダニ寄生度は2.2から0.3と
低下、ピロプラズマ原虫平均寄生度は、
1.2から1.0で推移、平均白血球数は11,0
00/㎜３が9,200/㎜３に改善、子牛等を含む
ピロプラズマ病摘発・治療延べ頭数は6
頭及び4頭。ダニ未発生地域での新規放
牧においても、ピロプラズマ病の事前把
握が必要と推察。繁殖検診結果では、延
べ48頭検診、6頭の繁殖障害牛を早期摘
発。事前に勉強会を実施したが、放牧開
始後に各種疾病、分娩時の対処、飼養管
理等に問題散見され、関係機関と迅速な
サポートを実施。放牧開始前の事前指導
及び放牧開始後の迅速なサポートが新規
農家育成に不可欠と推察。

320 子牛セリ価格アップを目指した飼養
管理調査：沖縄県宮古家保 丹羽毅、大
城聡

宮古管内の子牛セリ価格は、全国では
平均以下に位置する。全国上位に上昇さ
せるための家保の役割は、生産阻害要因
の除去にあり、全農家の飼養管理の把握
と効率的指導が求められる。今回、中長
期にかけセリ価格の底上げを図ることを
目標に、セリデータの解析を行い、セリ
成績の上位・下位農家から各モデル農家
を選定・調査し実態を把握する。平成 18
年度宮古家畜セリ市場出品の去勢子牛計
2,974 頭の価格、日齢体重等の解析を実
施し、セリ成績の上位・下位農家から各
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モデル農家を選定した。飼養管理調査は
セリ成績の上位を A グループ、下位を B
グループとして比較調査した。調査項目
は、畜舎環境、飼養形態、病歴、草地管
理方法及びセリ出荷子牛の体高等の測定
とした。セリデータの解析から、価格に
影響を与えるものは、父の種雄牛、日齢
体重及び出荷体重が主であった。また飼
養管理調査から A グループと B グルー
プのセリ価格の差は牛 1 頭当たりに換算
した牛舎滞在時間及び観察記帳が大きな
要因であることが判明した。今後は得ら
れた知見を基に衛生指導対策を講じてい
きたい。

321 沖 縄 県 の 黒 毛 和 種 種 雄 牛 造 成 ：
沖縄県畜産研究センター 運天和彦、山
城存

沖縄県畜産研究センターの種雄牛、北
福波と勝安福３が、脂肪交雑の育種価評
価で、６１３頭の種雄牛中第１位および
第４位であることが判明したので紹介す
る。北福波は計画交配により宮古島市で
生産された。同牛は山形県のＪＡみちの
く村山牛枝肉共進会において２年連続チ
ャンピオン賞受賞をはじめ、県内外の肥
育生産現場において高評価を得たことか
ら、凍結精液の払出本数が平成１８年度
には２万本以上にも達し、産子も子牛セ
リ市場において高価格で取引され全国か
らも注目される種雄牛である。勝安福３
は、現場後代検定において脂肪交雑、ロ
ース芯面積およびバラの厚さにおいて沖
縄県歴代１位の成績で選抜され、今年度
鳥取県で開催された第９回全国和牛能力
共進会第８区においての優秀賞８席や農
林水産省中国四国農政局長賞を受賞する
など今後の活躍が期待できる種雄牛であ
る。

322 宮古地域への優良草種の導入普及推
進：沖縄県宮古家保 下地秀作、久田友
次

県奨励品種の牧草トランスバーラ（Tr）
は、栄養価、生産性に優れているが、管
内では普及が遅れている。そのため Tr
の供給と植付け方法を検討し、関係機関
と連携して普及活動を推進。Tr は家保構
内でセルトレイを用い 40 日間育苗し、
農家へ常時供給できる体制を整え、共進
会、産業祭り、家保 HP 等でセルトレイ
苗の情報を発信。植付け方法は、草地の
全面及び部分耕起後に植付する新植型
と、既存草地に一定間隔で植付け、草種
の転換を図る移行型を提示。移行型はモ
デル農家を選定し、植付け、施肥管理等
を指導し、Tr の植生調査を実施した。結
果、セルトレイ苗は 21 戸の農家へ 321
トレイ、株数にして約 16,000 株を提供。

植付け面積は移行型 361a、新植型 184a
の計 545a で 、 Tr 植生調査は冠部被度
34.5%、基底被度 28.5%と良好だった。植
付け方法は、牧草収量を下げない移行型
が地域に適している。Tr は全体として認
知されていない状況だったが、今回の活
動で認知度があがり、Tr の植付けを希望
する農家が増加。今後は、農家へセルト
レイ苗の育苗方法を指導し、普及のスピ
ードアップを図りたい。

323 実証展示を中心とした牛ふん堆肥利
用促進の取組み：沖縄県八重山家保 藤
井章、親泊元治

「家畜排せつ物法」の施行を受け、八
重山管内の畜産農家においても堆肥舎な
ど家畜排せつ物の管理施設の整備がされ
た。しかし、管理施設の適正管理がなさ
れていないため、たびたび環境問題が生
じている。そこで、堆肥の利用を促進し、
もって施設の適正管理を促すことを目的
として、2006 年 6 月より当家保種苗圃牧
草地での堆肥散布の実証展示を始めたの
で報告する。【内容】①堆肥、② 804、
③硫安、④尿素施肥の 4 試験区（各区：
５×５ m）を設定。刈取ごとの各肥料の
施肥量は窒素が 10a あたり 10kg になるよ
うに施肥。堆肥区は年 1 度堆肥を 10a あ
たり 15 ｔ表面散布し、刈取ごとに 804
を窒素が 10a あたり 5kg になるように施
肥。【測定項目】①牧草収量：草丈 60cm
を目安に刈り取りをし、各区の収量を調
査。②土壌分析：1 年ごとに各試験区の
土壌成分を分析。
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Ⅱ 豚の衛生

Ⅱ－１ ウイルス性疾病

324 管内のオーエスキー病清浄化に向け
た取り組み（Ⅱ）：青森県十和田家保
岡本清虎、斗沢富夫

18年度に引き続き、オーエスキー病（A
D）清浄化に向けた取り組みを実施。今
年度は、新たに繁殖豚検査強化の取り組
みとして、と畜場採血の効率化、初乳検
査、農場自主検査の集計を追加。野外ウ
イルス抗体（野外抗体）検査は、肥育豚
は76農場1,549頭、繁殖豚は49農場735頭
で実施（平成19年12月現在）。41戸の陽
性農場中３農場の繁殖豚で野外抗体を確
認し衛生指導を実施。野外抗体検査の結
果から、管内では、新たな野外ウイルス
の感染の拡大は認められないが、清浄化
が遅れている農場の存在が判明。生産者
主体のAD清浄化対策会議（18年度設立）
では、全陽性農場の野外抗体やワクチン
接種の状況等を農場名で公表。ADの浸潤
状況を生産者間で共有することにより、
生産者の清浄化意識が向上。今後も、生
産者とのコンセンサスをとおして、効率
的なAD抗体検査を実施し、早期清浄化に
取り組んでいきたい。

325 青森県における豚のBVDウイルス抗
体保有状況と疫学調査：青森県青森家保

角田裕美、菅原健
本県では平成19年度から豚コレラ（豚

コ）ELISA検査を導入。1農場で豚コELIS
A疑陽性となり、中和試験でBVDウイルス
（BVDV）抗体による交差反応と判定。平
成14～19年度の豚血清2,420頭のBVDV抗
体陽性率は戸数で18.8%、頭数で繁殖10.
5%、肥育0.1%。牛飼養養豚場12戸の抗体
陽性率は戸数で16.7%、頭数で繁殖5.5%、
肥育0.0%で県内養豚場の成績と差は見ら
れず。豚のみ飼養する1農場では高産歴
の豚で抗体価が高い傾向があり、血清の
PCR検査は陰性。抗体陽性農場16戸の疫
学調査で牛由来物質を使用したワクチン
及びホルモン剤の投与歴が確認された
が、当該薬品のうち全16戸で使用された
ものはなく、飼養管理についても各農場
間に共通した要因を特定できず。抗体陽
性農場のうち2戸の牛飼養養豚場では牛
と豚の直接的な接触、豚への未殺菌牛乳
給与及び牛糞堆肥の豚舎敷料使用なし。
本調査から牛との関連以外にもBVDV抗体
陽性となる要因があり、繁殖豚に対して
行う処置の関与を推察。

326 1養豚場で認められた離乳後全身性
消耗症候群（PMWS）：岩手県県南家保

佐藤千尋、村上隆宏
2006年12月～2007年4月にかけて繁殖

雌豚17頭を飼養する一貫養豚場において
40～60日齢の離乳豚が発育不良や削痩を
呈し約30頭が死亡した。2007年4月に死
亡豚１頭および衰弱豚3頭の計4頭を剖検
に供した。病理学的検査により全例の全
身リンパ組織で組織球浸潤あるいは好塩
基性細胞質内封入体の形成を伴うリンパ
球の減数および間質性肺炎が観察され、
リンパ組織等に豚サーコウイルス2型（P
CV2）抗原が存在していた。１例の肺胞
内には泡沫状好酸性物質が認められ、Pn
eumocystis carinii（P．carinii）抗原
が存在していた。ウイルス学的検査では
全例のリンパ節および肺からPCV2遺伝子
が検出され、PRRS、豚コレラおよびオー
エスキー病ウイルスは陰性であった。3
頭の血液生化学検査ではγ-グロブリン
が低値（0.11～0.44g/dl）を示し、特に
P．carinii肺炎罹患豚で顕著であった。
以上の成績から検索例をPMWSと診断し、
P．cariniiが日和見的に感染したことが
うかがわれた。

327 豚の流行性脳炎（日本脳炎）の発生
事例：秋田県南部家保 山田典子、阿部
由香

平成19年9月、管内一養豚場（飼養母
豚3頭）の母豚1頭で異常産が発生（正常
子6頭、白子・黒子7頭）。母豚3頭の血清、
白子・黒子6頭及び胎盤を用いて病性鑑
定を実施。母豚から日本脳炎（JE）及び
豚パルボウイルス病のHI抗体が、白子2
頭の胸水からJE-HI抗体のみが検出。白
子3頭の剖検所見で皮下の膠様浸潤及び
胸腹水の増加、病理組織検査で軽度の非
化膿性脳炎像を認める。当該豚舎は周辺
に農業用水路が多いことから蚊が多く、
今年に限りJEのワクチンが未接種。農場
では病性決定までの間に豚舎内の消毒、
豚舎周辺の草刈及び殺虫剤散布、豚の移
動自粛、作業者以外の豚舎内の出入制限
を実施。病性決定後は、管内の養豚農家
や関係機関に適切なワクチン接種及び蚊
の防除対策や消毒等の飼養管理に努める
よう周知。今回は単独発生だったが、本
病は人獣共通感染症でもあることから、
今後も養豚農家に対して適切なワクチン
接種を指導していきたい。

328 管内Ｏ地域におけるオーエスキー病
清浄化の達成：福島県県北家保 石川雄
治、三瓶直樹

平成2年、当地域において3戸のオーエ
スキー病（以下AD）野外ウイルス抗体陽
性豚（以下陽性豚）摘発。平成3年より
周辺農場を含めた農場の全頭ワクチン
（以下V）接種と抗体識別検査を開始。
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この地域を要監視地域とした。しかし、
平成5年には10戸で陽性豚摘発、V接種農
場が12戸に増加したことから定期的に清
浄化対策会議を開催し清浄化への意識の
高揚を図った。平成13年には陽性豚0％
となり、平成14年にはV接種終了。以降、
V抗体保有豚の早期淘汰更新の指導。飼
養豚2割抽出検査を継続。平成18年、19
年に4戸延べ539頭（繁殖）、360頭（肥育）
の計899頭の抗体検査実施。結果、平成1
8年に1戸、平成19年12月に3戸の農場で
全頭陰性を確認。この地域を福島県AD防
疫対策実施要領に基づき清浄地域へ変更
予定。AD清浄化により1戸の農家では、
県産ブランド豚うつくしまエゴマ豚生産
に取組み始め養豚経営の一助となった。

329 養豚密集地域のオーエスキー病清浄
化への取組み：茨城県鹿行家保 都筑智
子、楠原徹

管内養豚密集地域の一部飼養者の声を
きっかけに地域的なオーエスキー病（AD）
清浄化の取り組みを開始。本年度は現状
把握を目標とし、飼養者のADに関する意
識調査とAD浸潤度調査を実施。調査より、
本地域のADワクチン接種率は82.4%、豚
は特定のAD陰性農場から導入する等、AD
に対する意識が高いことが判明。一方、
飼養戸数74戸に対し106箇所に農場が存
在し、経営グループは56グループに分類。
AD清浄化には農場内だけでなく農場間の
感染リスクの評価が必要。AD浸潤度調査
では、AD野外感染陰性の農場を確認、AD
汚染地域でのAD清浄化の可能性が示唆。
複数回検査をした農場の検査結果の変化
から、農場内ADウイルス活動の沈静化は
ADワクチンの効果であると推察。今後、
各農場のモニタリングとSエライザを用
いたワクチン効果の判定を検討。AD清浄
化には農場個別の対応が避けられないも
のの、段階的な地域AD清浄化へ向けた取
り組みを継続予定。

330 農家意識調査に基づくオーエスキー
病清浄化対策の検討：茨城県県西家保
矢口裕司、佐藤則子

管内A市をAD清浄化モデル地域とし、
市家畜畜産物衛生指導協会や指定獣医師
の協力の下、年2回母豚の全頭一斉注射
や全戸巡回などを実施。今回A市内養豚
農家の意識調査を実施し、清浄化推進の
ための対策を検討。36戸中29戸でアンケ
ート用紙を回収し、清浄化意識に係わる
9つの質問項目（豚の導入、ワクチン接
種､定期的抗体検査、清浄化意識など）
において点数を設定し、意識度として数
値化。飼養規模別に母豚50頭以上（16戸）
と50頭未満（13戸）の農場を比較したと
ころ、前者に比べて後者の意識度は低い

傾向。現状では導入元のAD浸潤状況が未
把握（35.7%）、定期的抗体検査未実施（7
0.4%）などの農場が目立つが、一方清浄
化は実現可能（79.3%）、抗体検査を実施
したい（85.2%）などから、本病清浄化
への関心は高いと推定。今後はA市の取
り組みを参考に、他の地域においても、
積極的な農家巡回や抗体検査を実施し、
AD浸潤状況の把握、コンセンサスを得る
ための情報提供や啓蒙活動を実施予定。

331 オーエスキー病野外抗体陽性農場に
おけるモニタリング方法の検討：茨城県
鹿行家保 澤田菜穂子、都筑智子

オーエスキー病(AD)ワクチンを繁殖豚
年4回、肥育豚2回（45、70日齢）接種し
ているAD野外抗体陽性農場において、AD
清浄化に向けたモニタリング方法を検
討。同一個体を30、60、90、120日齢追
跡した個体群と、日齢別(30、60、90、1
20、150、180日齢肥育豚および母豚)に5
頭ずつ一斉抽出した抽出群について、g
Ⅰエライザ、Sエライザ、中和試験を実
施。抽出群は8月と12月の2回採材。個体
群と抽出群のgⅠエライザ陽性率、Sエラ
イザ平均値は同様に推移し、抽出群の結
果から移行抗体の消失時期を推測できる
ことが示唆。Sエライザ平均値と中和試
験GM値は同様に推移し、中和試験の代替
として簡便かつ迅速に結果が得られるS
エライザの有効性を示唆。抽出群の8月
と12月ではAD野外感染日齢が異なり、農
場のAD抗体動態把握のためには年に数回
の定期的な日齢別抽出検査が有効。

332 豚オーエスキー病（AD）清浄化への
取り組み：千葉県東部家保 飯田直樹、
小野寺道寛

AD対策が講じられてから15年が経過し
たが、未だ清浄化は達成されていない。
清浄化達成には地域ぐるみの対策が必要
であり、昨年、管内の１養豚組合から清
浄化に向けて組合全体で取り組みたいと
相談があった。それを受け、平成18年度
から組合員の農場20戸を対象に取り組み
を開始。平成18年度は全戸に対して抗体
検査を2回実施し、農場毎にワクチン接
種方法を指導。また講習会を4回開催、
清浄化の取り組み方法を協議し、推奨ワ
クチンプログラムや検査成績の分析結果
を解説するとともに浸潤度の高い農場・
低い農場の実際の成績を挙げて説明。農
場毎に見るとワクチン接種により状況の
改善が見られたが地域の浸潤状況として
は高いため、平成19年度はワクチン接種
指導に加えて衛生管理状況調査を実施、
農場毎の課題・目標及び組合員共通の目
標を設定して農場防疫の強化に取り組ん
でいる。今後も組合の自主的な意欲を尊
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重し清浄化に向け取り組みたい。

333 管内養豚密集地域における豚サーコ
ウイルス関連疾病流行の現状と課題：千
葉県東部家保 橋本能子、小野寺道寛

豚離乳後多臓器性発育不良症候群を始
めとする豚サーコウイルス関連疾病(PCV
AD)は、当所管内の養豚農家においても、
高い事故率を伴う大きな被害を出してい
る。病性鑑定や飼養衛生聞き取り調査に
よると、調査協力農家78戸中40戸が例年
より死亡が増加し、死亡原因の64％が呼
吸器病、24％が消化器病だった。特に養
豚密集地域においては事故率平均が25～
30％台と高く、病性鑑定の結果、PCV2が
主要因で考えられた。獣医師の対策会議、
養豚関係者の検討会議を開催し、事故率
の低い地域に対してはバイオ・セキュリ
ティの強化を、事故率の高い地域に対し
ては細やかな情報交換を呼びかけた。そ
の後、診療獣医師との連携のもと病性鑑
定を重ね、結果を生産者主催の勉強会で
情報発信、対策をともに検討。と畜場情
報も活用の上、農場を病態別に分け、対
策検討を推進。対策が確立されておらず、
飼養衛生改善も著明な効果の見えづらい
PCVADだが、引き続き事故率低減に努め
ていきたい。

334 豚サーコウイルス2型Group1(EU型)
による豚サーコウイルス感染症とその浸
潤状況調査：千葉県中央家保 佐藤岳
彦、芦澤尚義

2005年秋頃より、養豚密集地域におい
て事故率が30%を超える農場が増加して
いる。本年4月に子豚の事故率が上昇し
ている1農場で3頭(35、70、77日齢）の
病性鑑定を実施した結果、全頭の肺及び
体表リンパ節等からPCRにより豚サーコ
ウイルス2型(PCV2)の特異的遺伝子を検
出した。検出したPCV2はシークエンスに
より、35日齢の豚はGroup2E(NA型)、70
日齢及び77日齢の豚はGroup1(EU型)と確
認された。EU型は、近年北米において甚
大な被害が報告されている遺伝子型であ
る。そこで、周辺農場を中心に16農場で
EU型の浸潤状況調査を実施した。その結
果、9農場においてEU型、6農場において
NA型、3農場においてEU型とNA型のどち
らにも属さない亜型が検出された。この
ことから、本県の養豚密集地域において
EU型の感染が拡大していることが確認さ
れ、EU型が本地域において事故率上昇の
一因となっていることが推察される。

335 遺伝子型別による豚サーコウイルス
感染症の病理組織学的特性：千葉県中央
家保 関口真樹、小川明宏
県内の高事故率養豚場で豚サーコウイル

ス2型(PCV2)group1(EU型)の浸潤を確認。
EU型と事故率上昇の関連を調査するた
め、遺伝子型による組織病変の違いを検
討。EU型10戸23頭、Group2A(OT型)3戸9
頭、Group2E(NA型)7戸14頭、計17戸46頭
のリンパ組織のリンパ球減数、封入体形
成、肉芽腫形成及び肺のPCV2抗原分布を
スコア化(0:なし、1:軽度、2:中等度、3
:高度)。肝臓・腎臓は病変部にPCV2抗原
がみられる割合を比較。リンパ組織の病
変スコアに差は認められなかった。一方、
肺のPCV2抗原分布の平均スコアはEU型1.
6、OT型0.25、NA型0.35で、EU型で高い
傾向。肝臓・腎臓の病変とPCV2抗原はEU
型17%、OT型0%、NA型50%で、NA型で高い
傾向 。豚サーコウイルス感染症は急性
病変で肺炎、慢性病変で肝炎・腎炎が形
成されるとの報告があることから、EU型
は急性経過を、NA型は慢性経過をとる傾
向があると考察。EU型が急性経過をとり
やすいことが事故率上昇の一因になって
いると推察。

336 肥育豚に見られた離乳後多臓器性発
育不良症候群(PMWS)：東京都家保 中村
博、寺崎敏明

母豚約35頭を飼養する一貫経営農家
で、離乳後に下痢をして発育不良となる
子豚が散発したため、発育不良の子豚6
頭について病性鑑定を実施。解剖では肺
炎、腸管の菲薄化、漿膜炎、腎臓の退色
などが見られた。ウイルス検査では有意
なウイルスは分離されなかったが、PCR
検査で豚サーコウイルス2型(PCV2)の遺
伝子を5頭から検出。細菌検査では1頭の
肺からPasteurella multocidaとStrepto
coccus suisを分離。病理組織検査では、
58～79日齢の豚3頭に、リンパ組織にお
けるリンパ球の減少や肉芽腫病変、封入
体形成が認められ、免疫染色によりPCV2
による封入体と確認。また、58日齢の豚
では腎臓においてもリンパ球浸潤や壊
死、肉芽腫病変が認められた。114～135
日齢の豚3頭にはリンパ球の減少や肉芽
腫病変はほとんど認められなかった。以
上の検査結果から、Dr. Sordenらが提唱
する診断条件などに従い、58～79日齢の
豚3頭をPMWSと診断。

337 ディポピュレーション実施養豚場で
のPRRS清浄性確認にいたるまで：新潟県
下越家保 馬上斉 濱崎尚樹

平成17年8月、A養豚場は規模拡大に伴
いPRRS（以下P）清浄農場を目指し別の
場所に新農場建設、新たな繁殖群構成の
ためP清浄農場から育成豚導入。旧農場
は再利用、平成18年9月末までにディポ
ピュレーション（豚の総入れ替え）完了
後、徹底的な洗浄消毒。旧農場のP清浄
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化確認のため11月にP陰性確認豚群導入、
12月に45頭中3頭S/P比が陽性。現時点で
旧農場はP撲滅失敗と判断、新農場への
侵入懸念。新農場はPの特徴的な臨床症
状なく、P侵入後間もないと判断。エラ
イザに加えPCR、IFA検査検討。ただちに
新農場検査、64頭中4頭E値陽性。ところ
が陽性検体はPCR、IFA陰性。エライザの
非特異反応示唆。P浸潤なら1カ月以降の
検査で陽性数増加と仮定。平成19年3月
に新旧両農場検査、81頭中3頭S/P比陽性。
陽性検体はPCR、IFA陰性、疾病の広がり
認めず。A農場はPRRS清浄化。ディポピ
ュレーションの効果、検査によるP清浄
性確認樹立。

338 岩船地域養豚場における呼吸器疾病
低減に向けての取り組み：新潟県下越家
保 竹内智胤 須貝寛子

岩船地域の養豚場24戸では肉豚事故率
3％を超える農場が多数。H18年度の食肉
衛生検査では胸膜炎および中重度カタル
性肺炎の陽性率が県平均32.1％、6.1％
に対し、地域平均44.3％、8.9％といず
れも上回り、全域で呼吸器疾病の蔓延を
示唆。この現状を受けて岩船農業振興協
議会畜産部会では安全な畜産物の生産拡
大を目的として、養豚における疾病低減
対策を関係機関と連携して推進。H18、H
19 年度の重点推進項目の一つとして豚
繁殖・呼吸障害症候群（以下PRRS）を中
心に疾病浸潤状況調査を実施。家保は呼
吸器病抗体検査（H18：12戸305頭、H19:
9戸300頭）および飼養状況調査等を担当。
抗体検査ではほぼ全戸にPRRSウイルス浸
潤。検査結果に基づき、PRRS清浄化のた
めの繁殖豚の馴致・隔離方法、加えて衛
生プログラムおよび農場内衛生環境の整
備等について検討、指導を実施。

339 管内における流行性脳炎の発生と対
策：新潟県中越家保 村山和範、松本和
之

平成19年10月から11月にかけ、母豚28
0頭規模一貫経営の2農場で異常産が発
生。A農場は平成19年日本脳炎ウイルス
（JEV）ワクチン未接種。胎子体液でJEV
抗体を認め、脳及び肺からJEVが分離さ
れたため流行性脳炎と診断。B農場はLK
方式ワクチン接種済み。胎子体液でJEV
抗体を認めたが、JEV抗原及び特異遺伝
子は検出されず。管内JEV抗体陽性率は
平成17年8月0％（0/11戸、0/55検体）、
平成18年9月32.5％（12/16戸、26/80検
体）、平成19年9月2.7％（3/21戸、3/108
検体）と推移。本事例においてA農場の
ウイルス侵入時期は9月以降と推察。2農
場とも継続した発生は認められず、流行
は短期間で終息したと考えられる。管内

JEVワクチン接種率は89％（33/37戸）。
今後も確実なワクチン接種指導が必要。

340 豚異常産胎子から分離された日本脳
炎ウイルスの遺伝子解析と感染状況調査
：新潟県中央家保 会田恒彦、石田秀史

母豚280頭規模の一貫経営農場におい
て、平成19年10月に経産豚4頭が白子胎
子を死産。胎子2腹6頭の剖検で胸水と腹
水が貯留、その他著変認めず。病理組織
検査では1腹5頭に重度の非化膿性脳脊髄
炎を認める。細菌検査は2腹3頭で有意菌
分離陰性。ウイルス検査では、CPK細胞
とVero細胞を用いて1腹4頭の脳、内2頭
は肺からも日本脳炎ウイルス(JEV)を分
離、RT-PCR法で脳からJEV特異遺伝子を
検出、3頭の腹水から80、320倍のHI抗体
を検出。分離株はPrM領域240bpの遺伝子
解析によりGenotypeⅠに分類され、豚由
来Mie/41/2002株と塩基配列で98.3%、ア
ミノ酸配列で100%の相同性。異常産母豚
1頭でHI抗体が陽転し、9月の当該及び隣
接農場の肥育豚10頭と発生後の同居経産
豚6頭、肥育豚15頭はHI抗体及びRT-PCR
陰性のため、10月上旬に群の一部が感染
と推察。当該農場では、今年JEワクチン
を接種していなかったことから発生した
ものと思われた。

341 国内で初めてみられた豚の結節性多
発動脈炎：石川県南部家保 中田昌和

結節性多発動脈炎は、ヒトにおける中
小動脈の全身性・壊死性血管炎を主病変
とする原因不明の疾病として知られてい
る。2006年10月1９日、繁殖母豚2頭、肥
育豚35頭、子豚15頭を飼養する農場で、
約5か月齢の肥育豚1頭が突然死したた
め、病性鑑定を実施。剖検では、肺の充
うっ血、気管粘膜の点状出血、赤色の腹
水増量、大弯部胃粘膜の点状出血および
大脳表面の赤色化を認めた。病理組織学
的検査では、脾臓の中心動脈、舌筋層の
小動脈、腸骨下リンパ節付近の脂肪組織
中動脈および三叉神経周囲の血管叢な
ど、全身性に壊死性血管炎を確認。病原
学的検査では、PCR法により扁桃、肺、
肺門リンパ節、腎臓および鼠径リンパ節
からPCV2特異遺伝子が検出されたが、腎
臓、胃および三叉神経における抗PCV2、
抗豚丹毒菌および抗PRRSV抗体を用いた
免疫組織化学的検査は陰性。以上のこと
から本性例を結節性多発動脈炎と診断。

342 豚皮膚炎腎症症候群(PDNS)の発生事
例：福井県家保 武田佳絵、加藤信正

平成 19 年 11 月、母豚 90 頭飼養の一
貫経営養豚場で、120 日齢肥育豚１頭が
約 1 週間前から全身皮膚に赤紫色斑形
成、数日後より痂皮を伴い病変が重度化
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のため病性鑑定を実施。剖検所見は、全
身皮膚の痂皮を伴う不定形赤紫色斑、両
側の腎臓の腫大、白色点密発および硬度
の増加、肺の限局性肝変化病巣。病理組
織所見は、壊死性血管炎を伴う壊死性化
膿性皮膚炎、線維素性糸球体腎炎を伴う
非化膿性間質性腎炎、膿性カタル性気管
支肺炎、リンパ系組織のリンパ球減数お
よびリンパ節の多核巨細胞浸潤。病原検
索では、豚コレラ陰性、腎臓で腸球菌、
肺で Pasteurella multocidaを分離。病変
部の免疫組織化学染色では、リンパ節の
多核巨細胞および単核食細胞系で豚サー
コウイルス 2 型が陽性、PRRS ウイルス
および Pasteurella multocida は 全て陰
性 。 典 型 的 皮 膚 病 変 と 慢 性 腎 病 変 の
PDNS と診断。発生農場では飼養頭数が
平成 17 年以前と比較すると約 20 ％増加
しており、飼育密度を含めた適確な飼養
衛生管理が必要。

343 離乳後多臓器性発育不良症候群（PM
WS）の症例報告：山梨県東部家保 池永
直浩、守屋英樹

母豚120頭の繁殖農場で、同腹子豚12
頭中5頭が離乳前後に死亡。生存子豚7頭
中5頭が削痩し、そのうち2頭が85日齢で
発熱、呼吸促迫等の臨床症状を示したた
め病性鑑定を実施。剖検でNo.1の豚では、
膿瘍を伴った胸膜肺炎、腎臓割面に白斑、
脾臓割面に白色結節状物膨隆、結腸と直
腸で膿瘍散在。No.2の豚で、肉眼的病変
は認められず。組織学的に2頭共に各リ
ンパ節、腎臓、肺、腸で肉芽腫を形成し、
ブドウの房状の好塩基性細胞質内封入体
を確認。脳では非化膿性髄膜脳炎像を確
認。No.1の脾臓では多発巣状壊死を確認。
豚サーコウィルス2型（PCV2）抗原に対
する抗体を用いた免疫組織化学染色で、
2頭共に肺・腎臓・腸各リンパ節で、加
えてNo.1では脾臓と脳で抗原陽性を確
認。2頭共に肺・肝臓よりPCRでPCV2の特
異的遺伝子を検出し、ウィルスも分離。
以上より、離乳後多臓器性発育不良症候
群（PMWS）と診断。当該農場におけるPC
V2感染による疾病の続発は報告無。

344 オーエスキー病ELISA法の非特異反
応：岐阜県西濃家保 浅野美穂、井上富
雄

オーエスキー病スクリーニング検査は
従来のラテックス凝集反応検査試薬が入
手不可能のため今年度はELISA法（以下E
LISA）により対応。530検体中26検体がE
LISA陽性。陽性検体はラテックス凝集反
応及び中和試験で陰性を確認、非特異反
応と判定。カオリン処理が非特異反応を
抑えるとの報告があり、検討。ELISA陽
性18検体のカオリン処理を試みた結果15

検体陰性。カオリン処理は未処理と比較
してS/P比が有意に低下。中和試験は繁
雑のため、今後ELISA陽性検体はカオリ
ン処理後の再検査が有効。また陽性検体
はワクチン不使用農家では見られなかっ
たためワクチン接種が非特異反応に関与
する可能性を推察。非特異反応例の蓄積
・解析がELISAの正しい判定に重要。

345 豚コレラELISA抗体陽性農場におけ
る一考察：静岡県中部家保 戸塚忠、白
井健康

静岡県内では平成15年度から豚コレラ
（豚コ）の抗体検査をELISAにより実施
し、15年度1頭、16年度2頭、17年度１頭、
18年度15頭、の陽性または疑陽性豚を確
認。いずれも中和試験による確認検査の
結果から牛ウイルス性下痢ウイルス（BV
DV）の感染と判定。その内、平成18年度
に７頭、19年度に20頭の豚コELISA陽性
または疑陽性豚が続けて確認されたA農
場の、18年度血清101検体を用いてBVDV
特異的遺伝子の検出、19年度血清161検
体を用いてBVDV抗体検査を実施。その結
果、遺伝子検出は陰性であったが、抗体
保有率が50.3％（81/161頭）で、豚コEL
ISA陰性豚にもBVDVの浸潤を確認。また、
Ａ農場の導入豚隔離観察施設が肉用牛農
場と近接していたため、同農場飼養の繁
殖和牛22頭のBVDV特異的遺伝子の検出と
抗体検査を実施。その結果、遺伝子検出
は全て陰性で、持続感染牛は確認されな
かったが、ワクチン未接種にも拘わらず
5/22頭でBVDVに対する抗体を検出。隔離
観察施設での伝播も疑われたが、因果関
係は不明。

346 PMWSと検出病原微生物の関連性につ
いての検討：静岡県中部家保 和久田高
志、土屋守

診断予防技術対策事業でPMWS発症とPR
RSV及びMyocoplasma hyorhinis(Mhr)の
陽性率に高い関連があると報告。しかし、
Mhrの肺での増殖の検出に優れる免疫組
織化学的染色法(IHC法)は未実施。そこ
で、発育不良豚28頭を用い、MhrのIHC法
を含めPMWS発症と検出病原微生物の関連
を検討。その結果、PMWS陽性豚8頭、陰
性豚20頭。PMWS陽性豚と陰性豚のPRRSV
陽性率は63％と5％（PCR法）、50％と0％
（IHC法）、Mhr陽性率は75％と30％（IHC
法）と有意に関連有。Mhr陽性豚（IHC法）
と陰性豚のPRRSV陽性率は50％と0％（PC
R法）、33％と0％（IHC法）と有意に関連
有。PRRSV陰性でPMWS陽性豚と陰性豚のM
hr陽性率は33％と26％（PCR法）、50％と
30％（IHC法）と共に関連無。PMWS発症
とPRRSV及びMhr感染、MhrとPRRSV感染の
間にそれぞれ有意な関連が認められた
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が、PRRSV非感染時にPMWSとMhr感染の関
連が認められないことから、PMWS発症と
Mhr感染の関係はPRRSV感染を介した「擬
似連関」の可能性を示唆。

347 一過性にＰＲＲＳ陽性を示した農場
の一考察：三重県南勢家保 小林 登、
平塚恵子

管内一養豚場でｵｰﾙｵｰﾙｱｳﾄ・洗浄消毒
・豚舎の補修等をした半年後の2006年5
月、SPF（PRRS含む）豚45頭を導入し、
検査したところPRRS-ELISA陽性が5月25
日に1/45頭確認。また、同居豚および6
月19日40頭導入群について7月5日抽出検
査をしたところ同居豚1頭の陽転を確認。
そこで同年8月7日、8月17日に全頭検査
を実施。一時的にELISAで11/85頭陽性(最
高S/P比値2.34)、IFA(EDRD、No33株)13/
27頭陽性、PCR:0/9、ｳｲﾙｽ分離0/6。その
後10月12日、2007年1月11日、5月25日に
継続抽出検査の結果、陽性豚は徐々に陰
転、肥育豚は全て陰性。陽転豚の出荷前
血清では、ELISA、IFAで陰性。農場の豚
症状は、導入当初から皆無で疾病の発現
もなし。農場成績は2007年10月末現在で、
育成率が離乳から99％等最良にﾗﾝｸ。農
場の現状からPRRSを疑う症状なく、原因
は不明。①類似ウイルスの影響②弱いＰ
ＲＲＳウイルスが動いた③他のワクチン
の影響等考えられ、より正確な診断方法
が必要と推察。

348 哺乳豚に認められた豚サイトメガロ
ウイルス感染症の発生：倉吉家保 生田
泰子、岡田綾子

豚サイトメガロウイルス(以下､PCMV)
感染症は、成豚の多くが不顕性感染で､
移行抗体を持たない新生豚や幼齢豚で重
篤な症状､致命的な全身感染を引き起こ
す疾病。2007 年 2 月初旬に管内養豚場
において 21 日齢の哺乳豚 10 頭中 2 頭が
死亡､ 1 頭で貧血および腹式呼吸を呈す
子豚を確認｡ 3 月初旬に 17 日齢の哺乳子
豚が同様の症状を呈し 15 頭中 2 頭が死
亡｡同時期に管内の別の養豚場において
哺乳子豚の元気喪失および呼吸困難が認
められ､ 11 頭中 4 頭が死亡｡剖検所見で､
肺の水腫､一部検体において腎臓の点状
出血を確認。PCMV遺伝子の検出（CSFV､A
DV､PRRSV遺伝子は非検出)の他､好塩基性
または両染性核内封入体を伴う重度間質
性肺炎および脾臓に好塩基性または両染
性核内封入体､好塩基性核内封入体を伴
う鼻粘膜腺上皮細胞の重度腫大を確認｡
また､電子顕微鏡にて脾臓の細網内皮細
胞にPCMV粒子を確認。以上の成績から、
本症例を豚PVMV感染症と診断。移行抗体
を保有していない幼齢豚がPCMVに感染し
全身症状を示したと推察。

349 県外導入種豚で確認された豚繁殖・
呼吸障害症候群（PRRS）浸潤農場での対
策事例：西部家保 長谷川理恵、千代隆
之

平成19年4月に管内のPRRS陰性養豚場
において、県外導入種豚（導入豚）84検
体中39検体（陽性率46.4%）をEILSA抗体
陽性豚を確認。同血清でのIFA検査及びR
T-PCR検査は陰性。導入豚周辺における
種豚のELISA検査が陰性であったことか
ら非特異的反応であると疑う。7、8月の
導入豚において38検体中20検体（陽性率
52.6%）でELISA検査陽性。同月の病性鑑
定血清において78検体中34検体陽性（陽
性率43.6%）。再度RT-PCR検査により陽性
を確認。場内浸潤状況調査を行い、対策
会議を実施。【事例１】導入豚の隔離豚
舎の設置、臨床症状が認められないこと
から自然感染による母豚群の免疫付与と
した。さらに、2ヵ月後の抗体検査で全
豚舎の陽転が確認された。【事例2】導入
豚のELISA検査値の上昇確認及びウイル
ス排泄期間の隔離、場内感染状況の把握
として2ヶ月毎に育成豚および随時出荷
豚でのELISA検査による場内のモニタリ
ング方法とした。PRRS撲滅を農場の目標
として、今後も衛生対策を強化を図りた
い。

350 豚の牛ウイルス性下痢ウイルス(BVD
V)感染による豚コレラELISA陽性事例：
西部家保 梁川直宏、千代隆之

昨年度末、と畜場放血採材の豚コレラ
（HC）ELISA陽性を発端とした、管内A養
豚場の牛ウイルス性下痢ウイルス(BVDV)
抗体のHC-ELISA交差陽性反応事例につい
て、原因追求及び清浄化対策を進めてき
た。A養豚場は、繁殖サイトと肥育サイ
トを分けた2サイト方式である。平成19
年2月に肥育サイトのみBVDV抗体陽性を
確認と同時に、当養豚場のPRRS依頼検査
の検体を用いて、遡り検査を行ったとこ
ろ、平成19年1月の検体でBVDV抗体陽性
を確認。その後、監視中の平成19年5月
の繁殖サイトでの種畜検査において、BV
DV抗体陽性を確認。（当該陽性種豚は、
昨年度の県外導入時のHC-ELISA検査陰
性。）BVDV進入ルートは不明。感染豚の
ウイルス排泄や持続感染豚の存在の可能
性も否定はできないが、抗体陽性豚の広
がり状況から、胎盤を使った農場馴致の
際のBVDV感染を示唆。

351 PRRS陽性農場における導入豚馴致を
中心とする衛生対策：西部家保 濵田泰
祐

豚繁殖呼吸障害症候群(PRRS)対策とし
て導入豚馴致による種豚群の免疫安定化
が重要視されている。平成18年6月、管
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内養豚場で分娩前後の母豚が発熱、チア
ノーゼを呈し死亡、同時期に死産も増加。
病性鑑定成績より、馴致されていない更
新豚が分娩前後にPRRS等に感染、急速に
伝播したと考察。対策として防疫管理及
びワクチネーションを再徹底した上で導
入豚を馴致(暴露+回復)するよう指導。
暴露後、PRRS感染を確認するためにELIS
A法による抗体検査を実施、最長27日で1
00%の個体が陽転。確実な馴致のため、
陽転日から60日以上経過後に交配し、今
後の導入豚の馴致(暴露+回復)期間を90
日、導入最適日齢を110日齢とした。導
入豚馴致を中心とする衛生対策によって
1腹あたり哺育開始頭数に加え、出荷時
病変割合、出荷頭数も改善されたので報
告する。

352 急性豚繁殖･呼吸障害症候群（PRRS）
の再発生例：長崎県中央家保 久住呂
毅、向原要一

平成19年3月、繁殖雌豚1,350頭を飼養
する一貫経営養豚場で、妊娠豚舎におい
て高熱、食欲不振の症状を示し、約1カ
月間に流産236頭(妊娠日齢31～108日、
産歴は初産～10産)、母豚の死亡49頭(平
均産歴6産)発生。流産の発生期間中に異
常産の発生もみられ、死産率は15.9%。
母豚血清及び死亡豚の扁桃よりPRRSウイ
ルス（PRRSV)の特異的遺伝子断片が検出
され、血清よりウイルスも分離。分離さ
れたPRRSウイルス遺伝子パターンは、平
成12年に同農場で発生したPRRSVと同一。
前後血清を用いた抗体検査では、PRRSV
に対する有意な抗体上昇。抗PRRSV抗体
を用いた免疫組織化学的染色で、死亡豚
の肺･扁桃にPRRSV抗原確認。その他のウ
イルスの関与なく、細菌検査は陰性。馴
致豚の抗体検査では、陽性率79.2%。発
症の要因は、母豚群の免疫が不安定な状
態で推移していたために発生したものと
推察。ワクチン接種により母豚群の免疫
安定化。飼養衛生管理の指導徹底。

353 県内養豚農家の日本脳炎ウイルスの
浸潤状況調査：長崎県中央家保 中島
大、豊田勇夫

県内全域の養豚農場を対象に日本脳炎
ウイルス(JEV）の浸潤状況を調査。抗原
検索では、平成18、19年7～9月の豚コレ
ラ抗体検査用血清延べ105戸（実戸数64
戸）979検体を材料に農場毎のプール血
清についてJEV遺伝子検出をPCR法で実
施。陽性検体についてウイルス分離及び
遺伝子解析。また、抗体検査は1戸1～8
検体を中和試験。平成19年7、8月の血清
計6検体よりJEV遺伝子検出。ウイルス分
離陰性。検出遺伝子は若干配列が異なる
が全て遺伝子Ⅲ型に分類され、JaGAr01

株に最も近縁。抗体陽性戸数は、平成18
年7、8、9月ではそれぞれ0%、37.5%、94.
1%、平成19年7、8、9月では11.8%、45.8
%、78.6%。県内広範囲にJEVが浸潤、媒
介蚊の流行時期に感染拡大と推測。また、
近年国内で従来のⅢ型と異なるⅠ型が分
離されるが県内には未だ従来型が存在。
豚、人に感染の可能性が高いと判明。繁
殖豚の継続的ワクチン接種推進とワクチ
ン未接種及び高齢飼養者に注意喚起が必
要。

354 繁殖豚の採血用濾紙を用いたオーエ
スキー病エライザ抗体検査の検討：熊本
県阿蘇家保 小池康司、白石隆

安全で効率的な繁殖豚のオーエスキー
病（AD）検査法を目指し、採血用濾紙を
用いた採血（濾紙法）により、抗体成分
を溶出した溶出液と血清のADエライザ抗
体価を比較。77検体中（AD陰性豚36検体、
ADワクチン接種豚41検体）75検体で判定
が一致し、高い相関(R2=0.9084)。同様
にIFA価では26検体（AD陰性豚11検体、
ワクチン接種豚15検体）で全て判定が一
致したが、溶出液のIFA価は血清に比べ1
～4倍低い。ストール内繁殖豚の各採血
法（頸・耳・尾静脈採血等）と、尾根部
腹側正中に注射針を刺し、針基部から流
出・漏出する血液を濾紙に吸着する尾濾
紙法を比較。尾濾紙法は、保定が不要な
ため一人で実施可能、豚へのストレスが
小さい、人の安全性が高い、手技も簡易
等の長所があり極めて良好。大規模農場
や立入制限農場で家畜防疫員の監視のも
と、尾濾紙法を用い農場従事者等による
血液採取が可能と推察。尾濾紙法による
ADエライザ抗体検査は、現場応用できる
効率的な検査法と考察。

355 鹿児島県の豚病清浄化対策の取り組
み：鹿児島中央家保 後藤介俊、南薩家
保 内村江利子

近年、鹿児島県の養豚経営は、事故率
の上昇を主とする出荷頭数の減少がみら
れる。そこで、県は、家畜保健衛生所を
中心として関係機関連携のもと、「豚病
清浄化プロジェクトチーム」を設置し、
具体的な清浄化対策を検討・実施するこ
ととした。まず、事故率の高い 12 農場
を選定し、農場及び管理獣医師等と連携
し、農場の現状調査、各疾病の抗原・抗
体調査、ヒネ豚等の病性鑑定を実施。さ
らに、県内全養豚農家の状況を確認する
ため、アンケートによる実態調査を実施。
現在、選定農場について、調査結果をふ
まえて、それぞれの農場の問題点と要因
を検討の上、飼養衛生管理の徹底を含め
た具体的な清浄化対策を実施中。今後、
本プロジェクトチームで得られる知見や
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技術情報をもとに、県内全域の養豚農家
の事故率低減と出荷増頭に結びつけてい
きたい。

356 豚病清浄化に向けた取り組み：鹿児
島県南薩家保 内村江利子、山﨑嘉都夫

本県は平成 19 年 4 月、養豚生産性基
盤の強化を図るため，家保を中心とした
「豚病清浄化プロジェクトチーム」を設
置。管内においても、離乳舎での事故が
多発している母豚 55 頭の一貫経営農場
をモデル農場とし，飼養衛生管理状況、
ステージ毎の各種疾病の抗体検査および
発育不良豚の病性鑑定を実施。結果、オ
ーエスキー病（AD）野外抗体陽性母豚
を確認。また、離乳舎での事故要因とし
て、PRRS、PCV2、大腸菌の関与が判明。
これをうけ、AD 野外抗体陽性母豚の淘
汰、離乳舎の消毒の徹底（3 ヶ月毎に、
オールアウト・水洗・複合ヨードホール
消毒剤の噴霧消毒・乾燥）、ワクチンプ
ログラムの見直し等を実施したところ、
離乳舎での事故頭数は減少。今後、さら
なる事故率低減に向け、疾病発生の原因
を究明しつつ清浄化対策の維持・強化に
努めていく。

357 アンケート調査から見た豚病清浄化
への取組：鹿児島県姶良家保 是枝輝紀

鹿児島県は事故率低減のため、平成 19
年 4 月に家畜保健衛生所を中心とした豚
病清浄化プロジェクトチームを設置し、
養豚生産基盤の強化に取り組んでいる。
その一環として、9 月に管内全養豚農場
82 戸を対象に飼養状況等のアンケート
調査を実施し、60 戸（回収率 73%）から
回答があった。農場内訳は一貫または子
豚生産農場 52 戸、肥育農場 8 戸。一貫
または子豚生産農場の事故率は 5%未満
が 56%、5 ～ 10%が 19%、10%以上が 25%。
事故原因は、ほ乳期や離乳後の呼吸器病
と消化器病が大半を占めていた。飼養衛
生管理実施状況を飼養規模別に比較した
結果、飼養規模が大きい農場ほど、豚舎
・器具等の清掃・消毒、踏込槽の設置実
施率は高いが、飼養密度の高い農場が多
かった。また、事故率別に比較した結果、
事故率 5%未満の農場では、豚舎・器具
等の清掃・消毒作業を毎日実施している
割合が高く、また飼養密度が適正である
農場が大多数であった。今後事故率低減
のために、定期的な清掃・消毒作業、適
正な飼養密度が重要だと思われる。

358 豚コレラ清浄性確認検査からみる管
内の養豚事情：鹿児島県曽於家保 郡司
康宏 大小田勉

豚コレラ(豚コ)の清浄性維持確認のた
めの調査を84戸(840頭採血)で実施。調

査した農場の約半数でバークシャー(B）
が飼養されており、Bとそれ以外の品種
では、Bが離乳日齢で4日、出荷日齢で41
日長く、また母豚1頭あたりの総産子数、
離乳頭数、仕上頭数がそれぞれ約2頭少
なかった。飼養衛生管理基準の評価では、
車輌消毒、野生鳥獣および衛生害虫の侵
入防止などで一部対応不十分な農場がみ
られた。豚コの抗体検査は全頭陰性。ま
たオーエスキー病(AD)の抗体検査の結
果、陽性戸数が11戸(13%)、陽性頭数が6
9頭(8%)。管内のADの浸潤率について同
一農場45戸で平成8年度から11年度まで
の検査結果と今回の結果を比較したとこ
ろ、陽性戸数が28戸から8戸に減少して
おり、ADの清浄化がかなり進んできてい
ることが示唆。

359 豚死流産ワクチンの効率的接種プロ
グラムの検討と実態調査：鹿児島県肝属
家保 検崎真司、柴田昭一

豚死流産ワクチンの検討と管内実態調
査を実施。2種（JEV、PPV）及び3種（JE
V、PPV、GETV）のL接種後、JEVのKを接
種し、1年後JEV、PPV、GETV抗体価を測
定。また、JEV（L-L、L-K、L-L-K、L-L-
K-K）、PPV及びGETVを経時的に調査。さ
らにアンケートと聞き取りにより接種状
況の実態調査。接種1年後のJEV、PPV、G
ETV抗体（20倍≦）の保有率は2種で100%、
100%、20%、3種で93%、100%、79％。JEV
は全区で１年後まで効果が持続。アンケ
ート回収率は65%でJEVは78％、PPVは71
％の接種率。各農場の接種状況は、L8戸、
L-L19戸、L-K13戸、L-K-K18戸、L-K-L2
戸。PPV及びGETVはL1回、JEVはL-K法で
約1年間免疫持続を確認。豚死流産の関
心は高いが、接種状況は様々。L-K法を
効率的ワクチン接種として指導したい。

360 PRRS対策としての母豚免疫安定化と
パーシャルディポピュレーションの取り
組み：沖縄県中央家保 俵山美絵
沖縄県の一般的な豚の飼養形態は暑熱

対策に重点が置かれ、同一豚舎内に各ス
テージの豚房が混在、壁などの仕切りが
ない構造を呈し、PRRSウイルス(PRRSV)
その他の病原体の農場内循環を断ち切れ
ず、損耗率低減が難しいと考えられた。
今回、離乳後事故率が高い5つの養豚

場でPRRSの抗体検査を実施、農場内のPR
RSVの動態を調査。そのうち一農場にお
いて母豚免疫安定化と離乳豚舎のパーシ
ャルディポピュレーションを実施、農場
内の子豚における抗体価の低下が見られ
損耗率も減少。この取り組みにより沖縄
の飼養形態であっても、母豚免疫安定化
と離乳子豚の隔離施設を設けたパーシャ
ルディポピュレーションを取り入れるこ
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とで子豚間の水平感染がなくなり、離乳
子豚の損耗防止につながると考えられ
た。

361 豚のブランド化へ向けた豚系統造成
への取り組み状況（第１報）：沖縄県改
良センター 池宮城一文、比嘉直志

県内養豚経営の生産性向上を図るた
め、平成 16 年度にランドレース種の閉
鎖群育種による豚系統造成を開始。多形
質の最良線形不偏予測法(BLUP 法)アニ
マルモデルによる統計育種学の手法を用
い、平成 23 年度第 7 世代による完成を
予定。現在は、第 3 世代の検定終了間近。
改良目標値は、背脂肪(BF)1.6cm、ロー
ス断面積(EM) 37cm ２、 1 日平均増体重
(DG)950g、総産子数(LS)12 頭、離乳時
総体重(LWW) 63kg。各世代における産
肉及び繁殖成績の表形値は、基礎豚 LS9.6
頭、LWW50.4kg、第 1 世代(G1)BF2.3cm、
EM32.2cm ２ 、 DG838g、 LS10.6 頭 、
LWW48.4kg、 第 2 世 代 ( G2) BF2.0cm、
EM31.7cm ２ 、 DG887g、 LS11.3 頭 、
LWW52.4kg、 第 3 世 代 ( G3) BF1.9cm、
EM31.8cm ２、DG861g で、育種価は基礎豚
をベースとし G1BF-0.1cm、 EM0.51cm ２、
DG12.86g、 G2BF-0.11cm、 EM0.19cm ２ 、
DG28.13g、 G3BF-0.09cm、 EM0.46cm ２ 、
DG17.79g である。今後は、養豚情勢の変
化や農家のニーズに対応できるような系
統豚の作出、客観的肢蹄評価及び普及体
制の確立へ向け取り組んでいく必要があ
る。

Ⅱ－２ 細菌性・真菌性疾病

362 同一生産組織に属する2農場に同時
期に発生した豚大腸菌症とその対策：宮
城県登米家保 高野泰司、日野正浩

平成19年6月に同一生産組織に属する
養豚一貫経営2農場において、下痢によ
る子豚の死亡事故が発生。母豚30頭飼養
のA農場では、離乳前後の子豚5腹60頭中
17頭死亡（死亡率28.3%）、母豚110頭飼
養のB農場では、哺乳豚6腹75頭中33頭死
亡（死亡率44.0%）。A農場の下痢発症豚
直腸便及びB農場の鑑定殺豚腸内容から
β溶血を示す大腸菌O149を分離。O149の
性状は全株共通で、付着因子F4保有、ST
及びLT産生遺伝子陽性、VT1、VT2、VT2e
及びeaeA遺伝子陰性であり、腸管毒素原
性大腸菌による大腸菌性下痢と診断。薬
剤感受性は、2農場由来株とも多剤耐性
で、A農場由来株はABPC、KM、GM、B農場
由来株はGM、SXTに感受性。対策として、
A農場では母豚へのワクチン接種、徹底
した消毒、B農場では母豚へのSXT及び哺
乳豚へのGMの経口投与、分娩舎スノコ床
への自然性乾燥剤の散布、石灰乳塗布を

実施。対策後、2農場とも下痢発症豚及
び死亡豚が段階的に減少し、その後終息。

363 離乳豚の接合菌による側頭骨骨髄炎
：秋田県中央家保 小川秀治、小沼成尚

接合菌に起因した骨髄炎の報告は豚を
含めた家畜での報告はなく、ヒトにおい
ても希である。今回、40日齢豚が左側側
頭部の隆起と発育不良を呈し、病性鑑定
した。剖検時、左側側頭骨に限局性の腫
瘤がみられ、割面は白色結合組織の増生
と多発性に黄白色壊死巣がみられた。病
理組織検査では、側頭骨に真菌菌糸を伴
う多発性肉芽腫性骨髄炎がみられた。抗
接合菌、抗アスペルギルスおよび抗カン
ジダ抗体を用いた免疫組織化学染色で菌
糸は抗接合菌抗体のみ陽性反応を示し
た。ウイルス検査では病原ウイルス分離
陰性、細菌検査では肺からArcanobacter
ium haemolyticum分離、ＰＣＲ検査でMy
coplasma hyorhinisが陽性、Mycoplasma
hyopneumoniaeは陰性であった。以上の

結果、接合菌による肉芽腫性骨髄炎と診
断した。本症は病変が側頭部に限局して
おり、侵入経路として口腔内、下顎リン
パ節、皮膚などに病変が認めらないこと
から、中・外耳道を介して感染した可能
性が高いと考えられた。

364 慢性疾病対策事業（豚下痢症）、特
に豚大腸菌症指導の実際と効果：山形県
庄内家保 佐々木志穂 細川みえ

肥育豚事故低減を目的に、病性鑑定と
衛生指導を実施。H17年度より慢性疾病
対策事業（豚下痢症）に参画。初年度、
病因分析し、大腸菌症の関与を報告（17
年度県･ブロック業績発表会）。対策とし
て、母豚数の適正化、保温対策、液状ミ
ルク投与、有効薬剤の適正使用、母豚へ
の大腸菌ワクチン接種、分割授乳等推進。
また呼吸器症やその他の下痢症を含めた
総合的な対策を指導。母豚への大腸菌ワ
クチン接種農場は16年0戸から18年20戸
2,582頭。また、病性鑑定成績に占める
大腸菌症割合は、15年23.4%から18年12.
1％へ減少。離乳後大腸菌症は、20.3%か
ら10.6%へ減少。事業対象農場のうち対
策後2年間追跡できた農場8戸では、総母
豚数777頭から740頭に削減。肥育豚事故
率は、18.0%から13.3%へ減少、生産頭数
は804頭増加。管内共済加入農場の肥育
豚事故率も、14.2%から12.2%へ、年間死
亡実頭数は3,645頭減少。高事故率農場(2
0%以上)の割合は22％から12％へ減少。

365 Brachyspira pilosicoli（Bp)が関
与した肥育豚の下痢発症例：山形県最上
家保 遠藤貴之

平成19年9月、管内同一系列の肥育専
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門養豚場2戸で、3～4ヶ月齢の肥育豚約
半数が泥状～水様性下痢便を呈したた
め、病性鑑定を実施。サルモネラ増菌培
養では、A農場：16/24、B農場:1/14頭で
Salmonella Derbyが便性状に関係なく分
離され、全例で菌量が≦103CFU/g。PCR
検査では、Lawsonia intracellularisが
A農場：3/6、B農場1/5頭陽性、Brachysp
ira hyodysenteriaeは全て陰性、Brachy
spira pilosicoli(Bp)はA農場：2/6、B
農場4/5頭で陽性。BJ培地により弱β溶
血性コロニーを示すグラム陰性らせん菌
を分離、馬尿酸加水分解試験およびPCR
検査陽性によりBpと同定。以上の結果か
ら、Bpによる豚結腸スピロヘータ症が示
唆。分離株の薬剤感受性試験では、リン
コマイシン、アンピシリン、オキシテト
ラサイクリン（OTC）等の薬剤に感受性、
ST合剤に耐性。分離サルモネラ菌にも感
受性を示したOTCと共に生菌剤の投与、
畜舎消毒による対策実施後は、下痢を示
す豚が減少。サルモネラ菌は依然分離さ
れるが、Bp陽性豚はA農場：3/17、B農場
:0/5頭に低下。

366 浮腫病発生農場の清浄化へ向けた取
り組み：福島県会津家保 羽賀陽子

管内の養豚一貫経営農場において平成
18年11月に種豚6頭を導入後、平成19年2
月より離乳豚の死亡が散見され4月に病
性鑑定を実施。腸管毒血症性大腸菌（ET
EEC）が分離され、病理組織学的に小動
脈血管病変が認められ浮腫病と診断。清
浄化へ向けた対策として豚舎の洗浄・消
毒の徹底、発症豚への投薬、飼料添加剤
の給与を実施した結果、離乳豚の死亡数
は一時的に減少したが6月から再び増加
し、7月56頭が死亡。原因として一時的
な分娩集中による過密飼養と暑熱ストレ
スの増大が考えられ、さらに浮腫病長期
化の要因として無症状の保菌母豚の存在
が推察されたため、飼養環境の改善と合
わせて離乳豚の死亡が確認された母豚の
早期出荷を指導するとともに9月からコ
リスチンの経口投与を実施したところ死
亡数は減少し、10月以降は月10頭未満と
沈静化している。今後とも疾病浸潤調査
を行い清浄化へ向けた総合的な衛生対策
の実施を進めていく所存である。

367 大腸菌及びロタウイルス複合感染に
よる豚の離乳後下痢症：福島県県北家保

三瓶直樹、石川雄治
繁殖雌豚120頭飼養する一貫経営農場

において、平成19年6月頃から離乳豚を
中心に泥状及び水様性下痢が多発。重症
例は数日の経過で死亡。離乳豚２頭の病
性鑑定を実施。豚No.1からは毒素原性大
腸菌（F4保有）、豚No.2からは志賀毒素

産生性及び毒素原性大腸菌（F18保有）
を有意に分離。分離菌は多剤耐性。また、
豚No.2からロタウイルスC群抗原を検出。
これらの結果及び病理組織学検査結果か
ら、大腸菌及びロタウイルス複合感染に
よる離乳後下痢症と診断。その後さらに
病原体の検索を行い、離乳豚からロタウ
イルスA群抗原及びコクシジウムも検出。
これらの病原体も下痢症に関与している
ものと推察。対策として、分娩前後の繁
殖豚及び離乳前後子豚への有効薬剤投
与、衛生管理の徹底等を行い、下痢症の
発生は沈静化。分離菌が多剤耐性であっ
たことから、使用薬剤に関しては今後も
監視が必要。

368 Haemophilus parasuisによる豚の急
性敗血症例：栃木県県央家保 市川優

母豚10頭飼養農場において、平成19年
9月9日からの11日間に、約75日齢の育成
豚6頭（同腹No.1~5、7）が死亡。うち、
4頭（No.3~5,7）及び1頭（No.6）を病性
鑑定実施。臨床症状では、突然死、食欲
不振、発熱、神経症状を確認。剖検では、
腎臓のうっ血腫脹、肺の充うっ血を観察。
細菌学的検査では、肝（No.4,5）、脾（N
o.4）、腎（No.3,4,5）及び肺（No.3,4,5）
からHaemophilus parasuis（H.p）を分
離。PCR検査では、主要臓器（No.3~7）
からH.p特異遺伝子を検出。ウイルス学
的検査は陰性。病理組織学的検査では、
腎糸球体及び肺胞毛細血管に菌塞栓を伴
う多発性血栓を3頭（No.3,4,5）、線維素
性心外膜炎及び化膿性髄膜脳炎を1頭（N
o.7）で観察。抗H.pウサギ血清を用いた
免疫組織化学的検査では、陽性抗原を検
出。No.3,4,5をH.p急性敗血症と診断。N
o.6,7はH.pの関与を推察。本症例のよう
なH.pによる急性敗血症例では、補助診
断として免疫染色やPCR検査法が有効で
あると示唆。

369 県内で分離された豚離乳後下痢症由
来大腸菌の性状解析：埼玉県中央家保
荒井理恵、吉田輝美

平成15～19年度に県内で分離された豚
離乳後下痢症由来大腸菌54株（12農場27
事例48頭）を用い、溶血性、O群型、病
原因子（F4，F18，LT，ST，Stx2e）、生
化学的性状、薬剤感受性（10薬剤）を調
査。54株全てがβ様溶血性を示し、O群
型はO147が36株（66％）と最多、その他
O116、O149、O141、O146。病原因子パタ
ーンはF18・LTが36株（66％）、F18・LT
・ST・Stx2eが10株（19％）、その他F4・
LT・STなど。O147は36株全てがF18・LT、
生化学的性状も同一。O116も全てがF18
・LT・ST・Stx2e、生化学的性状も概ね
同一。薬剤耐性パターンは血清型により
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同様な傾向であり、特にO116はERFX耐性
を含む多剤耐性。疫学的検討のために5
血清型20株（12農場18事例18頭）を用い
パルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）
（制限酵素：XbaⅠ）を実施。バンドパ
ターンは血清型によりほぼ同一。各々近
縁な株と推測されたが、詳細な解析には
PFGE条件の検討や更なるデータの集積が
必要。

370 県内の豚丹毒の現状:石川県北部家
保 井出久浩

県内における豚丹毒の現状について調
査。豚丹毒ワクチン接種状況は2007年度
で52％（11/21戸）。摘発頭数は1999年の
ワクチン接種中止以降上昇したが2000年
の70頭をピークに減少。ワクチン接種の
有無による発生率は３ヵ年平均で有意差
なし（>0.05）。分離された398菌株の血
清型は1aが89株、1bが163株、2bが143株
であり、これら３タイプで99％を占める。
1999～2003年における血清型の推移をみ
るとワクチン中止以降1a型は20から3株
に減少し、1bは22から37株に増加。ワク
チン未接種農場の母豚の抗体調査では、
散発的な発生農場で抗体価64倍以上の母
豚が存在。以上の成績から特定の農家で
はワクチン接種は必要であるが、多くの
農家は沈静化していると思われ、農家の
衛生状況等によってはワクチン接種の中
止を検討することも可能。

371 県内の豚増殖性腸炎の浸潤状況：石
川県北部家保 大橋愛美、井出久浩

県内における豚増殖性腸炎（PPE）の
浸潤状況を調査。2007年度の4ヶ月齢肥
育豚と繁殖豚、2000年度と1996年度のと
場出荷豚の保存血清を用いてIFA法によ
る抗体検査を実施。また、と場出荷成績
で腸炎の多い農場6戸の糞便から抽出し
たDNAを用いてNested PCR法によりLawso
nia intracellularis(Li)遺伝子を検出。
2007年度の肥育豚は農場別で73.9％（23
/17）、個体別で68.9％（93/135）が陽性、
繁殖豚は農場別で100％（22/22）、個体
別で98．2％（108/110）が陽性。2000年
度は農場別、個体別ともに100％（19/19、
57/57）、1996年度は農場別で61．1％（1
1/18）、個体別で46．3％（25/54）が陽
性。Li遺伝子は6農場中3農場で検出。PP
Eは1996年度以前から存在し、2000年度
には広く浸潤。今後、農場の状況に応じ
た対策の検討が必要。

372 豚増殖性腸炎発生農場におけるNest

ed PCRを利用した清浄化対策：佐久家畜

保健衛生所 月岡光彦

管内養豚場において平成１９年２月頃

より離乳後１ヶ月を経過した肥育豚に発
育不良・軟便が散見され死亡豚が多発。
病性鑑定の結果、腸腺の腺腫様過形成を
認め、腸腺上皮細胞内で増殖する彎曲し
た小桿菌が確認されLawsonia intracell
ularis（以下Li）による豚増殖性腸炎と
診断。パラフィン包埋組織を用いたNest
ed PCRでもLi特異遺伝子の増幅を確認。
対策として肥育豚に対し直ちに有効薬剤
の投与と、出荷後の豚房の清掃消毒の徹
底を指示。農場全体の保菌状況を把握す
るため全豚房から糞を採取しNested PCR
を実施。検査結果は肥育豚房の7/13、繁
殖豚の3/28で陽性。陽性検体のうち1stP
CRでの陽性は6/10。投薬後の検査では1s
tPCRで陽性検体は無く2ndPCRでも陽性数
減少。直近の２回の検査では全検体が2n
dPCRでも陰性でLiが検出限界以下である
ことを確認。離乳豚数に対する出荷豚数
割合も改善。一般検査では検出困難なLi
に対しNested PCRを用いることで保菌状
況を把握し的確な対策が可能。

373 大規模養豚場でのサルモネラ抗体検
査の有用性の検証：岐阜県東濃家保 神
谷祐子、木谷隆

ELISA法によるサルモネラ抗体検査を、
過去にサルモネラ症発生歴のある大規模
養豚場で実施し、血清抗体検査の有用性
を検証。当該農場は、発生後、菌の動態
調査のため、農場内の床牽引スワブから
の菌分離検査を実施。菌は他の豚舎に比
べて、肥育豚舎より高率に分離。一方、
平成19年1月より抗体検査を実施。繁殖
豚、肥育豚、いずれも3～20％の陽性率
で抗体を検出。肥育豚の月齢別でみると
3ヶ月齢以降で抗体を検出。また、保存
血清を用いて、本農場でのサルモネラ症
発生以前の平成16年6月および17年1月の
抗体の推移を調べたところ、本症発生以
前は陽性豚を認めず、平成17年5月から1
8年5月のサルモネラ症発生時には、60～
80％程度の高い陽性率で抗体検出。以上
のことから抗体検査はサルモネラの農場
への侵入時期の特定、感染時期の特定、
農場汚染度の判定の一助となり、サルモ
ネラ菌の動態把握には、菌分離と抗体検
査の併用が有用であると思われる。

374 と畜場出荷豚で豚丹毒が多発した管
内一養豚場の衛生対策：三重県北勢家保

鶴野智美、種村幸徳
2006年11月に管内一養豚場出荷豚で関

節炎型豚丹毒が増加し、農場調査および
衛生指導を実施。当農場は、母豚120頭
の繁殖肥育一貫農場で管内と畜場に出
荷。豚丹毒ワクチンプログラムは、生ワ
クチンを約60日齢で１回接種。11月に、
と畜場にて186頭中６頭摘発。飼養豚の
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抗体調査の結果、50日齢で16倍から32倍、
150日齢で16倍から64倍、母豚は32倍か
ら128倍であった。食肉衛生検査所分離
豚丹毒菌株の血清型別では、生ワクチン
由来株も含まれるが殆どが野外株であっ
た。対策として、子豚へのワクチンプロ
グラムを不活化ワクチン２回接種（65日
齢、95日齢）に2007年３月から変更、豚
舎内の清掃・消毒の励行を指導。指導後
の抗体調査では、120日齢から170日齢で
32倍から64倍と抗体上昇を確認。当農場
の豚丹毒摘発は対策後０～３頭/月に減
少し、2007年10月10日の摘発以降、発生
は認められない。

375 2006年4月から2007年8月における三
重県の豚丹毒摘発状況および生菌ワクチ
ン株分離状況：三重県中央家保 小畑晴
美、谷口 佳子

県下2ヵ所の食肉衛生検査所で,2006年
4月から2007年8月までの間に摘発された
42件12戸54頭から分離された49株につい
て，PCRによるErysipelothrix rhusiopa
thiaeの確認と，血清型別，RAPD法およ
びアクリフラビン耐性試験による生菌ワ
クチン株との識別を実施。摘発は12戸の
うち2戸を除いてすべて2回以下の摘発，
病型は関節炎型:36頭(66.7%),蕁麻疹型:
11頭(20.4%),心内膜炎型:7頭(12.9%),血
清型は1a:24株(49.0%),2b:15株(30.6%)，
17:6株(12.3%)，1b:2株(4.1%)，8:1株(2.
0%)，11:1株(2.0%)。生菌ワクチン株と
の識別では，関節炎型で摘発された36頭
から分離された31株のうち ,血清型1aで
アクリフラビン耐性およびRAPDパターン
1-2型を示す株(生菌ワクチン株)12株が
(38.7％)認められた。

376 子豚にみられたレンサ球菌症の一症
例：三重県北勢家保 種村幸徳、鶴野智
美

2006年11月中旬、繁殖肥育一貫経営養
豚場（母豚130頭）で、約70日齢の子豚1
04頭中６頭で発育不良、元気消失、死亡
がみられ、内１頭に全身性紅斑、耳のチ
アノーゼ等の臨床症状を確認。全身性紅
斑の豚（以下、検体１）と同居豚(以下、
検体２)の２頭の病性鑑定を実施。剖検
所見は、検体１で体幹部皮膚の暗赤色、
肺の一部に硬結巣、腎臓に点状出血、脾
臓に出血性梗塞を確認。検体２は、特に
異常所見は認められなかった。検体１の
細菌学的所見は、心臓、肺、肝臓、脾臓、
腎臓、脳および皮膚からStreptococcus
suis（以下S suis）を分離。病理学的所
見は、間質性肺炎、腎臓と脾臓でびまん
性出血性梗塞、皮膚で血管の壊死と血栓
形成や充血等を確認。免疫組織学所見は、
S suisⅡ免疫ウサギ血清では肝臓、腎臓、

脾臓、皮膚、結腸で陽性抗原確認、抗豚
サーコウイルス２型血清では脾臓と腎臓
では陰性。以上より豚レンサ球菌症と診
断した。

377 Salmonella Typhimuriumが分離され
た一養豚場の衛生対策(第2報)：滋賀県
家保 山本逸人、市川雅子

現在の養豚では、生産性向上とともに
生産物の安全性確保が重要。昨年度、Sa
lmonella Typhimurium(ST)が分離された
一養豚場の衛生対策と成果について報
告。今回、対策を強化し、効果を検討。
既報の対策に加え、ST汚染豚房の空房期
間の延長、導入豚のサルモネラ陰性確認、
殺鼠剤散布、観察強化による病豚の早期
隔離・淘汰、各種記録実施、適正な繁殖
計画実施等を指導。ST浸潤調査は、落下
新鮮便を平成19年6、8、11月に採材（各
71、84、58検体）、ハーナテトラチオン
酸塩培地による増菌培養を実施。平成18
年初め、当農場に侵入したSTは、速やか
に農場内にまん延し、各豚舎から17～60
％分離、離乳豚舎の事故率は30％程度で
あったが、日常の衛生管理の徹底とオー
ルアウトが有効に働き、STの分離率は各
豚舎で5%以下、離乳豚舎の事故率は10％
以下に低下し、清浄化達成に近づいた。
今後は、これまでの対策の継続、清浄豚
房への再汚染防止、現在ST陽性箇所への
厳密な対策を行う。

378 管内一養豚場で発生した豚増殖性腸
炎(PPE):大阪府南部家保 篠田知江、服
部孝二

PPE原因菌Lawsonia intracellularis
(Li)は全国的に浸潤が確認されている
が、発病機序は未解明。管内農場PPE発
生に伴いLi浸潤状況を調査。【発生状況】
A農場で約100日齢の肥育豚4頭が連続死
し、1頭を病性鑑定。肉眼所見で回腸下
部から回盲結腸にかけ粘膜やや肥厚、組
織所見でWarthin-Starry染色にて陰窩上
皮細胞に彎曲した菌体を確認。PCRにてL
i遺伝子検出。【浸潤状況】①A農場にお
けるPCRによる糞便Li遺伝子調査②日齢
毎のIFA抗体調査③A農場を含む管内3農
場遡り抗体調査【結果】①31%の豚房でL
i遺伝子検出②90日齢20%、117日齢以降1
00%抗体陽性③A農場は16年度から19年度
100%、他2農場は16年度から18年度100%、
19年度86%抗体陽性。以上よりLi管内農
場浸潤は高率と判明。Li浸潤とPPE発症
との間には何らかの他の因子があるとい
われ、今後継続的な浸潤状況調査を実施
し対策に取り組んでいきたい。

379 ELISAによるサルモネラ抗体検査法
の検討：大阪府南部家保病性鑑定室 大
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塚宏美
サルモネラに感染した家畜は不顕性感

染となることがあり、菌分離だけでは汚
染状況が把握困難なため、ELISAによる
抗体検査法を検討。【材料と方法】対象
菌種はSalmonella Typhimurium（ST）。
①ELISAプレートの作製：ST分離歴のあ
るA養豚場の同一個体の糞便と血清各80
検体、ST分離歴の無いB養豚場の血清39
検体を使用。ST基準株からLPSを抽出し、
抗原希釈倍率、特異性等について検討。
②ELISAによる検査：A養豚場の血清191
検体を使用。【成績】①抗原は320倍、野
外豚血清は400倍、ブロッキングと希釈
液は0.2%ゼラチン0.5%Tween80加PBS、基
質はTMBを使用。抗原はO多価とO4に特異
性あり。カットオフ値は0.28。80検体中、
菌分離では1検体で陽性、ELISAでは16検
体で陽性。②日齢の上昇によりELISA陽
性率も上昇。若齢時でのST暴露を疑う群
も認めた。【考察】不顕性感染を疑う豚
群を認め、ST暴露の時期が推定できた。
ST分離歴のある農場への対策には抗体検
査の併用が必要。

380 養豚農場で発生した離乳後下痢およ
び脳脊髄血管症：倉吉家保 中村耕太
郎、岡田綾子

中部管内養豚団地の4/5農場で離乳豚
の急死および下痢が発生。大腸菌O141に
よる離乳後下痢および脳脊髄血管症と診
断し、対策を実施。発生農場は母豚50～
60頭規模、平成18年5月から12月の間に
廃業予定農場から母豚を導入。平成19年
5月10日、離乳豚が急死し、初回病性鑑
定。その後、急死、下痢が増加し、団地
内の他農場に拡大。剖検所見では、腸管
内容は水様で、腸間膜リンパ節が腫大。
病理組織では小腸粘膜、大脳の小血管壁
の変性、大脳皮質の層状壊死。細菌検査
では急死例の小腸内容および下痢便か
ら、β溶血性の大腸菌を多数分離。分離
菌は、血清型O141、PCRにてVT2e、F18線
毛陽性。薬剤感受性試験ではキノロン系
薬剤を含む多剤耐性。農場では同薬剤の
使用歴はなく、外部からの侵入を疑うが、
特定できず。生菌剤投与、豚舎消毒の徹
底及び離乳豚への感受性薬剤の投与によ
り現在は沈静化。母豚および分娩舎環境
中から菌が分離されたことから、継続的
な衛生対策の徹底の必要有り。

381 清浄化まで長期間を要した豚サルモ
ネラ症対策：津山家畜保健衛生所 福島
成紀、佐々木真也

平成１４年１月より、管内の繁殖養豚
農場において子豚が下痢を呈し死亡する
事故が多発。ヒネ豚の病性鑑定および農
場の環境検査により、農場全体のサルモ

ネラ・ティフィムリウムによる汚染が判
明。対策として豚舎の除糞、消毒、石灰
散布および抗生物質の全頭投与を実施。
発生当初、約70％であったサルモネラ菌
の検出率は15％へ減少し、分離場所はほ
ぼ子豚舎に限定。定期的な検査によりサ
ルモネラ菌の動向を追跡。平成１５年春
以降は子豚舎以外は陰性化。子豚に対し、
生菌剤および蟻酸の飼料添加、離乳子豚
用独立ハッチの導入試験等を実施するも
効果は得られず、20％前後の検出率が継
続。平成18年４月、関係者との対策会議
で検討の結果、出荷後の空豚房洗浄消毒
の後、石灰の確実な塗布を実施。石灰塗
布開始から半年後の９月より１年間４度
にわたり陰性が持続。発生当初より現在
まで、７９回延べ１４６２カ所を検査の
中、最終的に石灰塗布が決めてとなった。
発生当初から長期にわたったが、関係機
関および団体が一丸となった支援が功を
奏する結果となったものと考える。

382 豚サルモネラ症の発生と対策：香川
県東部家畜保健衛生所 松元良祐、香川
正樹

平成19年5月、母豚330頭規模の繁殖農
場で40～80日齢の子豚約7％に下痢が発
生。病性鑑定の結果、Salmonella Typhi
murium（ST）感染症と診断。ST浸潤調査
で、母豚からは分離されず。哺乳豚では
陽性数/検体数1/3、分離率33％、離乳豚
4/8、50％、子豚3/4、75％。子豚舎床2/
9、22％、場内捕獲のネズミ2/4、50％。
分娩舎、離乳舎、子豚舎の順に汚染度が
高い結果。対策として、発症豚の感受性
抗生剤投与による治療、ネズミの駆除、
床の高温高圧洗浄、空房時の生石灰塗布、
踏込み消毒槽の設置等の消毒強化、作業
員の区分及び作業動線の改善、生菌製剤
の飼料添加を実施。対策後のST浸潤調査
では、母豚及び哺乳豚からは分離されず。
離乳豚では7/20、35％、子豚では5/10、
50％の分離率で、対策前と比較して若干
減少。一方、子豚舎床は7/15、47％に増
加。ネズミ捕獲数は6月の4匹から10月は
1匹に減少し、STは分離されず。離乳後
の死廃率は、対策前後で平均6.4％から5.
4％に低減。

383 管内で発生した浮腫病とその対策
（第1報）：愛媛県西条家保 河瀬曜、目
見田清

管内では、浮腫病の発生件数が多く、
19年度は6農家で発生。例年では少ない8
月での発生もあり、異常な猛暑の影響と
推察。また、同一農家での再発もあり対
策に苦慮。そのため、分離大腸菌の性状
検査等を行ったところ、分離菌9株は全
てVT2e産生遺伝子陽性大腸菌O139であっ



- 85 -

たが、パルスフィールドゲル電気泳動に
より、各々が別の由来株と判明。対策と
して生菌製剤や有機酸、亜鉛などの飼料
添加、高動物性蛋白質の飼料への変更等
を指導したが、その後の保菌検査で3農
家が陽性。このうち、A農家は飼料変更
により保菌はしているが状態は安定。ま
た、死亡率13％だったB農家は飼料添加
だけでなく豚舎の洗浄・消毒の徹底や母
豚の体表消毒、子豚用の床暖房の導入な
ど環境改善も行った結果、その後の発生
は無くなった。今後は、保菌状況の確認
を継続しながら、農場に適した飼料添加、
豚房の洗浄・消毒法、子豚の保温対策等
の検討及び指導を強化したい。

384 レプトスピラによる豚異常産２症例
と管内の浸潤状況：愛媛県八幡浜家保
大本敦子、野崎周作

H18から19年度にかけて、管内の2養豚
場で異常産が多発。胎児のPCR検査、菌
分離と免疫組織化学的検査、母豚の抗体
検査等を実施した結果、A農場はLeptosp
ira Australis、B農場はL.Icterohaemor
rhagiaeによる豚レプトスピラ症と診断。
対策として、母豚全頭に対するストレプ
トマイシンの飼料添加、消毒等衛生管理
の徹底により、異常産の減少を確認。ま
た、併せて管内のレプトスピラ抗体浸潤
状況（母豚余剰血清使用）を調査。レプ
トスピラ12血清型抗体検査の結果、H18
年度は、11戸47検体でL.Australisが農
場陽性率72.7％（8戸/11戸）、頭数陽性
率25.5％（12検体/47検体）と広く浸潤。
H19年度は、8戸34検体でL.Icterohaemor
rhagiaeが農場陽性率25.0％（2戸/8戸）、
頭数陽性率29.4％（10検体/34検体）で
あった。レプトスピラによる豚異常産事
例は、県内初発例であり、豚異常産の要
因の一つとしてレプトスピラの関与を疑
う必要性が示唆された。

385 管内の生産性向上対策－豚の増殖性
腸炎での成果－：西部家保高南支所 谷
本忠司、木戸美水

管内の生産性向上対策効率化のため、
生産性阻害状況を（社）高知県畜産会経
営指導指標を利用したベンチマーキング
から把握。結果、養豚一貫経営体１戸の
「母豚１頭当たり年間肉豚仕上頭数」低
下（11.1頭、指標20頭）確認。立入検査
の結果、離乳後豚の発育不良及び死亡増
加判明。育成豚３頭を病性鑑定。回腸末
端部中心の粘膜肥厚を伴う偽膜性腸炎確
認。組織学的に肥厚粘膜は、偽膜で被覆
されたリンパ球主体の細胞浸潤を伴う陰
窩上皮細胞の腺腫様過形成で、細胞質内
核上部に、Warthin-Starry法に染まる湾
曲小桿菌を多数観察。Nested-PCR法で、

腸内容及び掻爬粘膜にLawsonia intrace
llularis特異遺伝子（Li）検出。豚の増
殖性腸炎と診断。母豚糞便はLi陰性、疫
学不明。タイロシン飼料添加、畜舎消毒
対策実施後、発生なし。対策約２か月後、
育成率50%から90%に改善。当所の取組は
一定成果。

386 豚赤痢の発生事例とBrachyspira属
菌分離培養法の検討：福岡県筑後家保
深水大、大山慶

管内で発生した豚赤痢の概要とBrachy
spira属菌の検出率向上を目的に行った
分離培養用希釈液の検討結果を報告。母
豚50頭飼養の一貫経営農場で1月4～11日
にかけて泥状～粘血下痢等の症状を呈し
た40～60日齢の豚8頭が死亡。死亡豚3頭
の剖検結果は、結腸壁の菲薄化及び粘膜
充出血（2/3）、結腸漿膜面の米粒大白色
結節（1/3）、胃粘膜の充出血（1/3）。細
菌検査の結果、発症豚由来の新鮮下痢便
3検体からのみスピロヘータを分離、PCR
によりBrachyspira hyodysenteriae（Bh）
と同定。症状および検査結果から豚赤痢
と診断。併せて生理食塩水、PBS、嫌気
性菌用希釈液及び各々グリセリンを10～
30%添加した希釈液を用いてBhが検出不
能となるまでの時間（検出限界）を検証。
検出限界は試験した全ての希釈液の平均
が約13時間、最長はPBSにグリセリンを1
0%または20%添加した場合で希釈から約2
2時間。Bhは短時間で失活し、分離が困
難となるため、培養には新鮮な材料を用
いることが重要。

387 肥育豚の慢性大腸炎低減への取り組
み：福岡県中央家保 日名子 健司、野
田美治

と畜検査で問題視されている腸炎廃棄
率が高い4農場を選定して検査。①と畜
検査時の廃棄された腸管、②農場内の黒
色下痢発症肥育豚、および③各農場の肥
育豚3群、哺乳豚1群、母豚1群計5群の新
鮮便各3検体を材料としてPCRによりBrac
hyspira hyodysenteriae(Bh)、B.pilosi
colli、Lawsonia intracellularisの感
染有無を確認後、BJ培地による嫌気培養
を実施。4農場とも肥育豚からのみBhを
分離、腸炎による廃棄はBhによる慢性大
腸炎が主因と確認し、その感染は肥育舎
と特定。対策として農場全群に抗生剤を
投与し、2週間、1、2、3ヶ月後に同様の
糞便検査により効果を確認。4農場とも
肥育豚からのBh分離率が減少、腸炎廃棄
率(%)もA農場では38.5→11.3→7.6、C農
場でも30.0→21.4→11.7と減少。しかし、
抗生剤の投与量を減らすとBh分離率、腸
炎廃棄率ともに増加、投薬による対策に
は限界があり、豚房の清掃・消毒、豚群
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の隔離飼育、隔壁改修等の衛生管理面を
強く指導。

388 豚呼吸器病に関与するMycoplasma h
yorhinisの薬剤感受性：福岡県中央家保

尾川寅太、大津尚子
2002～2007年の間、呼吸器症原因究明

のため44農場由来の離乳豚117頭、51農
場由来の肥育豚218頭の肺病変部につい
て病原検索実施。離乳豚70頭から102～1
08CFU/gのMycoplasma hyorhinis(Mhr)、2
5頭からPasteurella multocida(Pm)、17
頭からStreptococcus suis(Str)を分離。
肥育豚は67頭からMycoplasma hyopneumo
niae (Mhp) 、50頭からMhr、81頭からPm、
25頭からStrを分離。分離Mhr62株を使用
頻度が高い抗菌剤について薬剤感受性試
験を実施し最小発育阻止濃度(MIC)測定。
MICはチアムリン0.1～0.8μg/ml、エン
ロフロキサシン0.2～1.6μg/m、タイロ
シン(TS)、リンコマイシン（LCM）0.4～
>100μg/mlを示した。TS、LCMに耐性のM
hr4株を小林らの方法で遺伝子解析実施。
耐性株はいずれも23sリボゾームRNAのド
メインVループ部分1カ所にA2059Gの変異
確認。耐性株は抗菌剤を頻繁に利用する
農場由来であったため、有効抗菌剤選択
と薬剤感受性モニタリングが重要である
ことを再認識。

389 一貫経営養豚場で発生したパスツレ
ラ肺炎：佐賀県北部家保 園部深雪、渋
谷浩

平成19年10月上旬、母豚250頭を飼養
する一貫経営養豚場において、独立した
180頭収容のスノコ式肥育豚舎に飼養さ
れていた約110日齢の豚7頭が前駆症状を
示さず死亡。このため、死亡豚2頭の病
性鑑定及び同居豚5頭の抗体検査を実施。
剖検所見では、胸水貯留、肺胸膜の線維
素付着と胸壁への癒着、肺の暗赤色肝変
化。病理組織検査では、2頭共に線維素
性化膿性胸膜肺炎。細菌検査で、2頭の
肺からPasteurella multocidaを分離。
ウイルス検査では、2頭の肺からPCV2遺
伝子を確認。同居豚の抗体検査では、AP
P2は全て陽性、PRRSは1頭陽性、ADは全
て陰性。対策として有効薬剤の投与・他
豚舎への移動を指示し、発生は終息。本
症例は、PCV2やAPP2の先行感染が発病に
関与した可能性があり、また死亡した時
期は気温低下・降雨が続き、体感温度低
下によるストレスで健康状態が低下し、
急激に病態が悪化したと推察。

390 熊 本 県 に お け る 豚 の レ プ ト ス ピ
ラ浸潤状況調 査 ：熊本県中央家保 村
上美雪、平野孝昭

県内における浸潤状況を把握するた

め、①出荷豚、母豚及び病性鑑定の血液
並びに腎臓計314検体のPCR法によるレプ
トスピラ特異遺伝子の検出、②と畜場由
来75検体（県内：62検体、県外：13検体）、
農場由来62検体、計137検体の血液顕微
鏡凝集反応法による10血清型の抗体検査
を行い浸潤する血清型を推察。1検体か
ら特異遺伝子を検出、抗体陽性率は60.6
%（県内58.9%）。血清型別では、Bratisl
ava 41検体・29.9%（40検体・32.3%）、A
ustralis 33検体・24.1%（27検体・21.8
%）、Hebdomadis 22検体・16.1%（20検体
・16.1%）の順に高い陽性率。35頭（42.
2%）が複数の血清型に陽性を示し、うち
1頭は5血清型に陽性。県内における母豚
と肥育豚の抗体陽性率に有意差なし。特
異遺伝子が検出された1検体は全ての血
清型で抗体陰性。流産経験豚は未経験豚
に比べ有意に抗体を保有。本県では、Br
atislavaを中心に広く浸潤していると推
察。流産等の発生時には本症も念頭に置
いた病性鑑定が必要。

391 管内で発生した豚サルモネラ症：熊
本県城北家保 崎村武司 大倉昭信

2007年7月上旬から養豚一貫経営農家
において、離乳豚舎の約40日齢子豚が呼
吸器症状、チアノーゼを呈し散発的に死
亡。病性鑑定の結果、死亡豚１頭の肺、
脾臓、肝臓から Saalmonella Choleraesuis( SC)
を分離。SCによるサルモネラ症と診断。
感受性薬剤の投与と衛生対策の実施によ
り沈静化。対策後の調査で環境中からサ
ルモネラは不検出。発生から病性鑑定お
よび農場での対応を迅速に実施したこと
が、早期沈静化へつながった。また、管
内でのSCによるサルモネラ症発生数増加
原因把握のため、過去の分離株を含む7
株を用いた疫学的解析を実施。プラスミ
ドプロファイルでは5パターンに、薬剤
感受性試験では、全株が4～7薬剤に耐性
を示し、4パターンに分類。うち3株は近
縁な株と推察され、系列、出入業者が共
通していたことから、人や物を介して侵
入した可能性も考えられた。侵入防止対
策はもちろん、飼養衛生管理基準の遵守
がさらに重要性を増すものと思われる。

392 対策に苦慮した下痢を伴う浮腫病の
発生：宮崎県延岡家保 入田重幸、西村
拓也

県北部の養豚場でETEECによる浮腫病
が発生。2007年４月下旬から離乳１週間
後子豚の急死が続発、同居豚の多くが灰
褐色水様下痢。下痢便由来大腸菌は、病
原因子として哺乳豚でST、eae、離乳後
子豚でST、Stx2e、F18、肥育豚でF18を
保有。発育不良豚４頭は、剖検で腸間膜
リンパ節の腫大が見られ、PMWSと診断。
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死亡豚３頭は、腸内容由来大腸菌が、St
x2e、F18病原因子を保有。剖検で腸間膜
リンパ節の暗赤色腫大、組織所見でリン
パ組織に血栓形成を伴う血管変性を認
め、浮腫病と診断。対策として有機酸の
飼料添加、母豚への豚大腸菌ワクチン接
種、離乳時の子豚へのストレス軽減、豚
舎消毒の徹底を指導したが改善せず、有
機酸の添加増量、ヨード剤による豚体消
毒を実施し、発生から7か月後にようや
く終息。今回の離乳後子豚の死亡増加は、
浮腫病によるものであったが、一般的な
浮腫病対策による効果が顕著でなかった
一因としてPCV2の関与が考えられた。

393 小規模農場の離乳後子豚の下痢症対
策：宮崎県都城家保 山下良子、久富一
郎

管内の小規模養豚場で２腹の離乳後子
豚に下痢を伴い死亡する事例が発生。病
性鑑定の結果、LTおよびST産生性遺伝子、
F4線毛抗原を保有する血清型0112acの腸
管毒素原性大腸菌の分離、コクシジウム
オーシストの検出、外部寄生虫による腹
部の発赤病変を確認。衛生対策として、
大腸菌性下痢症と外部寄生虫への有効薬
剤の選択、コクシジウムへの消石灰消毒
の指導を実施。さらに、飼養管理対策と
して、母豚では、導入元の固定化、導入
豚の馴致、離乳後子豚では、温度管理の
見直し、餌の分量と内容調整、給水の確
保等を実施改善後、他の分娩子豚には下
痢等の症状も認められず順調に発育。今
回、大腸菌性下痢症が示唆された事例で
は、導入豚の馴致の未実施、白色種の初
めての飼育、子豚の飼養衛生管理の不備
が背景にあった。今後とも、管理獣医師
および指導員と連携を図り、病性を適確
に把握し、投薬等だけでなく基本的な飼
養衛生管理の改善も指導していきたい。

Ⅱ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

394 PCV2感染豚におけるクリプトスポリ
ジウム症：埼玉県中央家保 油井武、福
田昌治

一養豚場でPMWSと診断した豚にクリプ
トスポリジウム(Cr)の感染を確認。当該
農場の浸潤調査を実施。 平成18年1月、
35から60日齢の肥育豚の約半数に発育不
良、下痢が発症。約60日齢の発症豚およ
び死亡豚各2頭を供試。4頭のリンパ節が
腫大。発症豚及び死亡豚各1頭の複数リ
ンパ組織でリンパ球消失や単核食細胞系
(MPS)が浸潤。MPSには抗PCV2豚血清陽性
の細胞質内封入体が観察され、PMWSと診
断。この2頭の回腸や結腸で絨毛の短縮
や粘膜上皮刷子縁に原虫様物が付着。免
疫染色では抗 Cryptosporidium parvum

oocystsマウス血清陽性でCrと同定。Cry
ptosporidium Giardia FITC標識抗体を
用いた蛍光抗体法により浸潤状況を調
査。30/40頭陽性で同居豚に広く浸潤し
ていたことが判明。PCR-RFLP法による遺
伝子型別では、C.parvum pig genotype
ⅠおよびⅡと同定。PMWSに伴って免疫不
全を起こし、日和見感染によりCrが増殖
したものと推察。

395 寄生虫性肝炎低減への取り組み：新
潟県中越家保 藤戸幸一 小林淳壱

管内の寄生虫性肝炎検出率の高いA養
豚農場では、平成17年に出荷豚運搬車両
で豚回虫の成虫が確認され、衛生面で問
題になった。当所では、と畜場フィード
バック検査成績を元に、寄生虫検査、豚
房の清掃と消毒、駆虫剤添加プログラム
の改善などを指導。その結果、HACCP方
式の衛生管理の手法を取り入れた記録・
管理の徹底がみられ、平成18年7月には
検出率約1％まで低減。A農場の成果をう
け、当所では、管内高検出農場に対しA
農場をモデル農場とした改善事例を示
し、駆虫対策の現状の聞き取り調査を実
施。その結果、B農場では、駆虫対策は
未実施、C農場では踏み込み豚房内敷料
の不交換、D農場では豚房の洗浄に使用
する水から虫卵検出等の問題点が判明。
今後は、駆虫プログラムの作成や変更、
畜舎の徹底消毒、と畜場フィードバック
検査成績による衛生状況の追跡等、検出
率低減に取り組む。

Ⅱ－４ 一般病・中毒・繁殖障害
・栄養代謝障害

396 塩素中毒の豚の病理学的検索：千葉
県中央家保 小川明宏、石川直子

2006年10月、肥育豚1,500頭を飼養す
る農場で塩素中毒が発生し、死亡豚3頭(4
カ月齢)について病理学的検査を実施。
外貌では脱肛(3/3)が認められ、剖検で
は肝臓の退色(2/3)、腎臓の退色(1/3)、
膀胱粘膜の充血(1/3)、下顎リンパ節及
び鼠径リンパ節の腫大(3/3)を認めた。
肺及び他の組織に著変は認めず。病理組
織学的所見は全例共通しており、肺では
葉気管支及び細気管支の粘膜上皮は壊死
し、内腔に脱落。脱落した上皮には好酸
性無構造物が膜状に認められ、線維素の
析出を確認。気管支固有層には鬱血と軽
度の出血が認められ、固有層の細胞は核
濃縮を呈していた。肺胞中隔では、線維
素の析出や毛細血管の血栓形成を伴う軽
度の出血巣が散見され、一部の個体では
変性・壊死や水腫を認めた。脳では髄膜
の血管に鬱血を認めた。心臓・肝臓・腎
臓・脾臓・扁桃では著変は認めず。病変
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は、壊死病変が顕著であり、急性の組織
障害と推察。

397 遺伝性が疑われた若齢豚の前駆Bリ
ンパ芽球性白血病：石川県北部家保 高
井光

同一母豚より出生した若齢豚3頭が急
死、病理組織学的および免疫組織化学的
検査の結果、未熟なBリンパ球が腫瘍化
した前駆Bリンパ芽球性白血病と診断。
全例で突然の元気消失、呼吸促迫などの
臨床症状を示し、1～2日の経過で死亡。
剖検では3例に共通して皮下や腹膜の点
状出血、主要臓器の退色がみられた。組
織学的に3例は類似しており、肝臓、腎
臓、肺などの小さな血管内に腫瘍細胞が
充満、脾臓やリンパ節は腫瘍性組織に置
換、1例では心臓に腫瘍細胞が重度に浸
潤。腫瘍細胞は中型～大型で円形～類円
形の核を有し、一部では強い異型性もみ
られた。免疫組織化学的検査では全例で
腫瘍細胞は同じタイプを示し、CD79a陽
性、terminal deoxynucleotidyl transf
erase（TdT）弱陽性、CD3陰性を示した。
家族性の悪性リンパ腫の発生について
は、人や牛で報告されているが豚の報告
は極めてまれであり、遺伝的な素因が発
生原因として疑われた。

398 養豚農家を対象にしたワークショッ
プ型講習会の試み：三重県南勢家保 平
塚恵子、小林 登

講義型講習会では講師の知識を一方
的に伝達するため、参加者の考えが反映
されにくく参加者同士の情報交換もな
い。そこで、参加者が主体的に意見交換
をすることで、学び、知識を深められる
方法であるワークショップ手法を取り入
れ、農家自身の主体的活動による衛生意
識の向上を目的としたワークショップ型
講習会を実施した。県内の若手養豚農家
の勉強会、南勢地区養豚協会の研修会に
て、「豚のストレスと飼養環境」をテー
マとして、小グループに分け、各班でＫ
Ｊ法を利用した話し合いを実施し、最終
的に、「飼養衛生管理基準」の重要さを
自ら考え、対策を考えてもらった。２回
の講習会に共通して①参加者全員が楽し
め、②多くの発言が引き出され、③農家
の積極性が引き出され、④明確な目的を
持つ意識の向上、⑤現実的な農場の改善
など、生産性向上に寄与すると思われた。

399 一大規模養豚場における呼吸器病等
対策指導事例：三重県中央家保 浅井麻
実子、庄山剛史ほか

当該農家は母豚500頭規模の一貫および
月約600頭の120日齢肉豚を県内外の同経
営体より導入する肥育経営農家である。P

RRS陽性農場であり、数年前から肉豚にお
いて生産性阻害の呼吸器病が目立ち、PRR
Sおよび細菌性肺炎の浸潤状況を調査。１
年半前から80日齢前後の自家産肉豚にお
いて発育不良豚および死亡が目立ちPCV2
についても調査開始。病理学的検査では
サーコウイルス病を確認。農場の従業員
に対して勉強会を開催し、APPワクチンを
３回接種から２回接種に、母豚群におけ
るPRRSワクチン接種を実施。導入肉豚と
在来豚間における疾病伝播を防ぐため、
導入肉豚の肥育舎を地理的に離して１ヶ
所に集中。加えて車両消毒所の新設等を
指導。改善後、従業員の飼養衛生に対す
る意識も高まり、育成豚事故は減少傾向
にあるが、H19年平均は8.１％であり、今
後は子豚における豚舎間の移動回数を減
らす、事故率を減らすなど課題がある

400 病理組織学的手法を用いた豚肺疾病
のと場サーベイランス(サーベイ)の検討
：三重県中央家保 庄山 剛史、浅井
麻実子

豚肺疾病のサーベイにより精密さを期
す目的で、病理組織学的検査・細菌学的
検査を加味した方法を検討。予備試験と
して複数の肺病巣を持つ豚について各病
巣の組織像を比較した結果、１頭につき
１枚のHE標本を作製することとした。管
内の５つの養豚場の出荷豚422頭のうち、
肉眼病変を認めた173頭全ての病理組織
学的検査を実施した。そこから推定しう
る疾病名を挙げ、豚流行性肺炎：73頭、
豚胸膜肺炎／パスツレラ肺炎：23頭、PR
RS：26頭など(のべ数字)に分類した。肉
眼的な肝変化のみられたのは66％であっ
たが、病理組織学的に豚流行性肺炎を疑
ったのは42％に止まった。また豚流行性
肺炎の占める率がＢ農場：19％に対して
Ｅ農場：49％といったように農場ごとの
主な浸潤疾病に多寡を認めた。細菌学的
検査は103頭について実施し、分離菌はA
ctinobacillus pleuropneumoniae：８
頭、Pasteurella multocida：15頭であ
った。

401 一養豚後継者における生産性向上の
取り組み：三重県南勢家保 平塚恵子、
小林 登

後継者として就農４年目の若手養豚農
家の生産性向上を目的に、年２回の定期
的抗体検査及び出荷豚のと畜場サーベイ
ランスを実施、各データを元に管理獣医
師、後継者家族と定期的検討を行った。
また農場作業体制を見直すため、HACCP
手法を用いた農場管理マニュアルの作成
支援を実施。ワークショップ形式の対話
でマニュアルの必要性を家族全員で気づ
いてもらい、後継者一人の記録から全員
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の記録へと改善された。また環境対策の
強化として、光合成細菌による臭気対策
を取り入れた。結果、悪臭が低減され労
働衛生が向上、より家族の協力が得られ
た。これらの取り組みから、農場衛生プ
ログラムを作り、適切な飼養衛生管理、
記帳とその保存が実現。平成16年度と19
年度の成績を比較すると、離乳後事故率
は4.3％から3.6%に、一腹あたりの離乳
子豚頭数は9.9頭から10.2頭に、１母豚
あたりの年間出荷頭数は、19.8頭から24.
3頭に向上。

402 豚のマルベリーハート病の一症例：
徳島県吉野川家保 山口智美 北田紫

繁殖母豚4 0 頭、肥育豚2 0 0 頭、哺乳
豚8 0 頭を飼養する養豚農家において、
平成1 9 年９月初旬、約２ヶ月齢の子豚
が死亡。前駆症状は特になく、同居豚及
び豚舎内の他豚房の個体の異常を認め
ず。剖検所見は心外膜の微小出血巣多発、
心内膜及び心筋割面に出血巣多発、胸腹
水の貯留等。細菌検査における有意菌の
分離なし。病理組織検査では、心臓での
高度な出血及び心筋繊維の変性・萎縮、
骨格筋での筋繊維の変性・壊死、出血等
を認めた。病性鑑定結果より、マルベリ
ーハート病と診断。しかしながら、死亡
豚の臓器及び同居豚を含む当該農場の豚
2 1 頭の血清に含まれるセレンとビタミ
ンＥの濃度は、全検体でいずれも十分量
であった。本症例の発生に関しては、今
回不明であったが、セレン・ビタミンＥ
欠乏以外の要因があるものと推察。

Ⅱ－５ 保健衛生行政

403 生産者の自主的な豚疾病予防システ
ム構築支援の取組─抗体検査及び内臓廃
棄データの活用─：北海道後志家保 山
岸麻衣子、一條満

豚疾病予防システム構築支援に取組、
肥育豚の抗体検査成績と内臓廃棄データ
を毎年分析、生産者へ還元。歴年の分析
結果で、①Actinobacillus pleuropneum
oniae （App）1型が胸膜炎廃棄に関与②
App5型が広く浸潤③豚胸膜肺炎ワクチン
接種農場は未接種農場より廃棄が多い④
胸膜炎廃棄改善には感染予防対策が不可
欠⑤PRRSはその他の肺炎廃棄に関与⑥PR
RS陽性農場はその他の肺炎・胸膜炎廃棄
が多い傾向を確認。分析結果の還元によ
り疾病予防システムの重要性を理解し自
主的構築に取り組む生産者が増加。具体
的内容は、ワクチンプログラムの検証、
飼養衛生管理の向上、オールインオール
アウトの開始、モニタリング検査や病原
検索による疾病浸潤状況の把握等。家保
はワクチン効果判定、モニタリング検査、

病性鑑定や情報提供等で生産者を支援。
これら結果還元のくり返しが生産者と家
保の連携推進に効果。今後も自主的な取
組が生産性向上や食の安全に寄与するよ
う支援継続。

404 管内食肉処理場における豚コレラ防
疫対策の取り組み：岩手県県北家保 長
谷川和弘、小根口徹

食肉処理場（以下処理場）における豚
コレラ防疫体制の構築を重要課題として
位置づけ、管内処理場での本病防疫対策
に取り組んだ。関係機関との協議により
防疫マニュアルを制定、処理場が自主的
に『処理場防疫体制』を作成。これらに
基づいた、異常豚の発見・通報から患畜
決定までの措置を確認するための防疫演
習（机上演習）を開催。事後の検討会で、
防疫対応において処理場職員が担う役割
や具体的な作業内容について各々の職員
に認識を深めてもらうことの重要性を確
認。このため、演習へ職員全員が参加で
きる環境作りに配慮しながら、初動防疫
に関する実動演習を加えた防疫演習（第
２回目）を開催。成果として、処理場は
豚コレラ防疫対策の重要性を認識し、防
疫作業で必要な資材を自主的に整備。さ
らに、防疫作業の流れ並びに処理場職員
が担う役割及び具体的な作業について、
職員の理解度が向上。今後も防疫演習を
継続し、さらなる防疫体制の充実化を図
る。

405 豚オーエスキー病（AD）清浄化への
取り組み：岩手県県南家保 佐々木家
治、武田哲

AD発生農場では、県AD防疫対策実施要
領に基づき、①全頭ワクチン接種②野外
抗体陽性豚の淘汰③野外抗体陰性確認の
ため種豚全頭検査④ワクチン中止と接種
豚の更新及び⑤おとり豚検査による陰性
確認の長期対策が必要。これまでに管内
では平成4から7年までにAD感染を27戸で
確認。平成18年度までに廃業13戸、清浄
化完了4戸。残る10戸は現在も清浄化対
策を実施中で、6戸は②の陽性豚淘汰が
終了。平成13年度からは、AD流行が続い
ていた4戸からなる養豚団地を重点に指
導。全頭ワクチン接種の徹底を行い、平
成18年度で陽性豚淘汰が終了し、先の6
戸と同ステージになり、平成19年度は種
豚全頭検査の取り組みへの理解を得た。
しかし、長期に渡る取り組みの中で飼養
者の清浄化達成への意欲の維持及びワク
チン接種中止による再発生への不安解消
が課題で、これらを解決しながら次の④
の段階の清浄化達成に努めていく。

406 農協養豚部会におけるGAP導入の取
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り組み：岩手県県南家保 村田健一
GAPの考え方に基づき、当所独自の管

理基準を定めた“養豚GAP”により、安
全な肉豚生産を目標とする。農協養豚部
会を対象にGAP導入を実施。基準に適合
するよう農場毎に作業手順の改善等を巡
回指導。作業手順の明示に併せ、ゾーニ
ングや車両動線を図示した農場毎の作業
マニュアル、これに対応する記録様式を
作成。同時に衛生管理の基本等について
勉強会を開催するとともに、巡回に併せ
“養豚GAP”で示した７項目の従事者教
育を実施。結果、作業の改善による衛生
管理の向上及び従事者教育による衛生意
識の向上が図られた。共通の目標を持っ
た農協部会の取り組みであったことがス
ムースな導入の要因。動線を図示した作
業マニュアルを作成し、対応した記録様
式としたことが農場の取り組み意欲を維
持させたと考えられた。今後も記録状況
の確認及び指導を継続するとともに、衛
生レベルに応じた指導モデルとして普及
したい。

407 豚慢性呼吸器病軽減への取り組み：
秋田県北部家保 鈴木 敦、小野寺 亨

母豚400頭の一貫経営農場で、平成11
年に慢性的な呼吸器疾病が多発し病性鑑
定の結果、豚サーコウイルス2型(PCV)の
関与が判明。以降、抗体検査や虚弱豚に
対する病原検索を継続、当所の指導によ
り導入豚及び虚弱豚の隔離豚舎を設置、
虚弱豚については早期隔離と淘汰を実施
した結果、肥育日数は190日から180日に
短縮。今年度は呼吸器病軽減のため畜舎
内の環境調査を実施。離乳舎、育成舎及
び肥育舎のアンモニアガス濃度は7.5pp
m、9.1ppm及び21.7ppmと上昇。ATP測定
器による舎内塵埃は275RLU、408RLU及び
1,545RLUと上昇。1㎡ あたりの飼養密度
は離乳舎で8.4頭、育成舎で4.5頭と過密。
PCV抗体価(GM)は30、60及び90日齢でそ
れぞれ2.9、14.3及び63.6、PCV特異遺伝
子は60日齢以後に確認され、舎内アンモ
ニアガス濃度や塵埃及び豚の移動との関
連性が示唆。迅速な成績フィードバック
と綿密な指導により生産者の衛生意識は
より向上、引き続き損耗防止対策を推進
し生産性の向上に努めたい。

408 養豚場における慢性疾病低減に向け
た衛生指導の一例：山形県庄内家保 齋
藤友佳 細川みえ

一貫経営養豚場（繁殖母豚100頭規模、
踏込み式肥育舎、LDB種）において、平
成15、16年肥育舎にて削痩豚、死亡豚が
増加、病性鑑定により鞭虫症および増殖
性腸炎と診断。感受性薬剤の投与と敷料
交換の徹底を指導。16、17年、離乳舎に

て発育不良豚、死亡豚が増加、呼吸器複
合感染症と診断。ピッグフローに沿った
飼養管理、哺乳・離乳期の衛生対策の徹
底、下痢症対策の再徹底を指導。この間、
関係機関と協力し、継続して衛生指導を
実施（15～18年度の農場立入27回、病性
鑑定17件）。これらの結果、事故率（死
亡頭数/離乳頭数）は16年27.0％から19
年上期10.2％へ減少、肥育日数は246日
から204日へ短縮、上物率は41.8％から6
9.5％へ改善。慢性疾病の低減には、個
々の農場の問題点を抽出し、有効かつ実
行可能な対策を提案、管理者の衛生意識
向上を促し、自発的に実行するよう働き
かけることが必要。また、定期的な効果
検証に基づいた、関係機関と協調した指
導の継続が重要。

409 管内の1養豚農家における疾病発生
状況：茨城県県南家保 藤木美佐子、植
木美登里

平成18年11月，母豚約250頭を飼養す
る一貫経営農家で離乳後子豚の発育不
良，死亡が多発し3度にわたって病性鑑
定を実施した結果それぞれ浮腫病，サル
モネラ症，大腸菌症と診断した。浮腫病
と大腸菌症は分娩舎で、サルモネラ症は
育成舎で発生しており分娩舎、育成舎は
異なる病原菌で汚染されていた。浮腫病
発生時と約8ヶ月後の大腸菌症発生時に
分離された大腸菌はいずれも志賀毒素産
生性大腸菌であった。分離菌の薬剤感受
性試験では8ヵ月後に耐性薬剤が増加し
ていた。このように発生を繰り返した要
因として日常的な抗生物質使用、親抜き
離乳、離乳後の高タンパク給餌、密飼い
等の問題点があった。農家指導の結果、
離乳日齢の21日から35日への変更、離乳
後の子豚ハウスへの速やかな移動、離乳
食実施等の改善がなされ、その後の疾病
の発生は認められない。今後は診療獣医
師と家保との連携、豚のストレス軽減を
考えた衛生管理指導を継続していきた
い。

410 管内養豚農家への指導事例：栃木県
県南家保 山口 修、福田 修

平成13年にオーエスキー病（AD）が発
生した母豚150頭規模の一貫経営養豚場
で衛生指導を実施。指導開始時は損耗率
約20%、AD野外抗体57%、PRRS 38%陽性。
対策としてADワクチン全頭接種と離乳豚
舎新設によるピッグフローを改善。平成
15年、離乳豚の下痢発症例から大腸菌K8
8群を検出。平成17年、パルボウイルス
による流産とコクシジウムによる哺乳豚
の下痢症発生。導入豚の馴致見直し、大
腸菌とパルボウイルスワクチン接種、繁
殖豚の分娩舎入れ換え時の洗浄・消毒の
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徹底、哺乳豚観察時のバイオセキュリテ
ィ等、基本的な衛生対策を強化。平成16
年PRRS抗体陰性、平成18年AD野外抗体陰
性となり、離乳後損耗率2%、1母豚当り
年間出荷頭数は16.5頭から22.6頭へ向
上。本事例を講習会や巡回時に紹介、生
産性向上へAD対策の重要性を啓発した結
果、管内のAD野外抗体陽性率は平成17年
17.5%、平成18年5.3%、平成19年4.7%と
改善。

411 オーエスキー病清浄化に向けたワク
チン全頭接種への取り組みと現状：群馬
県東部家保 小屋正博

群馬県では、オーエスキー病（ＡＤ）
の清浄化を目的に平成18年度からＡＤワ
クチン全頭接種による清浄化５ヶ年計画
を策定。当家保では、全頭接種のコンセ
ンサスを得るため、地域説明会に加え巡
回指導を実施したところ、全頭接種農場
は平成18年４月の34/63戸（54.0％）か
ら平成19年４月には51/61戸（83.6％）
に向上。今年度からＡＤの清浄度及び全
頭接種効果を確認するため、モニタリン
グ調査を開始。Ａ～Ｆの６地域46戸838
頭を調査した結果、Ａ・Ｂ地域８戸83頭
からは野外感染抗体が確認されず。Ｃ・
Ｄ地域の６戸74頭からは、それぞれ１戸
１頭のみの確認であったことから、この
４地域ではＡＤの早期清浄化が可能と推
察。Ｅ・Ｆ地域では、32戸中21戸で野外
感染抗体が確認。その保有率は、肥育豚
（120日齢以上）の5.8％に対し繁殖候補
豚では28.7％と高く、ＡＤ清浄化への大
きな障壁と考えられることから、ワクチ
ンプログラムの見直しや導入豚への防疫
対策を指導中。

412 A大規模養豚場に対する衛生対策の
取り組み：埼玉県熊谷家保 亀田光澄
坂本晶代

管内A大規模養豚場に対して、農場経
営者および管理獣医師と連携し、衛生指
導を実施。そこで、平成18年度および19
年度における取り組み状況を報告。平成
18年度は、病性鑑定を18回、計32頭実施、
大腸菌症、増殖性腸炎（PPE）および間
質性肺炎の発生を確認。抗体検査を肥育
豚30頭に実施、オーエスキー病（AD）陽
性率は0％、豚繁殖・呼吸障害症候群（P
RRS）陽性率は70％。平成19年度は、病
性鑑定を2回、計8頭実施、PPE等を確認。
抗体検査は母豚30頭、子豚15頭および肥
育豚計45頭に実施、AD陽性率は全例0％、
PRRSワクチン接種済み母豚のPPE陽性率
は83％、子豚のPRRSおよびPPE陽性率は
各13％、肥育豚のPRRS陽性率は58％、PP
E陽性率は80％。衛生対策として、検査
結果についての検討会を実施、農場関係

者一同が、共通認識を持つよう努めた。
繁殖農場では、大腸菌症対策に離乳豚の
衛生管理改善、肥育農場では、PPE対策
に薬剤の飼料添加、発育不良豚の発生予
防対策にワクチネーションプログラムの
変更を提案。現在、農場の衛生状況は良
好、今後も農場従業員も含めた衛生指導
が重要。

413 養豚団地における複合指導：千葉県
中央家保 武石佳夫、萩原妙子

平成18年度において当所はA養豚団地
の浄化処理施設の検査指導を行った。そ
の結果、浄化施設の排水数値は改善され、
検討会等を通して関係機関との連携は深
まったものの、関係機関の農家に対する
立場、検査手法の違いから、全体として
の検査指導体制が不効率なものになって
いた。そこで平成19年度からはより効率
的な検査指導体制への移行を図るため、
関係機関の連絡調整会議において、市は
農場の放流水の検査を行い、問題のある
農場に対して家保が浄化施設全般につい
ての検査指導を行う形とした。結果、関
係機関がお互いの短所をカバーし、長所
を生かす効率的な指導ができるようにな
った。また、団地内養豚農家7戸がすべ
て豚オーエスキー病（AD）陽性であるこ
とから、各農場への浄化処理施設調査及
び結果指導時を利用して、AD清浄化への
取り組みを説得してきたところ、すべて
の農家で合意が得られ、現在、来年度に
向け、取り組み詳細を協議中。

414 豚の慢性疾病低減に向けた取り組み
：千葉県北部家保 関野友利華、青木ふ
き乃

平成18年度より一養豚組合10戸を対象
にオーエスキー病(AD)清浄化と豚慢性疾
病低減に向け、ADワクチンの一斉接種、
豚舎の清掃・消毒の徹底等の指導を行っ
てきた。3回の衛生・環境検査を実施、結
果をすべて指数化し検証、改善に関係機
関と一丸となり取り組んだ結果、子豚ハ
ウスの新設による隔離飼育実施3戸、消毒
回数増加5戸、密飼い解消5戸と環境改善
が図られた。消毒法を改善した2戸で豚舎
環境中から検出されていたSalmonella Ty
phimuriumが陰性となった。肥育豚におけ
るPRRSの抗体陽性率に明らかな改善は認
められなかったが、サーコウイルス２型
では抗体陽性率75％以上の農場4戸で陽性
率が低下した。AD野外抗体陽性率は、繁
殖母豚、肥育豚ともに減少が4戸、繁殖母
豚のみ減少が3戸みられた。組合員の4戸
が高齢化や人手不足で早急な改善は困難
なため、今後も地域一丸となった粘り強
い取り組みが必要である。



- 92 -

415 都内産肉豚のと畜検査データからの
考察と指導：東京都家保 小野惠、鳥谷
靖

都内養豚場の衛生対策のため、と畜検
査情報の収集・分析、と畜時及び農場で
の抗体調査、聞き取り調査を実施。と畜
検査での病変数、販売者による肉質評価、
農場での母豚1頭あたりの生産頭数、平
均離乳率等の調査及び豚繁殖・呼吸障害
症候群、豚胸膜肺炎、マイコプラズマ肺
炎等の抗体検査、虫卵検査を実施。と畜
検査では間質性肝炎(肝炎)と肺炎が多
く、18、19年度摘発率は肝炎H18:45.5%、
H19:39.8%、肺炎H18:46.5%、H19:47.8%(卵
は確認されず)。各農場の病変摘発率は
で肝炎10%～98%、肺炎20%～70%。調査等
の結果還元・指導を採材翌週に実施。H1
8に生産頭数、離乳頭数の悪かった農場
は肝炎、肺炎の摘発率がH19で若干改善。
全体的に肉質評価、疾病摘発数も改善、
指導効果が窺えた。また、農場間の病変
摘発率の差は各農場での衛生管理状況に
よるものと思われ、引続きと畜検査、抗
体調査等の分析を基により良い豚肉生産
へのアプローチを図りたい。

416 子豚の損耗防止対策（第１報）：山
梨県西部家保 小林洋平、鎌田健義

繁殖豚50頭、肥育豚450頭規模の管内
一養豚場において、離乳後に死亡する子
豚が続発。農場および農場内における疾
病の浸潤状況を把握するため、飼養状況
の確認、斃死豚の病性鑑定、と畜データ
の活用、抗体検査を行った。結果、損耗
防止対策として衛生管理に重点を置き、
豚舎見取り図の作成や台帳を利用した豚
の管理、消毒や豚舎毎の作業靴の交換、
踏み込み消毒槽の設置などを指導すると
ともにワクチンプログラムの見直しを検
討。今回、台帳の記帳により農場の生産
性を正確に把握することが可能となるだ
けでなく、農家の意欲も向上し、衛生管
理に対しても理解が得られ改善が認めら
れた。今後も台帳から算出する損耗率や
肥育日数、と畜データ等から改善状況を
把握しつつ損耗防止対策を継続してい
く。

417「出荷豚プラス・ワン」への取り組
み：飯田家畜保健衛生所 和田 浩彦

養豚生産性向上のため、JA、全農グル
ープ等と協力し管内養豚農場29戸につい
て｢特別巡回｣を実施。7月中に一次巡回
し生産状況等調査。8月1日に分析検討会
開催。問題点、改善点、要望と対応、推
進方法等協議。重点農場を9戸選定、二
次巡回開始。1)豚繁殖・呼吸障害症候群
(PRRS)対応では①母豚群免疫の安定化②
オールイン・オールアウト③農場防疫の

徹底、2)豚丹毒発生農場では抗体検査に
基づくワクチン接種等、3)下痢発生農場
では細菌検査等に基づく要因別対策を指
導。養豚部会研修会において、と畜検査
データの活用、圧死の要因、産子数不足
・生時体重のバラツキ対策等について講
演・啓発。重点農場以外の農場の二次巡
回では、各種データを基に生産性向上の
ための資料を提示、要望に応じ呼吸器病
関連抗体検査等実施。関係者が一体とな
った巡回は養豚農場の経営改善意欲の維
持・向上に貢献、効果検証を行いつつ、
今後も継続した取り組みが必要と考察。

418 管内養豚場の衛生指導体制：大阪府
北部家保 岡村玲子

管内3養豚場の過去5年間の抗体検査成
績から疾病浸潤状況を分析、関係獣医師
と連携した衛生指導体制について検討。
豚丹毒は一貫経営農家（一貫農家）では
母豚に補強接種しないため、抗体価の低
い離乳豚が散見。アルカノバクテリウム
・ピオゲネス病は一貫農家では加齢に伴
い陽性率は上昇。肥育農家には陽性豚は
なく、飼育密度の影響を考察。豚繁殖・
呼吸障害症候群対策として一貫農家では
自然感染した繁殖候補豚を導入している
が、保有抗体に個体差が大きいため産仔
への抗体付与が不十分で、十分な対策が
取れていない。以上の問題点等疾病デー
タを一貫農家の管理獣医師と共有化し、
母豚への補強接種、発生疾病と使用薬剤
との整合性確認等、衛生管理プログラム
について意見交換、衛生指導体制の強化
が図れた。今後は肥育農家の衛生管理に
対しても関係獣医師との連携をとり、安
全な畜産物生産に向けた体制整備に努め
たい。

419 豚慢性疾病への取り組み(第1報)：
静岡県西部家 中村美穂、知久幹夫

近年、豚繁殖・呼吸器障害症候群（PR
RS）を基礎疾患とした豚慢性疾病による
子豚の事故率上昇が養豚経営を圧迫。今
回、管内A農協の養豚農家13戸が「地域
衛生管理体制整備事業」を活用してPRRS
による豚慢性疾病の対策に地域ぐるみで
取り組みを開始。本年度は、PRRSの浸潤
状況を知るため日齢別抗体検査を実施。
その結果、10戸で浸潤を確認。このうち
6戸では90日齢以下の子豚期に陽転を確
認、聞き取りにより秋冬に子豚の事故率
が高いことが判明。残り4戸では120日齢
以降の肥育期に陽転を確認、子豚の事故
率は低いことが判明。この事故率の差は
子豚の飼養管理方法による感染時期の違
いが原因と推察。前者6戸のうち、10月
に子豚の急激な事故率上昇を確認した2
戸（A、B）で病性鑑定を実施。その結果、
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A農家ではPRRS感染が、B農家ではStrept
ococcus suis感染が原因と診断。以上
より、地域ぐるみの取り組みは、地域で
発生している疾病を把握しその対策に取
り組む上で重要。

420 大規模養豚場における肺炎及びサル
モネラ症対策の取組みとその効果：愛媛
県中央家保 徳永康子、藤田成紀

母豚約920頭を飼育する大規模養豚場
において、肺炎や平成17年10月に発生し
たSalmonella Typhimurium(ST)による下
痢等の慢性疾病により生産性が低下。農
場では、日常の衛生管理の遵守に加えて
肺炎対策としてワクチネーションの見直
し、サルモネラ症対策として平成18年8
月下旬からギ酸等の給与を開始。平成19
年７月には豚舎内に噴霧消毒装置を設
置。当所では、定期的な抗体検査や細菌
検査等の結果に基づき消毒を中心とした
衛生対策指導を行なってきた。その結果、
豚胸膜肺炎、豚マイコプラズマ肺炎、PR
RSについて陽転時期が90日齢から120日
齢へ後退。STは、平成19年７月以降分離
なし。STELISA抗体検査では、陽転時期
が90日齢から120日齢へ後退。肉豚舎で
の事故率は、平成18年度8.3％であった
が、平成19年度4.3％に低下。食肉衛生
検査成績では、平成19年9月のSEP51.1％、
胸膜炎29.7％は11月に39.2％、25.2％に
低下、減少傾向にある。

421 豚コレラ防疫体制強化への取り組み
：福岡県両筑家保 野見山享、中野孝次

ワクチン接種中止に伴う豚コレラ防疫
体制強化のため、独自ブランド豚の地産
地消に取り組む管内最大養豚組合（5戸、
母豚442頭規模）と関係市（U市）に対し
平成18年8月、防疫協議会を開催（組合5
戸、U市2名出席）。本病発生時の防疫措
置について問題点を提起したところ、危
機意識の高揚が図られ、同組合最大農場
（母豚180頭規模）を対象とした防疫演
習を開催する運びとなった。しかし、殺
処分・死体等の処理方法は再検討するこ
ととなり、同年10月、第2回協議会を開
催（各5戸、4名出席）し、化製処理経費
を試算・提示（2,600万円）し、家畜防
疫互助基金（基金）への全戸加入を促進。
本協議会の検討内容に即し、同年11月、
防疫演習を開催（関係者32名出席）。そ
の結果、組合員とU市の危機意識がさら
に向上し、基金への全戸加入が実現し（繁
殖豚493頭、肥育豚3,860頭）、組合主催
の家畜衛生講習会が定期的に開催される
など防疫体制が強化された。

422 と畜検査生産者別成績表の活用と普
及に向けた取り組み：宮崎県都城家保

久富一郎 山下良子
食肉衛生検査所による「と畜検査生産

者別成績表」の作成は、地域畜産に密着
した食肉検査行政の推進を目的に、県内
の全検査所において実施。しかし、その
活用は限定的なため、実際に農場の衛生
対策として有効な活用方法と普及への取
り組みを行った。巡回時に家保職員が生
産者別成績表を分析し、生産者に説明を
加えることで、農場の衛生対策の有効な
データとして活用が可能となった。また、
「豚生産者別成績表の有効利用に関する
検討会」を食肉衛生検査所、ＮＯＳＡＩ
連宮崎リスク管理指導センターとともに
設立し、現場に即した改善体制を構築。
今回、マイコプラズマ性肺炎に関し、有
効活用のための改善を行った。今後、三
者の連携強化と組織特性を活用し、普及
に向けた取り組みを積極的に行っていき
たい。

423 養豚密集地帯Ｋ町における生育また
は産歴ステージ別オーエスキー病抗体保
有状況：宮崎県宮崎家保 森川聖二、後
藤俊郎

清浄化推進地域の管内Ｋ町では、平成
18年度からオーエスキー病清浄化の取り
組みとしてステージ（ST）別検査を実施。
町内全農場（約100戸）を対象とし、子
豚・肥育豚で70～90、100～120、150～1
80日齢（A,B,C）、育成豚（D）、母豚で産
歴３産未満（E）、３産以上（F）のST別。
抗体識別検査（g1）及び陽性農場はワク
チン（Vac）抗体獲得確認のため全抗体
検査（全抗）を実施。Vacは全戸全頭接
種を推進。結果：第１回はg1で1,185頭
中陽性57頭（5％）、全抗で506頭中陽性3
28頭（65％）。第２回はg1で1,091頭中陽
性39頭（4％）、全抗で476頭中陽性312頭
（66％）。g1では高産歴母豚が陽性率が
高い傾向（F:14～17％）、日齢の低い子
豚も同様（A:3～5％）。第２回はg1でST
全般に陽性率の低下傾向。全抗で子豚・
肥育豚の陽性率が低く（A,B,C:35～51％）
Vac抗体獲得は不十分、高産歴母豚は高
い（F:97～100％）。平成16年度からの陽
性率年度推移は、ST-Cで10、16、2、1％。
町内の清浄化は順調に進行。

Ⅱ－６ 畜産技術

424 豚舎排水の処理水中における硝酸態
窒素等の濃度を指標とした施設の改善指
導：栃木県県央家保 岡本優、齋藤優子

管内農家の活性汚泥処理施設におい
て、処理水中の硝酸態窒素・亜硝酸態窒
素濃度から曝気槽内の硝酸・亜硝酸の動
態を推測、施設の改善指導した2事例を
報告。〔事例1〕処理水のSSが約300mg/l
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の無希釈回分式の施設で、活性汚泥量調
整や曝気時間延長を指導。硝酸態窒素は
2.5から16.0mg/lと上昇(硝化進行)、微
生物の酸素利用増加と判断。同条件での
処理継続で3週間後、SSは157mg/lに低減。
〔事例2〕無希釈連続式の施設で、処理
水がpH 5.3を示し、高濃度の硝酸態窒素
(522mg/l)検出。しかし、BOD23.1 mg/l、
SS55.3 mg/lと水質良好のため、同条件
で稼働継続。2ヵ月後、BOD・SSとも約3
倍の値を示し水質悪化、硝酸態窒素に加
え汚泥に有害な亜硝酸態窒素も167 mg/l
検出され、硝化停滞と判断。曝気量調整
で槽内溶存酸素を1.2 から0.1 mg/lとす
るよう指導。3週間後、亜硝酸態窒素は0.
8mg/lと低減、水質も改善。硝酸態窒素
等の測定は浄化状態を迅速に把握、施設
の的確な指導に有効。

425 豚の「と畜検査データ」の改善と活
用法の検討：富山県東部家保 森岡秀就

と畜検査データ（データ）について、
食肉検査所（食検）と連携して生産者等
と意見交換を行い、肺炎等の病変の細分
化や特徴が一目でわかるデータの改善要
望に対応。食検は、病変分類の変更と病
変の大小によるグレード分類を実施。家
保は、健康豚（廃棄のない豚）の割合、
病変の部位別割合等をグラフ化し、衛生
指導に活用。肺病変のグレード分類は、
マイコプラズマ性肺炎のワクチン効果判
定の指標として有効。また、13農場デー
タを統計処理することにより、健康豚割
合と胸膜炎及びAPP性肺炎（豚胸膜肺炎
及びパスツレラ肺炎病変）割合に有意な
負の相関を認め、これらの制御が養豚場
の衛生管理において重要であることが判
明。このため、平成10年以降の養豚場の
データを分析したところ、肥育豚舎のオ
ールイン・オールアウト化ないしは飼養
密度の低減等により胸膜炎及びAPP性肺
炎を制御できることなどが判明。養豚場
の衛生レベルの向上に有用なデータとし
て、生産者からも評価。

426 豚採血用保定器の改良：徳島県吉野
川家保 尾川誠次郎 北田紫

現在、豚の採血には金属ワイヤー製
鼻保定器を用いるのが一般的。金属ワイ
ヤー製保定器は保定に労力を要し採血者
の安全性、豚のストレスに問題。金属ワ
イヤー製保定器の採血時間、血液性状を
調べ、保定から採血終了までの騒音を積
分形普通騒音計を用い測定。結果、肥育
豚４５日～９０日齢で赤血球数が平均値
の上限より高値を示す個体が５０%。肥
育豚４５日～６０日齢で白血球数が高値
を示す個体が６６%。好中球とリンパ球
の比率は肥育豚６０日齢で好中球とリン

パ球の割合が同じになり、肥育豚９０日
齢で好中球/リンパ球比が逆転。豚から
発生する騒音は肥育豚６０日齢で、平均
１１６．５ｄB、高い個体は１２０ｄB（最
大可聴値）を超えた。瞬発的で強烈な音
によって引き起こされる騒音公害や音響
外傷の危険性。問題改善の為、今回試作
した豚採血用保定器に豚を追い込み網で
吊り上げての保定を試みたが網が小さく
保定に問題があり保定法の改良が今後の
課題。

4 2 7 養 豚 農 家 の 生 産 管 理 記 録 実 施
の 調 査 ：沖縄県中央家保 新垣陽子、
比嘉喜政

県内における養豚経営は、飼養戸数、
頭数は年々減少し、生産性は低下傾向。
当所は豚の生産阻害要因除去に努めてき
た。損耗防止としては衛生対策の外、飼
養管理技術改善の必要がある。そこで、
管内の農家の生産管理記録の概要を調
査。調査農家飼養規模は母豚 50 頭未満 2
戸、50 ～ 99 頭 6 戸、100 ～ 149 頭 3 戸、150
～ 199 頭 1 戸、200 頭以上 2 戸、計 14 戸。
結果、母豚識別方法は耳標 3 戸、耳刻 3
戸、耳標と耳刻の両方 1 戸、表示板 1 戸
で個体識別をしていない農家が 6 戸（43
％）。母豚ごと産歴台帳については、100
～ 149 頭規模の 2 戸のみが整備。1 頭あ
たりの正常産子数や離乳頭数を集計して
いるのは、100 ～ 149 頭規模の 3 戸、育
成豚の死亡記録は 100 頭規模以上の農家
6 戸のうち 5 戸、育成豚事故率は 1 戸。
少ない調査だったが、細かく生産管理の
記録を取る優秀な農家がいること、生産
管理の記録を残さず、分娩月日や種付月
日のみを柵やエサ箱に貼付けている農家
も多い。優良な事例を参考に、養豚経営
に直結する生産管理の記帳指導に取り組
みたい。

Ⅱ－７ その他

428 豚の慢性呼吸器病対策による肉豚事
故低減に向けた試み：新潟県中越家保
小林淳壱 丸山幹夫

今回PRRS清浄養豚地域において、慢性
疾病の一つであるAR対策を中心に、と場
出荷豚のAR病変被害状況調査、抗体検査、
ワクチンプログラム等肉豚事故低減に向
けた取組を実施。結果、肉豚事故率が1
農場で8％(H17)から5％(H19)に低減する
など一定の効果は得られた。更なる事故
低減に向けて一般的な飼養衛生管理の重
要性について再認識してもらうため、ス
テージ別の豚舎内落下細菌、繁殖豚房周
囲の拭取及び飼養衛生管理実施状況調査
等を実施。検査調査結果は、各項目毎に
指数化、生産者が一目で解るようレーダ
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ーチャート方式の成績表を作成、比較対
象として検査を実施した農場の平均値を
提示。また、養豚研修会で他農場へも成
績を示し一般的な飼養衛生管理の重要性
について指導。今後の課題として、管理
獣医師等関係機関との連携を強化、肉豚
事故低減対策の継続を行い、安全・安心
な畜産物の提供に務める。

429 と畜検査データに基づく衛生プログ
ラム変更により 改善された一養豚場
事例：徳島県徳島家保 柏岡 静

食肉衛生検査所から生産者にフィー
ドバックされたと畜検査データでマイコ
プラズマ性肺炎の罹患率が高かった農場
のワクチンプログラムを検討。農場の衛
生管理、飼養状況および疾病発生状況を
総合的に検討し、マイコプラズマワクチ
ン（Mhp)を新たに組み入れた子豚衛生プ
ログラムを2段階で実施（変更Ⅰ：平成1
5年9月～、変更Ⅱ：平成17年6月～）。結
果年間肥育豚（3ヶ月齢以上）事故率は、
変更前の7.34%から変更Ⅰ、Ⅱでそれぞ
れ5.77%、6.1%に減少、115kg到達日齢は、
207.77日齢から200.92日齢、201.73日齢
と約6日間短縮、出荷豚の肺炎罹患率も
と畜場成績平均より下回り良好な成績を
推移した。子豚にかかる衛生費は、変更
前729.6円/頭から変更Ⅰで785.1円/頭と
増加、変更Ⅱで各種ワクチン容量と価格
の比較、カナマイシン鼻腔内噴霧中止等
により659.4円/頭に減額。対策前後の費
用対効果は、Ⅰ、Ⅱで680円/頭、719円/
頭の経済効果が得られた。

430 経営規模を拡大した養豚農家に対す
る衛生指導：大分県宇佐家畜 佐藤邦
雄、御手洗善郎

対象農家は母豚40頭から160頭まで増
頭を目標に事業を活用し豚舎の新築、改
築を実施。【衛生指導内容】①ふん便･敷
料検査は大腸菌群及びクロストリジウム
属の菌数測定、サルモネラ属の分離及び
虫卵検査を実施。②繁殖検診は超音波診
断装置を用いて実施。③と畜場検査デー
タの還元は2005年度より実施。④病性鑑
定は計9回実施。【結果】①大腸菌群、ク
ロストリジウム属に菌数の異常は見られ
ず、サルモネラ属は分離陰性。虫卵検査
は、豚回虫･豚鞭虫等の虫卵検査(-)。②
繁殖検診695頭中612頭受胎し、受胎率は
10回連続で90％以上を維持。③と畜検査
頭数は2005年度より増加しているが部分
廃棄率はやや減少。④病性鑑定を9回、
うち血清抗体検査を2回(39検体)行い、
適正なワクチン接種を指導。飼養状況等
：2005年度上期と2007年度上期を比較す
ると月平均母豚数は平均93頭から178頭
へ、月平均出荷頭数は62頭から171頭に

増加。当該農家に対し各種衛生指導の実
施により、母豚数及び出荷頭数が増加し、
安定的な経営規模の拡大に貢献。

431 飼養衛生管理チェック表を活用した
豚損耗防止対策の推進：沖縄県北部家保

屋冨祖昇、仲村真理
豚の損耗防止対策として、飼養衛生管

理チェック表（チェック表）を作成し農
家指導を開始。チェック項目は、これま
での指導の主体であった衛生管理に加
え、生産性を総合的に向上させるため、
給餌管理、繁殖管理、環境管理、台帳管
理、農場防疫を強化。特に「活力のある
子豚を生産する」事を目標に、分割授乳、
母豚の個体給餌管理、里子の制限等を中
心に指導を実施。
平成18年から１農家で重点指導を開始。
分娩豚、哺乳豚、繁殖母豚の管理が23.5
から42.5ポイントに改善し、受胎率が向
上。今年度は、８農家を選定し実態調査
を開始。特に母豚の個体給餌管理の不備、
分割授乳の認知度の低さが見られた。８
農家は継続的に指導を実施する他、家保
だよりで管内他農家への周知を図った。
企業養豚農家に対しては、管理獣医師、
指導員を参集しチェック表検討会を開催
し、自らチェックするよう指導。再度検
討会を開催する予定。今後も継続的に指
導するほか、農家管理台帳の未整備が問
題点として挙げられ、農家の飼養状況に
対応したマニュアルを検討中。

432 呼 吸 器 複 合 感 染 症 の 発 生 疫 学 状
況とその防除対策：沖縄県中央家保
宮良あゆみ、貝賀眞俊 過去10年間
の豚呼吸器関連疾病の発生状況を調査し
損耗防止対策の方向性を検討。PRRSが関
与した事例の平均発症日齢は50日齢。剖
検所見は、肺の暗赤色肝変化、硬結等と
体表、肺門、腸管膜リンパ節の腫大。組
織所見は、間質性肺炎、化膿性気管支肺
炎等とリンパ濾胞の増生や変性。PMWSが
関与した事例の平均発症日齢は60日齢。
剖検所見は、肺の暗赤色肝変化、癒着、
硬結、フィブリン析出等と体表、肺門、
腸間膜リンパ節の充出血や腫大。組織所
見は、間質性肺炎、混合性肺炎、カタル
性肺炎等とリンパ球の減少や変性。PCV2
性細胞質内封入体を全例で確認。PRRS、
PMWSの両者が関与した事例の平均発症日
齢は55日齢。剖検所見は、肺の肝変化、
硬結、無気肺、退縮不全等と体表、肺門、
腸管膜リンパ節の腫大。組織所見は、間
質性肺炎、混合性肺炎等とリンパ球の減
少。PCV2性細胞質内封入体を確認。損耗
率の低減を図るために生後60日齢までの
衛生管理の改善と飼養管理の適正化が特
に重要。
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433 次亜塩素酸系殺菌水の豚舎消毒剤と
しての利用：沖縄県中央家保 伊禮判、
高吉克典

近年、県内の養豚においては、ＰＲＲ
Ｓ等の浸潤・常在化にともなう呼吸器疾
病による育成率の低下が問題で、これら
の疾病への衛生対策が課題。消毒による
直接的な効果を検証するため、次亜塩素
酸系殺菌水（以下資材 A）を使用。資材 A
は、従来の次亜塩素酸系消毒剤に遜色の
ない強力な殺菌作用があり、有毒な塩素
ガスの発生が抑えられるよう pH 調整さ
れ、人体や家畜に対して安全で消臭効果
も期待できるといわれており、食品工場、
飲食店厨房、介護施設等で食品の殺菌や
細霧装置をつかった空間消毒での利用が
進んでいる。

Ⅲ 鶏の衛生

Ⅲ－１ ウイルス性疾病

434 採卵鶏の育雛期におけるニューカッ
スル病ワクチン抗体獲得への取り組み：
宮城県仙台家保 千葉直幸、高橋幸治

平成18年度に管内の採卵農場の立ち入
り調査で育雛期に十分なニューカッスル
病のワクチン効果が得られていないこと
が判明。当該農場のワクチネーションプ
ログラム・投与方法について調査し、①
溶解液に使用していたチオ硫酸ナトリウ
ムを新しいものに変更、②第一回目のワ
クチン投与日齢を10日から14日に変更、
③ワクチン株をB1株からクローン30株に
変更、④ワクチン飲水量の増量等につい
て検討したが、いずれも効果は認められ
なかった。そこで育雛鶏の移行抗体調査
をしたところ、その消失時期は早いもの
で14日齢前後から21日齢前後と導入群の
ロットによりばらつきがあることが判
明。ワクチンの投与日齢を移行抗体消失
時期に合わせ、投与回数を3回から6回に、
ドーズ数を1.5倍に増加するワクチネー
ションプログラムに変更したところ抗体
価の上昇が認められた。今後、より適合
するプログラムの継続的な検討が必要。

435 リアルタイムPCRによるニューカッ
スル病生ワクチンVG/GA株識別法の検討
：山形県中央家保 森大輝、大貫淳

平成19年1月、死亡鶏が増加した養鶏
場でニューカッスル病ウイルス（NDV）
を分離。シークエンス解析により接種さ
れていた生ワクチン・VG/GAワクチン株
（VG/GAVc）と同定。なお本症は尿酸塩
沈着症と診断され、分離株の関与は否定。
VG/GAVcは、接種後比較的長期間ウイル
スが排出されること、従来法のPCR－RFL
Pで野外株と識別できないことなどから、
分離時にND発生との判別が困難で、同定
には迅速性に欠けるシークエンス解析が
必要。そこで今回リアルタイムPCRによ
るVG/GAVcと他株との迅速識別法を検討。
NDVのF蛋白遺伝子領域でVG/GAVc特異的
塩基配列を標的に、市販ソフトにてプラ
イマーとプローブを設計。分離株、市販
ワクチン株3株および野外株4株から抽出
したRNAを用い、TaqManプローブ法によ
る2ステップRT－PCRでリアルタイムPCR
を実施。VG/GAVcのみで標的配列が検出
され、本法が迅速識別法として有用であ
ることが示唆された。

436 肉用鶏の鶏アデノウイルスによる筋
胃びらん：茨城県県北家保 川村舞香

肉用鶏（チャンキー）を18,000羽飼養
する養鶏場の1ロットのみで、通常1～2
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羽／日の死亡羽数が、14日齢から1日に9
羽、11羽、5羽と増加。16日齢の死亡鶏5
羽を解剖。剖検では全例で筋胃の中心部
から腺胃側にびらん・潰瘍。胃・空腸内
容物は黒色水様性。びらん・潰瘍部では
筋胃腺の構造はほぼ消失し、残存する粘
膜上皮細胞の核は腫大し、好酸性～好塩
基性のフルタイプやハローを有する核内
封入体が存在。粘膜固有層から筋層に偽
好酸球やリンパ球、マクロファージの浸
潤。封入体は抗鶏アデノウイルス（FAV）
による免疫組織化学的染色で陽性。電子
顕微鏡検査で核内や細胞質内に直径65～
70μmのFAV粒子を観察。FAVによる筋胃
びらんと診断。今回の死亡を伴う若齢鶏
での報告は日本で4例目。病原検索で細
菌・ウイルス分離陰性。FAVによる筋胃
びらんは、通常は臨床症状がなく食鳥処
理検査時に見つかる事が多く、農場では
死亡羽数の増加が軽度の際は見逃されて
いた可能性あり。

437 JP-Ⅲ遺伝子型ウイルスによる伝染
性気管支炎の発生：埼玉県中央家保 福
田昌治、御村宗人

成鶏2,800羽を飼養する採卵養鶏場で、
平成19年1月中旬頃から8カ月齢の鶏群に
奇声、産卵低下、異常卵、軟便症状。同
月下旬には別鶏舎にも拡大。伝染性気管
支炎（IB）の接種ワクチンはGray系とMa
ss系の2系統のみ。発症鶏群の気管スワ
ブ、直腸スワブからIBウイルスを分離。
分離ウイルスS1蛋白遺伝子のRFLP解析
で、制限酵素切断パターンがJP-Ⅲ遺伝
子型と一致。分子系統解析によりJP-Ⅲ
遺伝子型と確認。IBウイルス中和試験で
は、接種ワクチン株（Gray系）に対する
抗体価は発症時血清で既に高く、分離株、
参照株（JP-Ⅰ系、4/91系）に対する抗
体価は低値であったが、回復期血清で有
意に上昇。交差中和試験では、KH株（JP
-Ⅰ系）及びH120株（Mass系）各抗血清
の分離株に対する交差率は低値。分離株
は血清学的にも接種ワクチン株とは異な
り、発症を防げなかったものと推察。市
販のJP-Ⅲ系ワクチンはなく、別系統ワ
クチンの併用で、交差域を広げるよう指
導。

438 高病原性鳥インフルエンザ防疫演習
による対応強化：東京都家保 藤森英
雄、齋藤秀一

平成16年度から毎年、高病原性鳥イン
フルエンザ(HPAI)防疫演習(演習)を実
施。本年度は発生農場内での作業内容を
重点に実施。演習参加者は、発生時の防
疫措置等を行う防疫要員(要員)で、構成
は都の農林関係技術職員及び東京農政事
務所の職員。今回は、予備要員も参加し

多人数となるので、1度の演習では作業
内容の習熟が図りにくいと考え、少人数
制で複数回実施。演習に必要な模擬鶏舎
は、簡易な組立て式で資材等の経費の軽
減を図り、また出前演習も可能。演習後
のアンケートから、要員は様々な不安を
抱え、今後は不安解消が出来るような演
習内容の充実が必要。発生時の対応強化
には多数の要員確保が不可欠。全庁的な
HPAI対応の中で、様々な職場の職員を対
象とした演習や講習会などで幅広く要員
の確保を図るとともに、HPAIの正しい知
識と都の対応を関係機関に周知すること
が重要。

439 管内採卵用育雛農場で発生したニュ
ーカッスル病(ND)防疫対策：富山県西部
家保 竹野万理子

平成19年2月下旬、採卵鶏育雛農場の4
6日齢鶏群8340 羽において死廃鶏の急増
のため、病性鑑定を実施。元気消失、F
嚢水腫様肥厚、肝臓退色（黄色化）、腺
胃奬膜面水腫・粘膜面出血、脾臓白色点
状壊死病巣等の所見。発生鶏群はND生ワ
クチンを2回接種していたが、ND-HI抗体
価は低くウイルスが分離されたためNDと
決定。直に、鶏舎等の消毒、同ロット鶏
群への緊急NDオイルワクチン接種、半径
3km以内愛玩鳥飼養者への立入巡回実施。
殺処分鶏の処理方法は、一般廃棄物処理
施設での焼却を選択。患畜250羽、疑似
患畜8090羽。発生鶏群の殺処分に1日間、
焼却処理に2日間。また発生鶏舎内の鶏
糞・飼料等は農場内で2ヶ月間発酵消毒
処理。鶏舎消毒完了後、環境検査、飼養
鶏の抗体検査、周辺愛玩鳥の臨床検査の
結果をもって終息。家保の防疫体制強化
(高病原性鳥インフルエンザ防疫演習、
家畜衛生活動等)による早期通報体制等
により迅速な防疫活動を実施。

440 ブロイラーに発生した鶏アデノウイ
ルス感染症：岐阜県中濃家保 森山延
英、澤田幹夫

2007年9月、288,000羽規模のブロイラ
ー農場で鶏アデノウイルス(FAV)感染症
が発生。初発は、8鶏舎のうちの1鶏舎(5
2,000羽)で、15日齢より死亡羽数が増加、
19日齢で死亡率が0.4%に急増したため病
性鑑定を実施。剖検所見で消化管上部に
黒色液性物質の顕著な貯留、筋胃粘膜に
点状出血斑・びらん・潰瘍を確認。組織
所見で筋胃の粘膜固有層および筋層に偽
好酸球・リンパ球・マクロファージの浸
潤、筋胃腺粘膜上皮細胞核の腫大、核内
封入体を認め、免疫染色により核内封入
体に一致してFAV抗原を確認。ウイルス
検査でウイルス分離およびPCR法でFAVを
確認、間接蛍光抗体法で１型：Ote株の
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特異蛍光を確認。抗体検査で発生初期の
GM抗体価が226.3倍から発生後30日で111
4.3倍に有意に上昇、本症と診断。発生
誘因としては、記録的な猛暑時における
餌付け管理の失宣を推察。発生は3鶏舎
に及んだが、鶏舎ごとの衣類・履物の交
換及び消毒の徹底、舎内温度の管理強化
を指導し、10月以降発生はない。

441 採卵養鶏場で発生した皮膚型鶏痘と
ワクモからの鶏痘ウイルスの検出：三重
県北勢家保 竹馬工、伊藤英雄

2007年7月下旬より、低床開放飼育の
採卵養鶏場の1群7,500羽（約90日齢）に
おいて、1日あたりの死亡羽数が4～10羽
に増加し、元気消失、食欲不振、発痘等
の臨床症状がみられたため、生鶏5羽に
ついて病性鑑定を実施した。外貌所見で
は顔面・頸部・胸部に発痘・痂皮形成、
翼下の皮膚の湿潤が認められた。剖検で
は皮膚以外に病変は認められなかった。
細菌検査では皮膚からのみブドウ球菌が
分離された。組織検査では皮膚の病変部
に細胞質内封入体を伴った化膿性皮膚炎
が認められた。ウイルス検査では発痘部
皮膚から鶏痘ウイルス(FPV)が分離され、
ポック性状から野外株と推察された。ま
た、鶏舎内にはワクモが発生していた。
この鶏舎内で採取したワクモからPCRに
よりFPV特異遺伝子を検出した。このこ
とから、今回の皮膚型鶏痘の発生・伝播
にワクモの関与が示唆された。

442 鶏脳脊髄炎（AE）による産卵低下：
大阪府南部家保 島知加、服部孝二

【発生状況】A養鶏場で、2週間に渡り
産卵率が最高約50％に低下。病性鑑定で
は病変は認めず。発生前後の抗体価の比
較では、伝染性気管支炎、産卵低下症候
群-1976、ニューカッスル病については
有意差なし。AEについては有意な上昇を
確認。以上よりAEによる産卵低下と診断。
産卵低下は短期間だったが、A養鶏場は
自家販売のため一般鶏卵相場に比べ販売
価格が高く、経済損失は大。【浸潤調査】
管内15戸の大雛・成鶏でのAE抗体価を測
定。AEワクチン未接種の11戸中9戸では
低い陽性率、他2戸では高い陽性率。こ
のようにAEウイルスに自然感染せず産卵
を開始している群と不顕性感染している
群が見られ、前者では産卵低下の発生を
危惧。AEワクチン使用の4戸では全て高
い陽性率で、産卵低下の発生はないこと
から育雛期のAEワクチンが有効。以上に
より今後の方針として、大雛でAE抗体検
査を実施、陰性鶏群にはAEワクチンの投
与を指導し、経営の安定化につなげてい
きたい。

443 肉用銘柄鶏にみられたトリアデノウ
イルス2群感染症：兵庫県姫路家保 富
田啓介 加茂前仁弥

平成18年夏に、食鳥処理場で脾腫を特
徴とする疾病が肉用銘柄鶏で多発、マレ
ック様疾病として全廃棄されるものの他
臓器の病変なし。平成19年7月に出荷鶏5
0羽の脾臓を採材し、病理・ウイルス検
査を実施。脾臓の白斑と腫大は白脾髄の
壊死と過形成によるもので、脾腫の顕著
な2検体と軽度な3検体のマクロファージ
に淡明な大型核内封入体を認め（検出率
10％）、電顕によりトリアデノウイルス
（AAV）と同定。鶏腎細胞でのウイルス
分離陰性、Hess.らのプライマーを用い
たPCRは全て陽性、PCR産物のジーンバン
ク登録株との比較により、95％の相同性
をもってAAV2群と同定。同年11月、封入
体を認めた脾臓乳剤上清を62日齢の同銘
柄鶏の静脈内に接種、一過性の脾腫と小
腸炎を認め、PCRでも脾臓、肝臓、小腸
でAAV2群陽性を確認（封入体は確認され
ず）。脾臓の腫大はAAV2群によると診断。
再現性から、夏に多発する要因は、暑熱
等のストレスが必要と考察。

444 ブロイラーにおける伝染性気管支炎
の発生事例：西部家保 尾崎裕昭、植松
亜紀子

伝染性気管支炎（IB）は、呼吸器、生
殖器、泌尿器に影響するウイルス性疾患。
野外ではワクチンが応用。今回、一団地
内3農場で腎炎・腎炎型IBが発生。病性
鑑定は細菌、病理、ウイルス検査を実施。
臨床症状、育成状況、ワクチン歴等も調
査。死鳥は平成19年4月6日～26日の期間
に増加。発症日齢は39～43日齢。解剖共
通所見は腎臓腫大。IBワクチンは1～3回。
累積減耗率は農場全体で3.5～8.3％、鶏
舎毎で2.9～15.1％であり鶏舎間で大き
な差。細菌検査で、大腸菌症散見。ウイ
ルス分離実施農場で腎臓乳剤からIBウイ
ルス分離。病理組織検査では、非化膿性
間質性尿細管腎炎、F嚢の濾胞萎縮等。
本病の対策はワクチン接種もさることな
がら、より一層のウイルス侵入防止が重
要。

445 病性鑑定室における鳥インフルエン
ザ検査概要：倉吉家保 渡邊祐治、小谷
道子

平成16年1月、79年ぶりとなる高病原
性鳥インフルエンザ（HPAI)の発生が確
認され、本病の早期発見に向けた監視体
制が強化。病性鑑定室では高病原性鳥イ
ンフルエンザに関する特定家畜伝染病防
疫指針に基づき、モニタリング検査およ
びサーベイランス検査を実施。モニタリ
ング検査として今年度は4月に急死した
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野鳥9羽、および各家畜保健衛生所管内
ごとに毎月１採卵鶏農家10羽分（各々気
管スワブ、クロアカスワブ、血清採材）、
計30羽分、鳥インフルエンザウイルス分
離および寒天ゲル内沈降反応による鳥イ
ンフルエンザウイルス抗体検査を実施。
また、サーベイランス検査として年１回
1000羽以上飼養の採卵鶏農家において、
寒天ゲル内沈降反応による鳥インフルエ
ンザウイルス抗体検査を実施しているの
で、検査概要について報告。

446 消石灰の鳥インフルエンザウイルス
に対する消毒効果の検討：島根県家畜病
鑑室 石倉洋司、安部茂樹

鳥インフルエンザウイルス（AIV）の
防疫対策として消毒に消石灰が広く用い
られ、作用機序は「高アルカリによる作
用」と考えられていたが、「pH12、15分
の感作」ではAIVは不活化されないこと
が報告されており、有効性の検討が必要
と判断。消石灰散布ならびに消石灰乳剤
上清による消毒効果を、H4N6亜型株を用
いて「室温で30分感作」後に発育鶏卵へ
接種することでEID50を算出して検討。い
ずれもAIVへの消毒効果を確認。乳剤上
清濃度（1-50%）、感作時間（30,60分）
による消毒効果には差を認めなかった
が、濾過処理上清による感作では効果が
減少。また、Ca(OH)2、NaOHおよびKOHの
いずれの水溶液においてもウイルス不活
化作用を確認。今回の結果から消石灰が
AIV消毒に有効であることを確認し、そ
の作用機序はpHおよび固形成分による吸
着効果の関与を推察。AIVへの消石灰を
用いた消毒は長期的な消毒効果を期待す
るよりも定期的な散布が有効。

447 備えあれば憂い少なし 高病原性鳥
インフルエンザ対策:津山家畜保健衛生
所 橋本尚美、馬場彩

高病原性鳥インフルエンザ発生時のま
ん延防止措置については、特に迅速さが
重要であるが、簡易検査陽性から病性決
定まで、つまり防疫措置の準備期間は約
1.5～２日間と非常に短い。そこで、事
前の備えとして、農家立入資材キットの
整備、所内研修による家畜防疫員の訓練、
市町村対応マニュアルの作成、農家情報
台帳の整備（鶏舎構造、農場配置図、埋
却地、現地テント設営場所等）、大規模
農場での発生シミュレーション（動員者
数、家畜防疫員の配置、必要資材量、焼
却量、埋却量等）を、また県民局、支局
及び市町村と協力して一般動員者の研
修、消毒ポイント、問診集合場所のリス
トアップを実施。その結果、農家情報の
さらなる充実、市町村や県民局との情報
の共有化、大規模発生時に想定される大

量動員確保手段の検討、埋却地の確保困
難な農場の対策検討、資材調達や委託先
のリストアップ等の必要性が判明。

448 高病原性鳥インフルエンザ発生に備
えた防疫対応（Ⅳ）：井笠家畜保健衛生
所 澤田健二、別所理恵

平成１６年、７９年ぶりの高病原性鳥
インフルエンザ国内発生以降、本県でも
特に養鶏産業の盛んな地域を管轄する当
所では、事前対応型の防疫を進めている。
特に、今年度は危機管理体制の充実・整
備の一環として、管内で最大飼養規模の
養鶏場における発生を想定し、１日当た
りの防疫従事者数の違いによる防疫措置
の日数や進め方についてシミュレーショ
ンを行い、現地対策本部となる県民局の
各部所を交えて詳細な検討を行った。中
でも県民局建設部とは埋却地及び埋却溝
の構造について、事前に可能な準備を行
い、発生時に迅速かつ円滑に対応できる
ように打合わせを行った。また、防疫関
連情報の整備として、管内の養鶏農家毎
に発生時の移動制限区域、集合場所、消
毒ポイント候補地等を特定し、データベ
ースの充実を図った。

449 高病原性鳥インフルエンザの発生か
ら経営再開までの防疫対応：高梁家畜保
健衛生所 岡田ひろみ、山内章江

平成19年1月27日、高梁市の12,000羽
飼養の採卵鶏農家で、岡山県初の高病原
性鳥インフルエンザが発生。発生は限局
的で、飼養鶏の一部のみ嗜眠・羽毛逆立
等臨床症状を確認。1月29日確定後、直
ちに防疫活動（①半径10kmの移動制限、
②消毒ポイント3カ所を設置、③発生地
では消毒・評価・殺処分・汚染物品の埋
却、処分鶏は焼却場に運搬後焼却）を開
始し、2月7日防疫措置を完了。周辺の18
農場では、確定前に家きん卵出荷監視検
査を実施、陰性確認後2月1日ＧＰへの鶏
卵流通を再開、2月7日第1次及び２月20
日第2次清浄性を確認後、3月1日移動制
限を解除し終息。その間の従事人員は総
計3,547名。3ヵ月間の周辺農場の監視期
間が終了する間、発生農場では環境調査
及びおとり鶏検査を実施、いずれも陰性
であったことから6月25日に経営を再開。

450 県下初発の高病原性鳥インフルエン
ザへの検査対応：岡山家畜保健衛生所
大内紀章、 平井伸明

２００７年１月２７日、高梁市の採卵
養鶏場から病性鑑定依頼があり検査の結
果、インフルエンザ簡易検査陽性でＨＡ
陽性ウイルスが分離された。本ウイルス
は、Ｈ５Ｎ１亜型で鶏への攻撃試験で強
毒性を示す高病原性鳥インフルエンザと
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確認された。また、死亡鶏の主要臓器で
ウイルス抗原が認められ、壊死性膵炎、
壊死性脾炎、非化膿性脳炎等の病理所見
からも強毒性が窺われた。発生農場の疫
学では、死亡鶏がみられた鶏舎の同居鶏
からのみウイルスが分離されたが、抗体
保有鶏はみられなかった。周辺農場では
続発もなく、家きん卵出荷監視検査及び
防疫措置後の清浄性確認検査等でウイル
ス、抗体とも認めず、３月１日に移動制
限解除となった。そして、農場再開に係
る鶏舎環境及びモニター検査のいずれで
もウイルスと抗体は認めず、６月１日に
再開された。本事例は県下の初発例であ
ったが、早期通報と迅速的確な検査対応
・防疫により、早期終息と農場再開が可
能となったものと考えられる。

451 肉用鶏の封入体肝炎発生事例：徳
島県徳島家保 中井 泉 柏岡 静
平成18年12月、16日齢のブロイラー雛

において死亡雛が5,500羽中96羽(1.75%)
に増加。簡易検査と発育鶏卵による分離
検査でインフルエンザを否定。解剖検査
により肝臟退色や腫大、針状赤色巣を認
め、組織検査で肝臓に封入体を多数確認
した。ウイルス学的検査では、肝乳剤を
接種した鶏雛腎培養細胞で円形化CPEと
核内封入体を認め、肝乳剤と分離ウイル
ス液から鳥アデノウイルス(FAV)の特異
遺伝子を検出。FAV抗体の陽転も認めた。
以上のことから封入体肝炎と診断。ウイ
ルス量低減のため洗浄消毒を指導し、定
期的な立ち入りを実施したことにより、
続発はなかった。また、死亡多発を伴う
典型的封入体肝炎としては、県内初確認
事例であることから、肝乳剤と分離ウイ
ルス液を用いて接種試験を実施したが、
症状・血液検査・抗体検査・遺伝子検出
検査いずれにおいても再現できなかっ
た。

452 ワクチン接種鶏にみられた皮膚型鶏
痘:香川県東部家畜保健衛生所 山本英
次、竹内康裕

平成18年11月上旬、採卵鶏2,000羽を
飼育する農場で、全鶏群の1割に顔面か
ら頚部に痘瘡が発生。3割程度に感染が
拡大。死亡鶏はなく、産卵率の低下も軽
微。鶏痘ワクチンは2回接種済み（0、49
日齢）。4羽（420、620日齢）を剖検。皮
膚病変が重度なものは顔面から総排泄腔
周囲に至る全身表皮に痘瘡、痂皮を確認。
病理組織学的検査で、痘瘡部の有棘細胞
に好酸性の細胞質内封入体を確認。電子
顕微鏡にて細胞質内封入体部分に鶏痘ウ
イルス（FPV）粒子を確認。ウイルス学
的検査で、皮膚病変部乳剤を接種した発
育鶏卵漿尿膜にポックの形成を確認。PC

R検査で皮膚病変部およびポック形成漿
尿膜から、FPV特異遺伝子を検出。また、
海外等で鶏痘ワクチン接種鶏群での発生
例から分離されたFPV遺伝子中に細網内
皮症ウイルス（REV）遺伝子の挿入が報
告されており、REV遺伝子を検出するPCR
検査を実施。本症例のFPV遺伝子中にもR
EV遺伝子の挿入を確認。細菌学的検査で
は、有意な菌は分離されず。鶏痘はこれ
まで生ワクチンで良好にコントロールさ
れていた疾病であり、また一般的に夏を
過した2年鶏以上は抵抗性を示すとされ、
本症例のように痘瘡がほぼ全身にみられ
ることは稀。発症原因は、ワクチン接種
から時間が経過したための免疫効果の消
失、もしくは本症例のFPVが既存のワク
チン株でコントロールできない野外株の
可能性もあると考察。

453 ニューカッスル病（ND）発生事例で
の緊急ワクチン接種の経済効果：福岡県
筑後家保 石田剛、投野和彦

2006年3月、約13万羽飼養採卵鶏農場
の2鶏群でNDが発生。防疫対応の一つと
して、病性決定と同時に全8鶏群に対しN
D生ワクチンB1株の緊急噴霧接種を実施。
接種後、発生鶏隣接鶏群で死廃鶏が若干
増加したが、3週間後に未発生6鶏群のND
HI抗体価は群平均で約4000倍まで上昇。
野外ウイルスに対する防御ラインをNDHI
抗体価20倍として、発生時の抗体価から
緊急ワクチン未接種時の予想死廃数を推
定。これから実際の接種後の死廃数を減
じたところ12,595羽の死廃を防いだと推
察、農場内でのND続発を阻止できた。殺
処分鶏等の焼却処理や新規入雛に係る経
済的損失は、全群殺処分となった場合よ
り2,235万円少なく済んだと試算。一方、
接種後に各鶏群で産卵率が低下、これに
伴う鶏卵販売益の損失は半年間で1,568
万円であったが、全群殺処分時は1億2,2
83万円の大幅な損失と試算。今回の緊急
ワクチン接種は、NDウイルスのまん延防
止及び発生農場の経済的損失の軽減に適
切かつ効果的であった。

454 県内分離伝染性気管支炎ウイルス株
の解析：福岡県中央家保 永野英樹

平成18～19年に飼養鶏の死亡増等を確
認した9農場で分離された伝染性気管支
炎(IB)ウイルスの遺伝子検査を実施。分
離ウイルスはS1領域をターゲットとした
RT-PCRと真瀬らの方法によるRFLP解析に
より遺伝子を型別し、シークエンスを実
施。9例ともPCRで陽性バンドを確認し、
RFLP解析では、5株がJP-Ⅰ、1株がJP-Ⅲ、
2株がMassタイプに型別され、1株が使用
した制限酵素の切断サイトを持たなかっ
た。シークエンスの結果によりワクチン
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株由来と思われる株が5株あり、うち2例
は発生鶏舎で使用されていたワクチン株
の分離と推測された。遺伝子解析結果か
ら県内では様々なタイプの株が流行して
おり、ワクチン接種を行っていた農場に
おいてもIBの感染が認められたことか
ら、今後は農場毎の発生したタイプを確
認すると共に、現在のワクチンが野外株
に対しどの程度有効かを判断する為中和
試験による検査が必要になると思われ
た。

455 管内養鶏農場におけるトリニューモ
ウイルスの浸潤状況調査：佐賀県中部家
保 西大輔、江頭達介

2001年から2007年までの7年間に集め
られた肉用鶏及び採卵鶏の血清883検体
及び当所飼養鶏5羽の血清についてVeroK
Y-5細胞を用いてAPV MM-1株に対する血
清中和試験を実施。肉用鶏12戸、採卵鶏
9戸全ての農場で抗体検出。肉用鶏全体
では陽性率35.9％、GM価2.3、採卵鶏で
は陽性率73.6％、GM価11.4、当所飼養鶏
は全て抗体陰性。日令が進むにつれて抗
体価は上昇傾向、地理的及び周辺環境に
よる有意差は認められなかった。APVの
本県への侵入は2000年前後、その後広く
浸潤したものと推察。侵入経路は、GM価
が初生雛導入農場が最も低く、大雛導入
農場が最も高かったこと、当所飼養鶏が
抗体陰性であったこと等から県外育雛農
場等で感染した導入雛による持込みが示
唆。また、同一農場で抗体陰性群と陽性
群が混在していること、同一陽性群にお
ける抗体価のばらつきが大きいこと等か
らAPVの感染力はさほど強くはなく、個
々の鶏によってもその感受性に差がみら
れると推察。

456 管内における伝染性喉頭気管炎の発
生と防疫対応：長崎県県南家保 下條憲
吾、橋本哲二

平成19年1月、採卵鶏農場において伝
染性喉頭気管炎（ILT）が発生。剖検所
見では気管粘液の増量、気管粘膜の出血
及び黄白色チーズ様滲出物の付着を認
め、組織所見では気管粘膜上皮細胞の変
性、剥離や合胞体形成、核内封入体を確
認。気管よりILTウイルスが分離され、
本疾病をILTと診断。発生農場及び関連
施設に対し車両消毒等のまん延防止対策
を指導。その後同系列3戸、別系列1戸の
農場で発生。当初、ワクチンは用いない
としたが、複数戸で発生があり、まん延
防止上ワクチン接種が必要と判断し、発
生地域の養鶏農家を対象に説明会を開
催。異常鶏の早期通報等の飼養衛生管理
基準の遵守指導、ILTウイルス動態調査
を実施。野外における発生及びウイルス

の動きなし。ウイルス侵入経路は初発農
場では導入雛等の県外汚染地域からの持
込み、同系列農場では車両、資材及び共
同作業員、別系列農場では野鳥等の関与
が考えられ飼養衛生管理基準の更なる徹
底が必要。

457 県内で分離された伝染性喉頭気管炎
ウイルス：長崎県中央家保 豊田勇夫、
中島大

平成19年1月～4月に伝染性喉頭気管炎
（ILT）5農場で発生し、それぞれウイル
スが分離されたことから、分離株を用い
た浸潤状況および遺伝子断片長多型（RF
LP）による型別を実施。浸潤状況調査は
平成18年12月～平成19年5月に採材した
鶏血清126戸1,978検体を用いて中和試験
を実施。RFLPは分離株5株と市販ワクチ
ン株4株を用いILTウイルスの各遺伝子領
域について各種制限酵素による切断像を
比較。浸潤状況調査では1978検体中41検
体で抗体陽性で全てILT発生農場に限局。
平成4年までの遡り調査は全例陰性。RFL
PはORFB領域のFokⅠ、HincⅡ、ICP4領域
のHaeⅢ、MspⅠ、AclWⅠ、AvaⅠ、TK領
域のHaeⅢ、MspⅠの組み合わせにおいて
切断像が確認され、分離株はいずれも同
じ切断像を示し、ワクチン株は株間で異
なる切断像を示した。本県では、近年IL
Tの動きはなく、今回のILTは同一のウイ
ルスが伝播したものと推察。また、RFLP
はワクチン株との識別に有用。

458 鶏貧血ウイルス（CAV）が関与し高
いニューカッスル病（ND）抗体価を示し
た肉用鶏の死亡例：長崎県県北家保 元
村泰彦、下村辰人

平成19年1月、肉用鶏農場で沈鬱、足
蹠の水腫性肥厚などを呈し、死亡羽数増
加。当該農場は2農場10鶏舎(8.3万羽)で
飼育。発生農場では4鶏舎(1～4号鶏舎)
にそれぞれ1.2万羽を飼育し、1、2号鶏
舎のみ発生。発症鶏13羽を病理解剖し足
蹠の水腫性肥厚、胸腺萎縮などを認める。
細菌検査では、有意菌分離陰性。ウイル
ス分離では、1号鶏舎の発症鶏からNDVを
分離。NDVは塩基配列解析でワクチンVG/
GA株と100％一致。ND-HI抗体価は、1号
鶏舎GM値(17.3倍→168倍）、2号鶏舎(174
倍→36倍）、3号、4号鶏舎GM値は6.1倍。
CAVELISA抗体価は、1号鶏舎GM値(548.7
倍→376.2倍)、3号鶏舎GM値32倍。病理
組織学的検査では、F嚢で萎縮・リンパ
球減少、脾臓にリンパ球減少を認める。
今回の症例では、発症鶏群と未発症鶏群
の間でCAV抗体価に明らかな差を認め、C
AVの関与を確認。ND-HI抗体の上昇は、C
AV感染によりヒナの体内でNDワクチン株
が通常以上に増殖したことに起因すると



- 102 -

推察。

459 養豚場の豚繁殖・呼吸障害症候群対
策の取り組み(第1報)：熊本県天草家保

滝川晋史・荒牧美喜雄
豚繁殖・呼吸障害症候群(PRRS)陽性農

場の死亡率低減に向け、飼料会社、コン
サルタント獣医師と協力しPRRS対策を実
施。第1段階として母豚群の免疫安定化
を検討。導入豚はPRRSワクチン接種およ
びウイルス排泄豚との同居による馴致を
実施。馴致後の導入豚、自家育成豚は抗
体陽性、ウイルス排泄が陰性であること
を確認後、母豚群に移動させることで母
豚群の免疫は安定化。しかし、子豚の死
亡率が上昇。PCR検査により離乳室の子
豚でウイルス排泄を多数確認。また細菌
学的検査により、Actinobacillus pleur
opneumoniae等、他の病原体も検出。そ
こで第2段階として、踏込消毒槽の設置、
作業動線の改善、離乳室のオールアウト、
離乳室、分娩室間の隔壁設置、隔離豚舎
の設置、確実な抗生剤の投与等の衛生対
策を実施。結果、子豚の死亡率は低下。
今後は可能な限りのオールアウト、豚房
間の隔壁設置等の衛生対策を実施。定期
的な病性鑑定の実施とともに、他の病原
体のワクチン接種を検討。

460 頭部腫脹症候群発生農家における対
策：大分県大分家保 人見小百合、川部
太一

頭部腫脹症候群発生ブロイラー農家に
対して各種対策を行い、一定の成果があ
った。
「対策内容」宿主対策では、農場でのＴ
ＲＴＶの動態調査を実施し、ワクチン接
種時期の検討を行った。環境対策では、
大型換気扇の設置、細霧機による温度管
理および消毒液の散布を実施。「結果お
よび成果」農場での野外ウイルスの動態
を調査した結果、20日齢以降にウイルス
の動きを確認。ワクチン接種試験では、
7日齢以降が接種適期であることが判明。
環境対策により、アンモニア濃度は抑え
られ、死廃羽数は対策前に比べて大幅に
減少。「まとめ」ワクチン接種を7日齢以
降に変更するように指導に加え、夏場に
おいて換気扇や細霧機を使用することに
より、死廃羽数を減らす事が出来た。今
後は冬場のアンモニア対策として、ケイ
酸カルシウムを敷き床に加えるなど、更
に経営改善につながるよう衛生指導に努
める。

461 宮崎県内で発生した３例の高病原性
鳥インフルエンザ（HPAI）：宮崎県宮崎
家保 前田浩二、稲井耕次

2007年1月、県内の3養鶏場でHPAIが発

生。1例目は24週齢の肉用種鶏、2例目は
49日齢の肉用鶏、3例目は550日齢の採卵
鶏。3例とも死亡鶏の周囲で嗜眠鶏を確
認。剖検所見で、1例目は顔面が腫脹し、
肉冠および肉垂も暗赤色を呈して腫脹、
下顎皮下に重度の水腫を確認。2例目は
肉冠および肉垂が軽度に暗赤色を呈し、
3例目は肉冠の一部が暗紫色を呈する個
体が散見。3例からA型インフルエンザウ
イルスを分離し、いずれも動物衛生研究
所の検査で高病原性のH5N1亜型と判定。
抗体検査で1例目のみ陽性を確認。病理
組織検査では、3例共通に中枢神経系の
巣状壊死とグリア結節の形成、肉冠およ
び肉垂の血管炎と水腫を伴う充出血、う
っ血、壊死を確認。1例目が重度、2例目
が中程度、3例目が軽度の病変。2例目と
3例目は、過去の国内発生例、成書と同
様の典型的なHPAI。1例目は、抗体検査
成績と重度の病理所見から、ウイルスの
侵入時期が届け出の1週間以上前である
と示唆された貴重な症例。

462 宮崎県で発生した高病原性鳥インフ
ルエンザ３例の病理学的検索：宮崎県宮
崎家保 片山貴志

2007年１月に県内で発生した３例の高
病原性鳥インフルエンザについて、病理
組織学的および免疫組織化学的に検索。
発生時、３例とも死亡鶏の増加、頭部を
中心とした臨床症状。１例目は抗体保有
鶏が存在、通報後発生鶏舎と別鶏舎で発
症鶏確認。組織病変は、神経細胞壊死や
グリア結節形成。肉冠および肉垂の血管
炎や充出血、うっ血。それぞれ１例目が
重度、２例目が中程度、３例目が軽度。
その他主要臓器に壊死認めず。ウイルス
抗原は３例とも神経細胞およびグリア細
胞、肉冠および肉垂の血管に検出。その
他１例目は主要臓器上皮系細胞、２およ
び３例目は多臓器血管内皮細胞に検出。
１例目別鶏舎の１羽は、発生鶏舎と同様
の組織病変、２および３例目と同様の抗
原分布。分離ウイルスはウイルス血症を
起こすが、限局した部位にのみ血管障害
性を示すことを示唆。１例目は病変形成、
抗体保有状況、別鶏舎発症鶏の病態から、
死亡羽数増加が認められるまで比較的長
い経過があったと推察。

463 高病原性鳥インフルエンザの発生を
想定した防疫演習：鹿児島県北薩家保
有川恵理、吉野雄

県内での高病原性鳥インフルエンザの
発生を想定した防疫演習を実施。主要養
鶏地域かつ渡り鳥の飛来地である出水市
において県機関及び養鶏関係団体等を参
集。初動防疫から発生農場での殺処分及
び消毒までの一連の防疫演習を実施。防



- 103 -

疫演習には約３６０名が参加。ニュース
で報道、新聞各紙にも掲載された。アン
ケート調査で今後の課題と対策について
検証。①防疫演習の概要②通報から患畜
決定までの主な防疫対応③発生農場にお
ける防疫対応（・健康診断・防疫服の着
衣、脱衣・殺処分作業・鶏舎内外の消毒）
④消毒ポイントの設置とその作業概要の
各項目について、大半が「分かりやすか
った」「参考になった」と回答。実際の
発生を想定した演習により養鶏農家の意
識向上と防疫作業参加者への作業の重要
性への理解を深められた。今後、他地域
での発生も視野に入れた対応、関係機関
の防疫意識の向上、連携確認のために継
続的な防疫演習実施の必要性が示唆され
た。

464 長期飼養肉用鶏農場のニューカッス
ル病生ワクチン投与の検討：鹿児島県肝
属家保 船越怜、石原加奈子

1年以上長期飼養する肉用鶏農場のニ
ューカッスル病（ND）生ワクチンのプロ
グラム及び投与方法を検討。14、28、45、
70日齢、その後2ヵ月間隔で接種する開
業獣医師の指示したプログラムを基に飲
水投与を開始。接種前と接種2週間後に4
群各10羽のHI抗体価を測定。接種後も2
群の抗体価の幾何平均（GM）値が低く接
種方法を検討。確実な断水、体重に応じ
た飲水量、一斉接種できる飲水容器への
改善後の接種で抗体価は4群全羽32倍以
上。うち2群はその35日後に追加接種し
たが、GM値は上昇せず、その後抗体価が
低下。別の2群のGM値は改善接種50日後
で21.1及び26、64日後はともに6.1と推
移し、中雛期から大雛期以降の接種間隔
は2ヵ月程度が妥当。14日齢の抗体価は2
~16倍で初回接種時期は妥当。幼雛期の
接種間隔及び回数は更なる検討が必要。
ワクチンの接種指導には、接種経験や飼
養形態に応じたきめ細かい指導が必要。

465 大規模採卵鶏農場で発生した皮膚型
鶏痘：鹿児島県南薩家保：池畑桂子、奥
薗義美

平成18年12月14日、約10万羽を飼養す
る採卵鶏農場で、日齢を問わず顔面、眼
瞼、肉冠等頭部無毛部の腫脹及び痂皮を
散見するとの通報を受ける。病変は同年
6月から継続的に散発。顕著な死亡率上
昇や産卵率の低下はなく、3万羽を飼養
する1鶏舎のみで発生。症状を呈する2羽
の病性鑑定の結果、剖検所見は頭部皮膚
以外に著変なし。病変部皮膚乳剤の発育
鶏卵接種試験で漿尿膜の著しい肥厚を確
認。組織所見では好酸性細胞質内封入体
を伴う病変部皮膚有棘細胞の増生、淡明
化及び腫脹を確認。またグラム陽性菌の

増殖を伴った表皮表層の壊死を観察。以
上から皮膚型鶏痘と診断。発生農場の鶏
痘ワクチン接種は21日齢での1回のみ。
今後2回接種を実施するよう指導したと
ころ、ワクチンプログラム変更後の鶏群
での発生なし。管内農場への聞き取り調
査では一部が発生農場と同様のプログラ
ムであることが判明。今後は基本的なワ
クチネーションプログラム遂行の再指導
が必要。

466 ブロイラーに発生した頭部腫脹症候
群：鹿児島県北薩家保 小池仁美、﨑元
弘人

鶏の頭部腫脹症候群(SHS)は、トリメ
タニューモウイルス(aMPV)と他病原体の
複合感染による鶏疾病で、顔面頭部の腫
脹が特徴。今回、当管内ブロイラー2農
場において、元気消失、頭部･眼瞼周囲
の腫脹を示す鶏が多数確認され、両農場
の発症鶏各5羽の病理解剖、組織検査、
細菌検査、ウイルス検査を実施。解剖所
見は、頭部･眼瞼周囲の腫脹のみで、そ
の他著変無し。組織検査では、全羽の頭
部皮下に化膿性皮下組織炎を確認したの
みで、その他著変無し。細菌検査では、
多検体の眼瞼･鼻汁スワブから、非溶血
性大腸菌が分離され、数検体からコアグ
ラーゼ陰性ブドウ球菌を分離。その他有
意菌の分離無し。また、両農場の眼瞼ス
ワブ及びクロアカスワブ材料、B農場の
気管乳剤からaMPV特異遺伝子を検出。本
症例は、発生状況、臨床症状及び組織検
査結果からSHSと診断。また、 aMPV感染
鶏への非溶血性大腸菌等の二次感染によ
り引き起こされたと推察。

Ⅲ－２ 細菌性・真菌性疾病

467 平飼い鶏舎の採卵鶏に発生した大腸
菌症：岩手県中央家保 工藤 剛、佐々
木幸治

採卵鶏に発生した大腸菌症の報告はま
れであり、平飼い鶏舎での報告はみあた
らない。当採卵鶏農場では1開放平飼い
鶏舎で23-40週齢の4鶏群計2,750羽を飼
養していたが、2007年7月に23週齢の1群
782羽に発生した。3週間の発生期間に42
羽（5.4%）が食欲不振、沈鬱を示して死
亡した。発生3日前に隣接の廃鶏群が出
荷され、その際に多量の塵埃が生じてい
た。病鶏6羽の検索により、組織学的に
線維素化膿性または肉芽腫性炎が、漿膜、
心外膜および気嚢に観察され、大腸菌O7
8が全身諸臓器から分離された。分離株
は検索した鶏病原性大腸菌関連遺伝子を
保有していた。伝染性気管支炎ウイルス
（IBV）遺伝子が1羽の気管スワブから検
出された。当鶏群にはIBワクチンが投与
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されていたが、同ワクチン株遺伝子のRF
LP像と検出遺伝子のそれは相違してい
た。得られた成績から、産卵開始に伴う
ストレス、IBV感染および塵埃の発生が
本病を誘因し、平飼いが本病の拡大を容
易にしたように思われた。

468 Mycoplasma synoviaeの感染があっ
た種鶏場における清浄化への取り組み：
茨城県県北家保 西野弘人

県内地鶏生産に重要な役割を果たして
いる種鶏場でMycoplasma synoviae(MS)
の感染を確認。対策会議を開催し、清浄
化対策とモニタリング検査の実施を決
定。清浄化対策はMS陽性鶏群の淘汰、鶏
舎の衛生管理の再徹底、成鶏への抗生物
質投与、種卵の加温処理を実施。清浄化
対策後に孵化した鶏群にモニタリング検
査を実施。モニタリング検査は血清平板
凝集反応検査（SPA検査）を原則毎月1回
行い、3回目検査までは全検体陰性。4回
目検査で陽性検体がみられ、再度会議を
開催。検査間隔の短縮や特異性の高い検
査方法の実施等を決定。4、5回目のSPA
検査陽性血清をイミュノブロッティング
検査に供し全検体陰性。5回目以降はMS
分離検査も実施し、7回目まで全検体分
離陰性。SPA検査陽性率の推移、イミュ
ノブロッティング検査及び分離検査が陰
性であったことから、SPA検査凝集像は
非特異反応と判断。現在まではMSの清浄
性を維持している状態。今後も衛生対策
とモニタリング検査の必要性有り。

469 採卵鶏の大腸菌性敗血症による急死
症例：千葉県南部家保 小泉慎一郎、羽毛
田稔
平成19年1月管内で61万羽飼養の養鶏農

家から死亡率が上昇したと病性鑑定依頼
があった。死亡率の上がった鶏舎はウイ
ンドレス全12鶏舎中526日齢を飼育する1
鶏舎のみで死亡率は0.11％と他鶏舎の平
均0.02％に比べ5倍以上であった。発生鶏
群は呼吸症状や下痢などの臨床症状を認
めず産卵率の変化も無く、急死のみが特徴
的所見であった。病性鑑定は生存鶏10羽と
死亡鶏10羽および1週間後に死亡鶏5羽を
追加採材して実施。ウイルス学的検査に
より鳥インフルエンザは否定。細菌学的
検査では生存鶏で有意菌の分離は無かっ
たが全ての死亡鶏の全身臓器から大腸菌
が分離された。病理組織所見にて脾臓の
ろ胞、莢組織の壊死、播種性血管内凝固、
菌栓塞が認められ大腸菌免疫染色が陽性
を示したことから大腸菌による敗血症と
診断。尚、発生要因として鶏舎の温度管
理方式を変更したこと、ワクモ対策に珪
藻土を噴霧したことがストレスとなり発
症と推察。

470 市販生菌剤がCampylobacter jejuni
実験感染鶏に及ぼす影響：新潟県中央家
保 矢部静、阿部隆司

県内ブロイラー農場では、鶏からカン
ピロバクターが高率分離されることから
各種対策を実施。一方、生菌剤給与農場
でも継続分離されることから、市販4生
菌剤及び1死菌剤のカンピロバクター実
験感染鶏への影響を検討。1群5～6羽で、
対照群も含めた6群について、白色レグ
ホン種1日齢から規定量添加飼料を飽食
給与。5日齢で全羽に鶏由来C.jejuni(Cj)
を経口接種、39～47日齢の解剖時まで糞
便中菌量を測定。解剖時には肝、脾、腸
管内容物の菌量測定、腸管の病理組織学
的検査とCj免疫染色を実施。経時的糞便
中菌量は対照、死菌剤群が高値で推移。
解剖時、盲腸内容の菌量は対照群で多い
傾向。組織学的検査では、大腸で1生菌
剤群を除き病変を認めCj抗原も検出。さ
らに、対照、死菌剤群では小腸組織で病
変とCj抗原を検出。臓器では生菌剤1群
を除く5群各1羽の脾臓、肝臓から2～102

CFU/g分離。生菌剤単剤で完全防除に至
らなかったことから、今後は更なる防除
方法探索のため混合給与や他製剤につい
ても検討を重ねたい。

471 サルモネラエライザを活用した養鶏
農家の飼養衛生管理意識向上への取組：
愛知県知多家保 川本隆之

鶏卵衛生管理体制整備事業で分離され
たサルモネラ（Sal）O7菌群及びO4群の
菌体（LPS）を抗原としたSalエライザを
用いて、Sal抗体保有状況を調査し、飼
養衛生管理の重要性を啓発した。Sal清
浄対策に基づいた飼養衛生管理状況につ
いて8項目を聞取り調査し、Sal菌分離農
家と各項目の実行率を比較検討。Sal菌
分離検査は、8農家を対象にそれぞれ盲
腸便300検体、鶏卵10検体及び環境材料1
0検体を採材して実施。Sal抗体保有状況
は、各10羽ずつ採血し、間接エライザ検
査法で調査した結果、一般的にSal菌の
分離頻度が高いO7群は、分離3農家、分
離がない5農家と高い抗体保有状況（平
均4.1/10）。O4群については、菌分離さ
れた1農家で比較的高い抗体保有状況（2
/10）。特にSal菌が分離された4農家は、
飼養衛生管理状況調査表の取りまとめか
ら外来者の立入り（4/4）及び媒介動物
の駆除（3/4）項目が低実行率であった
ので、重点指導を実施。

472 大腸菌症発生採卵鶏農場における経
済的損失とその予防対策:愛知県東三河
家保 兼子松義、堀 信一

発生農場は、ウインドウレス鶏舎1棟
で県外大雛導入約28,000羽を飼育する採
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卵鶏農場である。大腸菌症は平成17年6
月4日餌付け鶏群において、11月初旬に
発生したので、死亡羽数及び産卵成績等
への影響を調査するとともに、予防対策
後の導入鶏群に対する追跡調査を実施。
発生鶏群においては、平成17年11月から
平成18年1月で死亡羽数は893羽、総死亡
羽数は1,978羽（全飼育羽数の7.1％）で
あった。また、ヘンハウスの平均産卵率
が75.5％と低く、卵重分布において卵の
小玉化が発生していた。発生農場の被害
総額を算定した結果、約820万円であっ
た。一方、予防対策後の導入鶏群では、
360日齢までにクロアカスワブ等から血
清型Ｏ78の大腸菌が分離されたが、総死
亡羽数476羽、ヘンディの平均産卵率89.
5％と良好な成績であった。以上より、
たとえ保菌鶏が存在していても、健康な
鶏群を導入し、良好な環境で飼育するこ
とでその発生を予防することが可能であ
ると思われた。

473 一ブロイラー農場におけるサルモネ
ラ清浄化への取り組み：三重県中央家保
伊賀支所 中野有紀、福浦弘幸

一ブロイラー農場で平成19年8月から
サルモネラ清浄化対策を実施。入雛前鶏
舎拭取検査は前室・鶏舎内の床・壁・四
隅・床割れ目・床と壁の境等からサルモ
ネラ菌を検出（陽性28検体/46検体）。機
材等検査は鶏舎専用長靴や給餌ラインか
ら検出(7/9)。鶏群の検査で３日令を含
む全鶏群から検出(13/13)。鶏舎内汚染
の残存、場内及び鶏舎内石灰消毒、作業
動線の改善、衛生意識向上のための従業
員教育を行うことを指示。結果、消毒後
鶏舎拭取で検出箇所が減少したが(石灰
塗布実施鶏舎1/41、石灰塗布未実施鶏舎
6/24)、床と壁の境や四隅等洗浄しにく
い箇所に菌が残存する傾向にある。今後、
洗浄消毒・鶏舎への石灰塗布の見直し、
前室の作業動線の改善等により清浄化対
策を進めたい。

474 ひな白痢急速診断用菌液を用いたＳ
Ｅ感染鶏の発見と検査方法の検討：奈良
県家保 武平有理子、前田寛之

養鶏場からの依頼検査において、ひな
白痢急速凝集反応に強陽性を示す事例を
認めた。ＳＥワクチン非接種のため、農
場で全血による急速凝集反応により鶏を
特定し、精密検査を実施したところ主要
臓器からＳＥを分離。更に、同居鶏につ
いても急速凝集反応を行い陽性例を確
認。卵巣などの臓器から分離されただけ
でなく、菌血症を示す例もあり腹膜拭い
液からは高率に分離。また、ＳＥの抗体
価を測定するためにマイクロタイター法
を試行。短時間で簡便に実施できる方法。

本法は血清凝集反応と強い相関が認めら
れた。今後、急速凝集反応で強陽性を示
す場合にＡＧＰと併用することで、その
後の対応への判断の一助になりうると考
えられた。なお、当該農場については鶏
卵のサルモネラ総合対策指針に基づき指
導を行った。

475 ブロイラー農家で発生した大腸菌
症の対策と課題：和歌山県紀北家保、
小松広幸、上田雅彦

大腸菌症発生農家で、衛生管理状況
（鶏舎内スワブ・敷料）ならびに淘汰
鶏について経時的に検査を実施。入雛
前の鶏舎内スワブから大腸菌を分離。
入雛後の鶏舎内スワブから17株、敷料
から13株の大腸菌を分離。淘汰鶏の主
要臓器から高率に大腸菌を分離、薬剤
感受性を示したのは動物用医薬品では
カナマイシンとオフロキサシンの 2種
類、飼料添加物は硫酸コリスチンの1種
類。検査期間中に大腸菌症が発生し薬
剤投与したが死廃数に変化なく、薬剤
による発症防止は困難。ニューカッス
ル病（ND）抗体価は1週齢のGM174.2か
ら4週齢まで減少。今回のNDワクチンは
10日齢で接種、抗体価の上昇が認めら
れなかった為、接種日齢等について今
後検討。マイコプラズマ病（Mg・Ms）
は全期間を通じて陰性。コクシジウム
数は、4週齢から5週齢にかけ増加。次
回入雛鶏で消毒の徹底と空舎期間の延
長等を強く指導、その後大腸菌症の発
生もなく良好な成績となった。

476 ブロイラー農場から分離された大腸
菌の性状比較：和歌山県紀北家保 上田
雅彦、野口浩和

大腸菌症が問題となっているブロイラ
ー2農場（A、B）において、A農場の淘汰
鶏、環境から分離された大腸菌およびA、
B農場の過去の分離株についてパルスフ
ィールドゲル電気泳動（PFGE）パターン
比較および病原性関連遺伝子（astA、is
s、irp2、papC、iucD、tsh、vat、cvi/c
va）保有状況を調査。A農場淘汰鶏の主
要臓器由来41株の85%、気管粘膜由来8株
の50％が同一のPFGEパターン（A）を示
し、クロアカスワブ由来10株、環境由来
28株はAとは異なるパターンであった。
過去のA農場由来6株は全てAパターン、
過去のB農場由来13株のうち10株が同じ
パターンを示し、A、B農場のパターンは
異なっていた。病原性関連遺伝子はiss、
iucD、tsh、cvi/cvaの保有率が高かった。
以上から主要臓器由来株とクロアカスワ
ブ、環境由来株は異なること、農場ごと
に大腸菌症の原因菌が常在していること
が示された。またiss、iucD、tsh、cvi/
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cvaの鶏病原性大腸菌マーカー利用の可
能性が示唆された。

477 採卵養鶏グループへのサルモネラ衛
生指導の取り組み：山口県西部家保 大
石大樹、國吉佐知子

一採卵養鶏グループに対し鶏卵衛生管
理体制の整備事業を活用し、サルモネラ
の汚染状況を調査。飼養衛生管理基準チ
ェック表（チェック表）を用いて衛生管
理を推進。平成19年9月から12月の間、
毎月サルモネラモニタリング検査を実
施。検査結果をとりまとめ後、結果説明
会を開催。チェック表を用いて各農家の
衛生管理状況を点数化し、注意点を指摘
・指導。後に巡回確認を実施。11月に1
農家でサルモネラO7群を分離。保菌鶏は
確認されず、環境由来株と推察。ネズミ
駆除の徹底と糞の早期除去、集卵トレイ
の消毒等を指導。当該農家は指導後に糞
の除去、鶏舎内消毒を実施。集卵トレイ
の頻回洗浄等衛生対策を改善。糞を除去
後、床面スワブはサルモネラ陰性、清浄
化を確認。飼養衛生管理基準の遵守は、
巡回確認時に全ての農家で改善を確認。

478 鶏のStreptococcus gallolyticus感
染症：山口県中部家保 真鍋幸穂、柳澤
郁成

平成19年2月、35,500羽飼養の肉用鶏
農場で、1鶏舎(46日齢、8,300羽)で1日
に67羽の死亡を確認。病性鑑定の結果、
細菌の日和見感染症による死亡数増加と
診断。検査に供した5羽中、1羽で心内膜
炎を呈したレンサ球菌症を認め注目。分
離菌は市販同定キットで、 Streptococ
cus bovis biotype Ⅰであったが、The
Mn-dependent superoxide dismutase 遺
伝子検索、16S rRNA塩基配列の決定、タ
ンナーゼ試験、没食子酸脱炭酸酵素活性
試験により、S. gallolyticus subsp.
gallolyticusと同定。県内で初めての感
染死亡症例。発生時期は出荷前で既報と
類似。保菌状況不明のため、14戸21検体
の健康鶏（肉・採卵）糞便を用い調査。
5%羊血液寒天培地による非選択培養、レ
ンサ球菌選択培地による選択培養を定量
的に実施、選択培養により採卵1検体で
確認。鶏の腸管内で優位な細菌でないこ
とを確認。

479 大腸菌症で大量死したブロイラー農
場における指導：福岡県北部家保 吉川
綾子

平成19年1月、ブロイラー農場1戸全群
で大腸菌症による死廃増加。総死廃率17.
8%。続く3月導入群も一部で管理失宜に
よる死廃増加。問題は、戻し堆肥の管理
失宜、鶏舎内温度と換気の調整不備、使

用抗菌性物質に耐性菌出現、不適切な飼
育密度と推察。改善点として、戻し堆肥
の切返し徹底、カーテン開閉と送風によ
る温度と換気の調整、飼料添加抗菌性物
質の変更、生菌製剤の使用、飼育密度の
適正化を指導。調査事項は、戻し堆肥中
の大腸菌群数とコクシジウムオーシスト
数、糞便中コクシジウムオーシスト数、
鶏舎内温度、日毎の死廃数。調査結果は、
戻し堆肥中の大腸菌群数とコクシジウム
オーシスト数、糞便中のコクシジウムオ
ーシスト数は問題なし、6～8月の鶏舎内
温度は最高41.4℃で40℃を超えた日に熱
射病を発生、総死廃率は3.4％で異常な
し。調査群の出荷成績は良好。基本的な
飼養衛生管理の見直しにより鶏のストレ
スを軽減したと推察。今後、冬季に向け
て指導を継続。

480 一肉用鶏農場における死廃増加事例
：福岡県北部家保 増岡和晃

約5万羽を飼養する肉用鶏農場で、平
成18年12月及び19年3月入雛ロットで死
廃が増加。死廃羽数（死廃率）はそれぞ
れ7,849羽（17.7%）、2,728羽（5.0%）。
衰弱鶏、死亡鶏、血液、気管、クロアカ
スワブを材料に各種検査を実施。剖検所
見は肝包膜炎、心外膜炎、気のう炎。気
管、腺胃に著変なし。組織所見は大脳の
囲管性細胞浸潤、間質性腎炎。12月入雛
ロットで主要臓器から大腸菌を分離。3
月入雛ロットは投薬のため分離陰性。イ
ンフルエンザ抗原検出キット陰性。HA性
のあるウイルス分離陰性。3月入雛ロッ
トでIBウイルス分離。ニューカッスル病
HI抗体GM7から24。12月入雛ロットは大
腸菌症と診断。12月入雛ロットから敷料
管理方法を変更。敷料として使用してい
るもどし堆肥の管理失宜が発生要因。3
月入雛ロットは敷料管理失宜に加え換気
不良、アンモニアガスによるストレスが
主因と判断。飼養管理の改善指導ととも
に異常を発見した際、速やかな家保への
報告を指導。

481 採卵鶏で発生したPasteurella mult
ocida感染症：佐賀県西部家保 樋口靖
晃、原口信江

2007年5月、採卵鶏農場の1鶏群に、沈
うつ、神経症状、産卵率の急速な低下や
死亡鶏の増加が見られた。病性鑑定の結
果、主要臓器からPasteurella multocid
a が純粋に分離されたことから、Pasteu
rella multocida感染症と診断。しかし、
14鶏舎中１鶏舎のみに発病し、死亡率も
8％程度であったことから、法的措置の
対象となる家きんコレラは否定。今回の
発症鶏群は日齢が若く、産卵ピークを迎
えており、清浄化対策としての全羽淘汰
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指導は経営的に負担が大きいことから、
異常鶏の早期淘汰・消毒の徹底を実施し
ながら、オキシテトラサイクリン製剤の
投与による治療を行った。ただし、鶏卵
については、投薬後２週間廃棄し、出荷
に際しては、民間の食品分析センターで
同製剤の残留検査を実施して、安全性を
確認の上、出荷するよう指導。その後、
被害は終息し、これまでの清浄性の追跡
検査でも、Pasteurella multocidaは分
離されていない。

482 ブロイラーで多発した頭部腫脹症例
：佐賀県西部家保 原口信江、樋口靖晃

本年度4月以降に、ブロイラー農場で
頭部腫脹症9例が相次いで発生。病理組
織検査では、全例に頭部皮下組織、心外
膜、肺の線維素性炎や化膿性炎、脾臓の
濾胞壊死を確認。ウイルス検査では、鳥
ニューモウイルス(APV)のPCRは陰性。AP
Vワクチン未接種の1例で中和抗体の保有
が見られ、ワクチン接種済みの1例(31日
齢)の鶏群にも80倍以上の抗体価を示す
個体(2/5）を確認。鶏伝染性気管支炎(I
B)は、PCR、中和抗体、分離培養で陰性。
細菌検査では、全例から大腸菌Ｏ78を分
離し、多剤耐性を確認。分離大腸菌は8
種類の病原遺伝子（astA、iss、irp2、p
apC、iucD、tsh、vat、cvi/cva）のうち、
tshとastAを除く6種類の因子を保有して
いたが、これら大腸菌の病原性が、一連
の頭部腫脹の発生にどの程度関与したか
については不明。しかし、頭部腫脹症例
のうち、2例でAPVとの複合感染が確認さ
れたことから、APVの感染が発症誘因と
なり、大腸菌が二次的に感染して症状を
重篤化させたと考えられる。

483 採卵鶏農場で発生した鶏パスツレラ
症：大分県玖珠家保 三村純一郎、足立
高士

管内の採卵鶏農場において産卵率低
下、衰弱、1日約20羽の死亡がみられ病
性鑑定を実施。Pasteurella multocida
を分離。急性敗血症の所見がなく、死亡
率が低いなどから家禽コレラを否定し、
鶏パスツレラ症と診断。剖検所見では腹
腔内線維素の析出および癒着、肝臓の脆
弱化、卵墜などを観察。細菌学的検査で
分離菌株はP.multocida（夾膜抗原A型）
と同定。ウイルス学的検査は鳥インフル
エンザ簡易診断キット陰性、ウイルス分
離（AI、ND）陰性。病理組織学的検査は
共通して化膿性炎症、肝臓に軽度～重度
の壊死像を観察。対策として他鶏舎に発
生がなく、薬剤感受性試験結果から有効
抗生物質が判明したことなどから、有効
抗生物質の投薬と鶏舎環境の消毒を指
導。その後、同一細菌の新たな感染と推

察される症状が確認され、同様の処置に
加え鶏舎環境の整備を指導し、経過観察
を行った結果、本病の終息をみた。

484 鶏ボツリヌス症の診断と分離菌の性
状：宮崎県宮崎家保 西村拓也、稲井耕
次

平成19年9月、県内の飼養羽数31,000
羽の1ブロイラー農場（3鶏舎）で、沈う
つ状態から、死亡する鶏が増加。剖検所
見では、小腸、盲腸に充出血がみられた
個体もあったが、他に著変は認められず。
ウイルス検査の結果、高病原性鳥インフ
ルエンザおよびニューカッスル病は否
定。細菌検査で、血清、盲腸内容から10
0℃、10分で不活化される易熱性毒素を
検出。これらの検体について、ボツリヌ
ス抗毒素による中和試験を実施したとこ
ろ、CおよびD型で中和され、いずれかの
型による鶏ボツリヌス症を疑う。直接培
養において、乳光反応、真珠層陽性の芽
胞を形成するグラム陽性嫌気性桿菌が分
離され、性状試験、中和試験、PCRの結
果からC/Dモザイク型毒素を産生するClo
stridium botulinum C型と同定。本菌と
産生毒素は、感染症法の二種病原体に指
定されており、同定後は速やかに届出と
滅菌を実施。

Ⅲ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

485 小規模羽数飼養農家の鶏にみられた
トリアシカイセンダニ症：宮城県登米家
保 高橋昌美、日野正浩

2007年4月、烏骨鶏61羽、チャボ6羽飼
養農家で、幼雛を除く全羽脚部に痂皮形
成を認め、病性鑑定を実施。主病変は脚
部に限局し、鱗皮は痂皮形成により肥厚。
寄生虫検査として趾上部痂皮を採取、10
％KOH処理後鏡検。痂皮1g中に766匹のト
リアシカイセンダニ(Knemidocoptes mut
ans)を検出し、K.mutans症と診断。対策
としてフルメトリン製剤を流動パラフィ
ンで0.1％に調整、患部に2ml塗布。2週
間後、症状の改善を確認、以降2週間間
隔で計4回の塗布。また本症の管内への
浸潤を把握するため、主に物産館等に鶏
卵を出荷している小規模羽数飼養農家34
戸1,017羽について調査。発生農家数は、
烏骨鶏飼養農家5/15戸(33.3%)それ以外1
/19戸(5.3%)、発生羽数は、烏骨鶏83/30
8羽(26.9%)烏骨鶏以外の採卵鶏11/709羽
(1.6%)、雌雄別では、雄16/61羽(26.2%)
雌78/956羽(8.2%)で烏骨鶏と雄で発生率
が高い傾向。本症は重症となると趾列変
形、趾の脱落、産卵低下や起立不能を伴
うことから農家への対策を指示。

486 中規模採卵養鶏場の種々のワクモ対
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策の検討：京都府丹後家保 村上 司、
畑段千鶴子＊

貧血、日産卵量低下等のワクモ被害が
あった採卵養鶏場で、Ｈ18、19年にかけ
て市販薬剤、ハーブ等の自然環境資材及
び環境衛生制御資材を用い殺ダニ及び忌
避効果を調査し、対策指導実施。【方法】
市販薬剤6種類、ハーブ・天然樹木精油
等の自然環境資材及び環境衛生制御資材
を用い簡易接触試験を実施し、殺ダニ及
び忌避効果を調査し指導。【結果】①市
販薬剤の室内調査ではフェノブカルブ､
フルメトリン、トリクロルホンでワクモ
死亡率100％（3時間以内）。②レモンバ
ーム、ヒノキチオール等の殺ダニ効果は
中等度で、全資材で忌避効果は高い。③
市販薬剤等に展着剤を添加した場合、ワ
クモ死亡率50％～60％。④環境衛生制御
資材は10倍以下で顕著な殺ダニ効果。同
濃度での反復使用の提案、鶏糞除去及び
石灰散布の指導後、徐々に回復傾向。【ま
とめ】環境衛生制御資材や自然環境由来
資材の応用は、今後、耐性等の心配なし
に殺ダニ・忌避効果が期待。＊現、中丹
家畜保健衛生所

487 ウインドウレス鶏舎で発生したコク
シジウムとClostridium perfringens等
混合感染：広島県芸北家保 山中裕貴、
井口かおり
平成19年6月下旬から9月中旬に採卵鶏農
場（約180,000羽飼養）のウインドウレ
ス鶏舎5棟中4棟において、144～430日齢
の鶏がコクシジウムとClostridium perf
ringens（C.ｐ）等の混合感染により１
日当たり平均13.4～28.3羽死亡。死亡鶏
は鶏冠が退色し、小腸下部は肥大、内部
に白色偽膜形成、粘膜壊死と細菌増殖に
よる壊死性炎症を認めた。同部位からコ
クシジウムオーシスト（オーシスト）検
出。A型C.ｐ（105～７cfu/ml）及び大腸菌
（106～７cfu/ml）を分離。インフルエン
ザ簡易検査陰性。除糞ベルト上の鶏糞か
らオーシスト（23／28検体）、C.ｐ（4／
28検体）を確認。蔓延は除糞ベルトの汚
染によるものと考察。対策として除糞ベ
ルトの回転を4日間で1回転から毎日１回
転に改善し，鶏糞の適時除去及び生菌製
剤の投与を実施後終息。

488 Ｎ農場で発生した慢性コクシジウム
症について：中央家保田野支所 橘川雅
紀、川井昭雄

当所管内の養鶏場から７７日齢（Ａ群）
と４５日齢（Ｂ群）の鶏に極度な削痩、
斃死が多数みられたことから検査依頼を
受け病性鑑定を実施。両群とも腸管全域
に肥厚を認め多数のコクシジウムオーシ
スト及び鶏回虫卵を確認。病理組織学的

検査によりマクロガメサイト、未成熟オ
ーシストを確認。コクシジウムについて
は、腸内容物プール材料及び糞便から分
離したオーシストよりＤＮＡを抽出し、
ＰＣＲにて同定。両群にEimeria tenela、
E.acervlinaさらにＡ群にはE.necatrix、
Ｂ群にはE.maximaを検出。両群とも初生
雛で導入。４，５日齢で「鶏コクシジウ
ム３価生ワクチン」を３１日齢で「リペ
ルコールL」を投与。これらの投与にも
拘わらず本病を発症したことから投与時
期、投与方法等について検証。

489 採卵鶏のロイコチトゾーン病：佐賀
県北部家保 古賀悠、渋谷浩

平成19年7月、山間地で採卵鶏1,900羽
を平飼いする農家において、3群中1群(3
65日齢)が元気消失、貧血、下痢を呈し
産卵率低下（最低値71.5％）。発症鶏1羽、
鶏舎内糞便、7月18日と8月1日に採材し
た血清を用いて病性鑑定を実施。発症鶏
の血液検査で赤血球内にメロゾイト寄
生。糞便検査で回虫卵及びコクシジウム
オーシストを確認。剖検所見では、脾臓
腫大、膵臓・小腸・卵巣に点状出血、小
腸粘膜の充出血及び腔内に回虫寄生。病
理所見では、腎臓、肺、膵臓、腺胃、卵
巣にシゾント寄生、空腸にコクシジウム
及び線虫寄生。細菌及びウイルス分離は
陰性。血清学的検査では、ロイコチトゾ
ーン病の抗体陽性率は、前血清20％、後
血清で40％。ND-HI価の変動は無く、EDS
抗体陰性。産卵低下は、ロイコチトゾー
ン原虫によるものと診断。発症鶏群の産
卵個数は通常より約1,100個減少し、55,
000円の損失。当該農場へは、捕虫機設
置、鶏舎周辺の除草、ビタミン剤給与、
鶏舎内敷料除去後の洗浄・消毒及び本病
ワクチン接種済みの大すうを導入するよ
う指導。

Ⅲ－４ 一般病・中毒・繁殖障害
・栄養代謝障害

490 鳥類の主要臓器における鉛の分布状
況（第二報）：群馬県家衛研 瀧澤勝敏、
立石孝枝

鉛中毒を疑うハクチョウの病性鑑定
で、主要臓器が欠損した場合の鑑定材料
を検討する目的で実施した第一報におけ
るニワトリの鉛投与試験を課題検証。群
構成不十分で、臨床症状に乏しく、鉛中
毒未発症と判断されたため、群構成と投
与方法を変更して追試を実施。多面的な
判断のため検査項目を追加、主要臓器に
おける鉛の分布状況を調査。併せて、ハ
クチョウの病性鑑定依頼検体について測
定臓器を追加し、分布状況を他の主要臓
器と比較。ニワトリ鉛投与試験では高用
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量（1,500mg/kg/週）投与群で元気消失、
摂餌量と体重の減少、羽毛逆立、緑色水
様便排泄。血液塗抹標本で異常赤血球が
増加、病理組織学的検査で腎臓の尿細管
上皮細胞に核内封入体形成。臨床的に鉛
中毒発症と判断。鉛濃度測定で肝臓、腎
臓と骨から高濃度の鉛を検出。平成18年
度冬期に病性鑑定を実施したハクチョウ
3羽中2羽の鉛濃度測定結果も同傾向。骨
の鉛濃度測定はハクチョウの鉛中毒診断
に応用できる可能性。

491 関係機関と連携した管内肉用一肉用
鶏農場指導：三重県紀州家保 石井利
通、北村裕紀

管内肉用鶏農場で衛生管理に問題のあ
るＡ農場に対して、飼養衛生管理基準に
基づき、家畜保健衛生所、食肉衛生検査
所、食鳥処理場の３者が連携して、生産
段階における畜産物の安全性の確保を目
標に、①家畜伝染病発生の予防、②生産
段階の衛生管理の徹底、③生産性を含め
た自発的かつ持続的な衛生管理の改善に
ついて検討。結果、農場における情報と
食鳥処理場における情報を合わせること
でＡ農場における問題が鮮明となり、意
見をすり合わせることで①移行抗体消失
期および出荷前でのワクチネーションの
有効性の確認、②サルモネラ対策として
の鶏舎内の有機物除去、③生産性向上対
策として暑熱や高湿度などのストレッサ
ー軽減対策等の農場の実情にあった改善
策を講じることが可能となった。今後も
関係機関と連携していくことで、生産段
階での畜産物の安全性の確保に貢献して
いきたい。

492 管内養鶏農家の血清抗体調査につい
て：大阪府北部家保 桂法子

大雛導入の採卵鶏農家7戸を対象に、
ニューカッスル病(ND)、鶏伝染性気管支
炎(IB)、マイコプラズマ・ガリセプチカ
ム(MG)、マイコプラズマ・シノビエ(MS)、
伝染性コリーザA型、C型(IC-A、IC-C)、
産卵低下症候群-1976(EDS-76)の抗体検
査成績を日齢別、ワクチン接種後経過日
数別等で分析、各疾病の浸潤状況を検討。
〔調査期間〕平成17年4月～19年11月。〔調
査鶏群〕平成17年、18年度は導入鶏群主
体。19年度から2年鶏も追加。MS以外の
疾病はワクチン接種済み。〔結果〕IC-A、
IC-C：ワクチン接種後長期間経過群に高
い抗体価の個体が散見。IB、MG：全日齢
で高い陽性率。MS：日齢が高い群ほど高
い陽性率。これら病原体は自然感染を推
察。EDS-76：日齢が高い群ほど抗体価低
下。自然感染の可能性なし。ND：全日齢
で高い抗体価だが、育成鶏の一部で抗体
価が顕著に低く、ワクチン効果が不十分

と思われた例あり。導入鶏群別と飼養期
間別調査が有効、今後も同調査を継続し
疾病予防に努める。

493 肉用鶏の廃棄原因調査：兵庫県姫路
家保 五十嵐瑞紀、丸尾喜之

肉用鶏の出荷率低下の原因である出荷
時の削痩、脚弱等による廃棄鶏の原因調
査を実施。対象はブロイラー農場(A：平
成19年7、10月)、75または100日飼育銘
柄鶏農場(B：75日飼育、同年5、7、10月、
C：100日飼育、同年5、7、9月)の各入雛
群。 調査は廃棄鶏の剖検と出荷鶏の食
鳥検査成績(食検)。A：調査した廃棄鶏
は7月74羽、10月149羽は全て発育不良、
歩様異常あり。両群とも歩様異常の有無
に関わらず骨脆弱症や脊椎すべり症等
(骨異常)が多く、10月には大腸菌症、腹
水症等(内臓病変)が増加傾向。食検も剖
検と同じ傾向。B：10月の 廃棄鶏では発
育不良が多かったが、70%には病変認め
ず。食検では5・7月にマレック病、10月
には削痩が最多。C：9月の廃棄鶏で骨異
常、内臓病変は認めず。食検ではいずれ
の群も削痩が最多。ブロイラーの発育不
良は骨異常と内臓病変が廃棄原因になる
と考えられたが、銘柄鶏では骨異常や内
臓病変が乏しいため継続調査が必要。

494 地鶏農場における暑熱時の死亡羽数
増加への防疫対応と課題：岡山家畜保健
衛生所 西川真琴、多賀伸夫

当管内の１地鶏農場において平成１９
年８月に３回にわたり死亡羽数の急激な
増加が認められた。極期には４千羽飼養
のうち５５４羽が死亡。立入を実施した
ところ、多数がうつぶせ状態で死亡して
おり、その他の鶏も非常に衰弱。症状と
しては脚が萎え起立困難、平伏姿勢と開
口呼吸。剖検所見では胸筋の煮肉様所見
が認められ、天候、鶏舎内環境、発生経
過等の疫学調査結果より熱射病と診断。
本事例では初動防疫において、死亡羽数
の急激な増加を受けて、本県の高病原性
鳥インフルエンザ（ＨＰＡＩ）家畜防疫
対策班マニュアルに準じた対応を実施。
最終診断では否定されたものの、暑熱時
に同一農家で数度にわたり、ＨＰＡＩに
準ずる対応を迫られたことは、鶏疾病発
生時の初動防疫について農家からの通報
体制を含め、今後に大きな課題を残した
事例となった。

495 鶏少羽数農場の内臓痛風発生：広島
県福山家保 石田恭子、秋山昌紀

採卵鶏約100羽を飼育する農場で平成1
9年2月に育成鶏3羽が急死し、病性鑑定
を実施。当該鶏は110日齢で、90日齢で
の導入後、成鶏と同一鶏舎で飼育。ND、
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IB、FP、IBDワクチン接種済。同居鶏は
一部軟便であったが、元気・食欲もあり
異常は認めず。死亡鶏3羽の病理解剖の
結果、共通して腎臓の硬結及び腫大、心
膜への白色砂粒状物の付着を確認。2羽
の病理組織検査の結果、腎臓、肺に痛風
結節、心外膜への針状結晶物を含む物質
の沈着を確認。ウイルス分離は陰性、細
菌検査では有意菌は分離陰性。なお、死
亡鶏2羽及び同居鶏5羽のインフルエンザ
簡易キットは陰性。以上から、本症例を
内臓痛風と診断。伝染性疾病及び中毒の
関与は否定。調査の結果、全飼養鶏への
成鶏用飼料の給与により、育成鶏へのCa
給与量の過剰が原因と推定。指導により
育成鶏と成鶏の分離飼育及び各日齢に適
した飼料の給与を実施した結果、その後
の発生は認めず。

496 堆積鶏舎で発生した複合感染症と敷
料発酵処理方法の改善：山口県東部家保

奥原由子、石川 豊
平成19年2月、肉用鶏農場（開放平飼、

11鶏舎、73,872羽飼養）の2鶏舎で死亡
羽数が増加したため病性鑑定。肝から鶏
貧血ウイルス(CAV、10/12)、肝及び筋胃
から鶏アデノウイルス(FAV、7/12)を検
出、全身から黄色ブドウ球菌、大腸菌、
緑膿菌等を分離。FAV及び細菌が関与し
た日和見感染症と診断。飼養管理不備、
CAV遺伝子検出率に示唆される鶏群の免
疫低下による鶏群の健康状態の悪化及び
敷料発酵処理の簡略化による環境中の病
原微生物の増加が、死亡率上昇の一因で
あると推察し、①天井やカーテンの洗浄
及び消毒と鶏舎床への消石灰散布、②舎
内用踏込消毒槽と長靴の設置、③敷料の
適切な山積(3箇所/鶏舎)、④発酵期間の
延長(2→5日間)、⑤温度計による発酵温
度管理及び適切な切返し(1回/日)を再徹
底。その結果、敷料中の細菌数は、ブド
ウ球菌属(出荷直後;2×108→入雛直前;
4×105CFU/g)、大腸菌(1.2×104→＜1×1
03CFU/g)と減少、死亡率も低下(指導前;4.
6%→指導後;2.1%)。

497 鶏のトリクロルホン中毒：長崎県中
央家保 藤井猪一郎、鬼塚伸幸

平成19年6月に県内の採卵鶏農家にお
いて、ワクモ駆除のためトリクロルホン
製剤を散布。その直後から死亡鶏が散見、
1号鶏舎で飼養の410日齢の8,600羽のう
ち143羽が死亡。死亡は、強制換羽開始
直後の鶏群の特定の箇所で発生。死亡鶏
2羽の剖検所見は、気管粘膜の軽度鬱血。
ウイルス検査は鳥インフルエンザ、ニュ
ーカッスル病、伝染性喉頭気管炎につい
てPCR陰性。生化学的検査は、有機リン
剤簡易検出キットでNo.1鶏全て検出限界

以下、No.2鶏肝、肺で5ppm以上。高速液
体クロマトグラフではNo.1、2ともに全
ての臓器（腎、肝、肺）と胃内容からト
リクロルホン成分検出。300倍希釈のト
リクロルホン製剤300ｌが採卵鶏2,000羽
に対し散布（150ml／羽）されていた。
鶏は規定量（50ml／羽）の3倍量のトリ
クロルホン製剤に曝露されていた事と生
化学的検査からトリクロルホンによる中
毒と診断。

Ⅲ－５ 生理・生化学・薬理

498 高速液体クロマトグラフィーによる
飼料添加物残留検査法の検討：大阪府南
部家保病性鑑定室 神原正

飼料添加物残留検査は、乳汁および鶏
卵、鶏肝臓で実施。鶏ではアンプロリウ
ム、エトパベート、スルファキノキサリ
ンを検査。しかしアンプロリウムは、他
の2薬剤と抽出、検出法とも異なった方
法を用いており、操作が煩雑。そこで効
率化を図るため、3薬剤同時検査が可能
か検討。試料はアセトニトリルで抽出し、
ノルマルヘキサンで脱脂後、乾固しメタ
ノールに再融解し高速液体クロマトグラ
フィー(HPLC)に供した。HPLCは、溶離液
にヘプタンスルホン酸とアセトニトリル
の混液を用い、C18カラムで分離後、紫
外254nmでアンプロリウムおよびスルフ
ァキノキサリンを、蛍光350nm(励起300n
m)でエトパベートを検出。また、試料に
3薬剤の標準品を添加し、回収試験を実
施。その結果、鶏卵は、添加した3薬剤
の分離、回収とも良好。肝臓は、鶏卵と
同等な精度が得られず、検出法は、アン
プロリウムは鶏卵と同様の方法で、他の
2薬剤は溶離液をクエン酸とアセトニト
リルの混液に変更。

499 土佐はちきん地鶏における血液生化
学的性状の推移：中央家保 安藝秀実、
森光智子

土佐はちきん地鶏について、飼養管理
上の血液生化学的検査の正常値を得るた
めに血清を高速液体クロマトグラフィー
・全自動スーパードライシステムにて測
定。供試鶏は、翼下静脈から採血（４，
６，８，11週齢・雄雌不明）、と鳥時の
放血液(出荷；83～87日齢）を用いた。
検査項目は、ビタミンＡ（VA)・Ｅ（VE)、
βカロチン及び12項目の生化学検査。結
果を４つのパターンに分類①加齢による
変化がなかった；UA、LDH、T.Bil②８、
11週齢にピークがあった；VA、VE、GLU、
T.Cho、A/G③加齢による増加；Ca、TG、
ALB、GOT、T.Pro④測定限界以下；βカ
ロチン、GPT、BUN。本成績を参考値とし、
土佐はちきん地鶏の特徴も加味しながら
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一層のデーター集積を行い、飼養管理等
の代謝プロファイルテスト応用に努め
る。

Ⅲ－６ 保健衛生行政

500 異業種から参入した青森シャモロッ
ク生産農場への支援と成果：青森県つが
る家保 森山泰穂、白戸明

家畜の飼養経験・知識がない生産農場
に対する、2005年開設当初から3年間の
家保の取組みを報告。農場の現況は鶏舎
16棟、常時5,000羽飼養、2007年導入雛
羽数は12,800羽で県供給量の20％以上。
開設準備期は、衛生概念の理解、飼育管
理マニュアルの実践、飼養衛生管理基準
に沿った施設整備等を助言･実地指導。
飼養開始後の規模拡大期は、群数増加に
伴う病傷発生リスクの低減、導入初生雛
への対応、異常鶏発見時の通報徹底を重
点指導。その他ND抗体検査成績、生産デ
ータの分析・課題抽出等により情報を共
有。結果、育雛舎新設により幼雛の飼育
環境と作業性を改善。100日齢のND-HI価
はGM17.1。平均推定体重は100日齢雄3.4
4kg、120日齢雌2.92kg。平均育成率は96.
0％。導入直後の死亡事故と中雛以降の
突発事故が損耗の主因。更なる生産性向
上には作業動線の改善、育雛期の温度管
理、中雛以降の死亡事故対策が課題。

501 三八地域における高病原性鳥インフ
ルエンザ防疫体制構築への取り組み：青
森県八戸家保 牧野 仁、吉田ひろみ

三八地域では県全体の5割以上の鶏が
飼養され、鶏関連の産出額は地域農業の
約3割と屈指の養鶏地帯で、高病原性鳥
インフルエンザ（HPAI）対策は最重要課
題。平成16年の発生以来、家保を中心に
図上訓練を実施。県の行政組織の改正で
今年度から地域県民局が設置されたこと
に伴い新たな現地防疫体制に移行。新体
制下で構成員が一体となって迅速かつ的
確に初動対応を実行できることを目的と
し図上・実動演習を企画、実施。その過
程で関係者との度重なる打合せにより、
問題点を整理し役割分担を明確化。30万
羽規模の採卵鶏農場での発生を想定し各
構成員自ら役割分担をシミュレーショ
ン。市町村には、防疫要領の作成を働き
かけ、HPAI発生に備えた防疫体制を整備。
養鶏場の防疫強化を図るため、地域の89
戸全戸について農場毎の防疫シミュレー
ションを作成、生産者会議において提示
し情報を共有化。巡回時には疫学情報の
検証と更新。有事に備えた体制が一層強
化され地域防疫体制構築へ向け前進。

502 死亡鶏の報告徴求データの分析と活

用：青森県八戸家保 小堀和亮、吉田ひ
ろみ

平成16年3月から、青森県では平成17
年5～6月を除き毎週死亡鶏の報告徴求を
求め、報告されたデータ１８２週分を分
析し、結果を活用して損耗防止に努めた。
週毎の死亡率を年度別・形態別に平均し
比較。管内の平均死亡率（採卵0.20%、
育雛0.11%、肉用0.24%、種鶏0.11%）、形
態別主要死亡原因（採卵：熱死、肉用：
熱死及び大腸菌症）。肉用鶏の熱死によ
る発生状況を分析したところ、7～9月に
35日齢以降で多発。また、気温上昇等の
自然現象だけでなく、油断による暑熱対
策遅延、扇風機や給水設備の故障等の管
理失宜に起因する事例が、およそ1/4と
判明。広報により、管理失宜事例を紹介
し対策案を提案することにより発生件数
が減少。大腸菌症の発生状況を分析し、
10～12月に35日齢以降で多発。特定の農
場で多発したことから、改善に向けイン
テグレーター、生産者と協議。オールイ
ン・オールアウトの徹底、換気方法の変
更や敷料の頻回交換による舎内環境改善
を行い、発生件数が減少。今後、更なる
分析を進め管内養鶏場の死亡率低下を図
る。

503 管内養鶏場情報の収集整理による初
動防疫体制整備：岩手県中央家保 小林
由樹子、熊谷光洋

当所における高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）の防疫は平成16年の国内発生
を受け、同年度内にHPAI現地防疫措置手
順の策定、管内養鶏場の情報収集、発生
時の防疫計画策定の基礎となる試算式の
作成等の体制を整備した。以降、データ
を更新するとともに、国や県の危機管理
体制整備に伴い収集した情報、web地図、
いわてデジタルマップの活用からより正
確な農場位置や鶏舎配置等の把握に努め
た。現在、これらのデータは表計算ソフ
ト上に整理し、農場検索、移動制限範囲
内の関連施設抽出を図示する等、視覚的
にも把握し易くした。また、移動制限例
外適用や発生状況確認検査対象農場の抽
出および所要人員数や日数の算出が可能
であり、迅速な初動防疫の一助となる。
今後は、個々の農場に応じた防疫措置に
係る詳細な試算まで可能とするととも
に、これら情報を市町村等へ還元し、地
域ぐるみの迅速な防疫体制の確立を目指
す。

504 管内の高病原性鳥インフルエンザ防
疫体制の強化：岩手県県北家保 千葉由
純、小根口徹

高病原性鳥インフルエンザの発生が危
惧される中、本県では発生時に円滑な防
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疫活動を実施するための組織体制・マニ
ュアル等を整備し、危機管理体制を堅持
している。一方、管内農場等に対しては、
防疫指導を実施しているものの、異常鶏
発見時の通報の遅れなど、不適切な初動
対応事例が散見された。また、市町村の
防疫体制は、組織体制や発生時の防疫対
応等が具体的に整備されていないことな
どが課題となっていた。そこで、農場に
おける適切な初動対応を目的とした「異
常鶏発見時の初動対応マニュアル」を作
成、普及した。また、市町村に対しては、
本病発生時に県と連携した円滑な防疫活
動を実施できるよう「市町村対応マニュ
アル案」を作成、市町村参加の防疫演習
を実施した。今後とも、これらマニュア
ルの活用を図るほか、生産者及び各関係
機関が連携した一層の防疫体制強化を継
続していく。

505 高病原性鳥インフルエンザ発生予防
対策への取り組み：岩手県県南家保 平
間ちが、三浦節夫

本病発生予防対策には飼養衛生管理基
準（基準）の遵守の徹底が重要。平成17
から19年に管内全養鶏農場145戸の巡回
指導個票及び農場概要図（概要）の作成
等に取り組み、さらに自衛及び初動防疫
対策に係る課題を検討した。結果、農場
では、概要により視覚化することで防疫
上の問題点改善への理解を得やすくな
り、巡回指導の繰り返しで衛生意識が向
上し、基準評価は全農場で80％以上に改
善され、自衛防疫対策強化に繋がった。
インテグレーション各社とは系列農場の
概要等の情報共有を行い、自衛防疫対策
強化に活用できると評価。初動防疫対策
では所内机上防疫演習での検証で、概要
等の事前準備で本来必要である発生農場
の現地調査及び概要作成に要する約6時
間が短縮、職員の共通認識により速やか
な防疫計画策定が可能となった。今後も
迅速な危機管理体制の維持を図る。

506 高病原性鳥インフルエンザ発生時を
想定した焼却マニュアル作成への取り組
み：宮城県仙台家保 平内瑞希、小山田
善治郎

平成18年度に高病原性鳥インフルエン
ザ発生を想定し、管内7箇所の焼却施設
に係わる5市8町1村及び4行政組合との連
絡調整会議を実施。殺処分鶏の焼却処分、
行政組合間での協力について理解を得
た。そこで、本年度は全焼却施設の配置、
焼却処分実施の受け入れ時刻、炉の稼働
時間、一時保管場所・面積、鶏体・鶏卵
の搬入経路、ホッパー脇までの移動手順、
ホッパー口の大きさ、投入方法等を調査。
トラックからホッパー脇までの搬入手段

がクレーンによるタイプと人力で実施す
るタイプの2種類の施設が存在。クレー
ンタイプの施設Aでは積荷計量時に、搬
入する車輌を特定するための事前登録が
必要。人力タイプの施設Bでは搬入通路
の幅が極端に狭い場所が存在。通路の往
来が難しく、搬入段ボールの大きさの小
型化が必要なことが判明。そこで、これ
らを考慮し、2施設のマニュアルを作成。
今後残り5施設のマニュアルを作成し焼
却関係者に配布予定。

507 比内地鶏飼養農家の衛生指導：秋田
県中央家保 桜田まみ、山之内健

管内Ａ農協の比内地鶏生産部会におい
て、１戸当たりの飼養規模が順調に拡大
されたことに伴い、平成16年度、コクシ
ジウム病等の発生や飼養失宜により、前
年度より出荷率が約２％低下。生産性向
上を図るため、飼養管理プログラム（以
下、プログラム）を作成し、農協等と一
体となった定期的な巡回指導及び講習会
等を実施。また、平成19年度は、比内地
鶏農家の飼養形態に対応した飼養衛生管
理チェック表を独自に作成し点数化。そ
の成績を巡回指導時に農家等にフィード
バック。その結果、プログラムの遵守状
況や鶏舎等の消毒をはじめ各項目が改善
され、点数は57点から82点に上昇し、農
家の衛生意識も向上。平成16年度と19年
度の出荷率は80.7％から86.5％、出荷日
齢は雄130.2日齢から128.2日齢、雌172.
6日齢から171.4日齢と短縮。さらに、と
体重についても2.24kgから2.26kgと増加
し、生産性が向上。今後は、より一層の
生産拡大と周年出荷に向けた取り組みの
強化が必要。

508 一養鶏場に対する衛生管理及びワク
チン接種指導:山形県置賜家保 本間里
美、関美津子

やまがた地鶏を種卵導入した採卵養鶏
場に対し、採卵鶏と地鶏に衛生管理及び
ワクチン接種を指導。当農場は菓子食品
類加工卸業者であり、鶏卵・鶏肉を自社
製品に加工・販売するため2か所に鶏舎
を所有し、採卵鶏550羽を飼養。今回、
地鶏製品の販売を計画。平成19年3月よ
り地鶏を導入し、既存鶏舎で最大300羽
を飼養。畜産物の生産現場と製造加工場
が直結しているにも関わらず、衛生管理
意識が低い状況。鶏舎衛生状況の確認の
ため採卵鶏と地鶏の鶏舎環境材料、鶏糞
及び鶏卵のサルモネラ検査を実施し陰性
を確認。地鶏飼養管理マニュアルにより
マレックワクチンとニューカッスル(以
下ND)・伝染性気管支炎混合生ワクチン
接種を指導。NDワクチン抗体価GM値は90
日齢で169。指導後、衛生管理・ワクチ
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ン接種の重要性に対する畜主の意識が向
上。今後継続的な指導を実施するととも
に、管内小規模養鶏農場へも啓蒙活動を
実施することが重要。

509 「やまがた地鶏」新規飼育グループ
への衛生指導：山形県最上家保 髙橋馨

平成17年度、大蔵村四ヶ村地区におい
て地域づくりの一環として試験的にやま
がた地鶏を飼育。食味会で好評だったた
め、平成18年度に有志5名で「四ヶ村や
まがた地鶏研究会」を発足、250羽の雛
を導入し本格的に飼育を開始。家保は平
成17年度より農業技術普及課と共にワク
チン接種の指導や飼養管理研修会を開催
し、疾病予防や飼養管理を指導。平成18
年度は食肉販売業の営業許可を取り、18
0羽の地鶏肉を地元温泉旅館等に販売。
平成19年度は850羽の雛を導入、最初に
導入した雛にコクシジウムが発生。対策
として増強剤加サルファ剤を飲水中に0.
3％添加し3日間投与、1週間後、再び3日
間投与。また、飼育羽数を急激に増やし
た為、飼育体制が間に合わず、圧死など
の事故が見られたが、自家消費を除いて
700羽出荷見込み。今後は飼育羽数増加
による①飼育管理技術の向上。②飼育場
所の確保。③初生雛の取り扱い。④飼料
価格の高騰。⑤地鶏肉の販路拡大・品質
管理が課題。

510 管内肉用鶏農場でのHACCP実践：福
島県相双家保 原 恵

管内一肉用鶏農場をモデル農場とし、
畜産物の品質管理と収益性を向上させ、
飼料価格等の環境変化に対応可能な経営
を目指し農場HACCPを実践。HACCPは、「家
畜の生産段階における衛生管理ガイドラ
イン」に準じ7原則12手順に沿って実施。
危害要因を①カンピロバクター、サルモ
ネラによる汚染、②抗菌性物質の残留、
③大腸菌・ブドウ球菌症の発生と設定。
家保、及びインテグレーターによる点検、
さらに食鳥検査データからHACCPが適正
に機能しているか検証。その結果、衛生
管理が改善され、畜産物の品質管理が確
保。また、生産履歴の記録により、トレ
ーサビリティが可能となり、詳細な生産
情報を提供する環境が整備。さらに、経
営面では飼料価格の高騰に左右されず、
収益性が向上し、経営が安定。今後、農
場HACCP普及を図るため、一般的衛生管
理の整備や家畜飼養衛生管理基準等の法
令遵守等、飼養者が行動し実践できる体
制支援が必要。

511 茨城県における高病原性鳥インフル
エンザ対策の取り組み：茨城県県北家保

大谷芳子

本県では、H5N2亜型による高病原性鳥
インフルエンザ（弱毒タイプ）の発生の
経験を踏まえ、平成18年度から監視体制
を強化。「発生予防対策」では、1,000羽
以上を飼養する採卵鶏・肉用鶏飼養農場
を対象に年に2回立入調査を実施、飼養
衛生管理基準の遵守、異常鶏の早期発見
・早期通報を指導。「侵入・監視対策」
では「茨城県高病原性鳥インフルエンザ
モニタリングプログラム」を作成、実施。
モニタリング検査は毎月40農場、サーベ
イランス検査は1,000羽以上を飼養する
採卵鶏・肉用鶏飼養農場について検査を
実施、また弱毒タイプ発生農場のうち経
営を再開した36農場についても監視を強
化。野鳥では水禽類モニタリングに加え、
留鳥についても検査を実施。また、異常
鶏の早期通報に対して病性鑑定を迅速に
実施、農場と家保の連携を強化。「まん
延防止対策」ではロールプレイイングを
取り入れた防疫シミュレーションを実
施。今後も農場・家保・関係機関による
発生防止対策が重要。

512 防疫体制強化に向けた小規模鶏飼養
者の衛生指導：埼玉県熊谷家保 安里誠

田中美貴
養鶏の防疫体制強化を図るためには、

大規模な養鶏農家の他に、愛玩鶏や学校
飼育動物等の飼養衛生の向上が必要。今
回、管内A市において小規模鶏飼養者(小
規模)を農産物直売所等を通じて把握し、
立入によりニューカッスル病(ND)のワク
チン接種を含む衛生指導を実施。小規模
の飼養目的は採卵18戸、愛玩5戸。飼養
規模は3羽から500羽。衛生指導時に鶏伝
染性疾病、特にNDについて啓発し、A市
養鶏組合と連携してNDワクチン接種を実
施。接種は飲水、点眼、散霧によった。
接種前後にHI試験により抗体価の変化を
調査。7戸で抗体価上昇を確認。点眼・
散霧は効果が高く、飲水投与では飲水容
器、飲水状況、鶏の免疫状況および鶏種
により効果の差異が見られた。今後もワ
クチン接種指導や市町村と連携した養鶏
家の把握、衛生指導の継続が必要。A市
においては学校飼育動物(学校)の立入調
査も行った。養鶏家および学校に対する
ワクチン接種を含む衛生指導の推進は、
市町村、養鶏生産者団体の他に、県獣医
師会、開業獣医師と連携が必要。

513 佐渡地域における高病原性鳥インフ
ルエンザ防疫対策の取り組み：新潟県中
央家保佐渡支所 後藤靖行、荻野博明

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の
防疫対策を円滑に実施するためには地域
機関の連携と住民の理解が必須。そこで
家保が中心となり佐渡地域振興局、佐渡
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市及び佐渡トキ保護センターで準備委員
会を立ち上げ、県では初となる地域版発
生時対応マニュアルを作成し対策検討会
を開催。11月に開催した検討会には県及
び市関係者、鶏飼養者、獣医師、関係業
者等101名が参加。発生時には現地対策
本部が置かれる佐渡地域振興局を中心と
した関係者の連携協力体制、初動防疫対
策、殺処分鶏の処理、人の健康及び食品
の安全対策、風評被害の防止等について
検討し、参加者の意識の高揚が図られた。
また、佐渡市及び佐渡トキ保護センター
では、家保が助言指導し各自の防疫マニ
ュアルの作成に着手。さらに、ケーブル
テレビや市報を通じた広報により少羽数
飼養者等へHPAI対策の周知徹底を図り、
県獣医師会佐渡支部及び佐渡市と連携し
小学校や愛玩鶏飼養者への巡回指導を実
施。

514 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
防疫体制整備への取り組み：山梨県東部
家保 内田幸、深沢矢利

近年、国内におけるHPAIの相次いだ発
生により、多大な影響が及んだ。発生時
の迅速かつ的確な対応が極めて重要であ
ることから、防疫体制の一層の充実を図
る為、当所管内の採卵鶏農場での発生を
想定した机上及び一部実演による防疫演
習を開催し、発生から終息までの対応と
各関係機関の役割を確認。併せて防疫作
業マニュアルの作成、一定規模発生時の
初動防疫資材必要量の把握及び調達先リ
ストの作成、初動防疫における家保職員
及び防疫作業者の役割表と日程表を作
成。また、市町村の協力を得て千羽以上
飼養農場について発生時における殺処分
鶏等の処理方法を調査。以上の取り組み
により防疫体制の強化が図られた。しか
し発生時には市町村との連携が不可欠で
あるため、今後市町村の役割分担、業務
手順等に焦点をあてた確認が必要。また、
殺処分鶏等の処理方法について早急な検
証が必要。今後も迅速な防疫対応が行わ
れるよう関係機関との連携を図っていく
ことが重要。

515 高病原性鳥インフルエンザ防疫対策
構築のための地域機関との取り組み：三
重県南勢家保 植原陽、野澤馨

高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)発生
時の防疫体制を構築するため、平成１７
年度より３年間にわたり地域関係機関と
連携して、防疫演習等を実施。平成１７
年度は、松阪地域にてHPAI対策関係説明
会（以下、説明会）を２回開催。平成１
８年度は松阪地域にて説明会を２回、防
疫演習を１回、伊勢志摩地域にて研修会
を開催。平成１９年度は松阪地域にて２

回、伊勢志摩地域にて１回、防疫作業内
容を中心に説明会を実施後、出席者に対
するアンケート調査を実施したところ、
「地域内でHPAIが発生したとき、動員が
要請されることを知っていたか」という
質問に対し、「知っていた」と回答した
人は84.2％、「作業内容について理解で
きたか」という質問に対し「よく理解で
きた」または「少し理解できた」と回答
した人は97.6％であった。このことから、
HPAI発生時の防疫体制について、関係機
関職員に対する周知が進んでいることが
示唆された。

516 養鶏農場におけるHACCP方式に基づ
く衛生管理の導入(第2報）：滋賀県家保

吉村理映子、前井和人
平成16年から取り組み、今年度20戸

（採卵鶏18戸、肉用鶏2戸）で実施。研
修会の開催や農家巡回による記録の確認
と新たな記録様式の提案および各プログ
ラムの聞き取りを実施。さらに、少人数
でのマニュアル作成研修会を開催。昨年、
多数の農家が実施できない管理基準が浮
き彫りとなったため、各農家のレベルに
応じたマニュアルを作成。現時点で実施
不可能な管理基準は、今後の向上のため
目標管理基準としてマニュアルに残し
た。記録は、当所提案の様式を用いる農
家は、各農場の実情に合わせた様式に、
独自の様式を用いる農家は、最低限の項
目の付加と第三者にも分かるよう指導。
年度内に、第三者が検証を行う予定。今
後、農家の意欲向上と継続、全戸への普
及が必要だが、現状では価格への反映が
困難でメリットが実感できず、問題。消
費者が求める安全の提供は、農家の生き
残りのみならず、直売が多い県内農家の
アピールにつながることを、農家に認識
してもらうことが必要。

517 淡路地域の高病原性鳥インフルエン
ザ（HPAI）防疫対策：兵庫県洲本家保
片岡敏、長島大介

1)地域の協力体制の確立：H17年度各
市町幹部職員とHPAI患畜等の処分に関す
る打合会を実施。管内の全3市1町間で「H
PAI患畜等汚染物品の焼却処分の相互応
援に関する協定」を締結。H18年度各市
長、市幹部職員にHPAI発生時の市の防疫
対応について説明。管内全3市で防疫マ
ニュアル策定完了。「淡路地域HPAI連絡
協議会」設立。2)防疫演習の開催：H16、
17年度は養鶏農家、県関係機関、市町、
養鶏関係者を対象に、H19年度はHPAI発
生時動員予定者を対象に開催。3)鶏舎構
造等の詳細調査：採卵鶏8農場35鶏舎に
ついて調査。高所作業が必要な多段ケー
ジ鶏舎が8棟（A農場のみ）。効率的な一
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方通行の殺処分作業を構造上の問題で実
施出来ない鶏舎が10棟。4)防疫計画の作
成：A農場について移動制限区域、消毒
ポイント、動員計画、必要物品、テント
設置場所等を含む詳細な防疫計画を作
成。今後は発生時の初動防疫体制整備の
ため全農場の詳細な防疫計画を作成。

518 高病原性鳥インフルエンザの発生に
備えた事前対応：兵庫県姫路家保神戸出
張所 北垣貴央、大川浩一

高病原性鳥インフルエンザの発生時に
的確な防疫措置を講じるため、平成17年
に生産者自らが汚染物品の処分計画を作
成。後に患畜等鶏の処分は焼却とする県
基本方針、市町対応方針の策定を受け、
全農場で鶏の処分は焼却とした。焼却施
設の具体的な問題点検証のため、18年よ
り市町農林部局、焼却施設所管の環境部
局、施設管理者との協議を開始。19年に
4施設で鶏等を医療用廃棄物輸送容器に
入れ焼却試験を実施。焼却に供する鶏で
効率的な殺処分方法を検討し、県防疫作
業マニュアルに反映。試験実施施設で搬
入時間・ルート、焼却可能数量及び施設
の汚染防止対策等を考慮した詳細な焼却
作業マニュアルを作成。19年に県は発生
に備え県職員の動員体制を整備し、動員
予定者を対象に研修会を実施。市町農林
部局、危機管理部局の担当者を対象に対
話型の机上演習を実施し、各々の作業分
担と横断的な情報伝達体制の確認。県、
市町、生産者の三者が一丸となり、発生
に備えた事前対応を整備。

519 高病原性鳥インフルエンザ防疫演習
：奈良県家保 浦田博文、青山譲

高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の
発生を想定し、HPAI現地対策本部設置要
領に則して、防疫服着脱、事前消毒、殺
処分・箱詰め、搬出まで一連の流れで防
疫演習を実施。特に殺処分・箱詰め方法
に関して細部を検討・確認。炭酸ガス、
注入ノズルについてはサイフォン管式、
パックホーンの作業性の良さ（早さ）を
実感。ポリペールへの収容羽数は60lに
は８羽、90lには16羽が妥当。炭酸ガス
注入は60lは５秒、90lは10秒で実施。ガ
ス注入から全羽死亡までには2分30秒掛
かることを確認。鶏取り出し・箱詰め方
法は、作業性の良さおよび羽根等の飛散
防止の観点から60lポリペールに直接鶏
を投入し、死亡後上からポリ袋を被せ、
ひっくり返して段ボール箱に移す方法を
採用。ポリ袋を閉める結紮バンドの長さ
は40cm程度のものが必要。市町村職員等
に防疫作業の流れ示し、理解を得た。演
習後、市町村職員より市町村の具体的な
役割等に対して質問があり、後日資料で

詳しく回答した。

520 高病原性鳥インフルエンザ対策訓練
・演習の成果と課題：和歌山県紀南家保

後藤洋人、松井望
高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）発

生に備え、関係行政機関の防疫意識向上
のため、HPAI対策訓練・演習を行った。
前年度演習よりも具体的な想定に基づい
た演習の実施のため、実在の農場でHPAI
が発生したと想定。地図・写真を用いた
折衝や現地調査により、発生農場と周辺
地域で行う防疫作業・汚染物品の焼埋却
・消毒ポイント設営等についての防疫措
置例を策定する事前演習を行った。事前
演習には、想定した移動制限区域に含ま
れる市町村も参加し、各々が実際の発生
時に担う作業を、実際の手順に沿って行
うことで、関係機関の連携強化と初動対
応の迅速化を目指した。また、防疫措置
のデモンストレーションとして、生鶏を
用いた捕鳥作業の実演、炭酸ガスによる
殺処分から農場搬出までの手順の実演、
消毒ポイントでの車両消毒や消毒済み証
明書発行作業の実演を行った。演習終了
後にアンケートを行い、その結果から演
習の成果と、今後の課題を検証した。

521 地鶏生産農場における生産性向上に
向けた取り組み：鳥取家保 大石美智子

平成16年度から地鶏の飼養を開始した
管内1養鶏農場について、3年が経過した
現在の飼養管理状況を再点検し生産性向
上のための課題と今後の対応を検討。飼
養年数が経過するにつれ、飼養衛生管理
の不徹底や疾病の発生の増加等による育
成率や出荷成績の低下がみられるように
なった。この技術課題として、ワクチン
接種時期及び投与方法の検討と平飼い鶏
舎におけるコクシジウムワクチン投与と
その効果について検討した。さらに管理
課題として管理者に対しては、出荷日齢
の検討および空舎期間と消毒方法の再点
検等改善指導を行った結果、管理者の衛
生管理意識向上と飼養管理改善による出
荷成績の向上が認められた。

522 管内における鳥インフルエンザ発生
に対する備え：倉吉家保 河本悟、森利
之

養鶏農場における鳥インフルエンザ発
生の防止対策としては、家畜伝染病予防
法（以下、法という。）に規定される飼
養衛生管理基準の遵守が基本。特に農場
内への野鳥等の侵入を阻止することが重
要。しかし小規模農場では高齢化や対策
費の点で対応が緩やかで、また、平成19
年2月に実施された消毒命令においても
同様であり当家保では小規模農家を重点



- 116 -

的に支援。具体的には、漁網を活用した
野鳥等の侵入防止策及び消石灰散布方法
等を技術的に支援。結果、期日までに全
農家で対応完了。同年10月中旬から特に
野鳥の侵入防止策等の再点検を実施し11
月末時点で全農家が対応済み。一方、当
家保では管内で発生した場合に各職員が
何をするのか具体的な役割を明確化。ま
た、発生時は家保職員だけでの対応は不
可能であり中部総合事務所との連携強化
のため、動員されるであろう各局職員を
対象に防疫服の脱着方法を含む勉強会を
開催。結果、中部関係機関で本疾病に対
する認識が向上。

523 高病原性鳥インフルエンザ発生時に
おける危機管理体制の構築：西部家保
千代隆之、尾崎裕昭

平成19年3月に「鳥取県高病原性鳥イ
ンフルエンザ初動対応総合マニュアル」
が改正され、現地家畜防疫班（家保）と
現地健康生活班（総合事務所）に分離し
て役割が明確になった。また、市町村現
地対策本部も同時に設置される等、万一
の発生時の危機管理体制の構築に向け
て、部局横断的に連携の強化を図る必要
がある。本年度は、夏前より養鶏農家研
修会、県境防疫検討会等を実施し、11月
末には、総合マニュアル改正後初めての
図上訓練を西部各市町村の実務担当者
（畜産担当、福祉保健担当、総務担当等）、
西部・日野総合事務所の各部局実務担当
者、家保職員を対象として開催した。そ
の後も各部署と連携しながら、①高病原
性鳥インフルエンザ対応への支援②殺処
分鶏の焼却方法、埋却地の具体的な選定
の協議③初動対応時の連絡体制の徹底強
化等の継続課題を再度整理。

524 高病原性鳥インフルエンザ発生に備
えての対応：鳥取家保 福田隆二

高病原性鳥インフルエンザ（以下「HP
AI」と略す）は平成16年に国内で発生。
平成19年には宮崎県及び岡山県で発生。
HPAI発生時には初動防疫は極めて重要。
鳥取家畜保健衛生所でもHPAIに対して
は、平成16年3月に地域対策会議を開催
し、鳥取県HPAI初動防疫マニュアルを説
明。同年11月及び平成17年12月に防疫演
習を開催し、発生農場を鳥取家保に想定
し初動対応についてシミュレーション。
平成18年12月に検討会を開催し、発生農
場を管内の30万羽規模の農場に想定し、
初動対応について検討。平成19年度も12
月にHPAIの防疫活動に関する検討会を開
催し、マニュアル及び初動対応について
説明し、農場別の対応、規模別の動員計
画及び動員者の作業内容について関係機
関が集まり検討。また、鳥取農政事務所

から人的支援の用意があるとの申し入れ
があり出前講習会を実施。

525 鶏小羽数飼養者に対する高病原性鳥
インフルエンザ(HPAI)発生予防強化対策
の取り組み：山口県中部家保 脇本雄樹

田中昌子
平成16年1月の県内HPAI発生後、小羽

数飼養者に対する発生予防対策として、
飼養者戸数及び飼養状況の把握を継続し
てきた。今年度、さらに強化するため、
市町に対し、養鶏場毎にHPAIが発生した
場合の移動制限区域(半径10km)を地図上
で示して重点区域とし、隣接市町の養鶏
場も含めて飼養者を確認。巡回指導の重
要性を再指導したところ、管内全域で巡
回は大幅に増加。特に養鶏場の無い市町
は、危機管理意識が薄れ始めていたので、
市町を越えた意識の再構築を図った。合
併を行った市は、旧市町毎に異なってい
た巡回体制を見直し、市全域での意識を
統一させ、巡回指導を実施。また、連絡
方法や配布するパンフレットを改善し、
飼養状況の確認、飼養衛生管理意識の啓
蒙及び野生動物の侵入防止対策指導を従
来より充実させた。以上の取り組みによ
り、巡回指導戸数は平成19年度508戸（前
年比1.6倍）と大幅に増加し、同時に飼
養者の飼養衛生管理意識は向上。

526 実態把握と衛生指導への取り組み：
山口県北部家保 友好将也、井上愛子

少羽数飼養者を対象に自衛防疫活動の
強化及び各種調査を実施。特に高病原性
鳥インフルエンザの発生予防を目的とし
て全飼養者を把握するとともに、巡回指
導を強化。鶏舎消毒及び野鳥防除対策、
リーフレット並びにメディアを利用した
情報提供を実施。防鳥ネット等の野鳥対
策については全戸実施済み。従前より年
2回実施しているニューカッスル病ワク
チン接種の効果確認を目的に抗体検査を
実施し、一部で感染防御に満たない抗体
価がみられたことから、接種回数につい
て再検討。また、飼養衛生管理実態の把
握を目的としたアンケート調査を実施。
殆どの飼養者は定期的な清掃及び手洗い
消毒等の基本的な衛生対策を実施。一部
で野鳥が飛来する河川、池の水を給与し
ている等の問題点がみられ、飲水消毒等
の指導を再徹底。継続した指導及び啓発
により衛生意識が向上。今後も定期的な
調査による現状及び問題点の把握を行
い、さらに強固な防疫対策を確立するた
め指導を継続。

527 消石灰を用いた「待ち受け消毒」に
よる高病原性鳥インフルエンザ（HPAI)
対策への取り組み：徳島県徳島家保
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宮﨑喜美 東條秀徳
平成19年2月末、HPAI対策として県

下全養鶏農家を対象に、消石灰散布に
よ る 緊 急 消 毒 を 実 施 。 農 家 は 過 去 か
ら 乳 剤 塗 布 と し て 石 灰 を 利 用 し て き
た 経 緯 が あ り 、 粉 末 で の 消 毒 効 果 及
び 持 続 性 等 に 対 す る 疑 問 が 浮 上 。 し
か し 、 今 回 目 的 の 「 待 ち 受 け 消 毒 」
効 果 に つ い て の 根 拠 文 献 等 を 見 出 せ
なかったためAIウイルスH4亜型（AIV）、
サルモネラ及びブドウ球菌を用いた検
証試験を実施。AIV液を 1%消石灰液に
感作させた結果、赤血球凝集性は安定
だったが107.5EID50の感染価のAIVを失活。
細菌を用いた野外散布再現等各試験結
果から、粉末状態では高アルカリ性を
保持し、病原体を付着した野生獣侵入
時等の消毒 と し て 有 効 。 300g/㎡以上
を頻回（降雨後は無効）均等散布がベ
スト。1%消石灰液は人への「待ち受け
消毒」である踏み込み消毒としても有
効。1%消石灰液に1%逆性石鹸の追加で、
効果増強。この結果を元に講習会（7
回延べ 117名参加）及び広報誌で「待
ち受け消毒」の目的および効果を説明
し、散布を推進。

528 消石灰消毒による高病原性鳥インフ
ルエンザ対策：愛媛県今治家保 丹比就
一

2007年宮崎県、岡山県で高病原性鳥イ
ンフルエンザの発生があり、同年2月、
その緊急防疫措置として、西日本一円で、
養鶏農家に消石灰を配布し一斉に消毒を
実施する対策が講じられた。当所管内で
は1,000羽以上飼養採卵鶏農家16戸、肉
用鶏農家7戸、小規模（100羽以上1,000
未満飼養）農家5戸が対象となり、配布
消石灰は2,290袋であった。効率よく配
布し､期限内に散布を終了させるため、
関係機関、団体を参集し打合せ会を開催
した。配布・散布にあたっては、関係機
関等延べ28名の協力を得て、全戸期限内
に完了することができた。また、散布後
の飛散による苦情等が懸念されたが、農
家へ散布時の注意事項を示したリーフレ
ット、散布後の掲示物の配布等、事前・
事後の対策を講じることにより、問題な
く実施することができた。

529 管内一ブロイラー農場でのサルモネ
ラ清浄化対策：佐賀県西部家保 藤原貴
秀 井村福志郎

2007年7月の肉用鶏の定期巡回検査で1
0,000羽を飼養する農場の鶏舎の床からS
almonella Typhimurium（ST）を検出。8
月の再検査でもSTを検出したことから、
農業団体と一体となり、清浄化対策を実
施。【対策】①殺鼠剤とネズミ捕りシー

トの併用によるネズミ駆除②出荷後の鶏
舎の洗浄及び消毒に係る管理の徹底。【結
果】農場へ随時立ち入りし、消毒作業が
終了するまで作業の進捗状況を確認。ま
た、消毒作業終了後及び入雛準備終了後
にふき取り検査で清浄性を確認したこと
から、出荷後93日目に入雛を再開。鶏舎
環境及びネズミから分離されたSTは同一
プラスミドプロファイルパターンであ
り、野ネズミがSTの侵入、汚染に関与し
たものと推察。農場には引き続きHACCP
方式に準じた飼養衛生管理対策の指導を
実施中。

530 高病原性鳥インフルエンザに係る危
機管理体制の構築と今後の課題：熊本県
城南家保 吉海哲夫・島村勝則

HPAIに関して当家保が取り組んだ危機
管理体制の構築と今後の課題について検
討。①県レベル：HPAI防疫対策マニュア
ルを制定。防疫演習を開催。広報等を通
じた啓発。②地域レベル：HPAI防疫演習
を開催し、市町村、関係団体、振興局、
教育事務所、警察署との防疫体制の強化。
③宮崎・岡山県発生時の防疫対応：100
羽以上鶏等飼養者、学校飼育施設等を立
入調査。緊急石灰消毒を実施、県単独事
業による逆性石けん液の配布。④クマタ
カ発表後の防疫対応：環境省が、1月に
保護されたクマタカからH5N1亜型のHPAI
ウイルスが分離されたと3月に発表。市
町村、振興局と連携、半径10ｋｍ以内の
鶏等飼養者全戸の立入調査を実施。振興
局各課内の連絡体制を整備。⑤今後の課
題：野生動物からのウイルス分離は想定
されておらず、畜産関係機関以外との連
携が不十分。今後は、人や野生動物など
を含めた多方面の関係機関との連携強化
及び広報等を活用し、継続的な情報提供
と啓発が必要。

531 肥後ちゃぼの衛生実態調査と今後の
教育施設指導の検討：熊本県中央家保
友枝沙紀、井出清

肥後ちゃぼを飼育する教育施設12校に
おいて、肥後ちゃぼ保存会と家保が協力
し巡回指導を実施。指導の有効性につい
て調査し、衛生状況を他の教育施設32校
と比較。併せて今後の教育施設における
衛生指導を検討。飼育舎の清掃・消毒、
防鳥ネットの整備は適切、鶏の導入は保
存会が管理。サルモネラ、カンピロバク
ター分離陰性、3校で回虫検出。マイコ
プラズマ・ガリセプチカム及びシノビエ
抗体は5校で陽性。ひな白痢抗体は全て
陰性。ニューカッスル病（ND）ワクチン
は全校接種し、GM価48．8。他の教育施
設では、導入元が不明確で、コクシジウ
ムを高率に検出。NDワクチンは全校未接
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種。肥後ちゃぼを飼育する教育施設では、
保存会と管理獣医師の定期的な巡回指導
により、鶏の導入管理やワクチン接種を
実施。他の教育施設では、管理獣医師が
不在であり、今後、家保と地域の獣医師
が連携し、衛生管理指導を行う必要があ
り、家保では、動物由来感染症の監視と
併せて動物との触れ合い方を含めた指導
を強化予定。

532 HPAI発生に伴う防疫の検証と課題解
消に向けた取組：大分県豊後大野家保
河野泰三

隣県でのHPAI発生に伴う生産者や家保
の一連の防疫対応を検証。結果、生産者
の強化した防疫措置はHPAIにかかる飼養
衛生管理基準に沿った内容であり、情報
提供を始めとする家保の対応は概ね良好
で、一斉取組による緊急消毒の実施は相
互の気運や安堵感の高揚に繋がった事等
が判明。一方、感染経路の特定や有事に
要す諸経費及び補償内容に関する情報を
望んでいる事、多くが愛玩目的や小規模
家きん飼養者の飼養・衛生状況に強い不
安を抱いている事も判明し、必要な情報
と施策が明確化。情報提供や不安解消に
資するため、地域もしくは系列ごとに少
人数対話形式でHPAI出前講座を実施。結
果、参加者のHPAIに対する認識向上と不
安解消を図るとともに、防疫気運を高め
ることに成功。今後、HPAI防疫対策ひい
ては新型インフルエンザ対策を図るため
に、さらなる調査指導や情報提供を継続
する傍ら、関係者一体となった広い範囲
での防疫推進と養鶏生産者の周囲で飼養
される小規模・愛玩鶏飼養者に対する何
らかの策を検討する必要性が強く示唆。

533 地鶏飼養農家に対する衛生指導現状
と課題：宮崎県都城家保 清水恵理香
渡邊拓一郎

宮崎県は地鶏ブームの追い風もあって
需要が増し、地鶏飼養農家も増加する傾
向にある。一方で地鶏飼養農家には組織
的に指導できる体制が確立されていない
ことが課題となっており、適切な指導が
必要な状況である。当所管内には今年か
ら始めた3農場を含め計20農場の地鶏飼
養農家がある。当所ではこれらの農家に
対して定期的に巡回し、衛生指導を実施
しており、特に新規農家に対しては集中
的に巡回している。また年に１度ニュー
カッスル病の抗体検査を実施し、ワクチ
ン投与に問題がないか確認している。農
家からはつつきや圧死防止対策、さらに
温度調整方法やワクチンプログラムなど
の相談が寄せられることが多いが、当所
からも鶏の感染症に関する情報の提供を
随時行っている。今後の課題としては、

家保が地鶏の農家にとって、困った時や
病気が発生した時に、相談しやすい機関
になることや、継続巡回による信頼関係
の構築が挙げられる。これらの課題解決
により、地鶏飼養農家の育成率のさらな
る向上を目指して、指導を続けていきた
い。

534 高病原性鳥インフルエンザ（ＨＰＡ
Ｉ）発生時防疫措置課題と対策：宮崎県
宮崎家保 黒木仁美、後藤俊郎

平成19年1月、県内の3養鶏農場でHPAI
が発生。その防疫措置の課題と対策につ
いて検討。HPAI確定に伴い、防疫措置を
開始。課題として、①発生農場での家畜
防疫員の不足。②発生農場での防疫作業
後方支援不十分。③発生現地家保のみで
の疫学調査、清浄性確認検査等の対応困
難。これらの課題に対し、①県の畜産関
係職員を家畜防疫員の補佐とし、複数で
の指揮を実施。②現地対策本部組織内に
後方支援の担当班を設置。③発生現地以
外の家保や他の所属の獣医師等による業
務の遂行。など、県のHPAI防疫マニュア
ルを改正し、それぞれの役割を明確化。
本県では、初動防疫の体制作りなど積極
的に行っており、HPAIへの対応は、一定
の効果を得た。しかし、現場では様々な
対応不備が見られたため、今回の経験を
検証し、現地対策本部の組織再編など、
県のHPAI防疫マニュアル改正を実施し、
より高度な体制を整備。特に、動員者に
対する後方支援体制の充実は、発生農場
での円滑な防疫作業実施に重要。

535 高病原性鳥インフルエンザ発生時の
資材係の対応：宮崎県宮崎家保 馬場信
隆

宮崎県の高病原性鳥インフルエンザ（H
PAI）防疫活動時の資材係の活動報告。
発生当初、作業計画の遅れ、指揮命令系
統の混乱、注文内容の不備、受払報告漏
れ、福祉保健部との連携不足等で、必要
資材の早期把握や管理が困難になったの
で、指揮命令系統や物品受払方法を改善。
組織を再編成し、リーダーの下に副リー
ダーを３人配置、内１人は発生現地の資
材管理責任者。副リーダーの下に数名の
作業員を配置。作業内容は、防疫資材や
消毒薬等の調達、配送、在庫管理、回収、
保管、清浄性確認検査等資材準備、購入
資材の記録と本課報告、事務処理等。養
鶏密集地域のHPAI防疫活動では、膨大な
資材が必要なので、的確な管理が重要。
情報の遅れや混乱は、資材係の活動を妨
げるので、指揮命令系統の明確化と役割
分担や情報伝達方法について各関係機関
との協議が必要。
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536 肉用鶏農場での高病原性鳥インフル
エンザ発生と経営再開：宮崎県延岡家保

三浦博幸、後藤眞琴
H19.1.25県内2例目の高病原性鳥イン

フルエンザ(HPAI)が日向市の肉用鶏約5
4,000羽飼養農場で発生。1/22夕方死亡
羽数増加の通報により翌日病性鑑定。簡
易検査で11羽中1羽陽性、4羽疑陽性。症
状は死亡と肉冠・肉垂の軽度チアノー
ゼ。10羽からウイルス分離し1/25にHPAI
確定。1/31までに隣接農場を含めた約10
6,000羽と鶏糞を発生農場から直線で400
m離れた山中に埋却処分。防疫従事者は
県、国、市等延べ1,162名。清浄性確認
検査は県福祉保健部在籍家保経験者と県
外の派遣防疫員で実施し2/21には移動制
限解除。3/7環境中ウイルス分離検査を
隣接農場を含めた全鶏舎実施。床、壁、
天井等226ヵ所を拭き取り3/12陰性確認。
3/20から発生農場にモニター家きん導入
しウイルス分離検査等実施。15羽ずつケ
ージに入れ、発生鶏舎4ヵ所、他鶏舎各2
ヵ所に配置し4/7に陰性確認。HPAI再発
に対する不安には、畜主との対話（心の
ケア）や鶏舎改善状況の確認等を行い、
防疫措置終了後約90日の4/29に経営再
開。

537 高病原性鳥インフルエンザ発生防止
のための管内養鶏農家の実態調査と指導
：宮崎県延岡家保 杉田貢英

高病原性鳥インフルエンザ（以下HPAI）
の発生防止のため、管内農場217戸に対
する立ち入りを実施。「飼養衛生管理基
準」に基づいて作成された13項目に及ぶ
チェック票により農場の衛生管理に関す
る調査。「農場毎の清潔な専用作業衣の
設置」では、不適な生産者が14農場。「鶏
舎毎の専用作業靴の使用」については4
農場、「衛生的な飲用水の確保」では3農
場、「車両の出入り制限・消毒の実施」
では3農場、「野生鳥獣の侵入防止対策」
では3農場、「ネズミ、衛生害虫の定期的
な駆除」では3農場、「管理記録簿（日誌
等）の記録」では1農場が不適。農場数
で見ると20農場で不適事項があったが、
平成19年11月中には全て改善確認。平成
１９年１月に管内でのHPAI発生を受け、
ほとんどの生産者がHPAI防疫に対する認
識は高く、自主的に農場の補修等を実施
していた。今回、対策不十分な生産者に
対して徹底した改善指導を行った事によ
りHPAI発生に対するリスク低減が図られ
た。

Ⅲ－７ 畜産技術

538 管内小規模養鶏場の防鳥ネット設置
事例：茨城県鹿行家保 谷島直樹、小貫

登輝夫
本県で実施する高病原性鳥インフルエン
ザ対策事業において、飼養衛生管理基準
に基づく立入調査により防鳥ネット設置
を指導。事例1（老朽化鶏舎への設置）
当所は資材、入手方法、設置作業に積極
的関与。資材はホームセンター等により
入手。鶏舎は老朽化が著しく屋根上での
作業困難。鶏舎両側で脚立を利用し、ロ
ール状の果樹用ネットを転がして設置。
鶏舎側面に侵入防止効果の高いアニマル
ネットを設置。ネット幅は鶏舎側面高と
同じであり、塩ビ管を結束してめくり上
がりを防止。設置後は獣害防止に効果有。
事例2（廃棄漁網を利用した設置）既存
の金網は網目が大きくスズメ侵入有。他
県での廃棄漁網を利用した防鳥事例を紹
介。当該農場でも廃棄漁網を防鳥ネット
に利用。漁網は漁協から無償で入手。鶏
舎南側の漁網にツル植物を絡ませ暑熱対
策としても有効。出入口は漁網を互い違
いに二重にし、梱包用バンドを利用して
左右に巻き上がるように工夫。フックで
固定し作業に支障無。

539 養鶏場で実施した高病原性鳥インフ
ルエンザ防疫演習の検証：岐阜県岐阜家
保 平岡悦子、宮﨑次朗

県では、高病原性鳥インフルエンザに
ついて実際の現場における作業体系や殺
処分方法等を実践したことがない。2007
年夏、家畜保健衛生所、市、関係業者ら
が参加し、養鶏農場で生きた鶏を利用し
た防疫演習を実施。事前に現場で立地条
件、鶏舎配置を考慮した作業体系、殺処
分方法、死体の搬出方法等について検討。
演習は2日間実施し、作業の流れと班編
制や休憩時間の調整等の改善で2日目の
方が円滑に作業が出来た。しかし、作業
員への正確な指示の伝達や人数・作業内
容に応じた班構成の重要性等が課題とな
った。演習後、参加した家畜防疫員、市
職員を対象にアンケートを実施したとこ
ろ同様の課題が指摘された。「岐阜県高
病原性鳥インフルエンザ防疫対応マニュ
アル」に係る「手順書」に記載されてい
ない事項を実体験することで、事前の十
分な準備の重要性を認識し、危機管理意
識を高揚することが出来た。今後は、迅
速的確なまん延防止対策のために演習の
成果を活かしていきたい。

540 発酵鶏ふんはブロイラーの敷料とし
ても活用できる：和歌山県紀南家保 松
田基宏、松井 望

近年、ブロイラー産業においては敷料
とするオガコ等の入手困難や大量の鶏ふ
んの堆肥化処理とその流通に種々の問題
が発生。そこで、敷料の安定的確保と鶏
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ふんの有効利用を目的に、発酵鶏ふんを
活用したブロイラーの敷料試験を実施。
発酵鶏ふん床鶏舎とオガコ床鶏舎におい
て、鶏舎環境、衛生状況、技術分析指標
を比較検討。発酵鶏ふん床鶏舎のアンモ
ニア濃度は、入雛後しばらくしてオガコ
床鶏舎を下回る値で推移。落下細菌数は
終始オガコ床鶏舎を下回る値で推移。ま
た、入雛後の敷料１ｇあたりの腸内細菌
数はオガコ床鶏舎に比べ入雛後３０日頃
まで有意に低い値で推移し、４５日齢頃
には同程度の細菌数に帰着。飼料要求率
をはじめとする技術分析指標について
は、オガコ床の場合とほとんど差は認め
られなかった。発酵鶏ふんは、敷料試験
により通常敷料として利用されるオガコ
と遜色なく利用可能。このことより、発
酵鶏ふんの敷料利用は、衛生上問題なく、
オガコ購入費を節約し鶏ふんの処理を省
力化するものと考える。

541 ブロイラー農場におけるHACCP方式
導入への取り組み:兵庫県和田山家保
中山卓也、長谷川隆一
ブロイラー農場のHACCP方式導入に基づ

く衛生管理。管内のインテグレーション
（以下インテ）2系列からモデル農場を
選定。家保職員、インテ担当者、農場管
理者でHACCPチームを編成。農場の作業
工程を洗い出し、作業マニュアル作成、
危害分析を実施。サルモネラ、カンピロ
バクター等食中毒起因菌と抗菌剤の残留
を危害と設定。雛導入、ワクチン接種方
法、出荷前餌切り、飼料管理、動薬使用
など重要な作業工程を選定し、重要管理
点及び管理基準を設定。モニタリング及
び検証を実施。HACCP方式導入後、農場
の育成率等生産性が向上、食鳥処理場で
の廃棄率が減少、農場関係者の衛生管理
意識が向上。農場からS.Infantis、C.je
juni等食中毒起因菌が分離され、清浄化
対策が必要。HACCP方式導入のための経
費及び労力面の農場負担が大きいことが
普及定着への課題。

542 ブロイラー養鶏場の消毒を中心とし
た衛生指導：島根県益田家保 藤井俊
治、石橋葵

8戸24万羽のブロイラー団地の内1戸
が、平成12年に他の7戸を買い取り法人
化。抗生物質・抗菌剤を使用しない管理
が特徴。平成15、16年に出荷成績が低下。
平成17年10月から消毒方法を検討。調査
はフードスタンプを用い、鶏舎内7～8カ
所の一般細菌、大腸菌、大腸菌群、黄色
ブドウ球菌の付着数を測定。現行法（除
糞・水洗→乾燥→ゾール剤→消石灰→逆
性石けんA→おが屑・機材設置→燻蒸）
では、燻蒸後も一般細菌、大腸菌群を検

出。従業員を対象に講習会を開催、水洗
の徹底、燻蒸液の使用量、ガス漏れ防止
等を指導。消毒方法の検討として、①現
行法、②消毒の順番を変えた方法（除糞
・水洗→乾燥→逆性石けんA→ゾール剤
→消石灰→おが屑・機材設置→燻蒸）、
③ ②の逆性石けんの種類をB（塩化ジデ
シルメチルアンモニウム製剤）に変えた
方法を比較。消毒効果は③が高く、消毒
方法をこれに変更。平成16年と平成18年
入雛分を比較、商品化率で2.38％、1羽
当り利益で11.7円向上。

543 みやざき地頭鶏種鶏場に対する飼養
管理指導：宮崎県都城家保 渡邊拓一郎

清水恵理香
みやざき地頭鶏種鶏の育雛から生産ま

での衛生及び飼養管理について指導する
機会があった。これまで同農場は舎内環
境、暑熱等が影響し、産卵ピーク、残存
率等の生産成績は良好ではなかった。今
回、新たな導入に合わせ、ワクチン，点
灯管理プログラムの作成、飼養管理、消
毒指導を実施するとともに、鶏舎構造の
変更も行い換気改善を中心とした鶏舎環
境の改善を図った。結果、ヘンデイ産卵
率のピークは92.4%に達し、85%以上の産
卵率を12週持続。前回ロットに比べ産卵
開始時期は遅くなったが、産卵率の上昇
が大きくなった。またこれまで規格以下
の卵が多かった産卵開始直後の卵重が増
加が順調だった結果、種卵採取数の増加
につながり前回に比べ種卵数で23,724
個、率で13.2%増加。しかし今回のロッ
トでは成鶏舎移動直後の床湿りの発生、
産卵後期の残存率低下などの問題が発
生。今後とも管理の再検討を行うなど、
指導を継続していきたい。

Ⅲ－８ その他

544 県南地方における高病原性鳥インフ
ルエンザ（HPAI）防疫体制構築：福島県
県南家保 佐藤敦子、荻野隆明

HPAI発生時、関係機関との資材調達、
人員派遣等の速やかな調整が防疫措置を
迅速かつ円滑に推進するために必須。平
成16年のHPAI発生以降、県南農林事務所
（農林）と連携し防疫体制を構築。平成
17年10月に福島県HPAI対策県南地方連絡
会議及び県南地方対策本部を設置、定期
的に地方連絡会議等を開催し机上演習等
を実施。消毒ポイント設置場所を調査。
今年度は5月に茨城県の防疫対応の講演
を中心に地方連絡会議を開催。発生時の
通知、物品発注、防疫措置に関する通知
等の様式を作成。12月には農林、家保職
員が演者となりロールプレイング方式に
よる防疫演習を実施。異常鶏発生の通報



- 121 -

から初動防疫措置を中心に関係機関の役
割、連絡体制について確認。演習後のア
ンケートの結果、過半数が住民への説明
が課題となると回答。情報の取扱にも課
題。今後、農林以外の県機関、市町村、
関係団体等の意識向上、連携強化が重要。

545 高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)強
毒タイプの発生を想定した殺処分方法の
検討：埼玉県川越家保 土門尚貴、鈴木
智

HPAI強毒タイプの発生を想定し、防疫
作業者のウイルス暴露を低減できる防疫
措置を検討するため、殺処分前のウイル
ス拡散防止処置並びに鶏舎密閉法と小区
画法による殺処分を開放鶏舎で実地検
証。ウイルス拡散防止処置は、ブルーシ
ートで被覆した鶏舎を煙霧消毒器等で消
毒。鶏舎密閉法は、400m3の鶏舎をプラ
スチック段ボールとビニールで被覆、裾
面のビニールを砂袋等で地面に圧着。密
閉作業は8人で5.5時間。炭酸ガス（CO2）
820㎏を注入し、その直後の濃度は83%、
90分後43%。モニター鶏は全羽死亡。小
区画法は、ブルーシート等で35m3のプー
ル状構造物を作製し、上面をビニールで
被覆。設置作業は4人で40分。CO2 60㎏
を注入し、その直後の濃度は85%、40分
後55%。モニター鶏は全羽死亡。いずれ
も少人数かつ短時間で確実な殺処分が可
能。ウイルス拡散防止処置との組み合わ
せにより、防疫作業者の鶏舎内作業時間
が減少し、ウイルス暴露低減の可能性を
確認。

546 新潟県中越沖地震で被災した大規模
養鶏場の衛生対策指導：新潟県上越家保

平山栄一 小見 清
2007年7月16日に発生した新潟県中越

沖地震により、管内一養鶏場で3棟の無
窓鶏舎内の直立8段ケージが全列倒壊し、
採卵鶏27万羽が飼育不能。このままでは
衛生状況の悪化による家畜伝染病の発
生、死亡鶏による悪臭が危惧されたこと
から、死廃鶏の早期適正処理、衛生対策
の実施が必要と判断。県と市が中心とな
り、人的作業支援、処分先の斡旋、消毒
指示等を実施。死廃鶏の処理は食鳥出荷、
化製処理及び焼却処理に決定。県は化製
処理施設との連絡調整を、市は焼却施設
で17日からの受入を許可。養鶏場は大型
重機の手配や防臭対策を実施。食鳥処理
施設に約3万羽、県内外の化製処理施設
に約10万羽、焼却施設に14万羽を搬出し、
農場消毒も含め7月17日から26日までの1
0日間で作業は完了。延べ345名（県187
名、市74名、北陸農政局84名）が支援を
行った。その結果、家畜伝染病の発生を
防止し、悪臭の発生も最小限に抑えた。

547 高病原性鳥インフルエンザ発生に備
えた対策：山梨県西部家保 秋山倫子、
清水景子

我が国では平成16年以降、高病原性鳥
インフルエンザが毎年発生しているた
め、本県でも平成16年以降防疫演習等を
実施してきたが、不十分な点も多く新た
な取り組みを検討。検討内容①防疫演習
の会場：市町の施設を使用②農場別・地
域別の防疫対応マニュアル（ハザードマ
ップ）の作成。万が一の発生時には市や
町の協力が不可欠であるが、今までは関
心が薄い傾向。しかし、このマップの作
成に当たり、農場毎の埋却予定地及び焼
却予定地の選定を市や町に正式依頼した
ことにより、意識が高まったように感じ
る。発生時の迅速な対応は、日頃からの
準備や段取りが非常に重要なカギ。マッ
プを地域別および農場毎に作成したこと
により、発生時の初動防疫に要する時間
が短縮され、冷静で迅速な対応が可能。
このマップは常に確認を行い、必要に応
じてアップデート。また、地域によって
はさらに検討を重ねる必要あり。

548 高病原性鳥インフルエンザ防疫体制
の整備：兵庫県和田山家保 朝倉大、小
谷貴彦

高病原性鳥インフルエンザ発生時の防
疫体制整備のうち、今年度は患畜死体等
（鶏体）の焼却体制整備を実施。管内10
焼却施設の構造、能力、運転時間等を現
地調査し、鶏体焼却量と安全な焼却方法
を検討。構造はすべてストーカ式で、鶏
体を入れた感染性医療廃棄物専用容器
（容器）と一般ごみの混合焼却が可能。
ごみ処理能力は10施設合計日量453ｔ。1
日運転時間は8時間7施設、24時間3施設。
処理能力のうち10～25％を鶏体焼却量と
見込むが、8時間運転施設では疑い例発
生公表から焼却開始まで2、3日間運転を
停止し、鶏体と混合するためのごみを蓄
積したうえで、運転時間を延長して焼却
すれば、蓄積しない場合より最大約1.6
倍の鶏体焼却が可能。ごみクレーンでの
容器破損によるウイルス汚染を避けるた
め、ホッパーに直接容器を投入。また作
業中に一般搬入者との交錯を避けるた
め、容器搬入作業を夜間等時間外に行う。

549 敷料としてのブロイラー発酵鶏糞の
評価：奈良県家保、佐々木志帆、藤井規
男

近年、生産堆肥の販売が農家の負担と
なっており、管内ブロイラー農家(年間
出荷羽数約32,000羽、出荷日齢約80日)
で発酵鶏糞の敷料としての利用の有効性
を調査。発酵鶏糞利用で年間オガクズ購
入費用約17万円、生産堆肥約43ｔが削減
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できるが、鶏舎内で堆積するため消毒が
できない等が問題。堆積中の発酵温度の
上昇は良好(60℃以上)で病原性微生物は
死滅と判断。調査ロットの敷料（約20日
堆積)の水分・大腸菌群数は問題なく推
移(出荷時38%、106 CFU/g)。鶏舎内アン
モニア濃度は入雛直後高い(20ppm以上)
が、その後低下。斃死率は6.6％、出荷
時体重は雌雄平均で4,131gで問題なし。
コクシジウム・カンピロバクターは3週
齢と早くから検出、マイコプラズマは11
週齢で抗体が陽転。出荷時サルモネラは
未検出(0/37羽)。以上の結果より、発酵
鶏糞は敷料として利用できるといえる
が、潜在的に病気の発生の危険性があり、
堆肥舎で完熟堆肥を生産し、敷料として
使用することが望ましい。

550 GPセンターの衛生対策の取り組み：
島根県松江家保 山下由紀子、板倉 悟

鶏卵衛生管理体制整備事業を活用して
毎月製品卵の細菌検査を実施。一般生菌
数の増加を認めたのでGPセンター内の衛
生状況を確認。工程ライン上の細菌検査
では、選卵ライン及び清潔卵用コンテナ
の清潔度が低かった。作業者は共通の手
拭きタオルを使用しており、手のスタン
プ検査では作業前後で清潔度が低かっ
た。対策として、工程ラインでは選卵ラ
インの週1回の定期消毒の実施。作業者
については手洗い時の薬用石けん及びペ
ーパータオルの使用と、作業合間の手の
頻回消毒等を指導。対策後の効果判定の
結果、選卵ラインの清潔度は改善したが、
清潔卵用コンテナおよび作業者の一部に
おいて清潔度が低かった。さらなる対策
として、工程ラインでは選卵ラインの定
期消毒を週2回に増加、併せて清潔卵用
コンテナの消毒を実施。作業者に対して
は手洗い講習会を実施。対策実施する上
で、ペーパータオルを設置する等のハー
ド面だけではなく、実際の洗い方を実演
する等のソフト面の対策が重要。

551 管内養鶏場周辺の野生鳥獣生息環境
調査および野鳥生息状況調査：徳島県徳
島家保 東條秀徳

鳥インフルエンザ対策の一環として、
管内全養鶏農家62戸について、標高、
地形、半径 1km内の植生等の農場周辺
環境とカモ類生息状況を調査。地形で
は 山 地 が 32戸で標高80～ 500ｍに、平
地が 13戸ですべて 5ｍ以下に、中間地
が17戸で5～285ｍに分布。植生等では
8割以上が水田・雑草地や混交林に囲
まれ大多数が複合環境に立地。20戸の
周辺に鳥獣保護区等設定。カモ類は24
戸の周辺で記録があり、3戸では100羽
以上と多数。野鳥生息状況を2007年10

～ 12月に山地・中間地・平地各2戸の
周辺で月1回延長1km両側各25ｍを範囲
とするラインセンサス(Ｌ)で調査。種
類については範囲外も記録(Ｔ)。毎回
の記録では、山地のＬでは種数は7～1
3種、個体数11～66羽、Ｔ9～19種。中
間地のＬでは3～13種、5～85羽、Ｔ11
～ 18種。平地のＬでは3～ 9種、7～ 52
羽、Ｔ 8～ 15種の野鳥を記録。全体で
は留鳥29種、冬鳥15種など22科48種。
養鶏場周辺に多様な環境があり多種の
野鳥が生息していることを確認。

552 HACCP方式を活用した管内採卵鶏農
場における取り組み：鹿児島県南薩家保

有島太一、山﨑嘉都夫
当該農場は、養鶏業が盛んな管内A市

に計5農場とGPセンターを有し、成鶏45
万羽を飼養する大規模採卵鶏農場。平成
10年にHACCP導入に向け活動開始、外部
指導者の定期的な支援を受けながら平成
11年よりHACCP導入、推進活動を継続。
平成14年HACCP導入の目的と意義を明確
化しHACCP推進チームを結成、家保は定
期的なHACCP推進会議に出席、家畜伝染
病侵入予防に係る項目について重点的に
指導、助言。また、育雛農場における導
入時の敷料サルモネラ検査を実施。HACC
Pを活用した取り組みにより、平成18年
に「かごしまの農林水産物認証制度」認
証取得、以降、取引数量の増加など効果
が現れている。HACCPを活用した衛生管
理は飼養衛生管理基準の遵守につなが
り、家畜伝染病発生予防対策として有用。

553 天然成分投与によるブロイラーへの
抗コクシジウム効果：沖縄県北部家保
諌山章子、安里仁

１ブロイラー農家において、抗菌性物
質添加に換え３タイプの天然成分投与に
よる抗コクシジウム効果を検討した。試
験区と対照区を同ロット群で、４区分ず
つ設定し、入雛から出荷までの期間で定
期的に糞便を採取しオーシスト数（以下
OPG数）を計測。

区分１の試験区では、日齢が進むとと
もにOPG数が減少した。また、区分１、
２の試験区の廃棄率は対照区より低く、
育成率はともに上昇。区分３の試験区で
は、25日齢以降OPG数が減少したものの、
育成率は対照区の97％に対し93.4％と低
かった。区分４では、対照区より試験区
のOPG数が上回って推移したが、OPG数は
減少傾向にあった。試験投与した天然成
分ごとで、OPG数、育成率に差が認めら
れた。天然成分投与の群において、OPG
数に減少が認められるなど、抗コクシジ
ウム効果は期待できると考えられたもの
の、農家が目指すコクシジウムをコント
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ロールした無投薬の鶏肉生産を確立する
までには、課題が残る。

Ⅳ 馬の衛生

Ⅳ－１ ウイルス性疾病

554 秋田国体馬術競技会場で発生した
馬インフルエンザ：秋田県中央家保
安田正明、木村 衆

国体開催を目前に控えた平成 19 年 8
月、国内で 36 年ぶりに馬インフルエン
ザが発生、全国的流行が危惧。防疫措
置として、10 月 2 - 4 日の入厩前にイン
フルエンザ簡易キットによる 170 頭全
頭の検査実施、陰性確認後施設への入
厩終了。翌 5 日朝、Ｋ県出場馬の地元
厩舎で馬インフルエンザ発生の連絡が
入り、Ｋ県出場馬の 4 頭の簡易及び PCR
検査の結果、3 頭陽性。10 月 5 － 19 日
に延べ 435 頭検査し、新たに 34 頭陽性。
簡易検査陰性でも PCR 検査陽性が 2 頭
存在し、簡易検査のみでは感染馬を見
逃す可能性が示唆。しかし PCR 検査に
は時間を要することから、検査中の隔
離繋留施設が必要で現実的対応は困難。
PCR 産物の遺伝子解析による疫学調査
では感染源は特定できず。開催県とし
て可能な限りの防疫措置を講じたが、
侵入を阻止できなかった。短期間に多
数の馬が移動、集合する競技会では受
入側のみならず、出場馬側の防疫措置
が重要な課題。

555 管内の馬インフルエンザの防疫対応
：福島県相双家保 門屋義勝、坂本秀樹

平成19年8月に国内において35年ぶり
に本病が発生。管内すべての馬飼養者及
び各市町村長あてに防疫対策の徹底を通
知。8月20～31日まで174戸397頭の緊急
立入調査を実施。南相馬市馬事公苑（以
下「施設」）では祭事、競技大会での入
厩前3日以内の検査を義務付けた。10月8
日に本病により国体馬術競技中止が決
定。退厩時検査で本県馬1頭が陽性、同
居馬7頭と宮城県の陽性馬2頭の計9頭を
施設で隔離し、検疫を実施。「まん延防
止基本方針」に基づく検疫期間中、陽性
馬は陰転。新たな陽性馬は確認されず、
当該馬を解放後、施設の消毒を実施。さ
らに、施設への入厩前検査で12月6日に1
頭の陽性馬を確認。自宅厩舎を隔離施設
として同様に検疫を実施し、陰転を確認。
施設では家保との連携強化、移出入時の
検査と施設消毒の体制が整備。衛生意識
が向上し、馬飼養者からの移出入時の検
査の要望が多数ある。

556 管内乗馬クラブで発生した馬インフ
ルエンザ：茨城県県北家保 清水ひろみ

39頭飼養する管内乗馬クラブで他県の
馬術大会に出場した馬2頭と同居馬2頭の
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併せて4頭が2007年8月29日から発熱、鼻
汁、発咳等を呈し、さらに31日に2頭が
発症したため当所へ連絡あり。同日検診
を実施し、39頭中14頭が簡易キット陽性、
RT-PCRは9頭が陽性。疫学関連農場の2戸
28頭については何れも陰性。発生農場で
簡易キットまたはRT-PCR陽性であった15
頭の鼻腔スワブ乳剤について発育鶏卵を
用いてウイルス分離を実施した結果、2
代目1検体から分離。シーケンスの結果、
A/equine/Wisconsin/1/03(H3N8)と98％
の相同性。HI試験は市販のHA抗原3種類
を用い、発症前と発症後の血清で実施し
た結果、H3N8亜型であるKentucy株と La
Plata株で有意に上昇。当該農場では年

2回のワクチン接種、発生後の厩舎消毒、
営業自粛、馬の異動自粛等の衛生対策を
実施したことにより、症状は軽度で最長
でも10日間で治癒。9月3日及び14日の検
査は陰性であったことから馬の異動自粛
を解除。

557 管内の馬インフルエンザ（EI）の発
生：栃木県県北家保 吉本景祐、片柳裕

2007年8月21日馬52頭飼養の農場で、
乗用馬2頭が発熱等の症状により、EIを
疑う病性鑑定依頼。すぐに防疫対策を指
示。隣接馬2頭を含む4頭中、簡易検査で
1頭、PCR検査で全頭が陽性となりEIと診
断。翌日、別の4頭中3頭が簡易検査陽性、
PCR検査で全頭陽性。23日、輸入乗用馬3
頭、入厩競走馬3頭及び同居馬3頭の計9
頭は簡易検査、PCR検査ともに陰性。患
畜8頭のうち3頭からウイルス分離。乗用
馬11頭、競走馬6頭のペア血清についてE
I、Newmarket（N）株、Kentucky（K）株、
La Plata（L）株及び分離株の4株を用い
HI検査を実施。競走馬5頭の抗体価は病
性鑑定時に高く、その後低下。乗用馬11
頭では、K株に6頭、L株に5頭、分離株に
7頭が有意な上昇。今回の発生は2型EIウ
イルスが、競走馬により場内に持込まれ、
人等の移動により乗用馬に伝播したもの
と推測。今後、防疫対策として馬飼養農
場に対するバイオセキュリティの強化、
乗用馬の適正なワクチン接種の指導が重
要。

558 管内で発生した馬インフルエンザの
概要：群馬県利根家保 須藤慶子

乗用馬15頭を飼養する乗馬クラブで馬
インフルエンザが発生。感染源と考えら
れる秋田わか杉国体出場馬については、
帰厩時の臨床検査で異常は認められず、
簡易検査で陰性を確認後、隔離厩舎へ収
容し「馬インフルエンザまん延防止の基
本方針について」に基づき防疫対策を実
施。帰厩３日目に発熱、鼻汁漏出等の症
状を呈し、簡易検査で陽性反応を示した

ため、PCR検査を実施した結果、陽性で
あったことから馬インフルエンザと診
断。その後、乗馬クラブの繋養馬に発熱、
食欲不振等を呈する個体が認められたた
め、繋養馬14頭について簡易検査を実施。
その結果、５頭が陽性反応を示し、いず
れもPCR検査結果についても陽性。さら
に、1週間後に新たに1頭の陽性馬を確認。
症状は発熱、鼻汁漏出、発咳、食欲不振
を呈するものから臨床症状を全く示さな
いものまで様々。最後の検査陽性馬確認
後、15日目に全頭について簡易検査を実
施し、陰性を確認後、解放。

559 馬インフルエンザウイルスの検出に
関する検討：群馬県家衛研 佐藤幸代、
堀澤純

今年8月、我が国では36年ぶりとなる
馬インフルエンザ(EI)の発生を確認。本
県においても、11月末までに17頭が市販
A型インフルエンザ診断用キット(キッ
ト)で陽性となった。当所に搬入された1
7検体の鼻腔スワブ乳剤の検査で、PCR検
査はすべて陽性、HA試験すべて＜2倍、
キットでは陽性4検体、陰性13検体であ
った。そこで、発育鶏卵を用いてウイル
ス分離を実施。3代の盲継代後に回収し
た尿膜腔液のうち、1検体からPCRとキッ
ト陽性、HA価8倍のEIウイルスを分離。
さらに、このウイルスを階段希釈してキ
ット5種の検出感度を比較。100倍希釈液
までは5キットすべて陽性、200倍希釈で
は3キットが陽性。400倍希釈ではすべて
のキットが陰性。今回、本県では初のEI
ウイルス分離に成功。分離されたウイル
スについての検出感度はPCR・HAに比較
しキットで高かった。また、使用するキ
ットにより、検出感度の異なることが判
明。

560 管内競馬場で発生した馬インフルエ
ンザの防疫対策：埼玉県中央家保 武末
寛子、飯島雄二

当所は馬インフルエンザ（EI）発生が
公表された19年8月16日以降、管内競馬
場と密接に連携。馬の入厩制限、出入場
時車両消毒、早期発見のための臨床検査、
有症馬発見時の対応方法、簡易キットに
よる検査等防疫体制を迅速に構築。管内
競馬場は、同じ競馬サークルに属し疫学
的関連が強い3場でEIが流行する中にあ
っても清浄性を維持したが、全国の流行
が沈静化した9月下旬になって、23日1頭、
24日3頭、27日からは他場出走馬の関与
を疑う陽性馬を多数確認。陽性馬の隔離、
厩舎毎の消毒強化、調教時間帯の区分等
行ったが、大規模な消毒ができず、1厩
舎に複数調教師の管理馬が混在する等の
問題もありEIは急速にまん延。10月12日
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までの20日間に陽性馬を177頭確認した
が、発症馬は27頭のみで、危惧された10
月15日からの開催は無事実施。今回、検
疫体制の強化、衛生管理面の改善はみら
れたが、今後防疫面に配慮した馬の配置
替えや飼養衛生管理の維持・徹底につい
て指導したい。

561 本県の馬インフルエンザ発生事例：
千葉県中央家保 相田洋介、芦澤尚義

平成19年8月、馬インフルエンザが国
内で35年ぶりに発生し、全国各地で流行
が確認された。本県では多くの飼養馬で
ワクチンを接種していたが、発熱、発咳、
鼻汁等馬インフルエンザを疑う臨床症状
を呈する馬が5施設で確認された。発症
馬の症状は軽度で、多くは3から5日で回
復した。当所では、これら5施設36頭に
ついて病性鑑定を実施した。鼻腔スワブ
を検体として、人体用インフルエンザ抗
原検出キット及びH3亜型馬インフルエン
ザウイルス特異的遺伝子をターゲットと
したPCRを実施し、2施設10頭に馬インフ
ルエンザウイルス感染を確認した。さら
に、PCR陽性であった検体について発育
鶏卵の尿膜腔内接種によるウイルス分離
を実施したところ、5検体からインフル
エンザウイルスが分離された。分離され
たウイルスは解析の結果、全国的に認め
られているH3N8のフロリダ亜系統に属す
る株であった。今後は、今回の発生の経
験を活かし防疫対策を検討していく。

562 競馬場で発生した馬インフルエンザ
の疫学：東京都家保 近藤機、寺崎敏明

都内競馬場で発生した馬インフルエン
ザの疫学について、発生状況調査および
ウイルス学的検査から考察。発生状況調
査は9月の終息までに計154頭が陽転し、
ほぼ全厩舎にまん延したが、発熱が主で
重篤な呼吸器症状等は無かった。ワクチ
ンによる適切な免疫の付与が症状を軽減
させたと推測。ウイルス学的検査は初発
を含む11頭の鼻腔スワブについて、簡易
診断(市販検査キット)、RT-PCR、ウイル
ス分離、分離ウイルスの遺伝子解析、さ
らに11頭の流行前、流行期、流行後の血
清について、市販HA抗原及び分離ウイル
ス株を用いたHI試験を実施。結果は簡易
診断陽性5/11頭、RT-PCR陽性8/11頭、ウ
イルス分離陽性3/11頭であった。分離ウ
イルスの遺伝子解析の結果、36年ぶりに
日本で発生した馬インフルエンザウイル
ス株と極めて高い相同性。HI試験では、
分離ウイルスに対するHI抗体上昇パター
ンに対し、市販抗原3株の内La Plata株
が相似、HA遺伝子の相同性を遺伝子デー
タベースで比較した結果と一致。

563 馬インフルエンザの発生と防疫対応
：新潟県中央家保 田中健介、曽我万里
子

平成19年8月、茨城県と滋賀県のJRA施
設において、国内で36年ぶりに馬インフ
ルエンザが発生。8月17日、県内のJRA施
設でも競走馬1頭が陽性と診断される。
家保は馬飼養者にリーフレットを配布し
注意を喚起するとともに、まん延防止の
ため県外移出入馬の衛生検査を実施。10
月12日、秋田わか杉国体から帰厩した乗
馬施設の乗用馬1頭が、着地3日目の検査
でインフルエンザ簡易検査陽性となる。
同居馬16頭の検査を実施し、簡易検査及
びPCR検査で計2頭を陽性と診断。同施設
に陽性馬の隔離、全馬の移動禁止、臨床
観察、消毒及び入場者の立入制限を指導。
発生5日目及び7日目の検査で感染拡大は
認められず、14日後に清浄化。11月末ま
での馬インフルエンザ検査数は3施設、
延べ97頭。県内28ヵ所の馬飼養施設の実
態調査ではワクチン未接種57％、隔離厩
舎の不備59％、診療獣医師の不足等の防
疫課題があり、家保の衛生対策指導が今
後も必要。

564 馬インフルエンザ発生防止の取り組
み：富山県東部家保 彌榮麻衣子、森岡
秀就
2007 年 8 月、国内で馬インフルエン

ザが発生。国は、感染拡大防止措置とし
て「馬インフルエンザまん延防止の基本
方針」（「基本方針」）を 9月 3日に策定。
本県では「基本方針」などに基づき、消
毒を中心とする飼養衛生管理基準の指導
及び管内乗用馬全頭について清浄性の確
認検査を実施。また、清浄性が確認され
るまでは県内大会の延期を要請。その後、
秋田国体での本病発生及び競技の中止、
他県国体出場馬の管内厩舎への立ち寄り
等が発生。本県出場馬の帰厩時に検疫区
域を設置し、専任管理者を配置。立ち寄
りのあった厩舎飼養馬の移動の自粛を要
請し、検疫期間を延長。県内の清浄性を
再確認後、延期していた県内大会につい
ては防疫措置を継続しながら再開。以上
の取り組みの結果、これまでの検査結果
は全て陰性であり、消毒や隔離検疫に対
する馬飼養者の衛生意識が向上。再開し
た県内大会も無事終了し、2008 年 1 月
現在、県内の清浄性を維持。

565 金沢競馬場における馬インフルエン
ザウイルスの流行と解析：石川県南部家
保 伊藤美加、早川裕二
2007 年 8 月、金沢競馬場で馬インフ

ルエンザが発生。全競走馬 548 頭中簡易
キット陽性馬 117 頭について RT-PCR を
実施、115 頭を真症と診断。不活化ワク
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チン年 2 回接種にも拘わらず、発熱等の
特有症状が真症馬の約半数に認められた
ため、流行ウイルスについて解析を実施。
分離ウイルスを用い HA、NA 分節は全
塩基、その他 6 分節は内部蛋白コード領
域の塩基配列を決定。8分節全てが H3N8
亜型アメリカ系統フロリダ亜系に近縁と
判明。また HA1 領域でアミノ酸解析を
実施。分離株とワクチン株間で抗原領域
に 3 領域 4 アミノ酸以上の置換を確認。
ヒト A 型インフルエンザウイルスの定義
から、分離株の抗原変異が示唆。さらに
真症馬 16 頭のペア血清を用い、HI 試験
を実施。発症後の抗体価は分離株とワク
チン株間で 2 管弱の差があり、血清学的
にも抗原変異が示唆。以上より、ワクチ
ン株と抗原性状の異なる株の侵入が今回
の流行原因と考えられ、流行株を用いた
ワクチン開発の必要性が求められる。

566 国体出場馬の馬インフルエンザ罹患
事例：山梨県東部家保 相川忠仁、守屋
英樹

2007年、36年ぶりに馬インフルエンザ
（EI）が国内で発生、真症・疑似患畜合
計２千頭を越える馬の感染が確認。本県
でも10月、国体出場馬１頭が開催地で発
症、さらに本県帰厩後の経過観察中、疑
似患畜１頭を確認。疑似患畜は迅速検査
陽性、RT-PCR 検査では馬インフルエン
ザ（以下 EIV）特有の遺伝子は検出陰性。
国体開催県より、本県発症馬の抽出 RNA
及び他県感染馬（以下同居馬）鼻腔スワ
ブ材料の提供を受け、EIV 性状検査を実
施。発育鶏卵接種試験は、尿膜腔接種６
代目で HA 価16倍。RT-PCR 検査で発症
馬及び同居馬由来 EIV の塩基配列は100
％一致、これら遺伝子は、H3N8フロリ
ダ亜系統と確認。免疫馬における本症の
感染に際しては、ウイルス増殖が抑えら
れ、症状が軽いことら、診断、検査法に
は十分注意する必要がある。

567 県内初の馬インフルエンザの発生と
その対応：長野家畜保健衛生所 今村友
子
2007 年 8 月 27 日管内の乗用馬飼養施

設から発熱、鼻汁流出の馬が数頭いるた
め馬インフルエンザ（以下 EI）検査依
頼があった。飼養馬 28 頭のうち簡易検
査は 10 頭陽性、PCR 検査では 21 頭陽
性となり、県内初の発生が確認された。
対策として、当初は簡易検査陽性馬の隔
離、厩舎の消毒及び出入り口に踏込消毒
槽の設置、馬の移動の自粛、馬術大会出
場の自粛、関係者以外の立入制限を実施
した。なお、EI ワクチンは 5 月と 8 月
に全頭接種済みであった。発症から 10
日後、飼養馬の PCR 検査結果は全頭陰

性となった。分離されたウイルスは世界
で流行している馬 2 型 (H3N8)で、本年
JRA で流行しているものと同一であっ
た。疫学関連のある乗用馬飼養施設 6 戸
49 頭の簡易検査結果は全頭陰性であっ
た。感染経路として、県外の競馬施設か
らの導入馬、馬術大会に出場した馬また
は馬術関係者が感染源になったと推察さ
れた。

568 長野県で分離された馬インフルエン
ザウイルスの性状：松本家畜保健衛生
林健、宮本博幸

県内一乗用馬飼養施設において馬イン
フルエンザが発生。鼻腔ぬぐい液を用い
たインフルエンザウイルス検出キット
（簡易キット）で 28 頭中 10 頭が陽性、
PCR 検査で 21 頭の陽性を確認。約２週
間後に別の乗用馬飼養施設でも発生。簡
易キット 14 頭中 1 頭陽性、PCR 検査 2
頭陽性。発育鶏卵接種試験では４～５代
継代後、HA 性が認められたため、尿膜
腔液を 10 倍から 100 倍に希釈して継代
し HA 価 64 倍を確認。遺伝子塩基配列
を 確 認 し た と こ ろ 、
A/equine/Wisconsin/1/03(H3N8)と 高 い 相
同性を示した。また、症例 1 と症例２の
塩基配列は 100 ％一致。分離ウイルスを
抗原とした症例１のペア血清による HI
検査では６ペア中５ペアで抗体価が有意
上昇。６種類の簡易キット検査を実施し、
鼻汁スワブで陽性を示したものは１種類
のみ、発育鶏卵尿膜腔液では４種類が陽
性を示した。全頭ワクチン接種済みで発
症が認められた馬は数頭。本ウイルスは
世界中の馬で流行しているタイプ。

569 管内で発生した馬インフルエンザに
ついての一考察：岐阜県岐阜家保 近藤
真理子、宮﨑次朗

2007年8月から11月に管内の4施設の馬
6頭に馬インフルエンザが発生。定期的
にワクチン接種をしていた4頭は臨床症
状がなく（未発症群）、接種歴のない1頭
と発症直前に接種した1頭に臨床症状を
認めた（発症群）。まん延防止のため厩
舎の消毒、当該馬の隔離等を指導。今後
の防疫措置に資するため、ウイルス分離、
抗体検査、遺伝子解析を実施。6頭のペ
ア血清について、発症群から分離した1
株（分離株）とワクチン株3株を用いたH
I試験で抗体価を比較。発症群は未発症
群に比べ、分離株とワクチン株2株で抗
体価が有意に上昇。特に分離株でのポス
ト血清の抗体価が最も高かった。HA蛋白
の遺伝子解析は、A/equine/La Plata/93
(H3N8) (La Plata)株と、確定診断に用

いた4頭のPCR産物では96％の相同性があ
った。今回の流行はLa Plata株と近く、
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ワクチン接種による臨床症状の軽減効果
が推察された。今後、管内の飼養馬に対
するワクチン接種の指導をさらに徹底し
ていきたい。

570 競走馬トレーニングセンターの馬イ
ンフルエンザ発生報告：愛知県尾張家保

秋田優子、松尾茂
弥富トレーニングセンターにおいて平

成 19 年 8 月 19 日から 9 月 6 日の出走前
検査の間に 75 頭でインフルエンザ簡易
キット検査陽性を確認。鼻汁、発熱等の
症状がみられた馬は少数。イヌ腎臓上皮
細胞を用いてウイルス分離を実施し、馬
インフルエンザ (以下 EI）2 型ウイルス
を分離。動物衛生研究所における遺伝子
解析の結果フロリダ亜系統で Wisconsin
株と近縁であることが判明。分離株、EI2
型標準株、市販抗原 3 株 (日生研 )の計 5
株を抗原として HI 検査を実施。その結
果、EI2 型に含まれる株において有意な
抗体価の上昇を確認。以上の成績及び
1971 年の流行と比べ発症頭数が少なか
ったことから、接種ワクチンの効果を確
認。しかし、①今回分離されたフロリダ
亜系統株がワクチン株に含まれていなか
ったこと、②厩舎間で人・物の接触があ
ったこと、が今回の発生拡大の要因とな
ったものと推察。

571 管内における馬インフルエンザ発生
と防疫対応：兵庫県姫路家保神戸出張所

廣田清和、北垣貴央
平成19年8月、管内地方競馬場でJRAと

の交流馬2頭で馬インフルエンザが発生。
9月、A乗馬クラブ（86頭飼養）で11頭が
真症。そのうち、8頭が発生の1週間前に
同一馬運車で入厩、疫学的関連を示唆。
10月、国体帰厩馬で2頭が真症。12月、B
乗馬クラブ（104頭飼養）で9頭が真症。
全ての発生施設で感染馬の隔離、厩舎や
馬運車の消毒等を指導。競馬場での本病
沈静後、管内の休養馬施設から競馬場へ
の入厩馬の簡易検査を実施。乗馬クラブ
では発生後14日まで検査を継続し陰性を
確認。乗馬クラブでは発生後の防疫対応
により施設内及び周辺牧場への感染拡大
を阻止。ワクチン接種による微弱症状、
複雑な馬の移動状況により、本病の発見
と施設内への侵入防止は困難。飼養者に
よる自主的な感染予防及び防疫対策が重
要。今後もワクチン接種の励行、消毒等
の飼養衛生管理、臨床症状の観察及び異
常時の速やかな通報等を指導。

572 県内の馬インフルエンザ発生事例：
奈良県家保 油谷奈美、恵美須裕子

秋田わか杉国体に出場した県内の馬３
頭を帰県後、検疫区域において隔離、翌

日に発熱等の症状がみられたので病性鑑
定を実施。３頭中２頭で、鼻腔スワブを
用いた遺伝子検査（RT-PCR法）により、
H３亜型のインフルエンザウイルス感染
を確認。１頭において、同材料を用いた
発育鶏卵培養でウイルス分離（４代目で
HA価４倍）。また、感染確認日から２週
間後までの間の血清について、分離ウイ
ルス、市販抗原を用いてHI試験を行い抗
体価を測定。感染馬２頭で、分離ウイル
ス・市販のH３N８抗原におけるHI抗体価
の上昇がみられ、特に１頭において２週
間以内に４倍以上の有意な上昇を確認。
今回県内における初めての馬インフルエ
ンザ発生で、H３亜型のウイルス感染が
認められた。検疫区域の検討に始まり、
飼養者を限定、給餌車両の立入制限等の
防疫対策の徹底により、感染拡大を阻止
できた。

573 馬インフルエンザ発生に伴う防疫対
応：西部家保 池本千恵美、千代隆之

平成19年夏、国内で36年ぶりに馬イン
フルエンザが発生。管内4カ所（計156頭）
の馬飼養施設を緊急調査。大規模競走馬
育成施設で発生地と延べ94頭（過去2ヶ
月）の往き来があったが、異常は認めず。
同秋開催の秋田国体に管内から3頭（2施
設）出場。各県出場馬は馬インフルエン
ザまん延防止の基本方針（国）に基づく
対応により入厩するも36頭感染。本県帰
厩馬も隔離等の防疫対応を実施したが、
帰厩後3日目の検査で2頭（2施設）感染
確認（1例目：簡易及びPCR陽性、ウイル
ス分離、2例目：PCRのみ陽性）、共に臨
床症状無し。両施設内全飼養馬の移動自
粛依頼等、防疫対応強化。管内での続発
無し。陽性確認後14日目に同厩舎馬一斉
検査実施。全て陰性（簡易及びPCR)。本
疾病の蔓延がないと判断し、移動制限解
除。今回の発生では臨床症状も無く、法
的規制も弱いため防疫措置への理解を得
ることの困難さを痛感。円滑な防疫対応
には所有者との信頼関係構築も重要。

574 馬インフルエンザの発生状況と防疫
対策:島根県出雲家保 森脇幸子、原文
夫

国体に関連して、管内で馬インフルエ
ンザウイルス（EIV）感染馬を認めた。
初感染馬及び同居馬（13頭）の経日的ウ
イルス検査を、鼻腔スワブを用いて簡易
キット及びRT-PCRにより実施。また、発
生前血清7例（平成18年5月1日採材）と、
発生後血清13例（平成19年11月8日採材）
を用いて、EIV Newmarket/1/77（N株）、
Kentucky/1/81（K株）、La Plata/93（L
株）のHI抗体価測定。感染は初感染馬の
馬房中心に拡大。感染例は無症状又は軽
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症で経過しRT-PCRが約一週間で陰転。HI
試験の結果、ワクチン接種による高いHI
抗体の保有状況を確認。7例の前後血清
抗体価は、N株で動きはなく、K株で5例、
L株で6例が4倍以上上昇。発生後血清HI
抗体価のGMはN株、K株、L株で512、705、
1080倍。防疫措置として、立入禁止の掲
示、農場入口や厩舎等の消毒指示、馬の
移動や飼養者の他関連施設への立入自粛
要請、更に管内の早期診断体制を確保し、
まん延防止を図った。

575 馬インフルエンザの防疫対策：真庭
家畜保健衛生所 遠藤広行

馬インフルエンザは、ヨ－ロッパとア
メリカで古くからあり、現在でも両大陸
で毎年発生している。我が国では 1971
年の暮れから翌年明けに大流行し、それ
以来発生はなかった。本年 8 月、日本中
央競馬会（ JRA）の美浦・栗東トレ－ニ
ングセンタ－で、 36 年ぶりに感染が確
認された。真庭家保管内から園田競馬場
へ移動した馬 1 頭が簡易検査で陽性とな
り入厩拒否され、10 月 1 日帰厩し防疫対
策を講じた。さらに 10 月 9 日、秋田県
で行われた秋田わか杉国体の馬術競技出
場馬でも感染が確認された。出場馬 7 頭
の内 4 頭が国体会場において感染し、帰
厩後、新たに 1 頭の感染が確認された。
このことから、防疫観点にたった国体の
馬術競技のあり方、感染馬の取扱い、帰
厩後の防疫対策、並びに飼養者の管理等
の過程での問題点、対処方法、今後の課
題等を報告する。

576 管内で発生した馬インフルエンザ：
西部家保 水野悦秀、浜田泰祐
馬インフルエンザが発生した秋田わか

すぎ国体に参加した幡多農業高等学校所
属の馬2頭中1頭が、帰高後の平成19年10
月9日、水様性鼻汁の排泄、発咳の症状
を示した。この馬は、インフルエンザ簡
易キット検査で陽性(A型)を示し、鼻粘
膜の拭い液を使用したRT-PCRでは、馬イ
ンフルエンザ・ウイルスに特異的なフラ
グメントが検出された。当該厩舎では、
国体出場馬2頭を含む5頭に、馬インフル
エンザ・ワクチンを、接種済みであった。
当家保は、馬インフルエンザ（疑症）の
発生をふまえ、家伝法により直ちに感染
馬を含む全頭の移動自粛の要請、隔離、
立ち入り制限、厩舎周囲の消毒等の防疫
措置を実施。11日、12日の簡易キット検
査では、鼻汁を呈する国体未参加の馬で
各1頭ずつ新たな感染を確認。これら2頭
は、最初の感染馬の厩舎より、6m離れた
厩舎にて飼養。最終感染馬確認後、1週
間目と2週間の10月19日、26日の簡易キ
ットによる検査で全頭陰性であったた

め、終息宣言を出した。

577 さが競馬場で発生した馬インフルエ
ンザについて：佐賀県中部家保 池添博
士、山﨑勝義

平成 19 年 8 月 25 日さが競馬場におい
て発生した馬インフルエンザの発生状況
及び防疫対策の概要を報告。飼養頭数
525 頭のうち馬インフルエンザ陽性馬は
129頭、飼養頭数に占める割合は 25％。
馬インフルエンザ発生以降の新規発熱馬
は 36 頭、うち 18 頭が陽性、馬インフル
エンザ陽性馬のうち、 14 ％が発熱等の
症状を示した。防疫対策会議を開催し、
疫学調査方法、再検査の実施時期、飼養
管理衛生対策の徹底、出走前検査の実施
方法、馬の移出入条件等について協議し、
馬飼養管理者には、朝夕の検温の徹底、
異常馬を確認した場合の関係獣医師への
早期報告、陽性確認馬の隔離等を指導。
施設管理方法として厩舎周辺の消石灰の
散布及び厩舎出入り口に踏み込み消毒槽
の設置、作業従事者の手指・衣服・器具
等の消毒、陽性馬の隔離または移動自粛
を指導。本病は急速にまん延することと、
馬の移動が広範囲にわたっていることか
ら、各関係機関が正確かつリアルタイム
な情報を共有し、統一した防疫対策を実
施することが必要である。

578 馬インフルエンザの発生と防疫対応
：熊本県阿蘇家保下西儀政、塚原敬典

軽種馬27頭を飼養する乗馬施設Aで4頭
が発熱、発咳、鼻汁漏出を呈する旨、管
理獣医師より通報。無症状の3頭を含め、
計7頭を馬インフルエンザと診断。その
後B、C、D、Fの4施設で陽性確認。発生7
日前に施設Aから4頭、他に施設B、C、D
から6頭が同一催事に参加。また、当該
催事の4日後、施設C、E、Fの秋田国体出
場予定馬5頭が集合。国体防疫対策に基
づき4頭が簡易検査（簡易）陰性確認後、
秋田県へ移送。到着後3頭が陽転、帰厩
した施設Fの1頭も陽性を確認。発生施設
は陽性馬の隔離と同居馬の移動自粛。臨
床症状消失を 0 日とし、1週目に簡易、2
週目に簡易とRT-PCR検査を延べ263頭実
施し、2週間～1ヶ月で清浄化。本例は、
催事等馬の交流により感染拡大を招いた
ため、飼養者に対し本病の強い伝染力や
不顕性感染が多い等の注意喚起、ワクチ
ン接種励行等を指導。さらに規定の検査
をしたが、国体出場馬で陽性が確認され
たことから、国体防疫検査態勢の見直し
も必要と考察。

Ⅳ－２ 細菌性・真菌性疾病

579 馬肥育農場における腺疫の清浄化：
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福島県会津家保 依田真理
管内の馬肥育A農場(約150頭)で平成18

年3月下顎の腫脹、鼻汁等の腺疫症状が
発生。6月に腺疫と診断、発症馬の隔離
・消毒・導入中止の対策を指導、8月に
沈静化、9月から導入を再開、その後の
発生はない。しかし、同年9月約20km離
れた同一経営B農場（約100頭）で腺疫が
発症し指導したが発生は継続。B農場は
三棟厩舎が連なり馬・人が一通路を使用
するため隔離飼育が困難で、鼻汁排出馬
の早期出荷と導入中止は経営上困難。平
成19年1月関係者による対策会議を開催
し、餌・水の個別給餌及び出荷後の馬房
消毒を徹底し、月1回全頭の菌分離、PCR、
ELISA検査を実施。これらをもとに菌分
離かつPCR陽性を示した馬を優先的早期
出荷。その結果、抗体陽性率は2月20.0%
がピークで徐々に低下し6月5.8%、PCR陽
性率は2月24.6%がピークで5、6月0％。
菌分離率は1月7.7%であったが6.2%、1.5
%と低下、4月から3回連続全頭陰性とな
り6月に清浄化と判断。

Ⅳ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

580 馬のリンパ腫の一症例：青森県青森
家保 川畑正寿

サラブレッド、雌の8歳齢が後肢フレ
グモーネ、乳房炎、鼠径部腫脹、頚部浮
腫を生じ、3ヵ月後にぜい鳴音、呼吸困
難を生じ死亡。血液検査では白血球数の
上昇、異型リンパ球比率の増加を確認。
剖検では下顎から頚部、胸腔、腹腔等全
身リンパ節、肝臓及び脾臓の腫大を確認。
組織学的にリンパ節は小型リンパ球様細
胞のびまん性増殖を認め、国際作業基準
（WF）の分類では有糸分裂像の少ない低
悪性度の腫瘍と判定。脾臓では同細胞の
びまん性増殖と髄外造血像、肝臓では小
葉周辺性に同細胞の浸潤を観察。リンパ
節でのCD3、CD20及びリゾチームを用い
た免疫染色ではT細胞に発現するCD3にの
み強陽性を示し、本症例は多中心型のT
細胞リンパ腫と診断。既報のT細胞リン
パ腫と比較し、病変が末梢リンパ節にま
で及ぶ広範囲であったこと、WF分類で低
悪性度と判定されたことから、本症例で
は緩慢な全身性の病態進行が様々な臨床
症状を出現させたものと考察。

Ⅳ－４ 保健衛生行政

581 管内競馬場における馬インフルエン
ザの発生と対応：岩手県県南家保 西川
裕夫、浅野隆

平成 19 年 8 月 16 日、馬インフルエン
ザが国内で 36 年振りに発生し、H3N8

亜型と確認。 22 日、発生地の馬と交流
した競馬場所属馬 3 頭で同病を疑い、鼻
腔スワブのインフルエンザ診断キット
（キット）で A型陽性及び RT-PCR陽性。
県競馬組合は同日付で国が容認したキッ
ト検査陰性馬による公正なレース構築に
向け出走馬の前日同病検査を実施。当所
は、終息までの 31 日間中検査支援で 13
日間・74 名を出務。結果、延べ 944 頭
中キット陽性 53 頭をレース除外し全レ
ースが成立。組合は事業の単年度黒字決
算に向け、最小限の収益減に抑えた。防
疫検証に、同競馬場馬血清の 7 月採材
313 例と 11 月採材 334 例、市販抗原
H3N8 亜型を用い HI 抗体検査を実施。
幾何平均 HI 抗体価（GM）は 7 月・38
倍、11 月・133 倍。7 月に抗体価 160 倍
以上の馬 14 頭は未発症。同病の予防に
現ワクチンプログラムである初回基礎免
疫 2 回接種、その後 6 ヵ月毎の補強免疫
を再考して、今後は馬群の GM160 倍維
持が必要。

582 国体帰厩馬に発生した馬インフルエ
ンザとその防疫対応：大阪府南部家保
別井愛理子、虎谷卓哉

昨年 36 年振りに国内で馬インフルエ
ンザが発生し、競走馬や乗用馬の移動に
伴い急速に感染が拡大。秋田わか杉国体
出場馬にも馬インフルエンザの感染を確
認。管内乗馬クラブから出場の６頭も全
頭が帰厩後、数日以内に発熱や呼吸器症
状を呈し、簡易キット及び RT-PCR 検査
により馬インフルエンザと診断。当該馬
を収容していた検疫区域を隔離区域に変
更し、飼養者に毎日の臨床検査・隔離区
域の立入制限・出入口における消毒等を
指導。陰性が確認されるまで立入検査を
継続し、他の飼養馬への感染拡大を防止。
当該乗馬クラブは国体の 3 週間後に全国
約 30 団体が参加する馬術大会を開催。
隔離区域への立入制限・大会出場馬と飼
養馬の接触回避・出場馬の検査・馬運車
の消毒等徹底した防疫対応を指導し、開
催中も立入検査を実施。隔離馬のいる中
での大会であったが、大会出場馬・飼養
馬への感染拡大は防止。今後、民間実施
競技会の防疫対応について、今回の事例
を踏まえさらに検討が必要。
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Ⅴ 山羊、めん羊の衛生

Ⅴ－１ ウイルス性疾病

583 新規めん羊飼養農家における伝染性
膿疱性皮膚炎の発生：広島県芸北家保
井口かおり、細川久美子

平成19年5月に県内の業者から約3ヶ月
齢のめん羊20頭を導入した農家で、6月
上旬から20頭中15頭のめん羊の口唇部に
丘疹、痂皮形成を認め、病性鑑定を実施。
丘疹は口唇部のみに認められ、蹄部には
病変を形成しなかった。発熱等、他の臨
床症状はなく、丘疹は2～3週間程度で完
全に治癒し、7月上旬に終息した。痂皮
材料を用いた遺伝子検査でパラポックス
ウイルスに対する特異的バンドを検出。
オルフウイルスを対象とした抗体検査で
は前血清及び後血清ともに陽性。臨床症
状及びウイルス学的検査結果から伝染性
膿疱性皮膚炎と診断。導入元のめん羊に
類似の症状がなかったことから、感染経
路は不明。本病は人獣共通感染症である
ことから、畜主に対し疾病についての情
報提供及び一般飼養衛生管理について指
導。その臨床症状から、口蹄疫等悪性伝
染病との類症鑑別が必要であり、現地で
の慎重かつ迅速な対応が重要。

Ⅴ－２細菌性・真菌性疾病

584 公園施設で発生した山羊のヨーネ病
について：千葉県中央家保 菅沢淳一、
東部家保 石井利男

管内の公園施設で飼育されていた山羊
が死亡し、病性鑑定の結果 ヨーネ病と
診断した。浸潤状況確認のため同居山羊
・めん羊の糞便についてリアルタイムPC
Rを実施したところ、14頭のうち12頭か
らヨーネ菌遺伝子を検出した。また、同
じ飼育舎で飼育されていたウサギ・モル
モット36頭のうち3頭の糞便からもヨー
ネ菌遺伝子を検出した。周辺が酪農地域
であることから、早期清浄化を最優先に
公園側と協議し、山羊・めん羊全頭及び
ウサギ・モルモット3頭を自衛殺処分と
した。再発防止のため、飼育舎と放牧場
の消毒、ヨーネ病検査陰性の山羊・めん
羊の導入、さらにウサギ・モルモットと
の分離飼育の徹底を指導した。後日実施
したCF検査では処分した山羊・めん羊全
頭が高い抗体価を示し、自衛殺の判断は
正しかったと考えるが、愛玩・展示用と
して飼育されている動物の処分について
は感情的抵抗も大きく、飼養者に配慮し
た十分な説明が不可欠である。

585 めん羊・山羊のヨーネ病清浄化につ
いて：大阪府北部家保 勝井一恵

管内のめん羊・山羊を飼養する農場
（飼養規模50頭）において、平成12年に
ヨーネ病の発生が確認されて以降、清浄
化のため毎年ヨーネ病検査を実施。平成
12～15年まではヨーニン反応（ヨーニ
ン）、CFを行い、疑似患畜を対象にPCRを
併用。平成16年には、疑似患畜に加えヨ
ーニン、CFの何れか一方に反応がみられ
た個体を対象にPCRを併用し積極的淘汰
を実施したが、清浄化には至らなかった。
平成17年以降は全頭対象にヨーニン、CF、
PCR、リアルタイムPCRを実施し、何れか
の項目で陽性となった個体を淘汰。その
結果、平成17年以降の淘汰数は25頭であ
ったが患畜、疑似患畜は平成18年以降な
くなった。また、リアルタイムPCR±が
散見されるが、平成19年には各項目での
陽性個体はなくなり、清浄化対策は一定
の効果があった。本病の早期摘発淘汰の
ためにはヨーネ病検査にPCR、リアルタ
イムPCRを併用することが有効。

586 ヨーネ病清浄化対策実施農場の羊・
山羊の病理組織学的所見：大阪府南部家
保病性鑑定室 関口美香、神原 正

府内１農場では平成12年に羊・山羊の
ヨーネ病感染が確認されて以来、飼育場
の石灰消毒、検査回数の増数、リアルタ
イムPCR検査導入による早期摘発・自主
淘汰等、清浄化に努めてきた。近年、病
理学的所見からヨーネ病と診断されない
症例が増加、病理組織学的所見を中心に
検討。剖検例62頭の病理組織学的検査を
実施。ヨーネ病の特徴的な肉芽腫病変が
確認されるものは18年に大幅減少。腸病
変の強さを明らかな肉芽腫病変がみられ
ない「G0」から多発性～びまん性肉芽腫
病変がみられる「GⅡ」までの3段階に分
類し年次推移を調べたところ、18年には
GⅡはみられなかった。抗酸菌(ZN)染色
ではGⅡに多数の菌が確認され、G0・GⅠ
では確認されなかった。in situ hybrid
ization法（ISH）による組織中のヨーネ
菌特異的遺伝子IS900の検出ではG0・GⅠ
でも陽性確認。以上から早期摘発・自主
淘汰により、G0が近年増加。病理組織学
的所見で診断できなかった症例ではISH
による診断が可能。

587 山羊・めん羊を飼養する酪農場にお
けるヨーネ病の発生事例：栃木県県北家
保 湯澤裕史 渡邉憲一

山羊33頭とめん羊11頭を飼養する酪農
場で、衰弱死した山羊をヨーネ病と診断。
同居の山羊30頭、めん羊10頭を自衛殺。
当該農場は乳用牛約600頭を飼養、平成1
9年度に8頭をヨーネ病患畜として摘発。
自衛殺した山羊・めん羊の糞便の細菌培
養で山羊4頭から牛型のヨーネ菌が分離
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された。一方、ヨーネ病患畜牛からはヨ
ーネ菌は分離されなかった。両者の疫学
的な関連は不明。また、リアルタイムPC
R検査（rPCR）では、山羊13頭・めん羊5
頭の糞便からヨーネ菌の特異遺伝子が検
出され、CF反応では山羊10頭、めん羊1
頭が陽性。rPCRとCF反応は他の検査に比
べ検出感度が高かった。さらに、病理組
織学的検査で空腸に肉芽腫性腸炎が認め
られた山羊3頭のCF抗体価は80倍以上で
あり、 CF抗体価は病勢の進行状況の反
映を示唆。今回の事例から山羊・めん羊
の間で容易に本病が伝播することが判
明。これらを飼養する酪農場等に対し、
ヨーネ病の拡散防止を図るよう啓発する
ことが必要。

588 管内観光施設における山羊のヨーネ
病集団発生：山梨県西部家保 土橋宏
司、清水景子

平成19年5月下旬、管内観光施設で飼
養するシバヤギ1頭が下痢を繰り返し、
元気・食欲減退を呈したため、病性鑑定
を実施し、ヨーネ病患畜と診断。防疫対
策の概要を報告。当施設では、施設の開
設に伴い平成18年3月に県外より山羊を
導入。導入時ヨーネ病検査は未実施。患
畜発生に伴い実施した同居山羊38頭の全
頭検査において患畜7頭、疑似患畜14頭
を確認。防疫対策として、山羊の移動自
粛要請、リーフレットの作成と牛及び緬
山羊飼養者への配布、飼養施設及び園内
通路の消毒、導入元農場を管轄する家保
への情報提供及び調査協力依頼を実施。
飼養山羊は、施設管理者の希望により陰
性個体を含む全頭を自衛殺処分。感染源
として初発個体が強く疑われ、飼槽等が
糞便で汚染されたことにより本病が蔓延
したものと推察。飼養形態によっては、
一頭の患畜により重度の蔓延が危惧され
るため、当該施設を始め、山羊の飼養者
に対しヨーネ病検査を含めた家畜衛生に
対する啓発を行っていく必要がある。

Ⅴ－３ 原虫性・寄生虫性疾病

589 毛様線虫寄生がみられた山羊の症例
：岡山家畜保健衛生所 茂啓介、 岡田
耕平

１４頭の山羊を飼育している酪農家
で、本年７月から１１月の間に４頭の山
羊が死亡し、うち３頭の病性鑑定を行っ
た。剖検所見では、いずれも腸管内に毛
様線虫が濃厚寄生しており、組織所見で
も寄生虫性の腸炎が見られた。１例では
幽門部から十二指腸にかけて線維組織の
肥厚増殖による消化管狭窄が見られ、他
の２例は線虫寄性による腸炎以外は特徴
的な病変は認められず、毛様線虫の濃厚

寄生による衰弱死と考えられた。同居群
には削痩している個体も見られ、群全体
の虫卵検査と血液検査を実施したとこ
ろ、線虫卵のＥＰＧが５，０００近い個
体や、貧血の個体が散見された。農場で
は駆虫薬として、定期的にモキシデクチ
ン製剤が投与されていたが、駆虫効果が
認められたのは塩酸レバミゾール製剤で
あった。

Ⅴ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

590 山羊に発生した銅欠乏症の一考察：
福島県県中家保 松本裕一

ザーネン種68頭飼養する農場で、2006
年に歩様異常と起立不能を呈する子山羊
が散見され、病性鑑定の結果、山羊関節
炎・脳脊髄炎ウイルス（CAEV）の農場内
浸潤（抗体陽性4.4%)を認めたが、病理
組織学的にCAEVの直接的関与は否定。銅
欠乏を疑う病理所見及び肝臓、血清中銅
濃度がともに著しい低値を示したことか
ら銅欠乏症と診断。同居山羊の血清銅検
査で農場全体が欠乏状態にあることが判
明したが、給与飼料中の銅濃度は適正で
あり、阻害因子による欠乏の可能性が示
唆。同農場は、同年4月に消毒目的で放
牧地へ石灰散布しており、この牧草の摂
取による影響が考えられたため、放牧地
への石灰散布試験を実施し、牧草中微量
元素(銅、鉄、亜鉛、モリブデン)濃度を
調査。試験区(1kg/m2散布）は対照区（非
散布）に比べ、銅吸収阻害作用のあるモ
リブデンが増加したことから、放牧地へ
の石灰散布が銅欠乏の一因となったと考
察。

591 山羊にみられた先天性甲状腺腫の一
例：中央家保 酒井賀彦

愛玩用に山羊を飼養する農家で、平成
１８年３月に出生した産子４頭の全個体
に、左右対称で硬結感のある頚部腫瘤が
出生時より認められ、うち３頭が相次い
で死亡。その後、５月に出生した産子２
頭にも、出生時に同様の頚部腫瘤が認め
られ、うち１頭が死亡。短期間に類似し
た症例が続発したため、畜主から原因究
明の依頼があり、生存個体１頭の病性鑑
定を実施。剖検したところ、頚部に左右
対称性に腫大した甲状腺を確認。病理組
織学的検査で濾胞上皮細胞の過形成が認
められたことに加え、出生時すでに甲状
腺が腫大していたことから、先天性甲状
腺腫と診断。発生原因については、過去
の交配状況や給与飼料の内容などの聞き
取りから、遺伝的要因およびゴイトロゲ
ンの関与は否定。一方、当該農家におけ
る給与飼料および飲水のヨウ素含有量の
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分析結果が、ヨウ素欠乏を示す明確な証
拠とは成り得なかったため、発生原因の
特定には至らず。

592 愛玩飼養の山羊に発生した銅欠乏症
：鹿児島県鹿児島中央家保 干場 浩、
東山崎達生

愛玩目的で山羊18頭を飼養する農場で
平成19年5月、1ヶ月齢のザーネン種の子
山羊1頭が起立不能、ふらつき等の運動
障害を呈し、治療するも改善せず、鑑定
殺。他の山羊は症状なし。同農場で以前、
同様な症状で子山羊1頭が死亡。鑑定殺
山羊の病性鑑定を実施し、病理組織学的
検査で脊髄側索錐体路部において左右対
称に脱髄、神経網の粗鬆化、骨格筋にお
いて筋線維の萎縮及び脂肪浸潤を観察。
血液生化学検査で発症時の血清中銅濃度
は4.3μg/dLと低値。以上より銅欠乏症
と診断。同居山羊17頭について平均銅濃
度は23.7μg/dLで、その内4頭は10μg/d
L以下の低値を示した。飼料は反芻動物
に適した粗飼料主体のものではなく、銅
濃度も低値を示したが、阻害因子である
亜鉛の過剰はなく、「原発性銅欠乏症」
の可能性が示唆された。対策として硫酸
銅の投与並びに飼料改善指導を行い、7
月に血清中銅濃度を測定したところ、同
居山羊17頭中10頭が正常範囲まで回復、
その後の発生は認めず。

Ⅵ みつばちの衛生

Ⅵ－１ ウイルス性疾病

593 慢性みつばち麻痺病の発生事例と浸
潤調査：京都府中丹家保 種子田功、畑
段千鶴子
【はじめに】管内養蜂家で、慢性みつば
ち麻痺病を府内で初めて確認したので概
要を報告。【病性鑑定】平成19年３月、
５群飼養養蜂家で成虫の死亡が多発し立
入検査、病性鑑定を実施。１群が全滅し、
隣接した１群に成虫の死亡、飛翔不能、
体毛消失等の症状が見られた。剖検及び
中腸内容のギムザ染色でダニ寄生とノゼ
マ病を否定。病原検索として逆転写ポリ
メラーゼ連鎖反応(RT-PCR)法を実施、慢
性みつばち麻痺病ウイルス(CBPV)遺伝子
を検出。病理組織学的検査で封入体の形
成は見られなかったが、臨床症状等をあ
わせ本病と診断。【浸潤調査】管内養蜂
家に情報提供するとともに57戸、61蜂群
を対象にRT-PCR法による浸潤調査を実施
したが、CBPVの浸潤は認めなかった。【ま
とめ】これまで国内で報告が無かったRT
-PCR法によるCBPV検出は、本病の診断、
調査に有用。本事例は発生要因にダニの
関与が疑われ、引続き衛生指導を実施す
るとともに、CBPVの調査を継続、情報の
蓄積に努めたい。

Ⅵ－２ 細菌性・真菌性疾病

594 都内のみつばち飼養実態と検査等の
課題：東京都家保 林朋弘、齋藤秀一
昨年度、都内で20年ぶりにアメリカ腐蛆
病が発生。今年度も都内の同一養蜂家で
2度のアメリカ腐蛆病が発生。この発生
を契機に、東京都養蜂組合加入の養蜂家
に飼養実態、伝染病発生歴の有無、検査
に対する意識等をアンケート調査。約3
割の21戸より回答。調査結果で生産物の
販売を行わない「趣味の養蜂」や飼養規
模が9群以下の小規模が全体の半分以上。
また、転飼時に家畜伝染病予防法(法)の
立入検査を受けずに蜂群を他県に移動し
た事例あり。都では現在、他県へ移動す
る場合にのみ立入検査を実施している
が、伝染病発生の場合は業態とは無関係
に防疫措置が要求される。法では飼育届
出の法的根拠がないため小規模飼養者の
実態把握は困難。今後、他機関との連携
による飼養実態の把握、小規模飼養者へ
の伝染病予防、生産性向上等普及啓発の
講習会が必要。

595 ヨーロッパ腐蛆病が疑われた蜂児の
分離菌の性状：東京都家保 内田茂、林
朋弘
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都内の養蜂愛好家で、5月、7月に連続
してヨーロッパ腐蛆病の原因菌(Melisso
coccus plutonius)(M.p)に類似のグラム
陽性連鎖球菌を分離。蜂児の直接塗抹鏡
検ではグラム陽性連鎖球菌、グラム陰性
桿菌等が見られ、J培地、KSBHI培地を用
いた5%炭酸ガス培養では、遊走性コロニ
ーが培地全体を覆い菌分離は困難。KSBH
I培地を用いた嫌気培養では微小白色コ
ロニーのグラム陽性連鎖球菌を分離。分
離菌はBHI培地を用いた嫌気培養でも発
育し、性状検査では、グルコース、マン
ノース、フルクトース、アラビノースが
陽性、カタラーゼ、オキシダーゼが陰性、
エスクリン陽性。PCR法では812bp付近に
M.pの特異バンドを確認。PCR産物のシー
クエンス検査でM.pと99%の相同性。分離
菌はM.pとは性状に相違が見られM.pとは
表現形質の異なる菌と判断し、ヨーロッ
パ腐蛆病とは断定せず。培養、菌分離の
方法を検討し、分離菌の病原性について
の検討が必要。

Ⅵ－３ 畜産技術

596 蜜源安定確保対策事業：奈良県家保
樫本卓也、松田勇
'82年、福岡と沖縄県に侵入したアル

ファルファタコゾウムシ（H.p）は'06年
関東地方にまで到達。'88年から門司植
物防疫所は天敵となる寄生蜂によるレン
ゲ被害の低減対策を検討、これを基に日
蜂協は'02年、中央競馬会の助成により、
畜産技術協会を通じて蜜源安定確保対策
事業を受託。'03年奈良県他3県の養蜂団
体が再委託に応募、今年は3年1期の2期
目の最終年度。その内容は天敵蜂の安定
的増殖技術の確立と放飼定着試験の実
施、生物農薬の登録を目指すとされた。
これまで5年間の成果として、増殖技術
のうち効率的かつ省力的なヨーロッパト
ビチビアメバチ（B.a）繭の回収法は'07
年にほぼ完成。繭の保存、H.pの餌とな
るルーサンの栽培法は門司植物防疫所の
マニュアルを踏襲。なお、繭の計数は電
子天秤による重量とした。'07年の回収
結果は10295頭。これは回収方法の改善
によるもの。B.a放飼定着試験は大和郡
山市額田部北町で'06年3月開始。'06年5
88頭放出、同5月繭を確認、翌'07年5月
第2世代の繭を回収、寄生率12％。

Ⅶ その他の家畜の衛生

Ⅶ－１ ウイルス性疾病

597 ダチョウのニューカッスル病ワクチ
ネーションの指導：岐阜県西濃家保 立
川昌子、井上富雄

管内ダチョウ牧場のニューカッスル病
（以下、ND）抗体検査を平成13年度開設
当初より実施。ワクチン接種し検討した
が、顕著な抗体上昇を認めず（平成17年
度業績発表会にて報告済み）。平成18年
度は導入時ND生ワクチンClone30株3Dose
（以下、D）（2週齢以上5D）点鼻、導入1
ヶ月後 ND・IB・IC（A・C型）混合（以
下、NBAC）不活化ワクチン3D、2ヶ月後6
D頚部皮下接種を実施。平成19年度は不
活化ワクチン接種部位を脚部筋肉に変
更。平成18及び19年度抗体検査を、導入
時、各ワクチン接種1ヶ月後及びと殺時
に延べ191羽、赤血球凝集抑制試験（以
下、HI）、カオリン処理HI及び中和試験
により実施。抗体価はHI、カオリン処理
HI、中和試験の順に低く、いずれもNBAC
不活化ワクチン6D接種１ヶ月後に最高
値、平成19年度が18年度より高く推移。
中和試験とHI値間（相関係数0.67）及び
カオリン処理HI値間（相関係数0.63）に
相関あり。

Ⅶ－２ 保険衛生行政

598 特用家きんにおける鳥インフルエン
ザの防疫と課題:青森県青森家保 中村
成宗、渡邉弘恭
管内の特用家きん（バリケン）生産・

販売会社は、種鳥場1戸、ふ卵場1戸、肥
育農場6戸、食鳥処理場2施設を有し約5
万7千羽を飼養。各農場は大規模養鶏場
に隣接し、高病原性鳥インフルエンザ(本
病)防疫上重要。本病の国内発生を契機
に衛生指導を強化。全国衛生指導協会が
作成した飼養衛生管理チェック表により
確認した結果、適正割合はバリケン農場
86%で、大規模養鶏場90%に匹敵する良好
な衛生管理。更なる衛生管理の向上を目
指し、野鳥侵入防止対策、踏込消毒槽な
どの改善点を経営者、全農場従業員、家
保参加の研修会で詳細に検討。三者の直
接対話により共通認識が形成、更なるレ
ベルアップが期待。一方、バリケンの家
伝法上の取り扱いを検討。家伝法の指定
外のため感染時の処分、死体の処理、売
上げ減少額等への手当など困難な課題が
浮彫。課題の払拭には、特用家きん農
場のみならず、地域ぐるみの更なる発
生防止対策と危機管理体制が必要。
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Ⅶ－３ その他

599 エゾシカの疾病状況調査:北海道釧
路家保 横井佳寿美、岡崎ひづる

平成17年、管内民間会社が野生のエゾ
シカを捕獲し、一時飼育後、高品質シカ
肉の加工と販売を開始。北海道は平成18
年度から「エゾシカ有効活用推進事業」
を開始。家保は一時飼育したエゾシカの
疾病浸潤状況調査を担当。平成18、19年
度の成績は、肝蛭虫体寄生40（検体）／
160（検体）、22／52、肝蛭虫卵検出14／
28、23／41。コクシジウムオーシスト57
／67、32／41、一般線虫卵38／67、37／
41、鞭虫卵と毛細線虫卵の検出は低率。
肺虫子虫、条虫卵の検出なし。小型ピロ
プラズマ原虫寄生は8／8、38／45。ウイ
ルス抗体陽性率（平成18年度、n＝140）
はPIV3型99％、RSV94％、AdV7型78%と高
率。IBRV、BVDV、BCV、BLVは全頭抗体陰
性。サルモネラ、病原性大腸菌O157、ヨ
ーネ菌は全頭陰性。肝蛭を含め、一部病
原体の浸潤を認めたことから、一時飼育
時にエゾシカや周辺家畜に感染を拡大さ
せない対策が必要。今後、家畜衛生及び
野生動物保護両方の観点からエゾシカの
看視を継続。

Ⅷ 共通一般衛生

Ⅷ－１ ウイルス性疾病

600 既存プライマーのリアルタイムPCR
法A型インフルエンザウイルス遺伝子検
出法の検討：奈良県家保 恵美須裕子

【はじめに】高病原性鳥インフルエン
ザの発生時の迅速診断はその後の円滑な
防疫措置のため重要である。今回迅速な
補助的診断法として、既存のプライマー
を用いてリアルタイムPCR（以下リ-PCR）
により鳥インフルエンザウイルスが属す
るA型インフルエンザウイルス遺伝子検
出方法検討を試みた。【材料と方法】当
所で分離された馬インフルエンザウイル
スとNP遺伝子検出用既存プライマーを用
いてリ-PCR検査法と従来法との検出感度
を比較。リ-PCR検査法においてアニーリ
ング温度、プライマー濃度を変え反応条
件を検討。【結果】リ-PCR検査法は従来
法よりも10倍感度が高く、反応条件はア
ニーリング温度が48℃、最終プライマー
濃度が1.0μMで最良。電気泳動行程が省
略でき既存プライマーでのリ-PCRによる
A型インフルエンザウイルスの簡便・迅
速診断が可能であると考えられた。

Ⅷ－２ 細菌性・真菌性疾病

601 リアルタイム PCR を用いた大腸菌
病原遺伝子検出法の検討：群馬県家衛研

阿部有希子、松浦俊幸
リアルタイム PCR（ rPCR）のインタ

ーカレーター法で、病性鑑定において利
用頻度の高い大腸菌病原遺伝子（VT1、
VT2、 ST1、 ST2、 LT、 eae、 F18）の定
性解析が可能か検討。反応液、反応条件、
反応液量、各遺伝子の融解温度（Tm値）
の検討を行う。反応液は市販のプレミッ
クス 4 種から低価格かつ d ＵＴＰ仕様を
選定。反応条件は７種プライマーが同時
に増幅できるアニーリング温度（57℃）
に設定。反応液量は 15 μ l まで減量可
能。陽性コントロールと保存菌株の Tm
値はほぼ同一であり、本検査は定性解析
として利用可能。判定までの所用時間は
従来法より約７０分短縮し、ゲル操作の
労力削減となったが、1 検体あたりの経
費が約 240 円増。低価格実現のためには
個々の試薬から調整する反応液の検討が
必要。プライマーダイマーとコンタミネ
ーション防止のため、従来と別のプライ
マー設計も必要。機械、試薬、プライマ
ーの特性を把握することで、他の細菌に
も応用可能。

602 家畜糞便由来Campylobacter jejuni
およびC.coliの薬剤耐性成績：三重県中
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央家保 谷口佳子、小畑晴美
平成 19 年度動物用医薬品危機管理対

策事業において分離された Campylobacter
jejuni および C.coli の薬剤感受性試験を実
施。県内の肥育牛、肥育豚、採卵鶏およ
びﾌﾞﾛｲﾗｰ各畜種６戸より健康畜糞便 24
検体を採材、15 検体から 27 株を分離。
菌種の内訳は Campylobacter jejuni16 株(肥
育牛由来２株、採卵鶏８株、ﾌﾞﾛｲﾗｰ６
株)、C.coli11 株(肥育豚由来 11 株)であ
った。ｱﾝﾋﾟｼﾘﾝ(ABPC)、ｹﾞﾝﾀﾏｲｼﾝ(GM)、
ｽﾄﾚﾌﾟﾄﾏｲｼﾝ(SM)、ｵｷｼﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ(OTC)、
ｴﾘｽﾛﾏｲｼﾝ(EM)、ﾅﾘｼﾞｸｽ酸(NA)、ｴﾝﾛﾌﾛｷ
ｻｼﾝ(ERFX)、ｸﾛﾗﾑﾌｪﾆｺｰﾙ(CP)の８種類に
ついて１濃度ﾃﾞｨｽｸ法により薬剤感受性
試験を実施。各薬剤に対する耐性率は、
A B P C 2 5 . 9 %、 G M 3 . 7 %、 S M 4 0 . 7 %、
O T C 5 1 . 9 %、 E M 2 2 . 2 %、 N A 2 9 . 6 %、
ERFX29.6%、 CP25.9%で 、耐 性型では４
剤 耐 性 以 上 の も の は 豚 由 来 C.coli の
29.6%であった。

Ⅷ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・
栄養代謝障害

603 水質検査試薬を用いた乾草中硝酸態
窒素判定法の検討：松本家畜保健衛生所

中島純子
2007 年 4 月、管内黒毛和種繁殖農家 2

戸で硝酸塩中毒が発生、給与されていた
輸入スーダン乾草の硝酸態窒素濃度は繁
殖牛給与許容基準濃度を大幅に上回り、
10000ppm 以上のものも存在。中毒発生
を受け硝酸態窒素測定依頼が増加、従来
の測定 (公定法 )では高速液体クロマトグ
ラフ法 (HPLC 法 )を用いるため検査に時
間を要し、1 日の測定検体数も限られる
ため検査数を制限せざるを得なかった。
そのため農場レベルで実施可能な簡易法
として水質検査試薬 (パックテスト硝酸
；共立理化学研究所 )を利用した判定方
法を検討。比色を 5 段階評価とし HPLC
法での測定値と比較、試薬による評価値
は HPLC 法の測定濃度と対応。500ml ペ
ットボトルに蒸留水を入れ手振とうによ
る簡易抽出で問題なく判定でき、迅速で
測定機器も不要であり、農場での給与前
自主検査として利用可能であると思われ
る。

604 牛血中セレンの定量： 岡山家畜保
健衛生所 秦守男
セレン（Ｓｅ）は生体内における必須

微量元素の１つで、ビタミンＥとともに
抗酸化作用を有し、生体防御機能に関与
している。Ｓｅ欠乏は白筋症はもとより、
異常産、虚弱、胎盤停滞等との関連も指
摘されている。これまでＳｅ定量は灰化
時の温度管理や煩雑な前処理等が難点で

再現性が低く測定困難であった。今回既
存機器でも測定でき、かつ前処理操作が
比較的安全・簡便な Bayfield らの蛍光測
定法による定量の可否を検討。標準液の
検量線は良好な直線性を示し（ r2=0.99 以
上）、同一血清による繰り返し測定では
変動係数 2.7 ％、添加回収試験では回収
率 101.3 ～ 108.9 ％を示し、本法による定
量が可能。平成 19 年度採材した乳用牛
血清（10 戸 50 頭）を定量したところ、68.5
± 12.8ng/ml であった。さらに、19 年度
病性鑑定事例（異常産・虚弱等）14 件 23
頭の血清では欠乏値（ 40ng/ml 未満）を
示す個体は認められなかった。今後は白
筋症の診断に加え、繁殖障害や異常産と
の関連調査も実施していきたい。

Ⅷ－４ 保健衛生行政

605 数値目標を掲げた病性鑑定業務の推
進：岩手県中央家保 本川正人、後藤
満喜子

あらゆる家畜伝染病が発生し得るわが
国の家畜衛生状況に対応できる病性鑑定
執行体制を構築する目的で、①平成 13
年度より 7 か年計画で防疫上重要な家畜
伝染病（豚コレラ、ニューカッスル病、
高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫）を
迅速に診断するための細則の作成、診断
に要する時間の公表と検証を行い、②平
成 14 年度から通常業務である年間 800
件、20,000 頭余の検査の迅速化と質的向
上に努めた。迅速性には｢ 90 ％以上の病
鑑件数について 10 日以内に回答する｣、
質の向上には｢毎年各 5 編以上の口頭発
表と論文報告を行う｣を掲げた。平成 19
年度までに目標をほぼ達成した。報告論
文数は 28 編に達し、RS ウイルス感染症
や牛ウイルス性下痢症の防疫に有用な成
果が得られた。今後は、現体制の点検と
改善に加えて、地域の関係者を組み入れ
た防疫体制整備や畜産物の安全性確保に
貢献し得る業務展開にも努める｡

606 海外悪性伝染病侵入に対する危機管
理体制構築への取り組み：宮城県登米家
保 建入茂樹、日野正浩

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ（H
PAI）等の海外悪性伝染病の侵入に備え、
管内の行政、警察、教育関係機関等と連
携し、危機管理体制構築への取り組みを
実施。H P A I に関しては、毎年1 回の地
域情報連絡会議を開催。平成1 6 年度は
机上演習を実施、関係機関との情報共有
と連絡体制確認を重視。平成1 7 年度は
大規模養鶏場におけるH P A I 発生を想定
し､ 初動防疫措置､ 殺処分鶏等の処理に
ついて検討。平成1 8 年度は保健所とも
連携しヒトへの感染防止について協議、
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防護服の着脱訓練も実施。平成1 9 年度
は保健所との連携に加え、野鳥や小規模
養鶏農家の防疫対策に重点。口蹄疫に関
しては、H P A I への対応で築いた関係機
関との協力体制をもとに、平成1 9 年7
月に地元市長も交え防疫演習。机上演習
に加え、実際に埋却溝を掘削しての野外
演習を行い、防護服着脱から消毒、覆土
までの一連の対応をシミュレーション。
これらの取り組みを通じ、危機管理体制
構築の重要性を再認識。

607 管内における畜産環境改善指導：宮
城県大河原家保 安達 裕美、岸田 忠政

平成11年11月の「家畜排せつ物の管理
の適正化及び利用の促進に関する法律」
施行を受け、平成16年11月までの5年間
の猶予期間内に管内の法適用農家を対象
に家畜排せつ物の管理・保管施設整備に
ついて各種事業を活用し整備を推進。法
完全施行前(H12～16)の畜産公害等に関
する問題等苦情発生は90件（平均18件／
年）。施行後（Ｈ17、18）の公害等苦情
件数は、42件（平均21件/年）で大きな
変化なし。うち現地確認により重点指導
として対応した案件は2件。このうちの1
件について保健所と連携しながら改善指
導を実施。指導内容は、家畜排せつ物の
適正管理並びに水質汚濁防止等に係る施
設の改善を中心に実施。 その結果、施
設外への放流水の各種測定項目が公害発
生時点にBOD 34,000 mg/l、SS 14,000 m
g/lであったものが重点指導後はBOD 23
mg/l、SS 4 mg/lに改善。また、周辺住
民の本施設への関心が高いこともあり、
その後も定期的に立入指導等を実施、畜
産環境改善指導を継続中。今後は、他の
法適用農家における施設の適正維持管理
状況の確認についても市町と歩調を合わ
せた指導を実施予定。

608 動物用医薬品指示書発行状況と適正
使用への取り組み：山形県庄内家保 細
川みえ、石川俊幸

提出された動物用医薬品指示書を、発
行年月日、獣医師名、医薬品名称・数量、
対象動物の種類・頭数、所有者住所・氏
名、指示理由をデータベース化。年度毎
に枚数、種類別品目数（ワクチン・抗菌
剤・ホルモン剤）、提出獣医師数、受理
農場数、指導件数、指導獣医師数を集計。
枚数・実提出獣医師数・実受理農場数
は、16年2,840枚・18名・156戸、17年3,
055枚・18名・152戸、18年3,033枚・14
名・142戸。不適切な指示書は獣医師や
販売業者に随時電話や文書で指導。獣医
師には研修会等で集計データと具体例を
示し指導し、耐性菌出現防止のため薬剤
別使用状況と当所で分離した大腸菌とパ

スツレラ・ムルトシダの薬剤感受性動向
を情報提供。販売業者は年1回立入指導。
農場は3年間で延べ537戸に立入指導。16
年の養豚農場1戸当りの延べ指示頭数を
１とすると、18年は抗菌剤0.90、ワクチ
ン1.29、新キノロン系薬剤0.68、第3世
代セフェム系薬剤0.93と変化、指導効果
を確認。

609 過去 5 年間における病性鑑定の実施
状況：群馬県中部家保 神岡哲生

平成 14 年から 5 年間の病性鑑定の実
施状況を調査。年度毎に畜種や検査目的
別に分類。告示検査は 5 年間平均で約
270 件、27000 頭（羽）。告示検査以外の
検査（依頼検査）頭数で毎年、免疫学的
検査、家畜伝染病予防法 51 条に基づく
ヨーネ病（ JD）検査及び微生物学的検
査の割合が高い。JD 検査は増加傾向に
あり、18 年度の検査頭数は 1979 頭。18
年度の微生物学的検査頭数では、下痢原
因究明（36％）、サルモネラ検査（33％）、
乳房炎検査（ 23 ％）が高い割合を占め
た。微生物学的検査の畜種別頭数では、
毎年乳牛の割合が高いが、18 年度はサ
ルモネラ発生に伴い、鶏、肉牛で増加。
免疫学的検査頭数では、豚慢性疾病、牛
白血病、オーエスキー病の割合が高い。
告示検査以外の検査業務量は、管内の疾
病発生状況や農家の衛生意識により左右
される。家畜防疫グループ一人あたりの
依頼検査頭数は、過去 2 年間増加し、18
年度は過去 5 年間で最多の 1236 頭であ
った。

610 管内の「飼養衛生管理基準」調査状
況について：千葉県北部家保 堤節子、
鈴木恵美

平成16年12月に飼養衛生管理基準が施
行された。18年度は自主作成のチェック
表（以下表）により、19年度は全国衛生
指導協会作成の表を用いて、管内の畜産
農家562戸（牛293、豚186、鶏83）の内1
59戸（28％）について調査を行った。鶏
・豚・牛の順に表の平均得点が高く養鶏
において衛生意識が高い事がわかった。
最近、特定地域の養豚場で事故率上昇が
認められており、この現状把握のため、
1,000頭以上を飼育する養豚場の調査を
実施した。高得点のＡ地域と平均的なＢ
地域の養豚場で、サルモネラ汚染調査を
実施したところ、両地域ともに30％以上
の高い汚染率であった。サルモネラの清
浄化に向け消毒方法の改善を行った結果
Ｂ地域の３農場で分離されなくなった。
現在Ａ地域の清浄化に向け検証中であ
る。調査の結果、農家の認識と消毒効果
にずれが認められたことから、今後とも
聞取り調査と併せた効果検証が必要と思
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われた。

611 安全・安心な畜産物の生産に向けた
農家指導：千葉県南部家保 笠井英、風
間達也

平成18年5月にポジティブリスト制度
（以下PL）が導入された。その後の畜産
農家のPL対応状況把握のため、PL理解度
や動物用医薬品使用の記録の有無などに
ついて292戸にアンケート調査を実施し、
216戸から回答を得た。その結果①PL導
入後、殺虫剤や除草剤の使用法の変更、
採卵鶏での外部寄生虫の発生増加などが
みられるが、生産現場への大きな影響は
なかったと推察②PLに対する意識が高い
人ほど動物用医薬品等の使用記録を付
け、その有用性を感じ、今後も役に立つ
と考えている③使用記録を付けていない
人は、無くても困らないとの回答が多い
反面、用紙があれば記録するとの前向き
な姿勢も見られた。そこで衛生だよりを
発行し，再度PLの解説、記録が無くて困
った例の紹介、記録用紙例の掲載をし、
PLに対する理解と危機管理意識の向上を
図った。今後は生産履歴としての記録を
習慣化させ、県産畜産物の安全・安心確
保に努めていきたい。

6 1 2 し ず お か 認 証 制 度 を 利 用 し た
HACCP 方式導入の検討：静岡県西部家
保 西原由希子、吉田慎

平成 18 年度、しずおか農水産物認証
制度（認証制度）が制定され、この認証
取得を、畜産農場への HACCP の前段階
と位置付け。18 年 12 月に認証取得した
採卵鶏 A 農場において、取得時に整備し
た飼養衛生管理方法が定着し、経営者を
中心に従業員の意識の改革と HACCP を
目指した取組み開始。また、新たに認証
取得を希望する採卵鶏 B 農場ついては、
認証基準に基づき衛生管理状況の見直し
を実施。同じ認証基準に基づく見直しで
も、整備されるマニュアルや記録方法は、
農場毎独自対応。以上から、HACCP に
おける飼養衛生管理マニュアル等も各農
場が、個々に作成する必要有りと判断。
認証制度を HACCP につなげるには、農
家自身の安全性確保必要性の認識、衛生
管理見直しの意識、さらに、それらに対
する行政組織等の支援が必要。

613 フードチェーンアプローチにおける
家畜保健衛生所の役割：静岡県西部家保

松本浩二、天野弘
畜産物の安全性確保には、フードチェ

ーンの全ての段階における安全性が重要
であるとともに、各段階の連携が益々求
められている。今回、生産段階での取組
みの充実を図った。①と畜検査データの

フィードバックシステムを再構築し、管
内17の養豚場を対象に疾病発生の監視等
に活用。②HACCPの考えに基づく飼養管
理の導入を目的に、平成18年度に県が制
定したしずおか農水産物認証制度の取得
を積極的に推進。採卵鶏2戸が取得、酪
農、養豚及び肉牛2戸1グループを推進中。
③畜産物由来食中毒や抗生物質残留事例
では積極的に原因究明に努め、サルモネ
ラ汚染養鶏場では事業を活用して清浄化
を図っている。④各関係機関との情報交
換の場を作る試みとして、食肉衛生検査
所、保健所及び食品衛生監視専門班との
定期的な連絡会議を開催。フードチェー
ンの中で家保は生産者及び関係機関と緊
密に連携を図り、科学的根拠に基づいた
安全性確保の取組みが必要。

614 管内の家畜排せつ物処理状況と課題
：愛知県西三河家保 井上剛一 ほか

家畜排せつ物法の完全施行後、平成 17
年度より 3 年間で、対象農家 187 戸のう
ち 165 戸の立入検査を実施。糞尿処理施
設は、堆肥舎等の恒久的な施設を有する
農家が 162戸（98％）、施設なしが 3戸。
糞処理方法は、養牛・養豚農家で堆積や
強制発酵、養鶏農家で乾燥ハウスや堆肥
盤利用の乾燥処理が多く、養牛農家では
直接農地還元もみられた。堆肥利用は、
養牛農家では経営内利用の割合が高く、
養鶏農家は袋詰で経営外流通が主体。法
施行後の指導票交付数は、平成 16 年 11
月から平成 17年 3月まで 10件、平成 17
年度 2 件、平成 18 年度 8 件、平成 19 年
10 月末で 2 件の計 22 件で、酪農が 15
件と最多。製品野積みや長期化事例、再
発例も見られたが 21 件が解消。昨年処
理施設を有さない農家による糞の不法投
棄が発生し、畜主からの聞き取りによる
立入検査では違法行為の指導には限界を
感じた。今後の対策は、不需要期におけ
る堆肥保管場所の確保や農地還元におけ
る農地利用計画の作成等が必要。

615 インターネット通信販売の薬事法違
反事例指導：広島県芸北家保 冨永参
代、宮本徳子

違反業者のペットブリーダー（A業者）
は社団法人日本広告審査機構からの通
報、ペット用健康食品（食品）製造販売
業者（B業者）はA業者の違反商品販売元、
犬猫ペットショップ（C業者）はインタ
ーネット監視強化中に確認。ウェブサイ
ト（ウェブ）上でA、B業者は食品に医薬
品的な効能効果を標榜し販売。また、C
業者は動物用医薬品（医薬品）を無許可
で販売。薬事法に基づく立入検査を実施、
3業者とも薬事法違反を認めた。A、B業
者では、ウェブ上の医薬品的な効能効果
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の表現削除、商品表示の改善、違反箇所
の改善まで商品販売中止を指導。C業者
では、ウェブ上と店舗内の医薬品販売中
止を指導。また、A、C業者は県外から違
反商品と医薬品を仕入、B業者は県外の
他社ウェブ上で違反商品を販売していた
ので、関係都道県に指導を依頼。B、C
業者は速やかに是正。A 業者は指導に従
い改善したが、外部へのリンクで再度同
様の違反を行った。告発も視野に入れ勧
告した結果、是正。

616 苦情発生に伴う農場への環境指導事
例：佐賀県中部家保 岸川嘉洋、山﨑勝
義

事例 1 は、本年 7 月上旬Ａ酪農家の敷
地内の堆肥が数日来の雨で下流の水路に
流出し、一部堆積との苦情。当問題は畜
主が堆肥の供給先の確保ができず敷地内
に堆肥が滞った為で、当所は関係機関に
よる対策会議を開催、その結果供給先を
斡旋することが可能となり、現在改善の
方向へ向かっている。事例 2 は、本年 8
月上旬Ｂ養豚農家の周辺住民から悪臭の
苦情。調査の結果、天候の影響で敷料交
換及び豚舎の掃除が不十分であったこと
が原因と推察され指導を実施。また市は
臭気測定を実施、その結果プロピオン酸
が基準値を超過。当所及び関係機関と指
導を徹底した結果、その後の測定では基
準値以下。悪臭問題は今後ますます混住
化が進んでいる状況下では、畜産農家の
自助努力だけでは解決困難な問題である
と思われ、新技術の開発を待つだけでな
く、行政は畜産関係者が畜産農家と一般
住民の相互理解のための架け橋となり、
粘り強く指導していくことが重要。

617 城南家畜保健衛生所の広報活動の現
状と今後の展望：熊本県城南家保 工藤
竜大
城南家畜保健衛生所（家保）のホームペ
ージ（HP）の充実として、家畜保健衛生
業績発表会集録31題、県鶏病技術研修会
抄録7題をPDF化後、HPに掲載し、保管・
文献利用の効率化を図った。また広報誌
「城南家保ニュース」を年12回の計画に
対し17回発行し、HPに掲載するとともに
各市町村、畜産関係団体等に配布。内訳
は、飼養衛生管理基準関係5部、疾病・
防疫情報5部、死亡牛適正処理関係2部、
講習会等紹介2部、その他3部。市町村に
おいては、畜産だよりへの引用・掲載、
農家への直接配布等幅広い利用。臨床立
入検査時に広報誌を用い、高病原性鳥イ
ンフルエンザ対策の野生生物（ネズミ）
の駆除、立入禁止看板の設置、踏込消毒
の重要性を指導。成果として、グループ
での取り組み等農家の飼養衛生管理基準

遵守の意識向上。家保で開催した講習会
等は、地元の新聞等マスメディアを利用
した地域への情報提供を実施。今後は、
県全体での業績発表会集録等のHP掲載や
検索システムの導入、広報誌の利用推進
に取り組み、広報活動の充実を図る。

Ⅷ－５ 畜産技術

618 ハエ殺虫剤の簡易選択を共同防除に
活用した事例：福井県家保 山口 茂、
三竹博道
県内の一地区において、畜産農家の組織
(この組織 )が継続してハエの共同防除を
実施。家保ではハエ殺虫剤の簡易選択法
を用いて殺虫効果の判定を行い、共同防
除を計画する際に助言・指導。この組織
は肉牛農家 4 戸と酪農家 1 戸の計 5 戸で
構成。平成 17 年 18 年、19 年の 7 月ま
たは 8 月に、検査を希望する農家でハエ
殺虫剤の簡易選択を実施。供試薬剤は成
分の異なる市販の 9 製品であり、前田ら
(畜産の研究， 56， 650 － 654， 2002)の
噴霧法により、現地の畜舎内で簡易選択
を行った。小型の金属カゴをろ紙の上に
被せた中に採取したハエを入れて、薬剤
を各々個別に詰替え用スプレーで噴霧
し、15分後と 30分後に殺虫効果を比較。
この検査を行う際には、農家自身に立ち
会ってもらい、殺虫効果の判定結果につ
いて納得していただいた。この組織では、
毎回これらの結果に基づいてハエ殺虫剤
を選択し、共同防除を行っており、その
結果、「殺虫効果は充分あった」と好評
を得ている。今後もハエ殺虫剤の簡易選
択を活用し、効率的で低コストな衛生環
境の改善を図りたい。

619 家畜糞混入等による消毒薬効果への
影響 第２報：山梨県東部家保 牛山市
忠、深澤矢利

消毒は、消毒薬の特徴を十分に考慮し
て適正に使用する必要がある。本年度は、
昨年度実施した消毒効果試験に加えて、
新たに消毒薬2種（両性石鹸、アルデヒ
ド剤）、病原菌2種（牛乳房由来連鎖球菌、
牛肺炎由来パスツレラ菌）について同様
に供試した。最終的に消毒薬計10種につ
いて、病原菌に対する殺菌効果、家畜糞
混入や低温時の殺菌効果への影響を調査
した。併せて、各消毒薬の鉄腐蝕度やゴ
ム劣化性、薬液調整3日後の効力低下性
について調査した。病原菌に対する殺菌
効果は、概ね良好な殺菌効果が認められ
た。家畜糞混入ではジクロベンゼン製剤、
消石灰、アルデヒド剤、低温環境下では
ヨード剤、塩素系、消石灰の影響が軽微
であり、他の薬剤では極端に効力が減少
した。鉄腐蝕性、ゴム劣化性は塩素系が
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最も強かった。調整３日後の効力は、両
性石鹸、ヨード剤、次亜塩素系が大きく
低下した。農家の消毒実態調査を行った
ところ消毒が適正に行われているのは少
数であった。今後、得られた試験結果を
活用し、効果的な消毒方法を普及。

620 光合成細菌のサルモネラ菌に対する
抑制試験：三重県中央家保 古賀健志、
岡本至

光合成細菌（光菌）を用いた S.I、S.E、S.T
に対する増殖抑制試験、CE 剤及び乳酸
菌を用いた S.E に対する増殖抑制試験の
概要を報告。 5%滅菌鶏糞培地に光菌お
よび各サルモネラ菌（サル菌）培養浮遊
液を 1%の濃度で添加し 37 ℃で培養。CE
剤及び乳酸菌も S.E 浮遊液と共に 1%の
濃度で添加し同様に培養。菌数測定は培
養 5 日及び 10 日目に 10 倍段階希釈後
DHL 培地で 37 ℃ 18 時間培養して行っ
た。対照区のサル菌がそれぞれ 108~9個 /ml
で推移したのに対し、光菌添加ではサル
菌は 5 日目の時点で減少し、10 日目で S.I
は 103.5 個 /ml、S.E は 103.5 個 /ml、S.T は 10
個 /ml 以下となった。CE 剤添加では 5 日
目で S.E は 102.5 個 /ml に減少したものの、
10 日目では 108 個 /ml となった。乳酸菌
添加では S.E の減少は見られなかった。
これらの結果から光菌は有害菌を抑制す
る有益な微生物と推察された。

Ⅷ－６ その他

621 海外研修員の受け入れを通じた家畜
保健衛生所の国際貢献：北海道石狩家保

髙野茂、山本泰弘
平成8年度から11年間にわたりアジア、

アフリカ、オセアニア、中近東、中南米
の5地域29カ国から産業動物獣医師66名
を受け入れ、防疫対策や衛生指導、病鑑
技術の実務について研修を実施。研修後
に「有益で業務の参考になった事項」を
調査した結果、家畜衛生への関心は研修
前の7.1%から37.4%に増加。家畜衛生の
各分野の関心度は伝染病予防が56.3%、
診断技術が25.4%、衛生指導が15.5%、そ
の他が2.8%。具体的な「有益な事項」は
伝染病予防分野では防疫体制が16.9%、
サーベイランス体制が11.3%、BSE防疫が
7.0%、口蹄疫防疫が5.6%、ヨーネ病防疫
と鳥インフルエンザ防疫がそれぞれ4.2
%。診断技術分野では寄生虫病が12.7%、
PCRやELISAが7.0%、細菌やウイルスが5.
6%。衛生指導分野では家保の位置付けが
5.6%、農場HACCPが4.2%、薬事業務が4.2
%。帰国後のアクションプログラムにこ
れらの取り組み強化が挙げられ、発展途
上国の家畜衛生向上に対する国際貢献に
寄与。

622 飼育動物診療施設への法令等遵守指
導：福島県いわき家保 藤本尊雄、久保
修

管内の飼育動物診療施設39施設（平成
19年12月末現在）に対し、獣医療法・薬
事法等に規定されている事項について、
チェックリストに基づき定期的な立入検
査と改善指導を実施。平成15～19年度の
5年間で延べ61施設の検査を実施し、不
備を認めた15施設に対して指導を実施し
たところ改善。最も多かったエックス線
装置の定期検査の不備については、管理
者に対し検査間隔の遵守を指導するとと
もに、獣医師会支部にも働きかけた結果、
支部会員の意識の向上が図られ適正な検
査実施に至る。なお、検査に当たっては
改善を要した9施設を含む計12施設が共
同で専門業者に委託したため経費も節
減。また、平成19年1月からのケタミン
の麻薬指定に関しては、継続使用予定の
施設に対し、関係法令の遵守事項につい
て文書で通知した上で、法施行前の平成
18年の検査時にハード面の準備（保管場
所確保）が完了していることを確認。

623 業務管理機能を兼ね備えた新防疫マ
ップシステムの構築：千葉県南部家保
堀仁、柴田祥子

平成13年度、千葉県は各家畜保健衛生
所へ外部業者作成の防疫マップシステム
を配備。しかし、地図更新が出来ない等、
多くの問題を抱えていた。そこで、当所
の独自開発で、農家台帳と市販地図ソフ
トをリンクした新システムを構築。農場
の緯度経度を基に農場位置を表示する他、
各農場間の距離計算や指定半径内農場の
抽出機能を付すことで、防疫マップ機能
を備えた。市販地図ソフトの利用により、
開発及び更新費用を大幅に抑制。また、業
務管理機能の追加により、業務情報を集約
化し、これを台帳とリンクすることで、農
場と業務の情報を一元管理。さらに、利用
環境を整備し、職員の利用頻度を高めたこ
とで、情報集積量が増加。現在は、県内全
ての家畜保健衛生所に導入され、家畜伝染
病発生時のみならず、日常業務における基
幹システムとして活用。今後は、引き続き
防疫上必要な情報を整理し、情勢に即して
改善を行うことで、利便性の高いシステム
を維持。

624 保健所と連携した動物薬事指導の取
り組み：千葉県東部家保 相馬要、林治
実

前年度、管内の一薬局が、多種にわた
る要指示動物用医薬品や人体用処方せん
医薬品を取扱いながら不適切な販売方法
を行なっていることが判明した。保健所
側でも薬局における動物用医薬品に関し
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ては、家畜保健衛生所の管轄と考えてお
り指導に関しては両者の狭間で行き届か
ないところがあった。今回、保健所と協
力して薬局に立入りし、各違反事項を摘
発し、当薬局に関しては改善指導するこ
とができた。平成１８年５月にポジティ
ブリスト制度が施行となり、動物用医薬
品の取り扱いにはより一層の注意が必要
となったが、調査の過程で、農家、獣医
師、動物用医薬品販売業者に動物用医薬
品を取扱う上で不適切と思われた事項が
あったので、それぞれを対象とした会議
において改めて徹底を指導した。全国的
にはその後獣医師による動物用医薬品の
無許可販売などの問題も出ており、食の
安全性の確保を図ることからも、今後も
指導を続けていきたい。

625 脂肪分の異なる生ごみ一次処理物の
土壌中での分解：東京都家保 當麻健樹

生ごみ一次処理物の脂肪分(ジエチル
エーテル可溶性成分)を一旦分離後、量
を変えて再調製したそれぞれ2種類(脂肪
分約12.5%及び25.0%)、計４点の試料を
土壌とともに培養し、経時的に測定し土
壌中での分解について調べた。試料はそ
れぞれ硫酸アンモニウムで補い、窒素量
かがほぼ等量になるようにした。試料5g
を30ml相当の土壌とともに100mlのビー
カー中で混和したものに土壌の最大容水
量の50～60%相当量の蒸留水を補い、30
℃条件下において3週間培養。測定は0、
2、4、7、14及び21日目にそれぞれ取り
出して、105℃下で5時間乾燥したものの
重量を測定。結果は脂肪分の量にかかわ
らずそれぞれの試料で同様の傾向を示
し、脂肪分の差による分解過程全般での
差はあまり見られず。3週間で重量とし
て当初のほぼ4割から7割程度に減少。CN
コーダー(燃焼式)での炭素及び窒素の測
定結果も同様の傾向を示した。

626 アーク発光分光分析による飼料分析
の試み:東京都家保 佐々木幸夫

飼料分析にアーク発光分光分析(アー
ク分析)を応用。試料は、食品残さ物、
乾燥卵殻、アシタバ、標準配合飼料及び
飼料の5品目。栄養成分のP、Ca、安全性
のZn、Cu、Cd、Pb及びHgの7元素につい
て、定量及び定性分析を行い、アーク分
析との比較を行った。Ca37%に対しアー
ク分析では輝度の強い多量(10%以上)の
結果を得た。一方、低濃度領域(ppm)は、
アーク分析で量の判定を行う輝度が弱く
視認が難点。牧草は、見かけ比重が軽く、
分析に適する試料調製が必要。微量領域
の視認感度を上げる必要があるが、概ね、
アーク分析による飼料分析の有効性を確
認。今後の展開として、飼料等の有害元

素の有無、異物混入(生体内等)の元素特
定、未知情報の飼料など安心安全の確認
及び土壌改質の変化などに対応可能。そ
のため、微量領域の検出感度を溶媒抽出
(酸など)、濃縮法で向上を図るなど、飼
料分析に対応したアーク分析技術の確立
が必要。

627 新潟県中越沖地震による管内の畜産
被害とその対応：新潟県中越家保 牧井
賢充、小野島学

平成19年7月16日午前10時13分、柏崎
市沖を震源とする震度6強の地震が発生。
基幹道路が混雑する中、家保職員は新潟
県危機管理方針に基づき登庁。震災当日
から震源地周辺畜産農家の被災状況調査
を開始。平成16年10月の中越大震災の畜
産被害は畜舎倒壊、家畜死亡、空輸救出
等が注目されたのに対し、広範囲の停電
等ライフライン切断による搾乳及び保冷
不能、生乳廃棄、給水困難、機械給餌不
能等の事態が発生。関係機関、団体と連
携し発電機を融通。畜舎の大破7農場39
棟、畜舎の傾斜や歪み、床隆起、飼料タ
ンクの損壊等が多発。衛生環境悪化によ
る伝染病の発生を防止するため2週間で1
19農場延べ179農場の調査を行い、乳房
炎の発生防止指導、被災鶏避難の応援等
を実施。柏崎刈羽原子力発電所の放射能
漏れ風評被害対策で家保が生乳を採材。
放射能汚染を否定し風評被害防止に努
力。畜舎、関連施設の損壊及び生乳、鶏
卵等の被害額は5市町村で1億5,600万円
に及んだ。

628 GPS（全地球測位システム）機能付
き携帯ゲーム機を活用した「畜産農家地
図情報ナビシステム」：石川県北部家保

下池健一郎、神川佳子
農場および家畜飼養者の位置情報の

把握を容易にするため、GPS 機能付き携
帯ゲーム機を応用し、畜産農家データベ
ースに経緯度情報を付加した「畜産農家
地図情報ナビシステム」として活用。こ
のシステムは GPS 機能付携帯電話と比
較して、電話番号や地番での検索が不能
な山間部および携帯電話不感地帯におい
ても、農家情報を登録かつ表示可能。更
に登録した情報をユーザー間で共有し一
元管理できることから、効率的な業務遂
行が可能。

629 家畜保健衛生所への理解を深めても
らうための啓発活動：岐阜県岐阜家保
長野博子、宮﨑次朗

国内での高病原性鳥インフルエンザ等
の発生により家畜保健衛生所（家保）の
存在は広く知られるようになったが、業
務内容はまだよく知られていない。家保



- 141 -

は従来より県農業フェスティバルや県畜
産フェアにおいて子供を対象に模擬獣医
師体験を行い、家保に対する理解の向上
を図ってきた。今年度新たにA市B中学校
でPTAが主催した「中学生からのハロー
ワーク」で獣医師の仕事について講話、
県獣医師会と連携、C市D小学校・E中学
校が実施した「いのちの授業」へも参加。
その他中学生の職場体験を受け入れ。こ
れらの活動の中で食を通じての畜産業の
役割、家畜衛生向上等の家保の業務内容
について紹介。その結果、生徒だけでな
く教師・保護者も強い関心を示し、好評
を得、継続を希望する意見も出た。この
ような地道な活動の継続により消費者の
畜産物への信頼性向上、産業動物に従事
する獣医師の確保、地産地消・食育の推
進等を図っていきたい。

630 都市化に伴う管内の畜産の現状と今
後の家保業務の検討：静岡県中部家保
鈴木秀歌、服部篤臣

管内の畜産及び家保の業務内容を分析
し、家保が地域の中で担う役割を検討。
畜産農家戸数及び家畜飼養頭羽群数の推
移、家保への相談内容等を調査。畜産農
家戸数は平成 10年に 388戸であったが、
平成 19 年には 238 戸になり、牛、豚の
農家戸数は半数以下に減少。家畜飼養頭
羽群数は各畜種約 5 ～ 8 割に減少。平成
16 年度以降に寄せられた相談件数は 175
件で、内訳は高病原性鳥インフルエンザ
関連（HPAI） 97 件、動物薬事 35 件、
畜産環境 23 件及び獣医事 20 件。HPAI
は野鳥等の死亡、動物薬事及び獣医事は
法解釈や愛玩動物関連、畜産環境は悪臭
の発生等に対する地域住民からの苦情が
主体。今後さらに畜産農家の減少が予想
され、家保が畜産農家と住民がふれ合う
機会を作る等家畜防疫以外の業務にも関
わることで、畜産や家畜伝染病の正しい
情報を住民に伝え、畜産農家が地域で共
生できるよう導く役割を担う必要があ
る。

631 管内飼育動物診療施設の現状と課題
：静岡県西部家保 池谷昌久、岩堀剛彦

獣医療法制定以来の飼育動物診療施設
（施設）に対する立入検査において最近
不備な点が多いため、施設の現状を調査。
過去3年間の立入検査（23か所）では、
エックス線装置がある施設18か所全てに
同装置関連の指導を実施。また18か所に
劇薬の分別保管等の薬事法関連の指導を
実施。管内全施設（53か所）を対象にア
ンケート調査（回答数46か所）を実施。
その結果、エックス線装置がある施設34
か所中放射線測定用具なしが10か所（29.
4%）、エックス線診療従事者の実効線量

等の記録なしが16か所（47.1%）、同装置
使用状況の記録なしが13か所（38.2%）
あり、同装置関連規則が遵守されていな
かった。そのほか劇薬を分別保管せずが
8か所（17.4%）。過去3年間の立入検査時
以外の獣医事関連指導（15件）のうち12
件が広告制限関連事例（規制緩和により
減少が予想）。今後はエックス線関連指
導の強化、獣医師のエックス線に関する
認識不足解消により、適切な獣医療が提
供されるよう努める。

632 Farm to Table体験から見えてきた
家畜保健衛生所の役割：愛知県西三河家
保 杉江典映 ほか

愛知県では、家畜の衛生管理を中心に
消費者に理解してもらい、生産者と消費
者の距離を近づけることを目的とした
「Farm to Table体験」事業を家保職員
が提案し、企画から運営に至る全てを中
心となり実施。本事業は、①生産農場か
ら流通・食卓に至る畜産物の流れを体験
する「体験ツアー」 (5 回 )、②喫茶を楽
しみながら畜産の話を聞く「サイエンス
･カフェ」 (5 回 )、③生産者と消費者が参
加する「シンポジウム」 (1 回 )である。
参加した消費者からは、農場の衛生管理
を自ら確かめられたことで畜産物に対す
る安心感が増し、お互いの距離を近づけ
る取組みが必要との回答が得られた。健
康な家畜を飼養し、飼養衛生管理を徹底
することは食の安全安心の礎でもあり、
家畜の損耗防止のみならず食の安全も含
めた家畜衛生業務が、これからの家保に
とって重要な役割であると思われる。ま
た、消費者に対しても家保の役割を積極
的に伝え、畜産現場を身近に感じてもら
うことが大切である。

633「農楽の先生」 小学校、獣医師派
遣事業への取り組み：愛知県西三河家保

加茂支所 松本惠 白羽知子
「農楽の先生」獣医師派遣事業は、小

学校に家保職員等の獣医師を派遣し、畜
産等のテーマで出前講座を実施する事
業。当支所では、「畜産農家の生産活動
への理解」と「食の大切さ」で２校４講
座、「家畜の命の尊さ」と「人獣共通感
染症に対する正しい知識」で２校４講座、
計 3 校８講座を実施。授業の準備では、
学校教師との事前打合せや児童事前アン
ケートを実施、授業内容が学校の希望に
あったものになるよう心がけた。授業は、
食育教育強化校が応募した事、学校飼育
動物の扱い方に担当教師も慣れていない
事等、地域や学校の特色・要望を考慮し
つつ実施。講義については、液晶プロジ
ェクターを用いて、クイズをまじえたプ
レゼンテーションとした。内容が学校飼
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育動物の飼育管理関係の場合は、講義後、
適切な小動物との接し方、抱き方の実習、
教育聴診器を用いた動物の心音の聞き取
り体験等をおこなった。派遣事業に対す
る参加校の事後アンケート調査結果は好
評であった。本事業の実施が、選択され
た各内容について小学生たちが理解を深
めるための一助になったと考えられる。

634 中丹管内における受精卵移植の成果
と今後の展望について：京都府中丹家保

西井義博、安藤嘉章
府は肉用牛増頭戦略を策定し、生産基

盤強化で和牛子牛の増産、和牛肉の生産
拡大のために受精卵移植（ＥＴ）を推進。
そこで管内農家の実態と意向を調査し今
後の展望を検討。調査対象は、ＥＴ実施
農家及びＥＴ子牛を市場出荷する農家計
38戸。酪農家の和牛卵ＥＴは、昨年度よ
り戸数が増加、ＥＴ希望を含め９割強を
占め、和牛子牛の生産拡大が期待出来る。
飼料費高騰等による経営転換と広域農協
の入札会（酪農家ＥＴ子子を和牛農家へ
譲渡）の定例化や取引価格の安定が生産
拡大の要因。生産意欲の高い和牛農家は、
市場出荷の増頭等を求め、ＥＴ子牛を積
極的に導入。また地域農協内の和牛改良
組合は、農家採胚を活用した高育種価牛
の増産により、市場性の高い子牛を生産。
本調査から全農家が、今後も府ＥＴ事業
の必要性を求めた。京都産の和牛肉生産
拡大には、受精卵生産体制強化、売れる
受精卵づくり、ＥＴ子牛の増頭と流通拡
大が必要、家保は特にその基礎となるＥ
Ｔ技術向上に努める。

635 庁内GIS（地理情報システム）を用
いた防疫マップシステムの構築：京都府
中丹家保 八谷純一、西野洋
【はじめに】京都府では、急性伝染病発
生時に迅速な初動防疫を行うため、市販
の電子地図を利用して農場の位置情報等
を入力し、防疫マップとして整備済。
H19年度、災害情報等管理のため、GISが
庁内システムに導入され、防疫マップへ
の応用について検証。
【防疫マップへの応用】GISは位置情報
等のデータを高度に管理･分析･表示する
機能を有する。農場の位置情報のほか飼
養羽数等の付随情報も入力、表示可能。
また、移動制限区域の設定に必要な発生
場所を中心とした任意半径の円描画、個
々の農場の検索、区域内の農場情報も一
括出力でき、データは表計算ソフトで加
工可能。衛星写真を地図に追加表示する
ことで、農場内の建物配置が正確に把握
でき、初動防疫のシミュレーションも可
能。GISはパスワードの設定により、個
人情報を保護しつつ、庁内端末のどこか

らでも情報を共有できる。【まとめ】GIS
は防疫マップとしての機能を充分に有
し、さらに迅速な初動防疫に寄与する。

636 農場巡回における長靴等の消毒効果
：奈良県家保 岡本美奈子、藤井規男

農場への病原体持ち込み防止は重要。
長靴等の一般細菌数及び大腸菌群数を測
定し、家保で行っている消毒の現状を調
査。作業直後の長靴裏面の一般細菌数は
2.7×10５CFU/cm２、水洗による除菌率1
0.9%、逆性石けん液への長靴踏み込みに
よる除菌率3.9%。その後の車載消毒槽へ
の浸漬は有効であったが、複数農家巡回
時には有機物汚染が問題。そこで、車載
消毒薬及び作業後の消毒方法について検
討。有機物存在下での塩素系ハロゲン製
剤、逆性石けん及び消石灰乳に菌液を投
入し、経時的に菌数を計数。車載消毒槽
としては塩素系ハロゲン製剤が最も有
効。又、有機物混入量が少ない程、消毒
効果大。作業後の長靴の洗浄方法は消毒
液中でのブラシ洗浄による除菌率が52.8
%と有効。又、その後の浸漬による消毒
効果も高い。車両のタイヤ消毒について
は逆性石けん噴霧消毒より発泡消毒の方
が有効。これらの検討内容をふまえて現
場で再度徹底していくことが重要。

637 消石灰散布による環境負荷について
の一考察：倉吉家保 錫木淳

平成19年2月、高病原性鳥インフルエ
ンザ対策として、家畜伝染病予防法第9
条の規定に基づき、家きん飼育農場に対
する緊急消毒命令が出され、消石灰等に
よる消毒を実施。消石灰は、その主成分
である水酸化カルシウムの物理的・化学
的性質から、水害時の消毒剤・酸性土壌
矯正剤（肥料）・ラインマーカーなど広
く身近に使われているが、大量散布の際
には、土壌あるいは水系等周辺環境への
影響を危惧。そこで今回、消石灰水溶液
pHの経時的変化及び有機物等の影響を考
慮したpHの推移などを調査。その結果、
水溶液pHは最長72時間で中性域に戻り、
有機物等（土壌）の介在によりさらに時
間は短縮。これらのことから、周辺環境
への負荷はごく小さくかつ短期的なもの
と推察。また、農場排水の中和が必要な
際には、硫酸カリウム等の生理的酸性化
肥料が有用と思われた。

638 安全で効率的な戻し堆肥作りの検討
：香川県西部家畜保健衛生所 三好里
美、光野貴文

安全で効率的な戻し堆肥作りを検討す
るため、①堆肥中の大腸菌群の消失時期
②堆肥の大腸菌増殖抑制効果の出現時期
③抑制効果の要因を調査。材料は酪農家
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の堆肥（処理1、10、30、120日目）を供
試。①堆肥中の大腸菌群を計測した結果、
処理10日目以降で<102CFU/gと減少。②
各堆肥に大腸菌の標準株103～104CFU/g添
加し、37℃24時間培養後計測した結果、
処理10日目以降で<103CFU/gと大腸菌の
増殖抑制を確認。③堆肥を121℃15分滅
菌処理し、同様に大腸菌を添加し培養し
た結果、処理10日目の堆肥では2.0×109

CFU/gと増殖、抑制効果が消失。しかし3
0日4.0×104CFU/g、120日3.5×104CFU/g
と10日目と比較して抑制効果が存在。こ
のことから抑制効果の要因は初期の微生
物によるものと、その後の処理過程で発
生する別の要因が関与することが示唆。
今回の調査結果から、戻し堆肥の利用は、
堆肥化処理10日目以降を用いることが、
安全かつ効率的であると考えられた。

639 畜産苦情の受理状況と課題について
：香川県西部家畜保健衛生所 梶野昌
伯、真鍋圭哲

平成 15 年 1 月～平成 19 年 12 月にか
けて西讃支所が受理した畜産公害苦情
63 件（実 42 戸）について検討。県下全
域における支所管内の年度別受理割合は
23 ％から 43 ％で推移。月別では 5 月か
ら 9 月に申立が集中。発生状況では養鶏
が 50 ％で悪臭と水質汚濁が最多。その
年の気象条件により、申立内容が変化。
発生農家は 80％が糞尿処理施設を保有。
発生場所では農場由来が 63 ％と最多。
苦情内容別では悪臭が 41 ％次いで水質
汚濁 32 ％。近年、都市的地域での申立
が増加傾向。また、複数回苦情発生した
のは糞尿処理施設を持たない農家及び住
宅と混住する農家。申立者は個人が 72
％次いで住民代表が 12 ％。受理機関は
市役所が 50 ％次いで他の県機関が 26
％、家保が 20%。指導内容は発生防止対
策が 40 ％、原因除去指導が 27 ％。指導
後、5 戸で施設整備等を実施。今後、農
家の糞尿処理施設の適正な維持・管理に
ついての指導等が重要。

640 畜産公害（水質汚濁、悪臭）の対応
事例:香川県東部家畜保健衛生所 澤野一
浩、井上英幸

香川県では混住化と大規模化が進んだ
ことにより、家畜排せつ物処理施設が充
実してきたものの、その管理の失宜によ
り悪臭等の苦情が多くなっている。この
ため、関係機関等と協議会を設置し改善
指導を実施、今回3事例を報告。19年5月
に水質汚濁で苦情のあった養豚繁殖農家
（繁殖豚600頭）には、河川の原状回復、
排せつ物処理計画の見直しと新規堆肥舎
の建設、施設管理専任者の育成等を指導、
12月に改善を確認。発酵床の管理失宜に

より、19年1月から悪臭の苦情が多い養
豚肥育農家(1,600頭)には、副資材の見
直し、オールアウト時に消臭剤の散布、
有効微生物資材の飼料添加、腐植液の飲
水投与を指導、現在改善中。18年2月か
ら堆肥化処理方法が悪く悪臭の苦情が多
い採卵鶏農家（30万羽）は、毎月1回発
酵温度、容積重、アンモニア濃度の測定
と堆肥分析を実施し原因を調査。スター
ト時の容積重の調整など堆肥化処理技術
を指導、現在改善中。畜産公害を未然に
防ぐには、経営者の法令順守と悪臭測定、
堆肥分析、処理技術の指導などのソフト
対策の継続が重要。特に、処理技術につ
いては、担当者が変更しても同様の処理
が出来るようマニュアル化することが必
要。

641 県内病理組織学的検査検体の搬入状
況と傾向：愛媛県家畜病性鑑定室 安藤
通花

現場への情報提供を目的とし、平成 18
年 4 月から平成 19 年 12 月迄の病理検査
検体 155 件、237 頭羽について県内状況
を精査し傾向を検討。管轄別は Y 及び S
家保で 60%を占め、畜種別は豚が多く、
月別は牛で 7-9 月、豚で 7-12 月に増加、
症状別は死亡・神経症状・呼吸器症状・
異常産が多い傾向を示した。組織におけ
る死後変化は死後約 3 時間を境として出
現し、10 時間以降は 60%以上で認めら
れた。また、死後変化を示す症例でも約
40%は診断可能であった。畜種別疾病状
況については、平成 16 年度以降の 419
件、622 頭羽で精査し、平成 17 年度か
ら豚では脳脊髄血管症が増加を示す等、
各畜種で傾向が認められた。これらの県
内疾病状況や今後改正される病性鑑定マ
ニュアルに対応するため、病理組織学的
検査における注意事項として、異常産・
多発疾病・皮膚疾病・腸炎症例の検査材
料の採材部位等について検討した。

642 繊維状ポリマー不織布使用による病
理標本切り出し作業の一考：中央家保
酒井賀彦、安藝秀実

病理標本作製過程では、解剖時に採材
したホルマリン固定臓器を適当な大きさ
に細切する必要があり、その際作業者は
高濃度のホルムアルデヒドガスの暴露が
不可避。そこで、作業中のホルムアルデ
ヒドガス暴露量の軽減を目的として、開
発中の繊維状ポリマー不織布を実際の切
り出し作業に試用。その結果、ポリマー
不織布自身のホルムアルデヒド捕捉能力
に加え、作業時間の短縮による軽減効果
も確認。さらに、複数の臓器を扱う際に
は、コンタミネーション防止にもなり、
従来のペーパータオル使用に比較してゴ
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ミの排出量が軽減され、環境への負荷も
著減。当初の目的であったホルムアルデ
ヒドガス暴露量の減少のみならず、様々
な効果が確認された。



Ⅰ 牛の衛生 

 

Ⅰ－１ ウイルス性疾病 

 

ＢＶＤウイルスの関与が疑われた流産発生

農場の抗体保有状況等調査：神奈川県県央家

保 川端光宏、植田光雄  

 平成 18 年 9 月～12 月、管内 1 酪農家で 3

頭の流産が続発。3 頭目の発生時に病性鑑定。

流産胎子は、牛ウイルス性下痢ウイルス

（BVDV）Ⅰ型の抗体を保有。流産した 3 頭

は、その保存血清（平成 17 年 5 月採材）と比

較してⅠ型の抗体価が有意に上昇。同居牛に

は臨床的異常を認めず。平成 19 年 2 月、持続

感染牛（PI 牛）摘発のため、飼養牛全 35 頭

を検査。BVDVⅡ型も抗体検査を追加。抗体

陽性率はⅠ型 85.7％（GM 値：28）､Ⅱ型 82.8％

（GM 値：227）。RT-PCR は陰性、ウイルス

は分離されず、PI 牛は認めず。2 月以降に生

まれた後継牛 5 頭について、胎子期の感染を

考慮し検査。平成 19 年 11 月時点で PI 牛を認

めず。生年別死亡率は平成 16 年 8.7％（2/23）、

17 年 3.8％（1/26）、18 年 22.2％（6/27）、

19 年 0％（0/13）と、18 年が比較的高率で 6

頭の死亡月齢は 0～6.5 ヶ月。抗体保有状況と

追跡調査等の結果から、平成 17～19 年の間に

農場で BVDV の流行があったと思われた。 

 

Ⅰ－２ 原虫性・寄生虫性疾病 

 

乳牛育成牧場における小型ピロプラズマ病

感染パターンの変化と今後の対策：神奈川県

足柄家保 池田暁史、丹波義彰 

管内の乳牛育成牧場で発生している小型ピロ

プラズマ病（以下、ピロ）の感染パターンは、

平成 16 年入牧牛までは放牧開始後から原虫

寄生率が大きく上昇し 90%以上に達していた

が、平成18年入牧牛は低く推移。翌年4月に

放牧したところ殺ダニ剤を塗布しているにも

かかわらずピロに感染し、貧血を呈する牛を

確認。これらの牛は、人工授精を行う時期に

達しているか若しくはすでに受胎していた

が、人工授精回数や流産の発生に影響なし。

再放牧に伴って感染牛が増加したため、感染

した放牧区の特定を試みたが 1～4 日で放牧

区を替えていることから、特定はできなかっ

たものの感染牛が感染確認される 30 日間に

放牧された放牧区には一定の傾向。今後も殺

ダニ剤を継続的に塗布すること、感染率が上昇

する時期に検査し、感染牛の早期収容、さらに

ダニ生息数を低減させるため放牧区の焼き払い

等の対策が重要。また、陰性で下牧した牛にピ

ロによる貧血がみられたことから、下牧後にも

十分な観察が必要。 

 

Ⅰ－３ 畜産技術 

 

牛受精卵移植（ET）における現状と課題：神

奈川県湘南家保 橋村慎二、草川恭次 

 当所管内が5市3町となった平成12年度以

降の採卵成績は、延べ 61 頭、354 個の正常卵

（正常卵率 54.1％）であった。うち 97 個移植

し、47 頭が受胎（受胎率 48.5％）。雌 13 頭、

雄 17 頭が分娩まで確認。管内全酪農家 223

戸（有効回答 165 戸）を対象に、平成 2 年度

に実施した「ET に対する意識アンケート調

査」を再度実施。結果、ET はほぼ認知されて

いるものの、関心については若干の低下が見

られた。今後の ET については、前回同様半

数以上が『利用したい』、『経営に役立つ』

と回答。一方で、割合は低いものの『利用し

たくない』『役立たない』の増加が見られた。

主な理由として、経費が高い、成績が悪いと

の意見があった。今後の課題として、経費の

低減及び、使用されていない凍結卵の利用推

進を図る必要がある。対策として、新鮮卵で

の性判別技術の積極的な活用や凍結保存卵を

性判別することで利用を推進する。ET 成績の

改善については、生産者への適切な指導と、

技術面からのサポートを行う。今後組織のあ

り方も視野に入れ、技術の高度化と平準化を

継続して推進する必要がある。 



 

Ⅰ－４ その他 

 

死産仔牛のヘモクロマトーシスを伴う肝線

維症：神奈川県病鑑 松尾綾子、安藤正樹 

 成牛約 25 頭飼養の県内酪農家で、2007 年 9

月に奇形死産仔牛（ホルスタイン種）が娩出

され、病性鑑定を実施。母牛は３産、2006 年

12 月にＡＩを実施。仔牛は下顎・胴・尾の短

小化、口蓋裂、両前肢ナックルを呈す。剖検

で、肝臓は著明に硬化、大小の黄色結節が散

在し不整形、両腎・膀胱無形成、結直腸部閉

鎖、脊椎癒合・変形。病理組織学的検査で、

肝臓にヘモジデリンの重度沈着が多発性にみ

られ、肝細胞は好酸性化、肝細胞索構造は不

明瞭。グリソン鞘及び肝小葉内に膠原線維増

生。再生性肝細胞は認めず。病原検索で、ウ

イルス・細菌分離陰性、各種異常産関連ウイ

ルス疾病抗体陰性、ネオスポラ抗体陰性。血

統情報から牛複合脊椎形成不全症の可能性を

否定。肝病変は、ヘモクロマトーシスを伴う

肝線維症と診断。ヘモクロマトーシス及び奇

形の原因は不明。肝硬変および肝線維症の原

因別分類では色素性であり、動物、特に胎仔

でこのような所見がみられるのは稀。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 豚の衛生 

 

Ⅱ－１ ウイルス性疾病 

 

管内の豚オーエスキー病（AD）清浄化対策：

神奈川県湘南家保 森村裕之 草川恭次       

AD 清浄化を目的として、管内 5 市の養豚

場に対し、対策を講じた。A～C の 3 市全農

場の繁殖豚全頭の抗体検査を実施。A 市の全

8 戸で AD 野外ウイルス抗体陽性豚（以下、

野外豚）は存在しなかったが、B 市で全 4 戸

中 2 戸 4 頭、C 市で全 10 戸中 3 戸 79 頭の野

外豚を摘発淘汰。A 市ではこの結果を受け、

肥育豚のワクチン接種を中止、今後は肥育豚

抗体検査により、清浄性維持を確認。B 市で

野外豚摘発の 2 農場は、肥育豚のワクチン接

種未実施だったため、肥育豚にもワクチン接

種を指導。C 市では摘発後、約 2 年間の抽出

検査で野外豚が検出されていないため、平成

20 年度から肥育豚のワクチン接種を中止し、

A 市同様肥育豚での監視体制を強化。D 市全

5 戸においても、ワクチン接種中止を目的と

してA市同様、清浄性の確認をするよう指導。

E 市全 2 戸は従来から清浄地域で、侵入防止

の徹底を指導。現在、清浄化推進地域の B～

D 市は、A 市をモデルとして清浄化を進め、

最終的には管内全市清浄地域を目指す。 

 

管内養豚密集地域におけるオーエスキー病

清浄化への取り組み（第３報）：神奈川県東

部家保 荒井眞弓、古性亮彦 

 当所管内のオーエスキー病（ＡＤ)陽性農場

はＹ市の15戸中10戸であるが、平成14年７

月にはＡＤ野外ウイルス抗体陽性豚（野外抗

体陽性豚）を淘汰し、実質的な清浄化を達成。

しかし繁殖豚へのワクチン接種を継続実施。

Ｙ市のＡＤ清浄化を進めるため、農場のＡＤ

清浄化安全評価および畜主のワクチン接種中

止に対する意向調査を実施。安全評価は導入、

交配、出入り業者数、来場者、防疫対策の実

施状況の５項目について聞き取り調査を実



施、項目ごとに50、20、10、10、10の配点で

各農家の評価点を算出。結果、最高はＩ農場

の76点で清浄化可能と判断。畜主も清浄化を

希望し、再度繁殖豚の全頭検査を実施、野外

抗体陰性を確認。しかし、ＡＤ発生の不安や

その後の周辺農場へのまん延の可能性からワ

クチン接種中止には至らず。意向調査の結果

からＡＤ清浄化には、県内の野外抗体陽性豚

が淘汰された後に、全農場の一斉のワクチン

中止が望ましい。 

 

A市における生産者と一体となった豚オーエ

スキー病清浄化への取り組み：神奈川県県央

家保 木村幸子、植田光雄 

  A市の養豚農家(8戸6,680頭H19.2.1現在)

は、生産者団体(養豚部)を組織し、種々の活

動を展開。家保は、衛生検査や検討会で講師

を務める等その活動に協力。近年、県内では

豚オーエスキー病(AD)野外ウイルス抗体陽

性豚(陽性豚)の淘汰を終了した地域が複数あ

り、A 市の H18 年度前期清浄度確認検査にお

いても養豚部 8 戸中 1 戸で陽性豚を確認する

のみ。AD 清浄化への養豚農家の意識が高ま

ってきた。そこで、H18 年 8 月、家保は養豚

部に対し地域の AD 清浄化に向けた繁殖豚全

頭の AD 抗体検査(全頭検査)実施と陽性豚淘

汰を提案。養豚部は全戸の意見をまとめ、家

保へ指導を依頼。家保は全戸を対象に H18 年

度 1～3 月、H19 年度 9～12 月の 2 回全頭検査

を実施。H18 年度検査では 2 戸で陽性豚を確

認。うち 1 戸は陽性豚 4 頭(4/35 頭)の淘汰を

H19 年 3 月に完了。もう 1 戸は陽性豚の割合

(12/31 頭)が高かったため計画的な淘汰を行

い、H19 年度検査で陽性豚が 5 頭となり、H19

年 12 月淘汰を完了。 

 

県内豚のＢＶＤＶ抗体保有状況調査：神奈川

県病鑑 窪田英俊、安藤正樹 

 BVDV は、豚コレラ（CSF）Ｖと同属で豚

へも感染し、抗原的に類似し血清学的に交差

する。豚コレラ防疫指針の抗体検査法は

ELISA を中心と位置づけられているが、国内

でBVDV抗体保有豚が報告されて以来CSFV

中和抗体陰性、ELISA 陽性又は疑陽性（陽性

等）を示し清浄性維持確認検査（清浄検査）

に影響を与える事例を確認。今回県内飼養豚

の BVDV 浸潤状況把握の為、2006 年度清浄

検査で CSF 陰性確認済血清 68 戸 1,010 頭（繁

殖・候補豚 383 頭、肥育豚 627 頭）を使用し

BVDV 抗体検査を実施。まず CSFELISA を実

施したところ、繁殖・候補豚 8 戸 18 頭で陽性

等を確認。肥育豚全例陰性。この 18 頭の

BVDV 中和試験（1 型 Nose、十勝、2 型 KZ-91）

を実施。全てが BVDV 中和抗体を保有し、交

差反応を確認。また、同抗体陽性農家 4 戸で

複数陽性豚を確認。今後、清浄検査で ELISA

を活用する際は、予め BVDV 浸潤状況の把握

が必要。また ELISA 陽性豚の確認検査時には

CSFVに併せてBVDV中和試験の実施も必要。 

 

豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）対策に向

けた取り組み：神奈川県湘南家保 大須賀朋

子、草川恭次 

管内における PRRS 対策を検討するため、繁

殖豚約 130 頭飼養の一貫経営農場をモデル農

場として調査。この農場は、管内 A 農場で繁

殖と肥育前期、管外 B 農場で肥育後期と繁殖

豚の育成を実施しており、候補豚のみ再び A

農場に戻ってくるフロー。今回は、ELISA 検

査を主体とし、ウイルス動態調査を繁殖豚・

肥育前期豚・候補豚で実施。結果、繁殖豚は

陰性で、肥育前期豚・候補豚では陰性・陽性

が混在。さらに、上記検査に供した繁殖豚 12

頭、肥育前期豚 10 頭及び候補豚 5 頭について

PCR 検査を実施。肥育前期豚で 3 頭の陽性を

確認、うち 2 頭は ELISA 検査では陰性。この

ことは、感染して間もないため、抗体が陽転

していないと考えられる。以上より、繁殖豚

群では感染は起きておらず、肥育前期豚群で

起きていると推察。今後は、この結果を基に、

繁殖豚群の免疫安定化対策と肥育前期豚群の

衛生対策を講ずることにより、PRRS 対策の



効果を検証するとともに、本事例を参考に、

他農場についても、各々に適した PRRS 対策

を検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 鶏の衛生 

 

Ⅲ－１ ウイルス性疾病 

 

A養鶏団地の高病原性鳥インフルエンザ防疫

対応マニュアル作成と実働防疫訓練：神奈川

県県央家保 髙尾健太郎、植田光雄 

 A 養鶏団地（団地）の高病原性鳥インフル

エンザ（HPAI）防疫対応マニュアル(マニュ

アル)作成と疑い事例発生を想定した実働防

疫訓練(訓練)を実施。マニュアルには各農場

見取図、取引業者出入り状況、万一の発生時、

防疫計画策定に必要な各農場の消毒薬量・汚

染物品処分量等を収録。訓練は団地内１農場

で死亡羽数増加の通報を受け検診の結果疑い

事例が発生したとの想定のもと、発生鶏舎を

逆性石けんで発泡消毒、敷地を粒状消石灰で

消毒、団地全体の疫学調査を実施。その結果、

緊急消毒に鶏舎 1 棟で 3 人は必要、疫学調査

は団地全体の情報量が膨大で 3 人は必要、団

地から関係者に対し日頃から疫学を念頭にお

いて行動するよう理解を求めておくことが重

要、団地以外の農場対応は別家保に委ねざる

を得ない等確認。同日、各農場責任者を招集

した防疫会議では大量の鶏死体を処分可能な

施設確保への要望あり。今後もマニュアルの

充実と訓練で初動防疫のスキルアップを図

る。 



Ⅳ 馬の衛生 

 

Ⅳ－１ ウイルス性疾病 

 

馬インフルエンザ発生に係る対応：神奈川県

湘南家保 

山本美佳、草川恭次 

 平成 19 年 8 月、日本で 36 年ぶりに馬イン

フルエンザの発生確認。当所でも乗馬クラブ

や大学馬術部を中心に本病発生防止対策を進

めていた矢先、管内乗馬クラブで本病発生。

当該乗馬クラブの管理獣医師と協力し、発生

馬の隔離・消毒等の防疫対策を講じ、その後

再発は見られない。また、当該乗馬クラブの

国体出場等の防疫対策も管理獣医師との連携

体制のもと、「馬インフルエンザの発生まん

延防止の基本方針」に沿って「陽性馬が確認

されている施設」として円滑に実施。本病発

生に係る一連の防疫対応では、管理獣医師と

の密な連絡調整、役割分担の明確化及び連携

体制がリスクコミュニケーションを実現し、

迅速かつ円滑な防疫対策につながった。今後

も馬飼養者並びに管理獣医師とのリスクコミ

ュニケーションを図ることで馬の防疫体制の

構築に努めたい。 

 

川崎競馬場で発生した馬インフルエンザに

伴う防疫対応：神奈川県東部家保 田中嘉

州、古性亮彦 

 平成19年9月1日に川崎競馬場小向きゅう

舎（小向きゅう舎）で馬インフルエンザ（馬

フル）が発生。当所は神奈川県川崎競馬組合

の検診依頼に応じ、診断と防疫措置を実施、

早期終息に協力。また、その後の疫学調査で、

検査・防疫措置等に参考となる若干の知見を

得た。小向きゅう舎の馬は、全頭年 2 回の馬

フルワクチン接種済。9 月 1 日の全頭検査で

は、インフルエンザ簡易検査キット（簡易検

査）による陽性馬の症状は無～軽度。簡易検

査とＰＣＲとの一致率は、同時に採材したサ

ンプルでは高く、同一馬でも採材時間が異な

ると低下する傾向。小向きゅう舎にウイルス

が侵入した原因は不明。まん延の要因は、人

による媒介や練習馬場等での馬の直接的・間

接的な接触と推察。しばらくは、入きゅう馬

等によるウイルスの再持ち込みが想定される

ため、入きゅう馬の隔離措置等防疫措置の継

続を指導。 

 



Ⅴ みつばちの衛生 

 

Ⅴ－１ その他 

 

養蜂業における「スムシ」対策：神奈川県足

柄家保 後藤佐知子、丹波義彰  

 従来、スムシ対策は二硫化炭素による燻蒸

で実施していたが、平成 15 年の農薬取締法の

改正により、その使用ができず、養蜂家は対

策に苦慮。アンケート調査：当所管内の飼養

者に対し実施。回収率 7 割で、うち 9 割がス

ムシ対策に苦慮、簡便な対策を望んでいた。

実施したスムシ対策：廉価で簡便な冷凍処理

法を試験。試験方法：スムシを発生させた空

巣脾を一定時間（0.5、1、2、4 及び 6 時間）

冷凍庫で冷凍（－20℃）処理後、乾燥し常温

保管。巣脾のスムシ被害の拡大を肉眼的に調

査、判定。また、冷凍処理によるスムシの幼

虫及び卵への直接影響についても確認。さら

に、巣脾の冷凍処理による劣化の有無につい

ても併せて調査。結果：空巣脾は 4 時間以上

の冷凍処理でスムシの被害は抑制できる。0.5

時間の冷凍感作で幼虫は死滅するが、卵は抵

抗性が考えられた。また、冷凍処理後の巣脾

は蜂の産卵、生育には問題なく使用が可能で、

劣化は認められないと判断した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 共通一般衛生 

 

Ⅵ－１ その他 

 

データベース「獣 easy 君」による獣医事事

務のＯＡ化：神奈川県東部家保 田中嘉州、

古性亮彦 

 今年度、獣医事事務の業務の効率化を図る

ために、処理の自動化、従事時間の短縮、ペ

ーパーレス化等を目的にデータベース「獣

easy君」を作成、業務改善が図られた。獣easy

君は、収受から事務処理完了まで全ての事務

事項を記録・作成可能。さらに、従来から使

用されている台帳様式およびエクセルファイ

ルに対し、互換性を維持、台帳の自動作成機

能およびペーパーレス化、エクセル互換ファ

イルの出力と集計機能等を保有。また、郵便

番号による住所の自動入力や反復される同じ

情報の入力をワンクリックの作業で実現し、

入力ミスの低減及び申請者本人による誤記の

検索も容易。作業時間を従来法と比較すると

開設１申請当たり 16 分、変更１申請当たり 9

分短縮。今後は、獣easy君の中に獣医事問い

合わせマニュアルや獣医事指導記録等をデー

タベース化する機能を取り込み、獣easy君１

本で獣医事事務が完了できるよう機能強化を

図る予定。 

 


